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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】視野角特性に優れた高品質な液晶表示装置を提
供する。
【解決手段】第１のスイッチ１１１と、第２のスイッチ
１１２と、第３のスイッチ１１３と、第１の抵抗１１４
と、第２の抵抗１１５と、第１の液晶素子１２１と、第
２の液晶素子１２２とを含む画素を有し、第１の液晶素
子の画素電極は、第１のスイッチを介して信号線に電気
的に接続され、第１の液晶素子の画素電極は、第２のス
イッチ及び第１の抵抗を介して第２の液晶素子の画素電
極に電気的に接続され、第２の液晶素子の画素電極は、
第３のスイッチ及び第２の抵抗を介してＣｓ線１１９と
電気的に接続され、第１の液晶素子の共通電極は、第２
の液晶素子の共通電極と電気的に接続されており、信号
線に画素の階調に応じた電位を入力することにより、視
野角特性に優れた高品質な表示を得ることができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画素を複数有する画素部を有し、
　前記画素は、第１のトランジスタと、第２のトランジスタと、第３のトランジスタと、
第１の液晶素子と、第２の液晶素子と、を有し、
　前記第１のトランジスタ、前記第２のトランジスタ、及び前記第３のトランジスタは、
それぞれ、非晶質シリコンと、前記非晶質シリコンの下方に位置するゲートと、を有し、
　前記第１の液晶素子は、透光性を有する第１の画素電極を有し、
　前記第２の液晶素子は、透光性を有する第２の画素電極を有し、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１の画素電極に接続さ
れ、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第２の画素電極に接続さ
れ、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第３のトランジスタのソ
ース又はドレインの一方に接続され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、ソース線に接続され、
　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第１の配線に接続され、
　前記第１のトランジスタのゲートは、ゲート線に接続され、
　前記第２のトランジスタのゲートは、前記ゲート線に接続され、
　前記第３のトランジスタのゲートは、前記ゲート線に接続され、
　前記第１のトランジスタ、前記第２のトランジスタ、及び前記第３のトランジスタがオ
ンしたまま、前記第２の画素電極には、前記第２のトランジスタのオン抵抗の大きさと前
記第３のトランジスタのオン抵抗の大きさとに基づいて、前記ソース線の電位と前記第１
の配線の電位との電位差を分割して得られた電位が供給される透過型液晶表示装置。
【請求項２】
　画素を複数有する画素部を有し、
　前記画素は、第１のトランジスタと、第２のトランジスタと、第３のトランジスタと、
第１の液晶素子と、第２の液晶素子と、を有し、
　前記第１のトランジスタ、前記第２のトランジスタ、及び前記第３のトランジスタは、
それぞれ、非晶質シリコンと、前記非晶質シリコンの下方に位置するゲートと、を有し、
　前記第１の液晶素子は、透光性を有する第１の画素電極を有し、
　前記第２の液晶素子は、透光性を有する第２の画素電極を有し、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１の画素電極に接続さ
れ、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第２の画素電極に接続さ
れ、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第３のトランジスタのソ
ース又はドレインの一方に接続され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、ソース線に接続され、
　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第１の配線に接続され、
　前記第１のトランジスタのゲートは、ゲート線に接続され、
　前記第２のトランジスタのゲートは、前記ゲート線に接続され、
　前記第３のトランジスタのゲートは、前記ゲート線に接続され、
　前記第２のトランジスタ及び前記第３のトランジスタを介して前記ソース線と前記第１
の配線との間に電流が流れている期間において、前記第２の画素電極には、前記第２のト
ランジスタのオン抵抗の大きさと前記第３のトランジスタのオン抵抗の大きさとに基づい
た電位が供給される透過型液晶表示装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　前記第２のトランジスタのチャネル長に対するチャネル幅の割合は、前記第３のトラン



(3) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

ジスタのチャネル長に対するチャネル幅の割合よりも大きい透過型液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物、方法、または物を生産する方法に関する。特に、表示装置または半導体
装置に関するものである。さらに、その表示装置を表示部に有する電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、携帯電話機、テレビ受像器等の多くの電気製品に用いられており、さ
らなる高品質化に向けて多くの研究がなされている。
【０００３】
液晶表示装置は、ＣＲＴ（ブラウン管）に比べ小型かつ軽量であり、消費電力が小さいと
いった利点を有する一方で、視野角が狭いといった問題を有する。近年では、視野角特性
を改善するためにマルチドメイン方式、即ち配向分割法の研究が多くなされている。例え
ば、ＶＡ方式（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ；垂直配向方式）にマルチドメイ
ン方式を組み合わせたＭＶＡ方式（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌ
ｉｇｎｍｅｎｔ；マルチドメイン型垂直配向方式）やＰＶＡ方式（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　
Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ；パターン型垂直配向方式）等がある。
【０００４】
また、一つの画素を複数のサブ画素に分割し、各サブ画素における液晶の配向状態を異な
らせることで視野角の向上を図るといった研究も行われている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－２７６５８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
しかしながら、その視野角特性は十分なものと言えず、表示装置としてさらなる改善が求
められる。そこで、本発明では、視野角特性に優れたさらに高品質な表示装置を提供する
ことを課題とする。
【０００７】
特許文献１に記載された液晶表示装置の一画素における等価回路図を図７７に示す。図７
７に示す画素は、ＴＦＴ３０、液晶容量Ｌ１、液晶容量Ｌ２、保持容量Ｃ１及び保持容量
Ｃ２を有し、走査線３ａ及びデータ線（信号線）６ａに接続されている。
【０００８】
液晶は電圧保持特性は示すもののその保持率は１００％ではなく、液晶に電荷が流れるこ
とによるリークの存在が懸念される。図７７に示す画素では、リークが生じた場合、ノー
ド１１において保持容量Ｃ１、保持容量Ｃ２、及び液晶容量Ｌ２で閉ざされた部分におけ
る電荷保存則により一定の電位に保たれていた状態は失われ、ノード１１の電位はリーク
が生じる前の初期状態の電位からかけ離れてくる。そのため、液晶容量Ｌ２の透過率は、
データ線６ａに書き込む画像信号、即ち階調に応じた電位によって決定される透過率より
変化してしまう。その結果、所望の階調を得ることができなくなったり、画質が低下して
まう。このようにして、時間の経過に伴い、徐々に表示品位が低下する。よって、製品の
寿命が短くなってしまう。特に、ノーマリーブラックモードの表示装置では黒を表示する
ことができず、コントラストの低下を招く。
【０００９】
　上記問題を鑑み、本発明では広視野角表示を実現することを課題とする。または、コン
トラストに優れた表示装置を提供することを課題とする。または、表示品位に優れた表示
装置を提供することを課題とする。または、ノイズの影響を受けにくく、綺麗な表示を行
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うことが可能な表示装置を提供することを課題とする。または、表示の劣化が生じにくい
表示装置を提供することを課題とする。または、製品寿命に優れた表示装置を提供するこ
とを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明の一は、第１のスイッチと、第２のスイッチと、第３のスイッチと、第１の抵抗と
、第２の抵抗と、第１の液晶素子と、第２の液晶素子とを含む画素を有し、前記第１の液
晶素子及び第２の液晶素子の各々は、少なくとも画素電極と、共通電極と、前記画素電極
及び前記共通電極に制御される液晶とから構成され、前記第１の液晶素子の画素電極は、
前記第１のスイッチを介して第１の配線に電気的に接続され、前記第１の液晶素子の画素
電極は、前記第２のスイッチ及び前記第１の抵抗を介して前記第２の液晶素子の画素電極
に電気的に接続され、前記第２の液晶素子の画素電極は、前記第３のスイッチ及び前記第
２の抵抗を介して第２の配線と電気的に接続されることを特徴とする液晶表示装置である
。
【００１１】
本発明の一は、第１のスイッチと、第２のスイッチと、第３のスイッチと、第１の抵抗と
、第２の抵抗と、第１の液晶素子と、第２の液晶素子と、第１の保持容量と、第２の保持
容量とを含む画素を有し、前記第１の液晶素子及び第２の液晶素子の各々は、少なくとも
画素電極と、共通電極と、前記画素電極及び前記共通電極に制御される液晶とから構成さ
れ、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記第１のスイッチを介して第１の配線に電気的
に接続され、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記第２のスイッチ及び前記第１の抵抗
を介して前記第２の液晶素子の画素電極に電気的に接続され、前記第２の液晶素子の画素
電極は、前記第３のスイッチ及び前記第２の抵抗を介して第２の配線と電気的に接続され
、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記第１の保持容量を介して前記第２の配線と電気
的に接続され、前記第２の液晶素子の画素電極は、前記第２の保持容量を介して前記第２
の配線と電気的に接続されることを特徴とする液晶表示装置である。
【００１２】
　本発明の一は、上記構成において、前記第２の抵抗の抵抗値は、前記第１の抵抗の抵抗
値より大きいことを特徴とする液晶表示装置である。
【００１３】
　本発明の一は、スイッチと、第１のトランジスタと、第２のトランジスタと、第１の液
晶素子と、第２の液晶素子と、第１の保持容量と、第２の保持容量とを含む画素を有し、
前記第１の液晶素子及び第２の液晶素子の各々は、少なくとも画素電極と、共通電極と、
前記画素電極及び前記共通電極に制御される液晶とから構成され、前記第１の液晶素子の
画素電極は、前記スイッチを介して第１の配線に電気的に接続され、前記第１の液晶素子
の画素電極は、前記第１のトランジスタを介して前記第２の液晶素子の画素電極に電気的
に接続され、前記第２の液晶素子の画素電極は、前記第２のトランジスタを介して第２の
配線と電気的に接続され、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記第１の保持容量を介し
て前記第２の配線と電気的に接続され、前記第２の液晶素子の画素電極は、前記第２の保
持容量を介して前記第２の配線と電気的に接続されることを特徴とする液晶表示装置であ
る。
【００１４】
　本発明の一は、第１のトランジスタと、第２のトランジスタと、第３のトランジスタと
、第１の液晶素子と、第２の液晶素子と、第１の保持容量と、第２の保持容量とを含む画
素を有し、前記第１の液晶素子及び第２の液晶素子の各々は、少なくとも画素電極と、共
通電極と、前記画素電極及び前記共通電極に制御される液晶とから構成され、前記第１の
液晶素子の画素電極は、前記第３のトランジスタを介して第１の配線に電気的に接続され
、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記第１のトランジスタを介して前記第２の液晶素
子の画素電極に電気的に接続され、前記第２の液晶素子の画素電極は、前記第２のトラン
ジスタを介して第２の配線と電気的に接続され、前記第１の液晶素子の画素電極は、前記
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第１の保持容量を介して前記第２の配線と電気的に接続され、前記第２の液晶素子の画素
電極は、前記第２の保持容量を介して前記第２の配線と電気的に接続されることを特徴と
する液晶表示装置である。
【００１５】
　本発明の一は、上記構成においてトランジスタのチャネル幅をＷ、チャネル長をＬとす
ると、前記第３のトランジスタのＷ／Ｌは、前記第１のトランジスタまたは前記第２のト
ランジスタのＷ／Ｌより小さいことを特徴とする液晶表示装置である。
【００１６】
また、本発明の一は上記構成においてトランジスタのチャネル幅をＷ、チャネル長をＬと
すると、前記第２のトランジスタのＷ／Ｌは前記第１のトランジスタのＷ／Ｌより大きい
ことを特徴とする液晶表示装置である。
【００１７】
なお本発明の表示装置は、例えば液晶表示装置、有機発光素子（ＯＬＥＤ）に代表される
発光素子を各画素に備えた発光装置、ＤＭＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｍｉｃｒｏｍｉｒｒｏｒ
　Ｄｅｖｉｃｅ）、ＰＤＰ（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ）、ＦＥＤ（Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ）等、アクティブマトリクス型の表示装置
がその範疇に含まれる。またパッシブマトリクス型の表示装置も含まれる。
【００１８】
なお、スイッチは、様々な形態のものを用いることができる。例としては、電気的スイッ
チや機械的なスイッチなどがある。つまり、電流の流れを制御できるものであればよく、
特定のものに限定されない。例えば、スイッチとして、トランジスタ（例えば、バイポー
ラトランジスタ、ＭＯＳトランジスタなど）、ダイオード（例えば、ＰＮダイオード、Ｐ
ＩＮダイオード、ショットキーダイオード、ＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　
Ｍｅｔａｌ）ダイオード、ＭＩＳ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄ
ｕｃｔｏｒ）ダイオード、ダイオード接続のトランジスタなど）、サイリスタなどを用い
ることが出来る。または、これらを組み合わせた論理回路をスイッチとして用いることが
出来る。
【００１９】
機械的なスイッチの例としては、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）のように、
ＭＥＭＳ（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）技術を用いたスイッチがある
。そのスイッチは、機械的に動かすことが出来る電極を有し、その電極が動くことによっ
て、接続と非接続とを制御して動作する。
【００２０】
スイッチとしてトランジスタを用いる場合、そのトランジスタは、単なるスイッチとして
動作するため、トランジスタの極性（導電型）は特に限定されない。ただし、オフ電流を
抑えたい場合、オフ電流が少ない方の極性のトランジスタを用いることが望ましい。オフ
電流が少ないトランジスタとしては、ＬＤＤ領域を有するトランジスタやマルチゲート構
造を有するトランジスタ等がある。または、スイッチとして動作させるトランジスタのソ
ース端子の電位が、低電位側電源（Ｖｓｓ、ＧＮＤ、０Ｖなど）の電位に近い状態で動作
する場合はＮチャネル型トランジスタを用いることが望ましい。反対に、ソース端子の電
位が、高電位側電源（Ｖｄｄなど）の電位に近い状態で動作する場合はＰチャネル型トラ
ンジスタを用いることが望ましい。なぜなら、Ｎチャネル型トランジスタではソース端子
が低電位側電源の電位に近い状態で動作するとき、Ｐチャネル型トランジスタではソース
端子が高電位側電源の電位に近い状態で動作するとき、ゲートとソースの間の電圧の絶対
値を大きくできるため、スイッチとして動作しやすいからである。また、ソースフォロワ
動作をしてしまうことが少ないため、出力電圧の大きさが小さくなってしまうことが少な
いからである。
【００２１】
なお、Ｎチャネル型トランジスタとＰチャネル型トランジスタの両方を用いて、ＣＭＯＳ
型のスイッチをスイッチとして用いてもよい。ＣＭＯＳ型のスイッチにすると、Ｐチャネ
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ル型トランジスタまたはＮチャネル型トランジスタのどちらか一方のトランジスタが導通
すれば電流が流れるため、スイッチとして機能しやすくなる。例えば、スイッチへの入力
信号の電圧が高い場合でも、低い場合でも、適切に電圧を出力させることが出来る。さら
に、スイッチをオン、オフさせるための信号の電圧振幅値を小さくすることが出来るので
、消費電力を小さくすることも出来る。
【００２２】
なお、スイッチとしてトランジスタを用いる場合、スイッチは、入力端子（ソース端子ま
たはドレイン端子の一方）と、出力端子（ソース端子またはドレイン端子の他方）と、導
通を制御する端子（ゲート端子）とを有している。一方、スイッチとしてダイオードを用
いる場合、スイッチは、導通を制御する端子を有していない場合がある。そのため、トラ
ンジスタよりもダイオードをスイッチとして用いた方が、端子を制御するための配線を少
なくすることが出来る。
【００２３】
なお、ＡとＢとが接続されている、と明示的に記載する場合は、ＡとＢとが電気的に接続
されている場合と、ＡとＢとが機能的に接続されている場合と、ＡとＢとが直接接続され
ている場合とを含むものとする。ここで、Ａ、Ｂは、対象物（例えば、装置、素子、回路
、配線、電極、端子、導電膜、層、など）であるとする。したがって、所定の接続関係、
例えば、図または文章に示された接続関係に限定されず、図または文章に示された接続関
係以外のものも含むものとする。
【００２４】
例えば、ＡとＢとが電気的に接続されている場合として、ＡとＢとの電気的な接続を可能
とする素子（例えば、スイッチ、トランジスタ、容量素子、インダクタ、抵抗素子、ダイ
オードなど）が、ＡとＢとの間に１個以上配置されていてもよい。あるいは、ＡとＢとが
機能的に接続されている場合として、ＡとＢとの機能的な接続を可能とする回路（例えば
、論理回路（インバータ、ＮＡＮＤ回路、ＮＯＲ回路など）、信号変換回路（ＤＡ変換回
路、ＡＤ変換回路、ガンマ補正回路など）、電位レベル変換回路（電源回路（昇圧回路、
降圧回路など）、信号の電位レベルを変えるレベルシフタ回路など）、電圧源、電流源、
切り替え回路、増幅回路（信号振幅または電流量などを大きく出来る回路、オペアンプ、
差動増幅回路、ソースフォロワ回路、バッファ回路など）、信号生成回路、記憶回路、制
御回路など）が、ＡとＢとの間に１個以上配置されていてもよい。あるいは、ＡとＢとが
直接接続されている場合として、ＡとＢとの間に他の素子や他の回路を挟まずに、ＡとＢ
とが直接接続されていてもよい。
【００２５】
なお、ＡとＢとが直接接続されている、と明示的に記載する場合は、ＡとＢとが直接接続
されている場合（つまり、ＡとＢとの間に他の素子や他の回路を間に介さずに接続されて
いる場合）と、ＡとＢとが電気的に接続されている場合（つまり、ＡとＢとの間に別の素
子や別の回路を挟んで接続されている場合）とを含むものとする。
【００２６】
なお、ＡとＢとが電気的に接続されている、と明示的に記載する場合は、ＡとＢとが電気
的に接続されている場合（つまり、ＡとＢとの間に別の素子や別の回路を挟んで接続され
ている場合）と、ＡとＢとが機能的に接続されている場合（つまり、ＡとＢとの間に別の
回路を挟んで機能的に接続されている場合）と、ＡとＢとが直接接続されている場合（つ
まり、ＡとＢとの間に別の素子や別の回路を挟まずに接続されている場合）とを含むもの
とする。つまり、電気的に接続されている、と明示的に記載する場合は、単に、接続され
ている、とのみ明示的に記載されている場合と同じであるとする。
【００２７】
なお、表示素子、表示素子を有する装置である表示装置、発光素子、発光素子を有する装
置である発光装置は、様々な形態を用い、また様々な素子を有することが出来る。例えば
、表示素子、表示装置、発光素子または発光装置としては、ＥＬ素子（有機物及び無機物
を含むＥＬ素子、有機ＥＬ素子、無機ＥＬ素子）、電子放出素子、液晶素子、電子インク
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、電気泳動素子、グレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）、プラズマディスプレイ（ＰＤ
Ｐ）、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）、圧電セラミックディスプレイ、カー
ボンナノチューブ、など、電気磁気的作用により、コントラスト、輝度、反射率、透過率
などが変化する表示媒体を用いることができる。なお、ＥＬ素子を用いた表示装置として
はＥＬディスプレイ、電子放出素子を用いた表示装置としてはフィールドエミッションデ
ィスプレイ（ＦＥＤ）やＳＥＤ方式平面型ディスプレイ（ＳＥＤ：Ｓｕｒｆａｃｅ－ｃｏ
ｎｄｕｃｔｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ－ｅｍｉｔｔｅｒ　Ｄｉｓｐｌｙ）など、液晶素子
を用いた表示装置としては液晶ディスプレイ（透過型液晶ディスプレイ、半透過型液晶デ
ィスプレイ、反射型液晶ディスプレイ、直視型液晶ディスプレイ、投射型液晶ディスプレ
イ）、電子インクや電気泳動素子を用いた表示装置としては電子ペーパーがある。
【００２８】
なお、ＥＬ素子とは、陽極と、陰極と、陽極と陰極との間に挟まれたＥＬ層とを有する素
子である。なお、ＥＬ層としては、１重項励起子からの発光（蛍光）を利用するもの、３
重項励起子からの発光（燐光）を利用するもの、１重項励起子からの発光（蛍光）を利用
するものと３重項励起子からの発光（燐光）を利用するものとを含むもの、有機物によっ
て形成されたもの、無機物によって形成されたもの、有機物によって形成されたものと無
機物によって形成されたものとを含むもの、高分子の材料、低分子の材料、高分子の材料
と低分子の材料とを含むものなどを用いることができる。ただし、これに限定されず、Ｅ
Ｌ素子として様々なものを用いることができる。
【００２９】
なお、電子放出素子とは、先鋭な陰極に高電界を集中して電子を引き出す素子である。例
えば、電子放出素子として、スピント型、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）型、金属―絶
縁体―金属を積層したＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ－Ｍｅｔａｌ）型、金属
―絶縁体―半導体を積層したＭＩＳ（Ｍｅｔａｌ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ－Ｓｅｍｉｃｏｎ
ｄｕｃｔｏｒ）型、ＭＯＳ型、シリコン型、薄膜ダイオード型、ダイヤモンド型、表面伝
導エミッタＳＣＤ型、オード型、ダイヤモンド型、表面伝導エミッタＳＣＤ型、金属―絶
縁体―半導体－金属型等の薄膜型、ＨＥＥＤ型、ＥＬ型、ポーラスシリコン型、表面伝導
（ＳＥＤ）型などを用いることができる。ただし、これに限定されず、電子放出素子とし
て様々なものを用いることができる。
【００３０】
なお、液晶素子とは、液晶の光学的変調作用によって光の透過または非透過を制御する素
子であり、一対の電極、及び液晶により構成される。なお、液晶の光学的変調作用は、液
晶にかかる電界（横方向の電界、縦方向の電界又は斜め方向の電界を含む）によって制御
される。なお、液晶素子としては、ネマチック液晶、コレステリック液晶、スメクチック
液晶、ディスコチック液晶、サーモトロピック液晶、ライオトロピック液晶、リオトロピ
ック液晶、低分子液晶、高分子液晶、強誘電液晶、反強誘電液晶、主鎖型液晶、側鎖型高
分子液晶、プラズマアドレス液晶（ＰＤＬＣ）、バナナ型液晶、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　
Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モー
ド、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　
Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒ
ｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃ
ａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）、ＡＳＶ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｕｐｅｒ　Ｖｉｅｗ）モー
ド、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏ－ｃｅ
ｌｌ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇ
ｅｎｃｅ）モード、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒ
ｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　
Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉ
ｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ＰＤＬＣ（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｄｉｓｐｅｒｓｅｄ　Ｌｉｑ
ｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ゲストホストモードなどを用いることができる。ただ
し、これに限定されず、液晶素子として様々なものを用いることができる。
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【００３１】
なお、電子ペーパーとしては、光学異方性と染料分子配向のような分子により表示される
もの、電気泳動、粒子移動、粒子回転、相変化のような粒子により表示されるもの、フィ
ルムの一端が移動することにより表示されるもの、分子の発色／相変化により表示される
もの、分子の光吸収により表示されるもの、電子とホールが結合して自発光により表示さ
れるものなどのことをいう。例えば、電子ペーパーとして、マイクロカプセル型電気泳動
、水平移動型電気泳動、垂直移動型電気泳動、球状ツイストボール、磁気ツイストボール
、円柱ツイストボール方式、帯電トナー、電子粉流体、磁気泳動型、磁気感熱式、エレク
トロウェッテイング、光散乱（透明白濁）、コレステリック液晶／光導電層、コレステリ
ック液晶、双安定性ネマチック液晶、強誘電性液晶、２色性色素・液晶分散型、可動フィ
ルム、ロイコ染料発消色、フォトクロミック、エレクトロクロミック、エレクトロデポジ
ション、フレキシブル有機ＥＬなどを用いることができる。ただし、これに限定されず、
電子ペーパーとして様々なものを用いることができる。ここで、マイクロカプセル型電気
泳動を用いることによって、電気泳動方式の欠点である泳動粒子の凝集、沈殿を解決する
ことができる。電子粉流体は、高速応答性、高反射率、広視野角、低消費電力、メモリ性
などのメリットを有する。
【００３２】
なお、プラズマディスプレイは、電極を表面に形成した基板と、電極及び微小な溝を表面
に形成し且つ溝内に蛍光体層を形成した基板とを狭い間隔で対向させて、希ガスを封入し
た構造を有する。なお、電極間に電圧をかけることによって紫外線を発生させ、蛍光体を
光らせることで、表示を行うことができる。なお、プラズマディスプレイとしては、ＤＣ
型ＰＤＰ、ＡＣ型ＰＤＰでもよい。ここで、プラズマディスプレイパネルとしては、ＡＳ
Ｗ（Ａｄｄｒｅｓｓ　Ｗｈｉｌｅ　Ｓｕｓｔａｉｎ）駆動、サブフレームをリセット期間
、アドレス期間、維持期間に分割するＡＤＳ（Ａｄｄｒｅｓｓ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｓｅｐ
ａｒａｔｅｄ）駆動、ＣＬＥＡＲ（Ｌｏｗ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｄｄｒｅｓｓ　ａｎｄ　Ｒ
ｅｄｕｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｆａｌｓｅ　Ｃｏｎｔｏｕｒ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ）駆動、ＡＬ
ＩＳ（Ａｌｔｅｒｎａｔｅ　Ｌｉｇｈｔｉｎｇ　ｏｆ　Ｓｕｒｆａｃｅｓ）方式、ＴＥＲ
ＥＳ（Ｔｅｃｈｂｏｌｏｇｙ　ｏｆ　Ｒｅｃｉｐｒｏｃａｌ　Ｓｕｓｆａｉｎｅｒ）駆動
などを用いることができる。ただし、これに限定されず、プラズマディスプレイとして様
々なものを用いることができる。
【００３３】
なお、光源を必要とする表示装置、例えば、液晶ディスプレイ（透過型液晶ディスプレイ
、半透過型液晶ディスプレイ、反射型液晶ディスプレイ、直視型液晶ディスプレイ、投射
型液晶ディスプレイ）、グレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）を用いた表示装置、デジ
タルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）を用いた表示装置などの光源としては、エレクト
ロルミネッセンス、冷陰極管、熱陰極管、ＬＥＤ、レーザー光源、水銀ランプなどを用い
ることができる。ただし、これに限定されず、光源して様々なものを用いることができる
。
【００３４】
なお、トランジスタとして、様々な形態のトランジスタを用いることが出来る。よって、
用いるトランジスタの種類に限定はない。例えば、非晶質シリコン、多結晶シリコン、微
結晶（マイクロクリスタル、セミアモルファスとも言う）シリコンなどに代表される非単
結晶半導体膜を有する薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）などを用いることが出来る。ＴＦＴを
用いる場合、様々なメリットがある。例えば、単結晶シリコンの場合よりも低い温度で製
造できるため、製造コストの削減、又は製造装置の大型化を図ることができる。製造装置
を大きくできるため、大型基板上に製造できる。そのため、同時に多くの個数の表示装置
を製造できるため、低コストで製造できる。さらに、製造温度が低いため、耐熱性の弱い
基板を用いることができる。そのため、透明基板上にトランジスタを製造できる。そして
、透明な基板上のトランジスタを用いて表示素子での光の透過を制御することが出来る。
あるいは、トランジスタの膜厚が薄いため、トランジスタを構成する膜の一部は、光を透
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過させることが出来る。そのため、開口率が向上させることができる。
【００３５】
なお、多結晶シリコンを製造するときに、触媒（ニッケルなど）を用いることにより、結
晶性をさらに向上させ、電気特性のよいトランジスタを製造することが可能となる。その
結果、ゲートドライバ回路（走査線駆動回路）やソースドライバ回路（信号線駆動回路）
、信号処理回路（信号生成回路、ガンマ補正回路、ＤＡ変換回路など）を基板上に一体形
成することが出来る。
【００３６】
なお、微結晶シリコンを製造するときに、触媒（ニッケルなど）を用いることにより、結
晶性をさらに向上させ、電気特性のよいトランジスタを製造することが可能となる。この
とき、レーザー光の照射を行うことなく、熱処理を加えるだけで、結晶性を向上させるこ
とができる。その結果、ゲートドライバ回路（走査線駆動回路）やソースドライバ回路の
一部（アナログスイッチなど）を基板上に一体形成することが出来る。さらに、結晶化の
ためにレーザー光の照射を行わない場合は、シリコンの結晶性のムラを抑えることができ
る。そのため、綺麗な画像を表示することが出来る。
【００３７】
ただし、触媒（ニッケルなど）を用いずに、多結晶シリコンや微結晶シリコンを製造する
ことは可能である。
【００３８】
なお、シリコンの結晶性を、多結晶または微結晶などへと向上させることは、パネル全体
で行うことが望ましいが、それに限定されない。パネルの一部の領域のみにおいて、シリ
コンの結晶性を向上させてもよい。選択的に結晶性を向上させることは、レーザー光を選
択的に照射することなどにより可能である。例えば、画素以外の領域である周辺回路領域
にのみ、レーザー光を照射してもよい。または、ゲートドライバ回路、ソースドライバ回
路等の領域にのみ、レーザー光を照射してもよい。あるいは、ソースドライバ回路の一部
（例えば、アナログスイッチ）の領域にのみ、レーザー光を照射してもよい。その結果、
回路を高速に動作させる必要がある領域にのみ、シリコンの結晶化を向上させることがで
きる。画素領域は、高速に動作させる必要性が低いため、結晶性が向上されなくても、問
題なく画素回路を動作させることが出来る。結晶性を向上させる領域が少なくて済むため
、製造工程も短くすることが出来、スループットが向上し、製造コストを低減させること
が出来る。また、必要とされる製造装置の数も少なくて製造できるため、製造コストを低
減させることが出来る。
【００３９】
または、半導体基板やＳＯＩ基板などを用いてトランジスタを形成することが出来る。こ
れらにより、特性やサイズや形状などのバラツキが少なく、電流供給能力が高く、サイズ
の小さいトランジスタを製造することができる。これらのトランジスタを用いると、回路
の低消費電力化、又は回路の高集積化を図ることができる。
【００４０】
または、ＺｎＯ、ａ－ＩｎＧａＺｎＯ、ＳｉＧｅ、ＧａＡｓ、ＩＺＯ、ＩＴＯ、ＳｎＯな
どの化合物半導体または酸化物半導体を有するトランジスタや、さらに、これらの化合物
半導体または酸化物半導体を薄膜化した薄膜トランジスタなどを用いることが出来る。こ
れらにより、製造温度を低くでき、例えば、室温でトランジスタを製造することが可能と
なる。その結果、耐熱性の低い基板、例えばプラスチック基板やフィルム基板に直接トラ
ンジスタを形成することが出来る。なお、これらの化合物半導体または酸化物半導体を、
トランジスタのチャネル部分に用いるだけでなく、それ以外の用途で用いることも出来る
。例えば、これらの化合物半導体または酸化物半導体を抵抗素子、画素電極、透明電極と
して用いることができる。さらに、それらをトランジスタと同時に成膜又は形成できるた
め、コストを低減できる。
【００４１】
または、インクジェットや印刷法を用いて形成したトランジスタなどを用いることが出来
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る。これらにより、室温で製造、低真空度で製造、又は大型基板上に製造することができ
る。また、マスク（レチクル）を用いなくても製造することが可能となるため、トランジ
スタのレイアウトを容易に変更することが出来る。さらに、レジストを用いる必要がない
ので、材料費が安くなり、工程数を削減できる。さらに、必要な部分にのみ膜を付けるた
め、全面に成膜した後でエッチングする、という製法よりも、材料が無駄にならず、低コ
ストにできる。
【００４２】
または、有機半導体やカーボンナノチューブを有するトランジスタ等を用いることができ
る。これらにより、曲げることが可能な基板上にトランジスタを形成することが出来る。
そのため、衝撃に強くできる。
【００４３】
さらに、様々な構造のトランジスタを用いることができる。例えば、ＭＯＳ型トランジス
タ、接合型トランジスタ、バイポーラトランジスタなどをトランジスタとして用いること
が出来る。ＭＯＳ型トランジスタを用いることにより、トランジスタのサイズを小さくす
ることが出来る。よって、多数のトランジスタを搭載することができる。バイポーラトラ
ンジスタを用いることにより、大きな電流を流すことが出来る。よって、高速に回路を動
作させることができる。
【００４４】
なお、ＭＯＳ型トランジスタ、バイポーラトランジスタなどを１つの基板に混在させて形
成してもよい。これにより、低消費電力、小型化、高速動作などを実現することが出来る
。
【００４５】
その他、様々なトランジスタを用いることができる。
【００４６】
なお、トランジスタは、様々な基板を用いて形成することができる。基板の種類は、特定
のものに限定されることはない。トランジスタが形成される基板としては、例えば、単結
晶基板、ＳＯＩ基板、ガラス基板、石英基板、プラスチック基板、紙基板、セロファン基
板、石材基板、木材基板、布基板（天然繊維（絹、綿、麻）、合成繊維（ナイロン、ポリ
ウレタン、ポリエステル）若しくは再生繊維（アセテート、キュプラ、レーヨン、再生ポ
リエステル）などを含む）、皮革基板、ゴム基板、ステンレス・スチル基板、ステンレス
・スチル・ホイルを有する基板などを用いることが出来る。あるいは、人などの動物の皮
膚（皮表、真皮）又は皮下組織を基板として用いてもよい。または、ある基板を用いてト
ランジスタを形成し、その後、別の基板にトランジスタを転置し、別の基板上にトランジ
スタを配置してもよい。トランジスタが転置される基板としては、単結晶基板、ＳＯＩ基
板、ガラス基板、石英基板、プラスチック基板、紙基板、セロファン基板、石材基板、木
材基板、布基板（天然繊維（絹、綿、麻）、合成繊維（ナイロン、ポリウレタン、ポリエ
ステル）若しくは再生繊維（アセテート、キュプラ、レーヨン、再生ポリエステル）など
を含む）、皮革基板、ゴム基板、ステンレス・スチル基板、ステンレス・スチル・ホイル
を有する基板などを用いることができる。あるいは、人などの動物の皮膚（皮表、真皮）
又は皮下組織を基板として用いてもよい。または、ある基板を用いてトランジスタを形成
し、その基板を研磨して薄くしてもよい。研磨される基板としては、単結晶基板、ＳＯＩ
基板、ガラス基板、石英基板、プラスチック基板、紙基板、セロファン基板、石材基板、
木材基板、布基板（天然繊維（絹、綿、麻）、合成繊維（ナイロン、ポリウレタン、ポリ
エステル）若しくは再生繊維（アセテート、キュプラ、レーヨン、再生ポリエステル）な
どを含む）、皮革基板、ゴム基板、ステンレス・スチル基板、ステンレス・スチル・ホイ
ルを有する基板などを用いることができる。あるいは、人などの動物の皮膚（皮表、真皮
）又は皮下組織を基板として用いてもよい。これらの基板を用いることにより、特性のよ
いトランジスタの形成、消費電力の小さいトランジスタの形成、壊れにくい装置の製造、
耐熱性の付与、軽量化、又は薄型化を図ることができる。
【００４７】
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なお、トランジスタの構成は、様々な形態をとることができる。特定の構成に限定されな
い。例えば、ゲート電極が２個以上のマルチゲート構造を用いてもよい。マルチゲート構
造にすると、チャネル領域が直列に接続されるため、複数のトランジスタが直列に接続さ
れた構成となる。マルチゲート構造により、オフ電流の低減、トランジスタの耐圧向上に
よる信頼性の向上を図ることができる。あるいは、マルチゲート構造により、飽和領域で
動作する時に、ドレイン・ソース間電圧が変化しても、ドレイン・ソース間電流があまり
変化せず、電圧・電流特性の傾きがフラットな特性にすることができる。電圧・電流特性
の傾きがフラットである特性を利用すると、理想的な電流源回路や、非常に高い抵抗値を
もつ能動負荷を実現することが出来る。その結果、特性のよい差動回路やカレントミラー
回路を実現することが出来る。また、チャネルの上下にゲート電極が配置されている構造
でもよい。チャネルの上下にゲート電極が配置されている構造にすることにより、チャネ
ル領域が増えるため、電流値の増加、又は空乏層ができやすくなることによるＳ値の低減
を図ることができる。チャネルの上下にゲート電極が配置されると、複数のトランジスタ
が並列に接続されたような構成となる。
【００４８】
あるいは、チャネル領域の上にゲート電極が配置されている構造でもよいし、チャネル領
域の下にゲート電極が配置されている構造でもよい。あるいは、正スタガ構造または逆ス
タガ構造でもよいし、チャネル領域が複数の領域に分かれていてもよいし、チャネル領域
が並列に接続されていてもよいし、チャネル領域が直列に接続されていてもよい。また、
チャネル領域（もしくはその一部）にソース電極やドレイン電極が重なっていてもよい。
チャネル領域（もしくはその一部）にソース電極やドレイン電極が重なる構造にすること
により、チャネル領域の一部に電荷がたまって、動作が不安定になることを防ぐことがで
きる。また、ＬＤＤ領域を設けても良い。ＬＤＤ領域を設けることにより、オフ電流の低
減、又はトランジスタの耐圧向上による信頼性の向上を図ることができる。あるいは、Ｌ
ＤＤ領域を設けることにより、飽和領域で動作する時に、ドレイン・ソース間電圧が変化
しても、ドレイン・ソース間電流があまり変化せず、電圧・電流特性の傾きがフラットな
特性にすることができる。
【００４９】
なお、トランジスタは、様々なタイプを用いることができ、様々な基板を用いて形成させ
ることができる。したがって、所定の機能を実現させるために必要な回路の全てが、同一
の基板に形成されていてもよい。例えば、所定の機能を実現させるために必要な回路の全
てが、ガラス基板、プラスチック基板、単結晶基板、またはＳＯＩ基板を用いて形成され
ていてもよく、さまざまな基板を用いて形成されていてもよい。所定の機能を実現させる
ために必要な回路の全てが同じ基板を用いて形成されていることにより、部品点数の削減
によるコストの低減、又は回路部品との接続点数の低減による信頼性の向上を図ることが
できる。あるいは、所定の機能を実現させるために必要な回路の一部が、ある基板に形成
されており、所定の機能を実現させるために必要な回路の別の一部が、別の基板に形成さ
れていてもよい。つまり、所定の機能を実現させるために必要な回路の全てが同じ基板を
用いて形成されていなくてもよい。例えば、所定の機能を実現させるために必要な回路の
一部は、ガラス基板上にトランジスタを用いて形成され、所定の機能を実現させるために
必要な回路の別の一部は、単結晶基板上に形成され、単結晶基板上のトランジスタで構成
されたＩＣチップをＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）でガラス基板に接続して、ガ
ラス基板上にそのＩＣチップを配置してもよい。あるいは、そのＩＣチップをＴＡＢ（Ｔ
ａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）やプリント基板を用いてガラス基板と接
続してもよい。このように、回路の一部が同じ基板に形成されていることにより、部品点
数の削減によるコストの低減、又は回路部品との接続点数の低減による信頼性の向上を図
ることができる。また、駆動電圧が高い部分や駆動周波数が高い部分の回路は、消費電力
が大きくなってしまうので、そのような部分の回路は同じ基板に形成せず、そのかわりに
、例えば、単結晶基板上にその部分の回路を形成して、その回路で構成されたＩＣチップ
を用いるようにすれば、消費電力の増加を防ぐことができる。
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【００５０】
なお、一画素とは、明るさを制御できる要素一つ分を示すものとする。よって、一例とし
ては、一画素とは、一つの色要素を示すものとし、その色要素一つで明るさを表現する。
従って、そのときは、Ｒ（赤）Ｇ（緑）Ｂ（青）の色要素からなるカラー表示装置の場合
には、画像の最小単位は、Ｒの画素とＧの画素とＢの画素との三画素から構成されるもの
とする。なお、色要素は、三色に限定されず、三色以上を用いても良いし、ＲＧＢ以外の
色を用いても良い。例えば、白色を加えて、ＲＧＢＷ（Ｗは白）としてもよい。また、Ｒ
ＧＢに、例えば、イエロー、シアン、マゼンタ、エメラルドグリーン、朱色などを一色以
上追加してもよい。また、例えば、ＲＧＢの中の少なくとも一色に類似した色を、ＲＧＢ
に追加してもよい。例えば、Ｒ、Ｇ、Ｂ１、Ｂ２としてもよい。Ｂ１とＢ２とは、どちら
も青色であるが、少し周波数が異なっている。同様に、Ｒ１、Ｒ２、Ｇ、Ｂとしてもよい
。このような色要素を用いることにより、より実物に近い表示を行うことができる。ある
いは、このような色要素を用いることにより、消費電力を低減することが出来る。また、
別の例としては、１つの色要素について、複数の領域を用いて明るさを制御する場合は、
その領域一つ分を一画素としてもよい。よって、一例として、面積階調を行う場合または
副画素（サブ画素）を有している場合、一つの色要素につき、明るさを制御する領域が複
数あり、その全体で階調を表現するわけであるが、明るさを制御する領域の一つ分を一画
素としてもよい。よって、その場合は、一つの色要素は、複数の画素で構成されることと
なる。あるいは、明るさを制御する領域が１つの色要素の中に複数あっても、それらをま
とめて、１つの色要素を１画素としてもよい。よって、その場合は、一つの色要素は、一
つの画素で構成されることとなる。また、１つの色要素について、複数の領域を用いて明
るさを制御する場合、画素によって、表示に寄与する領域の大きさが異なっている場合が
ある。また、一つの色要素につき複数ある、明るさを制御する領域において、各々に供給
する信号を僅かに異ならせるようにして、視野角を広げるようにしてもよい。つまり、１
つの色要素について、複数個ある領域が各々有する画素電極の電位が、各々異なっていて
もよい。その結果、液晶分子に加わる電圧が各画素電極によって各々異なる。よって、視
野角を広くすることが出来る。
【００５１】
なお、一画素（三色分）と明示的に記載する場合は、ＲとＧとＢの三画素分を一画素と考
える場合であるとする。一画素（一色分）と明示的に記載する場合は、一つの色要素につ
き、複数の領域がある場合、それらをまとめて一画素と考える場合であるとする。
【００５２】
なお、本書類（明細書、特許請求の範囲又は図面など）において、画素は、マトリクス状
に配置（配列）されている場合がある。ここで、画素がマトリクスに配置（配列）されて
いるとは、縦方向もしくは横方向において、画素が直線上に並んで配置されている場合や
、ギザギザな線上に配置されている場合を含む。よって、例えば三色の色要素（例えばＲ
ＧＢ）でフルカラー表示を行う場合に、ストライプ配置されている場合や、三つの色要素
のドットがデルタ配置されている場合も含む。さらに、ベイヤー配置されている場合も含
む。なお、色要素は、三色に限定されず、それ以上でもよく、例えば、ＲＧＢＷ（Ｗは白
）や、ＲＧＢに、イエロー、シアン、マゼンタなどを一色以上追加したものなどがある。
また、色要素のドット毎にその表示領域の大きさが異なっていてもよい。これにより、低
消費電力化、又は表示素子の長寿命化を図ることができる。
【００５３】
なお、画素に能動素子を有するアクティブマトリクス方式、または、画素に能動素子を有
しないパッシブマトリクス方式を用いることが出来る。
【００５４】
アクティブマトリクス方式では、能動素子（アクティブ素子、非線形素子）として、トラ
ンジスタだけでなく、さまざまな能動素子（アクティブ素子、非線形素子）を用いること
が出来る。例えば、ＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｍｅｔａｌ）やＴＦＤ（
Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｄｉｏｄｅ）などを用いることも可能である。これらの素子は、製
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造工程が少ないため、製造コストの低減、又は歩留まりの向上を図ることができる。さら
に、素子のサイズが小さいため、開口率を向上させることができ、低消費電力化や高輝度
化をはかることが出来る。
【００５５】
なお、アクティブマトリクス方式以外のものとして、能動素子（アクティブ素子、非線形
素子）を用いないパッシブマトリクス型を用いることも可能である。能動素子（アクティ
ブ素子、非線形素子）を用いないため、製造工程が少なく、製造コストの低減、又は歩留
まりの向上を図ることができる。また、能動素子（アクティブ素子、非線形素子）を用い
ないため、開口率を向上させることができ、低消費電力化や高輝度化をはかることが出来
る。
【００５６】
なお、トランジスタとは、ゲートと、ドレインと、ソースとを含む少なくとも三つの端子
を有する素子であり、ドレイン領域とソース領域の間にチャネル領域を有しており、ドレ
イン領域とチャネル領域とソース領域とを介して電流を流すことが出来る。ここで、ソー
スとドレインとは、トランジスタの構造や動作条件等によって変わるため、いずれがソー
スまたはドレインであるかを限定することが困難である。そこで、本書類（明細書、特許
請求の範囲又は図面など）においては、ソース及びドレインとして機能する領域を、ソー
スもしくはドレインと呼ばない場合がある。その場合、一例としては、それぞれを第１端
子、第２端子と表記する場合がある。あるいは、それぞれを第１の電極、第２の電極と表
記する場合がある。あるいは、ソース領域、ドレイン領域と表記する場合がある。
【００５７】
なお、トランジスタは、ベースとエミッタとコレクタとを含む少なくとも三つの端子を有
する素子であってもよい。この場合も同様に、エミッタとコレクタとを、第１端子、第２
端子と表記する場合がある。
【００５８】
なお、ゲートとは、ゲート電極とゲート配線（ゲート線、ゲート信号線、走査線、走査信
号線等とも言う）とを含んだ全体、もしくは、それらの一部のことを言う。ゲート電極と
は、チャネル領域を形成する半導体と、ゲート絶縁膜を介してオーバーラップしている部
分の導電膜のことを言う。なお、ゲート電極の一部は、ＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄｏｐ
ｅｄ　Ｄｒａｉｎ）領域又はソース領域（又はドレイン領域）と、ゲート絶縁膜を介して
オーバーラップしている場合もある。ゲート配線とは、各トランジスタのゲート電極の間
を接続するための配線、各画素の有するゲート電極の間を接続するための配線、又はゲー
ト電極と別の配線とを接続するための配線のことを言う。
【００５９】
ただし、ゲート電極としても機能し、ゲート配線としても機能するような部分（領域、導
電膜、配線など）も存在する。そのような部分（領域、導電膜、配線など）は、ゲート電
極と呼んでも良いし、ゲート配線と呼んでも良い。つまり、ゲート電極とゲート配線とが
、明確に区別できないような領域も存在する。例えば、延伸して配置されているゲート配
線の一部とチャネル領域がオーバーラップしている場合、その部分（領域、導電膜、配線
など）はゲート配線として機能しているが、ゲート電極としても機能していることになる
。よって、そのような部分（領域、導電膜、配線など）は、ゲート電極と呼んでも良いし
、ゲート配線と呼んでも良い。
【００６０】
なお、ゲート電極と同じ材料で形成され、ゲート電極と同じ島（アイランド）を形成して
つながっている部分（領域、導電膜、配線など）も、ゲート電極と呼んでも良い。同様に
、ゲート配線と同じ材料で形成され、ゲート配線と同じ島（アイランド）を形成してつな
がっている部分（領域、導電膜、配線など）も、ゲート配線と呼んでも良い。このような
部分（領域、導電膜、配線など）は、厳密な意味では、チャネル領域とオーバーラップし
ていない場合、又は別のゲート電極と接続させる機能を有していない場合がある。しかし
、製造時の仕様等の関係でゲート電極またはゲート配線と同じ材料で形成され、ゲート電
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極またはゲート配線と同じ島（アイランド）を形成してつながっている部分（領域、導電
膜、配線など）がある。よって、そのような部分（領域、導電膜、配線など）もゲート電
極またはゲート配線と呼んでも良い。
【００６１】
なお、例えば、マルチゲートのトランジスタにおいて、１つのゲート電極と、別のゲート
電極とは、ゲート電極と同じ材料で形成された導電膜で接続される場合が多い。そのよう
な部分（領域、導電膜、配線など）は、ゲート電極とゲート電極とを接続させるための部
分（領域、導電膜、配線など）であるため、ゲート配線と呼んでも良いが、マルチゲート
のトランジスタを１つのトランジスタと見なすことも出来るため、ゲート電極と呼んでも
良い。つまり、ゲート電極またはゲート配線と同じ材料で形成され、ゲート電極またはゲ
ート配線と同じ島（アイランド）を形成してつながっている部分（領域、導電膜、配線な
ど）は、ゲート電極やゲート配線と呼んでも良い。さらに、例えば、ゲート電極とゲート
配線とを接続させている部分の導電膜であって、ゲート電極またはゲート配線とは異なる
材料で形成された導電膜も、ゲート電極と呼んでも良いし、ゲート配線と呼んでも良い。
【００６２】
なお、ゲート端子とは、ゲート電極の部分（領域、導電膜、配線など）または、ゲート電
極と電気的に接続されている部分（領域、導電膜、配線など）について、その一部分のこ
とを言う。
【００６３】
なお、ゲート配線、ゲート線、ゲート信号線、走査線、走査信号線などと呼ぶ場合、配線
にトランジスタのゲートが接続されていない場合もある。この場合、ゲート配線、ゲート
線、ゲート信号線、走査線、走査信号線は、トランジスタのゲートと同じ層で形成された
配線、トランジスタのゲートと同じ材料で形成された配線またはトランジスタのゲートと
同時に成膜された配線を意味している場合がある。例としては、保持容量用配線、電源線
、基準電位供給配線などがある。
【００６４】
なお、ソースとは、ソース領域とソース電極とソース配線（ソース線、ソース信号線、デ
ータ線、データ信号線等とも言う）とを含んだ全体、もしくは、それらの一部のことを言
う。ソース領域とは、Ｐ型不純物（ボロンやガリウムなど）やＮ型不純物（リンやヒ素な
ど）が多く含まれる半導体領域のことを言う。従って、少しだけＰ型不純物やＮ型不純物
が含まれる領域、いわゆる、ＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ）領域は
、ソース領域には含まれない。ソース電極とは、ソース領域とは別の材料で形成され、ソ
ース領域と電気的に接続されて配置されている部分の導電層のことを言う。ただし、ソー
ス電極は、ソース領域も含んでソース電極と呼ぶこともある。ソース配線とは、各トラン
ジスタのソース電極の間を接続するための配線、各画素の有するソース電極の間を接続す
るための配線、又はソース電極と別の配線とを接続するための配線のことを言う。
【００６５】
しかしながら、ソース電極としても機能し、ソース配線としても機能するような部分（領
域、導電膜、配線など）も存在する。そのような部分（領域、導電膜、配線など）は、ソ
ース電極と呼んでも良いし、ソース配線と呼んでも良い。つまり、ソース電極とソース配
線とが、明確に区別できないような領域も存在する。例えば、延伸して配置されているソ
ース配線の一部とソース領域とがオーバーラップしている場合、その部分（領域、導電膜
、配線など）はソース配線として機能しているが、ソース電極としても機能していること
になる。よって、そのような部分（領域、導電膜、配線など）は、ソース電極と呼んでも
良いし、ソース配線と呼んでも良い。
【００６６】
なお、ソース電極と同じ材料で形成され、ソース電極と同じ島（アイランド）を形成して
つながっている部分（領域、導電膜、配線など）や、ソース電極とソース電極とを接続す
る部分（領域、導電膜、配線など）も、ソース電極と呼んでも良い。さらに、ソース領域
とオーバーラップしている部分も、ソース電極と呼んでも良い。同様に、ソース配線と同
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じ材料で形成され、ソース配線と同じ島（アイランド）を形成してつながっている領域も
、ソース配線と呼んでも良い。このような部分（領域、導電膜、配線など）は、厳密な意
味では、別のソース電極と接続させる機能を有していない場合がある。しかし、製造時の
仕様等の関係でソース電極またはソース配線と同じ材料で形成され、ソース電極またはソ
ース配線とつながっている部分（領域、導電膜、配線など）がある。よって、そのような
部分（領域、導電膜、配線など）もソース電極またはソース配線と呼んでも良い。
【００６７】
なお、例えば、ソース電極とソース配線とを接続させている部分の導電膜であって、ソー
ス電極またはソース配線とは異なる材料で形成された導電膜も、ソース電極と呼んでも良
いし、ソース配線と呼んでも良い。
【００６８】
なお、ソース端子とは、ソース領域の領域や、ソース電極や、ソース電極と電気的に接続
されている部分（領域、導電膜、配線など）について、その一部分のことを言う。
【００６９】
なお、ソース配線、ソース線、ソース信号線、データ線、データ信号線などと呼ぶ場合、
配線にトランジスタのソース（ドレイン）が接続されていない場合もある。この場合、ソ
ース配線、ソース線、ソース信号線、データ線、データ信号線は、トランジスタのソース
（ドレイン）と同じ層で形成された配線、トランジスタのソース（ドレイン）と同じ材料
で形成された配線またはトランジスタのソース（ドレイン）と同時に成膜された配線を意
味している場合がある。例としては、保持容量用配線、電源線、基準電位供給配線などが
ある。
【００７０】
なお、ドレインについては、ソースと同様である。
【００７１】
なお、半導体装置とは半導体素子（トランジスタ、ダイオード、サイリスタなど）を含む
回路を有する装置のことをいう。さらに、半導体特性を利用することで機能しうる装置全
般を半導体装置と呼んでもよい。または、半導体材料を有する装置のことを半導体装置と
言う。
【００７２】
なお、表示素子とは、光学変調素子、液晶素子、発光素子、ＥＬ素子（有機ＥＬ素子、無
機ＥＬ素子又は有機物及び無機物を含むＥＬ素子）、電子放出素子、電気泳動素子、放電
素子、光反射素子、光回折素子、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）、などのこ
とを言う。ただし、これに限定されない。
【００７３】
なお、表示装置とは、表示素子を有する装置のことを言う。なお、表示装置は、表示素子
を含む複数の画素を含んでいても良い。なお、表示装置は、複数の画素を駆動させる周辺
駆動回路を含んでいても良い。なお、複数の画素を駆動させる周辺駆動回路は、複数の画
素と同一基板上に形成されてもよい。なお、表示装置は、ワイヤボンディングやバンプな
どによって基板上に配置された周辺駆動回路、いわゆる、チップオングラス（ＣＯＧ）で
接続されたＩＣチップ、または、ＴＡＢなどで接続されたＩＣチップを含んでいても良い
。なお、表示装置は、ＩＣチップ、抵抗素子、容量素子、インダクタ、トランジスタなど
が取り付けられたフレキシブルプリントサーキット（ＦＰＣ）を含んでもよい。なお、表
示装置は、フレキシブルプリントサーキット（ＦＰＣ）などを介して接続され、ＩＣチッ
プ、抵抗素子、容量素子、インダクタ、トランジスタなどが取り付けられたプリント配線
基盤（ＰＷＢ）を含んでいても良い。なお、表示装置は、偏光板または位相差板などの光
学シートを含んでいても良い。なお、表示装置は、照明装置、筐体、音声入出力装置、光
センサなどを含んでいても良い。ここで、バックライトユニットのような照明装置は、導
光板、プリズムシート、拡散シート、反射シート、光源（ＬＥＤ、冷陰極管など）、冷却
装置（水冷式、空冷式）などを含んでいても良い。
【００７４】
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なお、照明装置は、バックライトユニット、導光板、プリズムシート、拡散シート、反射
シート、光源（ＬＥＤ、冷陰極管、熱陰極管など）、冷却装置などを有している装置のこ
とをいう。
【００７５】
なお、発光装置とは、発光素子などを有している装置のことをいう。表示素子として発光
素子を有している場合は、発光装置は、表示装置の具体例の一つである。
【００７６】
なお、反射装置とは、光反射素子、光回折素子、光反射電極などを有している装置のこと
をいう。
【００７７】
なお、液晶表示装置とは、液晶素子を有している表示装置をいう。液晶表示装置には、直
視型、投写型、透過型、反射型、半透過型などがある。
【００７８】
なお、駆動装置とは、半導体素子、電気回路、電子回路を有する装置のことを言う。例え
ば、ソース信号線から画素内への信号の入力を制御するトランジスタ（選択用トランジス
タ、スイッチング用トランジスタなどと呼ぶことがある）、画素電極に電圧または電流を
供給するトランジスタ、発光素子に電圧または電流を供給するトランジスタなどは、駆動
装置の一例である。さらに、ゲート信号線に信号を供給する回路（ゲートドライバ、ゲー
ト線駆動回路などと呼ぶことがある）、ソース信号線に信号を供給する回路（ソースドラ
イバ、ソース線駆動回路などと呼ぶことがある）などは、駆動装置の一例である。
【００７９】
なお、表示装置、半導体装置、照明装置、冷却装置、発光装置、反射装置、駆動装置など
は、互いに重複して有している場合がある。例えば、表示装置が、半導体装置および発光
装置を有している場合がある。あるいは、半導体装置が、表示装置および駆動装置を有し
ている場合がある。
【００８０】
なお、Ａの上にＢが形成されている、あるいは、Ａ上にＢが形成されている、と明示的に
記載する場合は、Ａの上にＢが直接接して形成されていることに限定されない。直接接し
てはいない場合、つまり、ＡとＢと間に別の対象物が介在する場合も含むものとする。こ
こで、Ａ、Ｂは、対象物（例えば、装置、素子、回路、配線、電極、端子、導電膜、層、
など）であるとする。
【００８１】
従って例えば、層Ａの上に（もしくは層Ａ上に）、層Ｂが形成されている、と明示的に記
載されている場合は、層Ａの上に直接接して層Ｂが形成されている場合と、層Ａの上に直
接接して別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）が形成されていて、その上に直接接して層Ｂが
形成されている場合とを含むものとする。なお、別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）は、単
層でもよいし、複層でもよい。
【００８２】
さらに、Ａの上方にＢが形成されている、と明示的に記載されている場合についても同様
であり、Ａの上にＢが直接接していることに限定されず、ＡとＢとの間に別の対象物が介
在する場合も含むものとする。従って例えば、層Ａの上方に、層Ｂが形成されている、と
いう場合は、層Ａの上に直接接して層Ｂが形成されている場合と、層Ａの上に直接接して
別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）が形成されていて、その上に直接接して層Ｂが形成され
ている場合とを含むものとする。なお、別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）は、単層でもよ
いし、複層でもよい。
【００８３】
なお、Ａの上にＢが直接接して形成されている、と明示的に記載する場合は、Ａの上に直
接接してＢが形成されている場合を含み、ＡとＢと間に別の対象物が介在する場合は含ま
ないものとする。
【００８４】
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なお、Ａの下にＢが、あるいは、Ａの下方にＢが、の場合についても、同様である。
【００８５】
なお、明示的に単数として記載されているものについては、単数であることが望ましい。
ただし、これに限定されず、複数であることも可能である。同様に、明示的に複数として
記載されているものについては、複数であることが望ましい。ただし、これに限定されず
、単数であることも可能である。
【発明の効果】
【００８６】
　本発明により、広視野角表示を実現することができる。また、コントラストに優れた表
示装置を得ることができる。また、表示品位に優れた表示装置を提供することをできる。
また、ノイズの影響を受けにくく、綺麗な表示を行うことが可能な表示装置を提供するこ
とができる。または、表示の劣化が生じにくい表示装置を提供することができる。または
、製品寿命に優れた表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８７】
【図１】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図３】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図４】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図５】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図６】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図７】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図８】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図９】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１０】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１１】本発明の画素を有する表示装置の一例を説明する図。
【図１２】本発明の表示装置が有する画素の一構成例について説明する図。
【図１３】図１２に示す画素の一動作方法について説明する図。
【図１４】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１５】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１６】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１７】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１８】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図１９】本発明の画素を有する表示装置の一例を説明する図。
【図２０】図１９に示す表示装置が有する信号線切り替え回路を説明する図。
【図２１】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２２】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２３】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２４】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２５】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２６】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２７】本発明の画素構成の一例を示す図。
【図２８】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図２９】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図３０】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図３１】本発明に係る表示装置の画素のレイアウトの一例を示す図。
【図３２】本発明に係る表示装置の液晶モードについて説明する図。
【図３３】本発明に係る表示装置の液晶モードについて説明する図。
【図３４】本発明に係る表示装置の液晶モードについて説明する図。
【図３５】本発明に係る表示装置の液晶モードについて説明する図。
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【図３６】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図３７】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図３８】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図３９】本発明に係る表示装置の周辺構成部材の一例を示す図。
【図４０】本発明に係る表示装置の周辺構成部材の一例を示す図。
【図４１】本発明に係る表示装置の周辺構成部材の一例を示す図。
【図４２】本発明に係る表示装置の周辺構成部材の一例を示す図。
【図４３】本発明に係る表示装置のパネル回路構成の一例を示す図。
【図４４】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図４５】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図４６】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図４７】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図４８】本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例について説明する図
。
【図４９】本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例について説明する図
。
【図５０】本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例について説明する図
。
【図５１】本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例について説明する図
。
【図５２】本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例について説明する図
。
【図５３】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図５４】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図５５】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図５６】本発明に係る表示装置の一構成例を示す図。
【図５７】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図５８】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図５９】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６０】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６１】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６２】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６３】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６４】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６５】本発明に係る表示装置を用いた電子機器を示す図。
【図６６】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図６７】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図６８】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図６９】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７０】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７１】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７２】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７３】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７４】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７５】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７６】本発明に係る表示装置の駆動方法の一例を示す図。
【図７７】従来技術を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００８８】
　以下、本発明の一態様について説明する。但し、本発明は多くの異なる態様で実施する
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ことが可能であり、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を
様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本形態の記載内容に
限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する本発明の構成において、同じも
のを指す符号は異なる図面間においても共通して用い、その説明は省略する。
【００８９】
（実施の形態１）
　本発明の画素の基本構成について、図１を用いて説明する。図１に示す画素は、第１の
スイッチ１１１、第２のスイッチ１１２、第３のスイッチ１１３、第１の抵抗１１４、第
２の抵抗１１５、第１の液晶素子１２１、第２の液晶素子１２２、第１の保持容量１３１
及び第２の保持容量１３２を有する。また、画素は、信号線１１６及びＣｓ線１１９に接
続されている。なお、第１の液晶素子１２１及び第２の液晶素子１２２の各々は、画素電
極と、共通電極１１８と、画素電極及び共通電極１１８によって制御される液晶とを有す
る。
【００９０】
　図１において、第１の液晶素子１２１の画素電極は第１のスイッチ１１１を介して信号
線１１６に接続されている。また、第１の液晶素子１２１の画素電極は第２のスイッチ１
１２及び第１の抵抗１１４を介して第２の液晶素子１２２の画素電極とも接続されている
。第１の抵抗１１４と第２の液晶素子１２２の画素電極との接続箇所をノード１４２とす
ると、ノード１４２は第３のスイッチ１１３及び第２の抵抗１１５を介してＣｓ線１１９
と接続されている。また、第２のスイッチ１１２と、第１の液晶素子１２１の画素電極と
第１のスイッチ１１１とが接続されている配線との接続箇所をノード１４１とする。
【００９１】
　なお、第１のスイッチ１１１、第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３のオン
オフは、例えば図２に示すように走査線１１７に入力される信号によって制御される。
【００９２】
　また、信号線１１６には、ビデオ信号に相当する画像信号、即ち画素の階調に応じた電
位が入力される。
【００９３】
　なお、液晶素子は電圧保持特性を示すがその保持率は１００％ではないため、保持され
た電圧を維持するために図１及び図２に示した画素では第１の液晶素子１２１及び第２の
液晶素子１２２のそれぞれに対応して第１の保持容量１３１、第２の保持容量１３２が設
けられている。具体的には、第１の液晶素子１２１の画素電極は第１の保持容量１３１を
介してＣｓ線１１９に接続され、第２の液晶素子１２２の画素電極は第２の保持容量１３
２を介してＣｓ線１１９に接続されている。なお、液晶素子における電圧保持特性は液晶
材料、それに混入された不純物や画素の大きさ等にもよるため、液晶素子の電圧保持率が
高い場合には図２６に示すように保持容量を特に設けなくても良い。また、例えば第１の
液晶素子１２１より第２の液晶素子１２２の方が表示への寄与が少ない場合には、表示寄
与に少ない第２の液晶素子１２２に対して設けられた第２の保持容量１３２を省略しても
良い。
【００９４】
また、図１において、ノード１４１は第２のスイッチ１１２、第１の抵抗１１４を順に介
してノード１４２に接続されているが、第１の抵抗１１４、第２のスイッチ１１２の順に
接続されていても良い。また、ノード１４２は第２の抵抗１１５、第３のスイッチの１１
３を順に介してＣｓ線１１９に接続されていても良い。もちろん、図２７に示すように第
２のスイッチ１１２と第１の抵抗１１４、第３のスイッチ１１３と第２の抵抗１１５にお
いてスイッチと抵抗の接続関係がそれぞれ逆になっていても良い。
【００９５】
　また、第１の液晶素子１２１、第２の液晶素子１２２の各々は、複数の液晶素子から構
成されていても良い。同様にして第１の保持容量１３１、第２の保持容量１３２の各々に
おいても、複数の保持容量から構成されていても良い。例えば、図３に第１の液晶素子１
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２１、第２の液晶素子１２２の各々が２つの液晶素子から、第１の保持容量１３１、第２
の保持容量１３２の各々が２つの保持容量から構成されている場合について示す。
【００９６】
　次に、図２を用いて上述の画素の動作について説明する。第１のスイッチ１１１、第２
のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３のオンオフは走査線１１７に信号を入力する
ことにより制御され、ここでは走査線１１７にＨｉｇｈレベル（以下、Ｈレベルと記す）
を入力することにより第１のスイッチ１１１、第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ
１１３がオンする場合について説明する。この場合、走査線１１７にＬｏｗレベル（以下
、Ｌレベルと記す）が入力された際にはこれらスイッチはオフするものとする。
【００９７】
　まず、走査線１１７がＨレベルになると第１のスイッチ１１１、第２のスイッチ１１２
及び第３のスイッチ１１３はオンし、信号線１１６より入力された画素の階調に応じた電
位は第１のスイッチ１１１を介して第１の液晶素子１２１の画素電極及び第１の保持容量
１３１の第１の電極に供給される。さらに、この電位は第２のスイッチ１１２及び第１の
抵抗１１４を介して第２の液晶素子１２２の画素電極及び第２の保持容量１３２の第１の
電極に供給される。なお、第２の液晶素子１２２の画素電極及び第２の保持容量１３２の
第１の電極に供給される電位はノード１４２における電位と同じであり、その電位はノー
ド１４１とＣｓ線１１９との電位差並びに第１の抵抗１１４及び第２の抵抗１１５におけ
る抵抗値によって決定される。即ち、第２の液晶素子１２２の画素電極には、信号線１１
６より入力された画素の階調に応じた電位が第１の抵抗１１４と第２の抵抗１１５とによ
って抵抗分割された電位が供給される。なお、信号線１１６より入力される画素の階調に
応じた電位をＶｓｉｇ、第１の抵抗１１４の抵抗値をＲ１、第２の抵抗１１５の抵抗値を
Ｒ２、Ｃｓ線１１９に供給される電位をＶｃｓとすると、ノード１４１の電位はＶｓｉｇ
、ノード１４２の電位はＶｃｓ＋（Ｖｓｉｇ－Ｖｃｓ）×Ｒ２／（Ｒ１＋Ｒ２）となる。
【００９８】
　また、第１の保持容量１３１には信号線１１６より入力された階調に応じた電位とＣｓ
線１１９の電位との電位差が、第２の保持容量１３２には抵抗分割された電位とＣｓ線１
１９の電位との電位差が保持される。
【００９９】
　次に、走査線１１７にＬレベルを入力する。すると、第１のスイッチ１１１、第２のス
イッチ１１２及び第３のスイッチ１１３がオフし、信号線１１６、第１の液晶素子１２１
及び第２の液晶素子１２２は互いに電気的に遮断される。しかしながら、第１の保持容量
１３１には信号線１１６より入力された階調に応じた電位とＣｓ線１１９の電位との電位
差が保持され、第２の保持容量１３２には抵抗分割された電位とＣｓ線１１９の電位との
電位差が保持されている。そのため、第１の液晶素子１２１の画素電極は信号線１１６よ
り入力された画素の階調に応じた電位を維持することができ、第２の液晶素子１２２の画
素電極においても抵抗分割された電位を維持することができる。
【０１００】
　このようにして、第１の液晶素子１２１及び第２の液晶素子１２２に保持された電位差
、即ち電圧を用いて画素の階調を表現する。第１の液晶素子１２１と第２の液晶素子１２
２とでは異なる電圧が印加されているため、各々の液晶素子が有する液晶は異なる配向を
示すことが可能となる。よって、視野角特性を向上することができる。なお、画素が表現
する階調は、当該画素における第１の液晶素子１２１と第２の液晶素子１２２の各々が有
する液晶の配向により決定されるため、信号線１１６より供給する電位はこれらを考慮し
て決定する必要がある。このように、１本の信号線１１６より第１の液晶素子１２１及び
第２の液晶素子１２２の配向を制御することが可能であるため、画素の開口率を高いもの
とすることができる。
【０１０１】
　ところで、このような画素構成とした場合、第２の液晶素子１２２は第１の液晶素子１
２１に比べて印加される電圧が小さくなる。そのため、第２の抵抗１１５を第１の抵抗１
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１４より小さくしすぎると第２の液晶素子１２２に印加される電圧が液晶のしきい値電圧
より小さくなり、第２の液晶素子１２２が有する液晶が駆動しない場合がある。よって、
第２の抵抗１１５の抵抗値Ｒ２は第１の抵抗１１４の抵抗値Ｒ１より大きい方（Ｒ２＞Ｒ
１）が好ましい。もちろん、抵抗値の関係はこれに限定されることはなく、第１の液晶素
子１２１及び第２の液晶素子１２２の液晶が駆動し、両者の液晶を用いて階調を表現でき
れば良い。なお、液晶のしきい値電圧とは、液晶が駆動するために必要となる電圧の臨界
値を指す。
【０１０２】
　また、第１の抵抗１１４と第２の抵抗１１５の抵抗値が大きく、第２のスイッチ１１２
及び第３のスイッチ１１３がなくてもノード１４１、ノード１４２の各々において第１の
スイッチ１１１をオフした後も信号線１１６より入力された際の電位を維持することがで
きれば、これらスイッチは特に設けなくても良い。例えば、第１の抵抗１１４の抵抗値が
大きければノード１４１とノード１４２の間に設けられた第２のスイッチ１１２を省略し
ても良いし、第２の抵抗１１５の抵抗値が大きければノード１４２とＣｓ線１１９の間に
設けられた第３のスイッチ１１３を省略しても良い。もちろん、両者ともに大きい場合に
は、第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３を省略することも可能である。
【０１０３】
　なお、第１のスイッチ１１１、第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３には様
々な形態のものを用いることが可能であり、電気的なスイッチや機械的なスイッチなどを
適用することができる。つまり、電流の流れを制御できるものであればよく、特定のもの
に限定されない。例えば、トランジスタやダイオードでもよいし、これらを組み合わせた
論理回路でも良い。
【０１０４】
　また、第１の抵抗１１４、第２の抵抗１１５は、様々な素子を用いて実現する事ができ
る。つまり、電流が流れたときに、電圧降下するものを用いて実現することができるため
、抵抗素子に限定されない。例えば、トランジスタ、ダイオード、容量素子、インダクタ
などを用いることができる。ダイオードとしては、ＰＮダイオード、ＰＩＮダイオード、
ＭＩＭダイオード、ショットキーダイオード、ダイオード接続されたトランジスタなどを
用いることができる。抵抗素子としては、シリコン層、不純物がわずかにドープされたシ
リコン層（ＬＤＤと同程度の濃度）、不純物が多くドープされたシリコン層（ソース領域
、ドレイン領域と同程度の濃度）、ＩＴＯやＩＺＯなどの酸化物半導体、配線長を長くし
た導体、などを用いることができる。なお、図１乃至図３ではスイッチと抵抗とを別々に
設けた場合について記載したが、これに限定されない。１つの素子を用いて、スイッチと
抵抗とを実現してもよい。
【０１０５】
　図４に示すように、図２における第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３のそ
れぞれに第２のトランジスタ２１２、第３のトランジスタ２１３を用い、さらにこれらの
トランジスタのオン抵抗を用いて図２における第１の抵抗１１４及び第２の抵抗１１５を
実現し、これら抵抗を省略した構成としても良い。なお、上述したように第２の抵抗１１
５の抵抗値Ｒ２は第１の抵抗１１４の抵抗値Ｒ１より大きい方（Ｒ２＞Ｒ１）が好ましい
ため、図４における構成においても第２のトランジスタ２１２のオン抵抗に比べ第３のト
ランジスタ２１３のオン抵抗が大きい方が好ましい。よって、第２のトランジスタ２１２
のチャネル幅をＷ２、チャネル長をＬ２、第３のトランジスタ２１３のチャネル幅をＷ３
、チャネル長をＬ３とした場合、Ｗ２／Ｌ２＞Ｗ３／Ｌ３となるようなトランジスタを各
々に用いることが好ましい。ただし、この関係に限定されるわけではない。もちろん、画
素の構成においてもこれに限定されるわけではなく、例えば図５に示すように、図２にお
ける第２のスイッチ１１２及び第３のスイッチ１１３のそれぞれに第２のトランジスタ２
１２、第３のトランジスタ２１３を用いて、抵抗を省略しなくても良い。
【０１０６】
　また、第１のスイッチ１１１にトランジスタ（ここでは、第１のトランジスタという）
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を用いた場合には、第１のトランジスタのオン抵抗はより低い方が好ましく、第１のトラ
ンジスタのチャネル幅をＷ１、チャネル長をＬ１とするとＷ１／Ｌ１はより大きい方が好
ましい。図６に、図４に示す構成において第１のスイッチ１１１に第１のトランジスタ２
１１を用いた場合について示す。なお、第１のトランジスタ２１１を第２のトランジスタ
２１２及び第３のトランジスタ２１３と比較した場合には、Ｗ１／Ｌ１＞Ｗ２／Ｌ２＞Ｗ
３／Ｌ３となるようなトランジスタを用いることが好ましい。ただし、これに限定される
わけではない。
【０１０７】
　また、第３のトランジスタ２１３のオン抵抗をより大きなものとするために、図７に示
すようにトランジスタ３１３にトランジスタを２つ直列に接続したマルチゲート型トラン
ジスタを用いても良い。なお、図７では２つのトランジスタを直列に接続した場合につい
て示しているが、直列に接続されるトランジスタの数は特に限定されない。
【０１０８】
　なお、トランジスタ３１３のチャネル長Ｌは、直列に接続された２つのトランジスタの
チャネル幅Ｗが等しい場合、各トランジスタのチャネル長の合計として作用する。そのた
め、Ｗ／Ｌはより小さくなりやすく、オン抵抗を大きくすることができる。よって、トラ
ンジスタ３１３のオン抵抗は、マルチゲート型トランジスタを用いることで第２のトラン
ジスタ２１２のオン抵抗に比べ容易に大きくすることができる。
【０１０９】
　また、例えば第２のトランジスタ２１２に比べ第３のトランジスタ２１３のオン抵抗が
非常に小さい場合など、第２の液晶素子１２２に印加される電圧が第２の液晶素子１２２
が有する液晶のしきい値電圧以下となる場合には、図８に示すように抵抗としてダイオー
ド接続されたトランジスタ４１４を第３のトランジスタ２１３に対し直列に設けた構成と
しても良い。ダイオード接続されたトランジスタ４１４により、第２の保持容量１３２に
は少なくともトランジスタ４１４のしきい値電圧以上の電圧を保持させることができる。
よって、ダイオード接続されたトランジスタ４１４を用いることにより第２の液晶素子１
２２に印加される電圧を増大させることが可能となり、より確実に第２の液晶素子１２２
が有する液晶を駆動させることができる。ダイオードは非線形性を有しており、電圧が小
さい領域では抵抗値がより大きくなるため、このような場合に特に効果的である。もちろ
ん、抵抗を用いることも可能である。なお、ここでは信号線１１６より入力される階調に
応じた電位は正であるものとして図示しており、トランジスタ４１４にはＮチャネル型の
トランジスタを用い、そのドレイン電極が第３のトランジスタ２１３に接続されている例
について示している。もちろん、トランジスタ４１４にはＰチャネル型のトランジスタを
用いることも可能である。ただし、この場合第３のトランジスタ２１３にはソース電極が
接続される。
【０１１０】
　なお、通常液晶表示装置は、共通電極の電位を中心として正と負の画像信号、即ち正極
性と負極性の画像信号が１フレーム期間毎に信号線を介して交互に供給される。このよう
な場合、画像信号はＣｓ線に供給される電位に対しても正と負となる信号である。そのた
め、Ｃｓ線１１９を、正極性の画像信号が入力されるときと、負極性の画像信号が入力さ
れるときとで、電位を変化させればよい。つまり、正極性の信号が入力されるときよりも
、負極性の信号が入力されるときの方が、Ｃｓ線１１９の電位が低くなるようにすればよ
い。これにより、各画素電極に適切に電圧を供給することが出来る。なお、図８に示す画
素は正と負の両方の画像信号に対応できるように図９のような構成とすれば良い。図９に
示す画素は、図８におけるダイオード接続されたトランジスタ４１４と並列にダイオード
接続されたトランジスタ６１４をさらに設けた構成である。なお、これらトランジスタが
同一の導電型のトランジスタである場合には、ドレイン電極が互いに異なるようにトラン
ジスタ４１４、トランジスタ６１４を接続する。このような構成とすることで、Ｃｓ線１
１９の電位と信号線１１６から供給される電位の関係が逆転しても、第２の保持容量１３
２には少なくともトランジスタ４１４もしくはトランジスタ６１４のしきい値電圧以上の
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電圧を保持させることができる。よって、第２の液晶素子１２２に印加される電圧を増大
させることが可能となり、より確実に第２の液晶素子１２２が有する液晶を駆動させるこ
とができる。なお、このような駆動方法を行わない場合においても、図９に示す画素構成
を用いても良い。
【０１１１】
　なお、本明細書において、共通電極より画素電極の電位の方が高い場合には正極性の電
圧が、画素電極より共通電極の電位の方が高い場合には負極性の電圧が液晶素子に印加さ
れたと表記する。また、液晶素子に正極性の電圧が印加される際に信号線より入力される
画像信号を正極性の信号とし、負極性の電圧が印加される際に信号線より入力される画像
信号を負極性の信号として表記する。
【０１１２】
　また、本明細書において共通電極１１８とＣｓ線１１９では異なる電位が供給されてい
ても良いが、同じ電位が供給されていても良い。また、図１０に示すように、共通電極１
１８とＣｓ線１１９とが共有されていても良い。なお、図１０では図１における共通電極
１１８とＣｓ線１１９とが配線１００を用いて共有化されている場合について示している
。
【０１１３】
　続いて、上述した本発明の画素を有する表示装置について図１１を用いて説明する。
【０１１４】
　表示装置は、信号線駆動回路５１１、走査線駆動回路５１２及び画素部５１３を有し、
画素部５１３には、信号線駆動回路５１１から列方向に伸張して配置された複数の信号線
Ｓ１～Ｓｍ、走査線駆動回路５１２から行方向に伸張して配置された走査線Ｇ１～Ｇｎ及
びＣｓ線Ｃｓ＿１～Ｃｓ＿ｎ、並びに信号線Ｓ１～Ｓｍに対応してマトリクス状に配置さ
れた複数の画素５１４を有する。そして、各画素５１４は、信号線Ｓｊ（信号線Ｓ１～Ｓ
ｍのうちのいずれか一）、走査線Ｇｉ（走査線Ｇ１～Ｇｎのうちのいずれか一）、Ｃｓ線
Ｃｓ＿ｉと接続されている。
【０１１５】
　なお、信号線Ｓｊ、走査線Ｇｉ、Ｃｓ線Ｃｓ＿ｉは、それぞれ図２の信号線１１６、走
査線１１７、Ｃｓ線１１９に相当する。図２における共通電極１１８は、複数の画素５１
４間で共通もしくは電気的に接続されており、同じ電位が供給されている。なお、Ｃｓ線
１１９と共通電極１１８とを同電位とする場合には、画素部５１３の外部で導電性微粒子
や配線等を用いてこれらを電気的に接続すればよい。
【０１１６】
　走査線駆動回路５１２から走査線Ｇｉに入力される信号により動作させる画素の行を選
択し、選択された行に属する画素の各々に信号線駆動回路５１１から信号線Ｓ１～Ｓｍを
介して各画素の階調に応じた電位を供給する。信号線Ｓｊより供給された電位により、画
素は上述のように階調を表現することができる。
【０１１７】
　なお、液晶材料の劣化やちらつき（フリッカ）などの表示ムラを抑制するために、一定
期間毎に液晶素子における共通電極の電位（コモン電位）に対して画素電極に印加される
電圧の極性を反転させて駆動させる反転駆動を用いることが好ましい。なお、反転駆動の
例としては、フレーム反転駆動をはじめ、ソースライン反転駆動、ゲートライン反転駆動
、ドット反転駆動などが挙げられる。
【０１１８】
　フレーム反転駆動とは、１フレーム期間毎に液晶素子に印加される電圧の極性を反転さ
せる駆動方法である。なお、１フレーム期間とは、１画素分の画像を表示する期間に相当
し、その期間には特に限定はないが、画像をみる人がちらつき（フリッカ）を感じないよ
うに少なくとも１／６０秒以下とすることが好ましい。
【０１１９】
　さらに周期を短くし、周波数を高くして、動画での画像のぶれを低減することが望まし
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い。望ましくは、周期を１／１２０秒以下（周波数が１２０Ｈｚ以上）であることが望ま
しい。より望ましくは、周期を１／１８０秒以下（周波数が１８０Ｈｚ以上）であること
が望ましい。このようにフレーム周波数を向上させる場合、元の画像のデータのフレーム
周波数と一致しないときには、画像データを補間する必要がある。この場合は、動きベク
トルを用いて、画像データを補間することにより、高いフレーム周波数で表示させること
が出来る。以上のようにして、画像の動きが滑らかに表示され、残像の少ない表示を行う
事が出来る。
【０１２０】
　また、ソースライン反転駆動とは、同一の信号線に接続された画素に属する液晶素子に
印加される電圧の極性を、隣接する信号線に接続された画素に属する液晶素子に対し反転
させ、さらに各画素に対しフレーム反転を行う駆動方法である。一方、ゲートライン反転
駆動とは、同一の走査線に接続された画素に属する液晶素子に印加される電圧の極性を、
隣接する走査線に接続された画素に属する液晶素子に対し反転させ、さらに各画素に対し
フレーム反転を行う駆動方法である。また、ドット反転駆動とは、隣接する画素間で液晶
素子に印加される電圧の極性を反転させる駆動方法であり、ソースライン反転駆動とゲー
トライン反転駆動を組み合わせた駆動方法である。
【０１２１】
　ところで、上記のフレーム反転駆動、ソースライン反転駆動、ゲートライン反転駆動、
ドット反転駆動などを採用した場合、信号線に書き込まれる画像信号に必要となる電位の
幅は、反転駆動を行わない場合に比べて２倍となる。そのため、これを解消するためにフ
レーム反転駆動やゲートライン反転駆動の場合、さらに共通電極の電位を反転させるコモ
ン反転駆動を採用することもある。
【０１２２】
　コモン反転駆動とは液晶素子に印加される極性の反転と同期して共通電極の電位を変化
させる駆動方法であり、コモン反転駆動を行うことによって信号線に書き込まれる画像信
号に必要となる電位の幅を低減させることができる。この場合、共通電極１１８とＣｓ線
１１９（図１１においては、Ｃｓ線Ｃｓ＿１～Ｃｓ＿ｎ）とは電気的に接続されているこ
とが好ましい。共通電極１１８及びＣｓ線１１９に同じ信号が入力されることになり、よ
り適切に表示させることができる。
【０１２３】
　次に、ドット反転駆動が実現可能な画素の一構成例を図１２に示す。図１２では、４つ
の画素を取り出して記載しており、その各々の画素は図４に示す構成をとっている。図中
において、信号線１１６＿１、１１６＿２は図４における信号線１１６に、走査線１１７
＿１、１１７＿２は走査線１１７に、Ｃｓ線１１９＿１、１１９＿２、７１９＿１、７１
９＿２はＣｓ線１１９に相当する。信号線１１６＿１、１１６＿２には異なる極性の信号
を入力する。その極性に併せて、同一行に属する画素であっても隣接する画素と異なるＣ
ｓ線、即ちＣｓ線１１９＿１、７１９＿２もしくは１１９＿１、７１９＿２を用いて隣接
画素とは異なる電位を図１３に示すように供給する。図１３に示すように駆動させること
で、ドット反転駆動を行えば良い。
【０１２４】
　なお、ノーマリーブラックのときには黒を表示させる際の信号、ノーマリーホワイトの
ときには白を表示させる際の信号を｜Ｖｓｉｇ（０）｜とし、共通電極の電位をＶｃｏｍ
とすると、画素に信号線より正極性の信号が供給される場合にはＶｃｏｍ以上Ｖｓｉｇ（
０）＋Ｖｃｏｍ以下の電位がＣｓ線に供給されていれば良い。一方、画素に負極性の信号
が供給される場合には－Ｖｓｉｇ（０）＋Ｖｃｏｍ以上Ｖｃｏｍ以下の電位がＣｓ線に供
給されていれば良い。
【０１２５】
　なお、正極性の信号が画素に供給される場合にはＶｃｏｍ＋α以上Ｖｓｉｇ（０）＋Ｖ
ｃｏｍ以下の電位が、負極性の信号が画素に供給される場合には－Ｖｓｉｇ（０）＋Ｖｃ
ｏｍ以上Ｖｃｏｍ－α以下の電位がＣｓ線に供給されることが好ましい。ここで、αはＶ
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ｓｉｇ／２である。さらに、より好ましくは正極性の信号が画素に供給される場合にはＶ
ｓｉｇ（０）＋Ｖｃｏｍの電位が、負極性の信号が画素に供給される場合には－Ｖｓｉｇ
（０）＋Ｖｃｏｍの電位が供給されると良い。
【０１２６】
　このように、Ｃｓ線の電位を、正極性の信号が画素に供給される場合にはＶｓｉｇ（０
）＋Ｖｃｏｍと、負極性の信号が供給される場合には－Ｖｓｉｇ（０）＋Ｖｃｏｍとする
ことで、第２の液晶素子１２２に印加される電圧を増大させることが可能となり、より第
２の液晶素子１２２の制御を容易なものとすることができる。
【０１２７】
　なお、正極性の信号が画素に供給される場合にＣｓ線の電位をＶｓｉｇ（０）＋Ｖｃｏ
ｍより高い電位とすると液晶には常にＶｓｉｇ（０）より高い電圧が印加されてしまい、
ノーマリーブラックのときには黒を、ノーマリーホワイトのときには白を表示させること
ができなくなる。また、負極性の信号が画素に供給される場合には、－Ｖｓｉｇ（０）＋
Ｖｃｏｍより低い電位がＣｓ線に供給されると、正極性の信号の際と同様、ノーマリーブ
ラックのときには黒を、ノーマリーホワイトのときには白を表示させることができなくな
る。
【０１２８】
　なお、図１３ではＶｃｏｍの電位を０Ｖ、画素に正極性の信号が供給される場合のＣｓ
線の電位をＶｓｉｇ（０）、画素に負極性の信号が供給される場合のＣｓ線の電位を－Ｖ
ｓｉｇ（０）とした場合について記載している。
【０１２９】
　なお、反転駆動の方法は上記に限られるものではない。
【０１３０】
　また、上述の図１乃至図１２では一画素に液晶素子が２つ設けられた場合について示し
ているが、画素に含まれる液晶素子の数は特に限定されない。図１４に、一画素に液晶素
子が３つ含まれる場合について示す。図１４に示す画素は、図４に示す画素の構成に加え
、第４のトランジスタ８１４、第３の液晶素子８２３及び第３の保持容量８３３を有する
。図１４において、第３の液晶素子８２３の画素電極は、第２のトランジスタ２１２及び
第１のスイッチ１１１を介して信号線１１６に接続されている。また、第３の液晶素子８
２３の画素電極と第２のトランジスタ２１２との接続箇所をノード８００とすると、ノー
ド８００は第４のトランジスタ８１４を介してノード１４２と接続されている。なお、第
４のトランジスタ８１４のゲート電極は、第２のトランジスタ２１２、第３のトランジス
タ２１３と同様、走査線１１７に接続されている。また、ノード８００は第３の保持容量
８３３を介してＣｓ線１１９と接続されている。このように、図１４ではトランジスタ８
１４と、液晶素子８２３と、保持容量８３３とを有するユニット８０１が第２のトランジ
スタ２１２とノード１４２との間に設けられた構成となっている。なお、画素に含まれる
液晶素子の数を増加させる場合、例えばユニット８０１の数を増加させれば良い。もちろ
ん、これに限定されるものではない。
【０１３１】
　また、一画素に上述した画素構成を複数有していても良い。このような画素の一構成例
を図１５に示す。図１５に示す画素は、２つのサブ画素９００ａ、９００ｂを有し、これ
らサブ画素を用いて一つの画素の階調を表現している。図１５において、サブ画素の各々
には図４に示す画素構成を記載している。ただし、サブ画素９００ａ、９００ｂに接続さ
れている信号線１１６及び走査線１１７はサブ画素間で共有して用いられている。なお、
図中におけるＣｓ線１１９ａ、１１９ｂは図４におけるＣｓ線１１９に相当する。サブ画
素９００ａ、９００ｂに接続されるＣｓ線１１９の各々、即ちＣｓ線１１９ａ、１１９ｂ
に異なる電位を供給することで、それぞれのサブ画素に属する液晶素子に異なる電圧を印
加することもできる。このようにして、それぞれのサブ画素における液晶の配向の違いを
利用して、さらに視野角を向上させることも可能となる。
【０１３２】
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　また、図１５のようにサブ画素間において信号線１１６及び走査線１１７を共通配線と
して利用した場合について示したが、図１６に示すように走査線１１７のみをサブ画素１
０００ａ、１０００ｂ間で共有しても良い。また、図１７に示すように信号線１１６のみ
をサブ画素１１００ａ、１１００ｂ間で共有し、これらのサブ画素を用いて一つの画素の
階調を表現しても良い。なお、サブ画素間で共有して用いる配線は上記に限定されず、Ｃ
ｓ線１１９であっても良いし、図１５に示したように２以上の配線を共有しても良い。図
１６もしくは図１７おける信号線１１６ａ、１１６ｂは図４における信号線１１６に相当
し、走査線１１７ａ、１１７ｂは図４にける走査線１１７に、Ｃｓ線１１９ａ、１１９ｂ
は図４におけるＣｓ線１１９に相当する。
【０１３３】
　また、図１５乃至図１７では、同一の構成のサブ画素より一画素を構成した場合につい
て示したが、サブ画素間で構成は異なっていても良い。
【０１３４】
　以上のようにして、本発明により視野角特性を向上させることができる。さらに、コン
トラストの低下を招くことなく駆動させることが可能な構成であるため、より表示品位の
高い液晶表示装置を提供することが可能となる。
【０１３５】
　なお、本実施形態では、主に図１に示す第１のスイッチ１１１、第２のスイッチ１１２
及び第３のスイッチ１１３を同時に制御した場合について述べたが、各々のスイッチを別
に制御しても良い。例えば、図２に示す走査線１１７加え、他の走査線を用いて別々に制
御してもよい。また、複数のスイッチの内の幾つかを同時に制御し、残りのスイッチを別
々に制御してもよい。また、上記において、抵抗とスイッチを容量に置き換えても良い。
【０１３６】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０１３７】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に
行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施
の形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０１３８】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０１３９】
（実施の形態２）
　本実施形態では、実施の形態１とは異なる構成について図１８に示す。実施の形態１で
は、第１の液晶素子及び第２の液晶素子の画素電極に印加される電位は信号線とＣｓ線間
の抵抗分割によって決定されていたが、必ずしもＣｓ線である必要はない。その一例につ
いて、本実施形態に示す。
【０１４０】
　図１８に示す画素１２００は、スイッチ１１１、トランジスタ２１２、トランジスタ２
１３、第１の液晶素子１２１、第２の液晶素子１２２、第１の保持容量１３１及び第２の
保持容量１３２を有する。なお、画素１２００は、信号線１１６、走査線１１７、Ｃｓ線
１１９及び電位供給線１２１９に接続されている。即ち、画素１２００は、実施の形態１
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で示した図４の画素においてトランジスタ２１３の一方の電極をＣｓ線１１９ではなく、
電位供給線１２１９に接続した構成となっている。もちろん、同じものを指す符号は図面
間において共通して用い、その説明は省略する。なお、図１８には画素１２００を４つ取
り出して記載している。
【０１４１】
　図１８に示す画素１２００においても、フレーム反転駆動をはじめ、ソースライン反転
駆動、ゲートライン反転駆動、ドット反転駆動を適宜選択して用いることができる。なお
、電位供給線１２１９には、駆動方法により異なるが、１フレーム期間中一定の電位が供
給されていても良いし、例えば一走査線選択期間、即ちある行に属する画素に各々の画素
の階調に応じた電位が入力される期間ごとに変化させても良い。
【０１４２】
　また、実施の形態１に示したように図１８においてスイッチ１１１にはトランジスタを
用いることも可能であるし、トランジスタ２１２やトランジスタ２１３の各々をスイッチ
と抵抗とに置き換えることも可能である。他にも、図１８における画素１２００は、実施
の形態１に記載した事項と適宜組み合わせることは可能である。
【０１４３】
　また、図１８に示す電位供給線１２１９に画像信号を入力し、電位供給線１２１９と信
号線１１６とを反対にして機能させることも可能である。このように、画像信号即ち画素
の階調に応じた電位を入力する配線を変えることで、一方の液晶素子、例えば第１の液晶
素子１２１が他方、例えば第２の液晶素子１２２に比べ印加される電圧が絶えず大きくな
ることを防ぐことができる。よって、液晶素子の劣化を遅延させることができる。
【０１４４】
　このような画素を有する表示装置について図１９を用いて説明する。表示装置は、信号
線駆動回路５１１、信号線切り替え回路１３００、走査線駆動回路５１２及び画素部５１
３を有し、信号線切り替え回路１３００を用いて画像信号を供給する配線を切り替える。
なお、図１９に示す表示装置は、図１１に示した表示装置の構成に加え、信号線切り替え
回路１３００が設けられている。なお、画素部５１３には、信号線切り替え回路１３００
から列方向に伸張して配置された複数の配線１３１６及び配線１３１９、走査線駆動回路
５１２から行方向に伸張して配置された走査線Ｇ１～Ｇｎ及びＣｓ線Ｃｓ＿１～Ｃｓ＿ｎ
、並びに配線１３１６に対応してマトリクス状に配置された複数の画素１２００を有する
。そして、各画素１２００は、配線１３１６、配線１３１９、走査線Ｇｉ（走査線Ｇ１～
Ｇｎのうちのいずれか一）、Ｃｓ線Ｃｓ＿ｉと接続されている。なお、配線１３１６及び
配線１３１９は、信号線切り替え回路１３００を介してそれぞれ信号線Ｓｊ（信号線Ｓ１
～Ｓｍのうちのいずれか一）、電位供給線Ｓｊ＿２のいずれかに接続されている。もちろ
ん、画像信号を供給する配線を信号線のみとする場合には、信号線切り替え回路１３００
は不要である。
【０１４５】
　信号線切り替え回路１３００について図２０を用いて説明する。信号線切り替え回路１
３００は、画素部が有する列方向における画素１２００に対応するｍ個のユニット１４０
０と、インバータ１４０１と、配線１４０２と、配線１４０２とインバータ１４０１を介
して接続される配線１４０３とを有する。各ユニット１４００は、トランジスタ１４０４
、トランジスタ１４０５、トランジスタ１４０６、トランジスタ１４０７を有し、配線１
４０２、配線１４０３、信号線Ｓｊ、電位供給線Ｓｊ＿２、配線１３１６、配線１３１９
と接続されている。信号線Ｓｊはトランジスタ１４０４を介して配線１３１６、及びトラ
ンジスタ１４０５を介して配線１３１９と接続されており、電位供給線Ｓｊ＿２はトラン
ジスタ１４０６を介して配線１３１９、及びトランジスタ１４０７を介して配線１３１６
と接続されている。なお、トランジスタ１４０５及びトランジスタ１４０７は配線１４０
２により、トランジスタ１４０４及びトランジスタ１４０６は配線１４０３によりオンオ
フが制御される。
【０１４６】
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　配線１４０２には一走査線期間、もしくは一フレーム期間に同期させた信号を入力し、
インバータ１４０１を介して配線１４０２に入力された信号の反転信号が配線１４３０に
入力される。そのため、トランジスタ１４０５及びトランジスタ１４０７がオフとなって
いる場合にはトランジスタ１４０４及びトランジスタ１４０６がオンとなっており、トラ
ンジスタ１４０５及びトランジスタ１４０７がオンとなっている場合にはトランジスタ１
４０４及びトランジスタ１４０６がオフとなっている。このようにして、信号線Ｓｊ及び
電位供給線Ｓｊ＿２を配線１３１６、配線１３１９のいずれに接続するか選択することが
できる。なお、配線１４０２に入力する信号は、反転駆動の方法により適宜選択すれば良
い。
【０１４７】
　また、Ｃｓ線１１９は図２１に示すように前行における走査線１１７で代用しても良い
。ここではＣｓ線１１９と前行の走査線１１７とを共有する場合について示しているが、
Ｃｓ線１１９に限らず第１の保持容量１３１及び第２の保持容量１３２の第２の電極に任
意の一定電位を供給できれば、特にこれに限定されない。なお、一フレーム期間中、第１
の保持容量１３１及び第２の保持容量１３２の第２の電極は変動しない方が好ましいが、
図２１に示すように次のフレーム期間に移る直前等であれば第１の液晶素子１２１及び第
２の液晶素子１２２が有する液晶の配向に大きく影響を及ぼさないため用いることも可能
である。このように、前行と配線を共有することで一画素に有する配線数を減らすことが
可能となり、開口率を向上させることができる。
【０１４８】
　以上のような画素構成においても、実施の形態１と同様、画素が表現する階調は当該画
素における第１の液晶素子１２１と第２の液晶素子１２２の各々が有する液晶の配向によ
り決定されるため、視野角を向上させることができる。さらに、コントラストの低下を招
くことなく駆動させることが可能な構成であるため、より表示品位の高い液晶表示装置を
提供することが可能となる。
【０１４９】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０１５０】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に
行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施
の形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０１５１】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０１５２】
（実施の形態３）
　本実施形態では、実施の形態１及び２とは異なる画素構成の一例について述べる。図２
２に示す画素は、スイッチ１１１、トランジスタ２１２、トランジスタ２１３、第１の液
晶素子１２１、第２の液晶素子１２２、第１の保持容量１３１、第２の保持容量１３２及
び第３の保持容量１６０１を有する。なお、図２２に示す画素は、信号線１１６、走査線
１１７及びＣｓ線１１９に接続されており、実施の形態１で示した図４の画素においてノ
ード１４２とトランジスタ２１３の一方の電極との間に第３の保持容量１６０１が設けら
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れた構成となっている。図４と同じものを指す符号は図面間において共通して用い、その
説明は省略する。
【０１５３】
　図２２に示す画素においても、図４で示した画素と同様に動作させることができる。た
だし、第３の保持容量１６０１を設けることで、第２の液晶素子１２２の画素電極に供給
されるべき階調に応じた電位に達するまでに時間を要する。そのため、第１の液晶素子１
２１より印加される電圧が低い第２の液晶素子１２２が有する液晶の応答をあえて遅くす
ることで、より視野角を向上させることができる。この場合においても、画素が表現する
階調は当該画素における第１の液晶素子１２１と第２の液晶素子１２２の各々が有する液
晶の配向により決定されるため、信号線１１６より供給する電位はこれらを考慮して決定
する。
【０１５４】
　また、図２３に示すように第３の保持容量１７０１はトランジスタ２１２とノード１４
２との間に設けられていても良い。図２３においても、図４で示した画素と同様に動作さ
せることができる。図２２で示した画素と同様、第２の液晶素子１２２の画素電極が供給
されるべき階調に応じた電位に達するまでに時間を要する。これを利用して、より視野角
を向上させることができる。この場合、第２の液晶素子１２２に印加される電圧は第３の
保持容量１７０１との容量分割によって決定されることを考慮にいれたうえで、信号線１
１６より供給する電位を決定する必要がある。
【０１５５】
　以上のような画素構成においても、実施の形態１と同様、画素が表現する階調は当該画
素における第１の液晶素子１２１と第２の液晶素子１２２の各々が有する液晶の配向によ
り決定されるため、視野角を向上させることができる。さらに、コントラストの低下を招
くことなく駆動させることが可能な構成であるため、より表示品位の高い液晶表示装置を
提供することが可能となる。
【０１５６】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０１５７】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に
行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施
の形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０１５８】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０１５９】
（実施の形態４）
　本実施形態では、実施の形態１乃至３とは異なる画素構成の一例について述べる。図２
４に示す画素は、スイッチ１１１、トランジスタ２１２、トランジスタ２１３、トランジ
スタ１８０４、第１の液晶素子１２１、第２の液晶素子１２２、第１の保持容量１３１、
第２の保持容量１３２及び第３の保持容量１８０１を有する。なお、図２４に示す画素は
、信号線１１６、走査線１１７及びＣｓ線１１９に接続されており、実施の形態１で示し
た図４の画素においてさらにトランジスタ１８０４及び第３の保持容量１８０１が設けら
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れた構成となっている。図４と同じものを指す符号は図面間において共通して用い、その
説明は省略する。
【０１６０】
　第３の保持容量１８０１は、ノード１４２と、第２の保持容量１３２の第１の電極と第
２の液晶素子１２２の画素電極とが接続されている配線との接続箇所をノード１８０２と
すると、ノード１８０２と第２の液晶素子１２２の画素電極との間に設けられている。ま
た、トランジスタ１８０４は、第３の保持容量１８０１と第２の液晶素子１２２の画素電
極との接続箇所をノード１８０３とすると、ノード１８０３と信号線１１６との間に設け
られている。即ち、ノード１８０３はトランジスタ１８０４を介して信号線１１６と接続
されている。このトランジスタ１８０４は、スイッチ１１１、トランジスタ２１２やトラ
ンジスタ２１３と同様、走査線１１７に入力される信号によってオンオフが制御される。
【０１６１】
　図２４に示す画素においても、図４で示した画素と同様に動作させることができる。な
お、図２４に示す画素では、第１の液晶素子１２１及び第２の液晶素子１２２の画素電極
に、それぞれスイッチ１１１、トランジスタ１８０４を介して信号線１１６より同時に画
素の階調に応じた電位が供給される。そのため、画素の階調に応じた電位をよりはやくそ
れぞれの液晶素子の画素電極に供給することができる。よって、高速動作等の際に効果的
である。なお、トランジスタ１８０４のオン抵抗は、スイッチ１１１またはトランジスタ
２１２のオン抵抗より大きい方が好ましい。なお、トランジスタ１８０４のチャネル幅を
Ｗ４、チャネル長をＬ４とすると、Ｗ４／Ｌ４は小さい方が好ましい。また、図２４に示
す画素においても画素が表現する階調は当該画素における第１の液晶素子１２１と第２の
液晶素子１２２の各々が有する液晶の配向により決定されるため、視野角を向上させるこ
とができる。
【０１６２】
　以上のようにして、本発明により視野角特性を向上させることができる。さらに、コン
トラストの低下を招くことなく駆動させることが可能な構成であるため、より表示品位の
高い液晶表示装置を提供することが可能となる。
【０１６３】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０１６４】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に
行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施
の形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０１６５】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０１６６】
（実施の形態５）
本実施形態では、実施の形態１乃至４とは異なる画素構成の一例について述べる。図２５
に示す画素は、スイッチ１１１、トランジスタ２１２、トランジスタ２１３、第１の液晶
素子１２１、第２の液晶素子１２２、第１の保持容量１３１、第２の保持容量１３２及び
第３の保持容量１９０１を有する。なお、図２５に示す画素は、信号線１１６、走査線１
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１７及びＣｓ線１１９に接続されており、実施の形態１で示した図４の画素においてさら
に第３の保持容量１９０１が設けられた構成となっている。図４と同じものを指す符号は
図面間において共通して用い、その説明は省略する。
【０１６７】
　第３の保持容量１９０１は、ノード１４２と、第２の保持容量１３２の第１の電極と第
２の液晶素子１２２の画素電極とが接続されている配線との接続箇所をノード１９０２と
すると、ノード１９０２と第２の液晶素子１２２の画素電極との間に設けられている。
【０１６８】
　図２５に示す画素においても、図４で示した画素と同様に動作させることができる。た
だし、第３の保持容量１９０１を設けることで、第２の液晶素子１２２の画素電極に供給
されるべき階調に応じた電位に達するまでに時間を要する。これを利用して、より視野角
を向上させることができる。また、第２の液晶素子１２２に印加される電圧は、第３の保
持容量１９０１との容量分割により決定されるため、第２の液晶素子１２２に小さな電圧
を印加したい場合などに有効である。
【０１６９】
　本実施形態に係る画素においても、画素が表現する階調は当該画素における第１の液晶
素子１２１と第２の液晶素子１２２の各々が有する液晶の配向により決定されるため、視
野角を向上させることができる。
【０１７０】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０１７１】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に
行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施
の形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０１７２】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０１７３】
（実施の形態６）
本実施の形態においては、表示装置の画素構造について説明する。特に、液晶表示装置の
画素構造について説明する。
【０１７４】
各液晶モードとトランジスタとを組み合わせた場合の画素構造について、画素の断面図を
参照して説明する。
【０１７５】
なお、トランジスタとしては、非晶質シリコン、多結晶シリコン、微結晶（マイクロクリ
スタル、セミアモルファスとも言う）シリコンなどに代表される非単結晶半導体層を有す
る薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）などを用いることが出来る。また、トランジスタの構造と
しては、トップゲート型又はボトムゲート型などを用いることができる。なお、ボトムゲ
ート型のトランジスタとしては、チャネルエッチ型又はチャネル保護型などを用いること
ができる。
【０１７６】
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図２８は、ＴＮ方式とトランジスタとを組み合わせた場合の画素の断面図の一例である。
図２８に示す画素構造の特徴について説明する。
【０１７７】
図２８に示した液晶分子２０１８は、長軸と短軸を持った細長い分子である。ここでは、
液晶分子２０１８の向きを図中に記す液晶分子の長さによって表現している。すなわち、
長く表現された液晶分子２０１８は、その長軸の向きが紙面（図２８に示す断面方向）に
対し平行であり、短く表現された液晶分子２０１８ほどその長軸の向きが紙面に対し法線
方向に近くなっているとする。図２８に示した液晶分子２０１８は、第１の基板２００１
に近いものと、第２の基板２０１６に近いものとでは液晶分子の長軸の向きが９０度異な
っており、これら基板の中間に位置する液晶分子２０１８の長軸の向きは、これらを滑ら
かにつなぐような向きとなっている。つまり、図２８に示した液晶分子２０１８は、第１
の基板２００１と第２の基板２０１６の間で、９０度ねじれているような配向状態となっ
ている。
【０１７８】
なお、トランジスタとして、非晶質半導体を用いたボトムゲート型のトランジスタを用い
た場合について説明する。非晶質半導体を用いたトランジスタを用いた場合、大面積の基
板を用いて、安価に液晶表示装置を製造することができる。
【０１７９】
液晶表示装置は、液晶パネルと呼ばれる画像を表示する基幹部分を有する。液晶パネルは
、加工を施した２枚の基板を、数マイクロメートルのギャップを持たせて貼り合わせ、２
枚の基板間に液晶材料を注入することで作製される。即ち、液晶は、第１の基板及び第２
の基板の２枚の基板によって挟持された構成となっている。図２８において、液晶２０１
１は、第１の基板２００１及び第２の基板２０１６に挟持されている。第１の基板２００
１には、トランジスタ及び画素電極が形成され、第２の基板２０１６には、遮光膜２０１
４、カラーフィルタ２０１５、第４の導電層２０１３、スペーサ２０１７、及び第２の配
向膜２０１２が形成される。
【０１８０】
遮光膜２０１４を設けることにより、黒を表示する際に光漏れの少ない表示装置を得るこ
とができる。なお、第２の基板２０１６に遮光膜２０１４は特に形成されていなくてもよ
い。遮光膜２０１４を形成しない場合は、工程数を少なくすることが可能となるため、製
造コストの低減及び歩留まりの向上を図ることができる。
【０１８１】
また、第２の基板２０１６にカラーフィルタ２０１５が形成されていなくてもよい。カラ
ーフィルタ２０１５を形成しない場合においても、遮光膜と同様、工程数が減少すること
が可能となるため、製造コストを低減し、歩留まりの向上を図ることができる。ただし、
カラーフィルタ２０１５を形成しない場合であって、フィールドシーケンシャル駆動によ
ってカラー表示ができる表示装置を得ることができる。
【０１８２】
また、スペーサ２０１７の代わりに球状のスペーサを散布してもよい。球状のスペーサを
散布する場合は、工程数が減少するため、製造コストを低減することができる。また、歩
留まりの向上を図ることができる。一方、スペーサ２０１７を形成する場合にはスペーサ
の位置がばらつかないため、２枚の基板間の距離をより容易に一定にすることができ、表
示ムラの少ない表示装置を得ることができる。
【０１８３】
次に、第１の基板２００１に施す加工について説明する。
【０１８４】
まず、第１の基板２００１上に第１の絶縁膜２００２がスパッタ法、印刷法又は塗布法な
どによって成膜される。第１の絶縁膜２００２は、基板からの不純物が半導体層に影響を
及ぼし、トランジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。ただし、なお、基
板２００１として石英を用いるような場合には第１の絶縁膜２００２は成膜されていなく
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てもよい。
【０１８５】
次に、第１の絶縁膜２００２上に、第１の導電層２００３がフォトリソグラフィ法、レー
ザー直描法又はインクジェット法等を利用して形成される。
【０１８６】
次に、第２の絶縁膜２００４がスパッタ法、印刷法又は塗布法などによって全面に成膜さ
れている。第２の絶縁膜２００４は、基板からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トラ
ンジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。
【０１８７】
次に、第１の半導体層２００５及び第２の半導体層２００６が形成される。なお、第１の
半導体層２００５及び第２の半導体層２００６は連続して成膜され、これらの形状は同時
に加工される。
【０１８８】
次に、第２の導電層２００７がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。なお、第２の導電層２００７の形状が加工されるときに行
われるエッチング方法としては、ドライエッチングを用いることが好適である。なお、第
２の導電層２００７としては、透明性を有する材料を用いてもよいし、反射性を有する材
料を用いてもよい。
【０１８９】
次に、トランジスタのチャネル領域を形成する。その工程の一例を説明する。第２の半導
体層２００６は、第２の導電層２００７をマスクとして用いてエッチングされる。また、
マスクには第２の導電層２００７の形状を加工するためのマスクを用いてエッチングして
も良い。そして、第２の半導体層２００６が除去された部分の第１の半導体層２００５が
トランジスタのチャネル領域となる。このようにチャネル領域を形成することで、マスク
枚数を減らすことが可能となり、製造コストを低減することができる。
【０１９０】
次に、第３の絶縁膜２００８が形成され、第３の絶縁膜２００８には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。なお、第３の絶縁膜２００８にコンタクトホールを形成すると
同時に、第２の絶縁膜２００４にもコンタクトホールを形成してもよい。なお、第３の絶
縁膜２００８の表面は、できるだけ平坦であることが好ましい。液晶が接する面、即ち第
３の絶縁膜２００８の表面の凹凸は液晶分子の配向に影響を与えてしまうからである。
【０１９１】
次に、第３の導電層２００９がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。
【０１９２】
次に、第１の配向膜２０１０が形成される。なお、第１の配向膜２０１０を形成後、液晶
分子の配向を制御するためにラビング処理を行なってもよい。
【０１９３】
以上のように作製した第１の基板２００１と、遮光膜２０１４、カラーフィルタ２０１５
、第４の導電層２０１３、スペーサ２０１７及び第２の配向膜２０１２が形成された第２
の基板２０１６とが数マイクロメートルのギャップを持たせてシール材によって貼り合わ
せられる。そして、２枚の基板間に液晶材料が注入される。なお、ＴＮ方式では、第４の
導電層２０１３は、第２の基板２０１６の全面に形成される。
【０１９４】
図２９（Ａ）は、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍ
ｅｎｔ）方式とトランジスタとを組み合わせた場合の画素の断面図の一例である。図２９
（Ａ）に示す画素構造を本発明の液晶表示装置に適用することによって、さらに視野角が
大きくすることができる。
【０１９５】
図２９（Ａ）に示す画素構造を用いて、ＭＶＡ方式の液晶パネルの画素構造の特徴につい
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て説明する。図２９（Ａ）に示した液晶分子２１１８は、図２８に示した液晶分子２０１
８と同様、長軸と短軸を持った細長い分子である。そのため、図２９（Ａ）においても液
晶分子２１１８の向きを図中に記す液晶分子の長さによって表現している。つまり、図２
９（Ａ）に示した液晶分子２１１８は、その長軸の向きが配向膜に対し法線方向を向くよ
うに配向している。また、配向制御用突起２１１９のある部分の液晶分子２１１８は、配
向制御用突起２１１９を中心として放射状に配向する。この状態となることによって、視
野角の大きい液晶表示装置を得ることができる。
【０１９６】
なお、トランジスタとして、非晶質半導体を用いたボトムゲート型のトランジスタを用い
た場合について説明する。非晶質半導体を用いたトランジスタを用いた場合、大面積の基
板を用いて、安価に液晶表示装置を製造することができる。
【０１９７】
図２９（Ａ）において、液晶２１１１を挟持する２枚の基板は、第１の基板２１０１及び
第２の基板２１１６に相当する。なお、第１の基板２１０１には、トランジスタ及び画素
電極が形成され、第２の基板２１１６には、遮光膜２１１４、カラーフィルタ２１１５、
第４の導電層２１１３、スペーサ２１１７、第２の配向膜２１１２、及び配向制御用突起
２１１９が形成されている。
【０１９８】
遮光膜２１１４を設けることにより、黒を表示する際に光漏れの少ない表示装置を得るこ
とができる。なお、第２の基板２１１６に遮光膜２１１４は特に形成されていなくてもよ
い。遮光膜２１１４を形成しない場合は、工程数を少なくすることが可能となるため、製
造コストの低減及び歩留まりの向上を図ることができる。
【０１９９】
また、第２の基板２１１６にカラーフィルタ２１１５が形成されていなくてもよい。カラ
ーフィルタ２１１５を形成しない場合においても、遮光膜と同様、工程数が減少すること
が可能となるため、製造コストを低減し、歩留まりの向上を図ることができる。ただし、
カラーフィルタ２１１５を形成しない場合であって、フィールドシーケンシャル駆動によ
ってカラー表示ができる表示装置を得ることができる。
【０２００】
また、スペーサ２１１７の代わりに球状のスペーサを散布してもよい。球状のスペーサを
散布する場合は、工程数が減少するため、製造コストを低減することができる。また、歩
留まりの向上を図ることができる。一方、スペーサ２１１７を形成する場合にはスペーサ
の位置がばらつかないため、２枚の基板間の距離をより容易に一定にすることができ、表
示ムラの少ない表示装置を得ることができる。
【０２０１】
第１の基板２１０１に施す加工について説明する。
【０２０２】
まず、第１の基板２１０１上に第１の絶縁膜２１０２がスパッタ法、印刷法又は塗布法な
どによって成膜される。第１の絶縁膜２１０２は、基板からの不純物が半導体層に影響を
及ぼし、トランジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。ただし、なお、基
板２１０１として石英を用いるような場合には第１の絶縁膜２１０２は成膜されていなく
てもよい。
【０２０３】
次に、第１の絶縁膜２１０２上に、第１の導電層２１０３がフォトリソグラフィ法、レー
ザー直描法又はインクジェット法等を利用して形成される。
【０２０４】
次に、第２の絶縁膜２１０４がスパッタ法、印刷法又は塗布法などによって全面に成膜さ
れている。第２の絶縁膜２１０４は、基板からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トラ
ンジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。
【０２０５】
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次に、第１の半導体層２１０５及び第２の半導体層２１０６が形成される。なお、第１の
半導体層２１０５及び第２の半導体層２１０６は連続して成膜され、これらの形状は同時
に加工される。
【０２０６】
次に、第２の導電層２１０７がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。なお、第２の導電層２１０７の形状が加工されるときに行
われるエッチング方法としては、ドライエッチングを用いることが好適である。なお、第
２の導電層２１０７としては、透明性を有する材料を用いてもよいし、反射性を有する材
料を用いてもよい。
【０２０７】
次に、トランジスタのチャネル領域を形成する。その工程の一例を説明する。第２の半導
体層２２５は、第２の導電層２１０７をマスクとして用いてエッチングされる。また、マ
スクには第２の導電層２１０７の形状を加工するためのマスクを用いてエッチングしても
良い。そして、第２の半導体層２１０６が除去された部分の第１の半導体層２１０５がト
ランジスタのチャネル領域となる。このようにチャネル領域を形成することで、マスク枚
数を減らすことが可能となり、製造コストを低減することができる。
【０２０８】
次に、第３の絶縁膜２１０８が形成され、第３の絶縁膜２１０８には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。なお、第３の絶縁膜２１０８にコンタクトホールを形成すると
同時に、第２の絶縁膜２１０４にもコンタクトホールを形成してもよい。
【０２０９】
次に、第３の導電層２１０９がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。
【０２１０】
次に、第１の配向膜２１１０が形成される。なお、第１の配向膜２１１０を形成後、液晶
分子の配向を制御するために、ラビング処理を行なってもよい。
【０２１１】
以上のように作製した第１の基板２１０１と、遮光膜２１１４、カラーフィルタ２１１５
、第４の導電層２１１３、スペーサ２１１７、及び第２の配向膜２１１２を作製した第２
の基板２１１６とが数マイクロメートルのギャップを持たせてシール材によって貼り合わ
せられる。そして、２枚の基板間に液晶材料が注入される。
【０２１２】
なお、ＭＶＡ方式では、第４の導電層２１１３は、第２の基板２１１６の全面に形成され
ている。また、第４の導電層２１１３に接して、配向制御用突起２１１９が形成されてい
る。配向制御用突起２１１９の形状は、滑らかな曲面を持った形状であることが好ましい
。こうすることで、配向制御用突起２１１９による液晶分子２１１８の配向不良を低減す
る。また、配向制御用突起２１１９上に形成される配向膜の段切れを防止することができ
るため、この段切れによる配向膜の不良も低減することができる。
【０２１３】
図２９（Ｂ）は、ＰＶＡ（Ｐａｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）
方式とトランジスタとを組み合わせた場合の画素の断面図の一例である。図２９（Ｂ）に
示す画素構造を本発明の液晶表示装置に適用することによって、さらに視野角が大きくす
ることができる。
【０２１４】
図２９（Ｂ）に示す画素構造の特徴について説明する。図２９（Ｂ）に示した液晶分子２
１４８も、図２８に示した液晶分子２０１８と同様、図２９（Ｂ）においても液晶分子２
１４８の向きを図中に記す液晶分子の長さによって表現している。そのため、図２９（Ｂ
）に示した液晶分子２１４８は、その長軸の向きが配向膜に対し法線方向を向くように配
向している。また、第４の導電層２１４３が設けられていない電極切り欠き部２１４９の
周囲に存在する液晶分子２１４８は、電極切り欠き部２１４９と第４の導電層２１４３の
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境界を中心として放射状に配向する。この状態となることによって、視野角の大きい液晶
表示装置を得ることができる。
【０２１５】
なお、トランジスタとして、非晶質半導体を用いたボトムゲート型のトランジスタを用い
た場合について説明する。非晶質半導体を用いたトランジスタを用いた場合、大面積の基
板を用いて、安価に液晶表示装置を製造することができる。
【０２１６】
図２９（Ｂ）において、液晶２１４１を挟持する２枚の基板は、第１の基板２１３１及び
第２の基板２１４６に相当する。なお、第１の基板２１３１には、トランジスタ及び画素
電極が形成され、第２の基板２１４６には、遮光膜２１４４、カラーフィルタ２１４５、
第４の導電層２１４３、スペーサ２１４７、及び第２の配向膜２１４２が形成されている
。
【０２１７】
遮光膜２１４４を設けることにより、黒を表示する際に光漏れの少ない表示装置を得るこ
とができる。なお、第２の基板２１４６に遮光膜２１４４は特に形成されていなくてもよ
い。遮光膜２１４４を形成しない場合は、工程数を少なくすることが可能となるため、製
造コストの低減及び歩留まりの向上を図ることができる。
【０２１８】
また、第２の基板２１４６にカラーフィルタ２１４５が形成されていなくてもよい。カラ
ーフィルタ２１４５を形成しない場合においても、遮光膜と同様、工程数が減少すること
が可能となるため、製造コストを低減し、歩留まりの向上を図ることができる。ただし、
カラーフィルタ２１４５を形成しない場合であって、フィールドシーケンシャル駆動によ
ってカラー表示ができる表示装置を得ることができる。
【０２１９】
また、スペーサ２１４７の代わりに球状のスペーサを散布してもよい。球状のスペーサを
散布する場合は、工程数が減少するため、製造コストを低減することができる。また、歩
留まりの向上を図ることができる。一方、スペーサ２１４７を形成する場合にはスペーサ
の位置がばらつかないため、２枚の基板間の距離をより容易に一定にすることができ、表
示ムラの少ない表示装置を得ることができる。
【０２２０】
第１の基板２１３１に施す加工について説明する。
【０２２１】
まず、第１の基板２１３１上に、第１の絶縁膜２１３２がスパッタ法、印刷法又は塗布法
などによって成膜される。第１の絶縁膜２１３２は、基板からの不純物が半導体層に影響
を及ぼし、トランジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。ただし、なお、
基板２１３１として石英を用いるような場合には第１の絶縁膜２１３２は成膜されていな
くてもよい。
【０２２２】
次に、第１の絶縁膜２１３２上に、第１の導電層２１３３がフォトリソグラフィ法、レー
ザー直描法又はインクジェット法等を利用して形成される。
【０２２３】
次に、第２の絶縁膜２１３４がスパッタ法、印刷法又は塗布法などによって全面に成膜さ
れている。第２の絶縁膜２１３４は、基板からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トラ
ンジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。
【０２２４】
次に、第１の半導体層２１３５及び第２の半導体層２１３６が形成される。なお、第１の
半導体層２１３５及び第２の半導体層２１３６は連続して成膜され、これらの形状は同時
に加工される。
【０２２５】
次に、第２の導電層２１３７がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
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ト法などによって形成される。なお、第２の導電層２１３７の形状が加工されるときに行
われるエッチング方法としては、ドライエッチングを用いることが好適である。なお、第
２の導電層２１３７としては、透明性を有する材料を用いてもよいし、反射性を有する材
料を用いてもよい。
【０２２６】
次に、トランジスタのチャネル領域を形成する。その工程の一例を説明する。第２の半導
体層２１３６は、第２の導電層２１３７をマスクとして用いてエッチングされる。また、
マスクには第２の導電層２１３７の形状を加工するためのマスクを用いてエッチングして
も良い。そして、第２の半導体層２１３６が除去された部分の第１の半導体層２１３５が
トランジスタのチャネル領域となる。このようにチャネル領域を形成することで、マスク
枚数を減らすことが可能となり、製造コストを低減することができる。
【０２２７】
次に、第３の絶縁膜２１３８が形成され、第３の絶縁膜２１３８には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。なお、第３の絶縁膜２１３８にコンタクトホールを形成すると
同時に、第２の絶縁膜２１３４にもコンタクトホールを形成してもよい。
【０２２８】
次に、第３の導電層２１３９がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。
【０２２９】
次に、第１の配向膜２１４０が形成される。なお、第１の配向膜２１４０を形成後、液晶
分子の配向を制御するために、ラビング処理を行なってもよい。
【０２３０】
以上のように作製した第１の基板２１３１と、遮光膜２１４４、カラーフィルタ２１４５
、第４の導電層２１４３、スペーサ２１４７及び第２の配向膜２１４２を作製した第２の
基板２１４６とが数マイクロメートルのギャップを持たせてシール材によって貼り合わせ
られる。そして、２枚の基板間に液晶材料が注入される。
【０２３１】
なお、ＰＶＡ方式では、第４の導電層２１４３にパターン加工が施され、電極切り欠き部
２１４９が形成される。なお、電極切り欠き部２１４９の形状に特に限定はないが、異な
る向きを持った複数の矩形を組み合わせた形状であるのが好適である。こうすることで、
配向の異なる複数の領域が形成できるので、視野角の大きな液晶表示装置を得ることがで
きる。なお、電極切り欠き部２１４９と第４の導電層２１４３の境界における第４の導電
層２１４３の形状は、その底辺に対し滑らかな斜面を有することが好適である。こうする
ことで、当該斜面に近接する液晶分子２１４８の配向不良を低減する。また、第４の導電
層２１４３上に形成される配向膜の段切れを防止することができるため、この段切れによ
る配向膜の不良も低減することができる。
【０２３２】
図３０（Ａ）は、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）方式とトランジスタ
とを組み合わせた場合の画素の断面図の一例である。図３０（Ａ）に示す画素構造を本発
明の液晶表示装置に適用することによって、さらに視野角が大きくすることができる。
【０２３３】
図３０（Ａ）に示す画素構造の特徴について説明する。図３０（Ａ）に示した液晶分子２
２４８は、図２８に示した液晶分子２０１８と同様、長軸と短軸を持った細長い分子であ
る。そのため、図３０（Ａ）においても液晶分子２２１８の向きをの向きを図中に記す液
晶分子の長さによって表現している。つまり、図３０（Ａ）に示した液晶分子２２１８は
、その長軸の向きが常に基板に対し水平の方向を向くように配向している。図３０（Ａ）
においては、液晶２２１１が存在する領域に電界が生じていない状態における液晶分子２
２１８配向を表しているが、液晶分子２２１８に電界が印加されたときは、その長軸の向
きが常に基板に対し水平の方向を維持したまま、水平面内において回転する。この状態と
なることによって、視野角の大きい液晶表示装置を得ることができる。
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【０２３４】
なお、トランジスタとして、非晶質半導体を用いたボトムゲート型のトランジスタを用い
た場合について説明する。非晶質半導体を用いたトランジスタを用いた場合、大面積の基
板を用いて、安価に液晶表示装置を製造することができる。
【０２３５】
図３０（Ａ）において、液晶２２１１を挟持する２枚の基板は、第１の基板２２０１、及
び第２の基板２２１６に相当する。なお、第１の基板２２０１には、トランジスタ及び画
素電極が形成され、第２の基板２２１６には、遮光膜２２１４、カラーフィルタ２２１５
、スペーサ２２１７、及び第２の配向膜２２１２が形成されている。
【０２３６】
遮光膜２２１４を設けることにより、黒を表示する際に光漏れの少ない表示装置を得るこ
とができる。なお、第２の基板２２１６に遮光膜２２１４は特に形成されていなくてもよ
い。遮光膜２２１４を形成しない場合は、工程数を少なくすることが可能となるため、製
造コストの低減及び歩留まりの向上を図ることができる。
【０２３７】
また、第２の基板２２１６にカラーフィルタ２２１５が形成されていなくてもよい。カラ
ーフィルタ２２１５を形成しない場合においても、遮光膜と同様、工程数が減少すること
が可能となるため、製造コストを低減し、歩留まりの向上を図ることができる。ただし、
カラーフィルタ２２１５を形成しない場合であって、フィールドシーケンシャル駆動によ
ってカラー表示ができる表示装置を得ることができる。
【０２３８】
また、スペーサ２２１７の代わりに球状のスペーサを散布してもよい。球状のスペーサを
散布する場合は、工程数が減少するため、製造コストを低減することができる。また、歩
留まりの向上を図ることができる。一方、スペーサ２２１７を形成する場合にはスペーサ
の位置がばらつかないため、２枚の基板間の距離をより容易に一定にすることができ、表
示ムラの少ない表示装置を得ることができる。
【０２３９】
第１の基板２２０１に施す加工について説明する。
【０２４０】
まず、第１の基板２２０１上に第１の絶縁膜２２０２がスパッタ法、印刷法又は塗布法な
どによって成膜される。第１の絶縁膜２２０２は、基板からの不純物が半導体層に影響を
及ぼし、トランジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。ただし、なお、基
板２２０１として石英を用いるような場合には第１の絶縁膜２２０２は成膜されていなく
てもよい。
【０２４１】
次に、第１の絶縁膜２２０２上に、第１の導電層２２０３がフォトリソグラフィ法、レー
ザー直描法又はインクジェット法等を利用して形成される。
【０２４２】
次に、第２の絶縁膜２２０４がスパッタ法、印刷法又は塗布法などによって全面に成膜さ
れている。第２の絶縁膜２２０４は、基板からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トラ
ンジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。
【０２４３】
次に、第１の半導体層２２０５及び第２の半導体層２２０６が形成される。なお、第１の
半導体層２２０５及び第２の半導体層２２０６は連続して成膜され、これらの形状は同時
に加工される。
【０２４４】
次に、第２の導電層２２０７がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。なお、第２の導電層２２０７の形状が加工されるときに行
われるエッチング方法としては、ドライエッチングを用いることが好適である。なお、第
２の導電層２２０７としては、透明性を有する材料を用いてもよいし、反射性を有する材
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料を用いてもよい。
【０２４５】
次に、トランジスタのチャネル領域を形成する。その工程の一例を説明する。第２の半導
体層２２０６は、第２の導電層２２０７をマスクとして用いてエッチングされる。また、
マスクには第２の導電層２２０７の形状を加工するためのマスクを用いてエッチングして
も良い。そして、第２の半導体層２２０６が除去された部分の第１の半導体層２２０５が
トランジスタのチャネル領域となる。このようにチャネル領域を形成することで、マスク
枚数を減らすことが可能となり、製造コストを低減することができる。
【０２４６】
次に、第３の絶縁膜２２０８が形成され、第３の絶縁膜２２０８には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。なお、第３の絶縁膜２２０８にコンタクトホールを形成すると
同時に、第２の絶縁膜２２０４にもコンタクトホールを形成してもよい。
【０２４７】
次に、第３の導電層２２０９がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。ここで、第３の導電層２２０９の形状は、互いにかみ合っ
た２つの櫛歯状とする。一方の櫛歯状の電極がトランジスタのソース電極及びドレイン電
極の一方と電気的に接続され、他方の櫛歯状の電極が共通電極と電気的に接続される。こ
うすることで、液晶分子２２１８に効果的に横方向の電界をかけることができる。
【０２４８】
次に、第１の配向膜２２１０が形成される。なお、第１の配向膜２２１０を形成後、液晶
分子の配向を制御するために、ラビング処理を行なってもよい。
【０２４９】
以上のように作製した第１の基板２２０１と、遮光膜２２１４、カラーフィルタ２２１５
、スペーサ２２１７、及び第２の配向膜２２１２を作製した第２の基板２２１６とが数マ
イクロメートルのギャップを持たせてシール材によって貼り合わせられる。そして、２枚
の基板間に液晶材料が注入される。
【０２５０】
図３０（Ｂ）は、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）方式ととト
ランジスタとを組み合わせた場合の画素の断面図の一例である。図３０（Ｂ）に示す画素
構造を本発明の液晶表示装置に適用することによって、さらに視野角が大きくすることが
できる。
【０２５１】
図３０（Ｂ）に示す画素構造の特徴について説明する。図３０（Ｂ）に示した液晶分子２
２４８、図２８に示した液晶分子２０１８と同様、図３０（Ｂ）においても液晶分子２１
４８の向きを図中に記す液晶分子の長さによって表現している。そのため、図３０（Ｂ）
に示した液晶分子２２４８は、その長軸の向きが常に基板に対し水平の方向を向くように
配向している。図３０（Ｂ）においては、液晶２２４１が存在する領域に電電界が生じて
いない状態における液晶分子２２４８配向を表しているが、液晶分子２２４８に電界が印
加されたときは、その長軸の向きが常に基板に対し水平の方向を維持したまま、水平面内
において回転する。この状態となることによって、視野角の大きい液晶表示装置を得るこ
とができる。
【０２５２】
なお、トランジスタとして、非晶質半導体を用いたボトムゲート型のトランジスタを用い
た場合について説明する。非晶質半導体を用いたトランジスタを用いた場合、大面積の基
板を用いて、安価に液晶表示装置を製造することができる。
【０２５３】
図３０（Ｂ）において、液晶２２４１を挟持する２枚の基板は、第１の基板２２３１及び
第２の基板２２４６に相当する。なお、第１の基板２２４１には、トランジスタ及び画素
電極が形成され、第２の基板２２４６には、遮光膜２２４４、カラーフィルタ２２４５、
スペーサ２２４７、及び第２の配向膜２２４２が形成されている。
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【０２５４】
遮光膜２２４４を設けることにより、黒を表示する際に光漏れの少ない表示装置を得るこ
とができる。なお、第２の基板２２４６に遮光膜２２４４は特に形成されていなくてもよ
い。遮光膜２２４４を形成しない場合は、工程数を少なくすることが可能となるため、製
造コストの低減及び歩留まりの向上を図ることができる。
【０２５５】
また、第２の基板２２４６にカラーフィルタ２２４５が形成されていなくてもよい。カラ
ーフィルタ２２４５を形成しない場合においても、遮光膜と同様、工程数が減少すること
が可能となるため、製造コストを低減し、歩留まりの向上を図ることができる。ただし、
カラーフィルタ２２４５を形成しない場合であって、フィールドシーケンシャル駆動によ
ってカラー表示ができる表示装置を得ることができる。
【０２５６】
また、スペーサ２２４７の代わりに球状のスペーサを散布してもよい。球状のスペーサを
散布する場合は、工程数が減少するため、製造コストを低減することができる。また、歩
留まりの向上を図ることができる。一方、スペーサ２２４７を形成する場合にはスペーサ
の位置がばらつかないため、２枚の基板間の距離をより容易に一定にすることができ、表
示ムラの少ない表示装置を得ることができる。
【０２５７】
第１の基板２２３１に施す加工について説明する。
【０２５８】
まず、第１の基板２２３１上に、第１の絶縁膜２２３２がスパッタ法、印刷法又は塗布法
などによって成膜される。第１の絶縁膜２２３２は、基板からの不純物が半導体層に影響
を及ぼし、トランジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。ただし、なお、
基板２２３１として石英を用いるような場合には第１の絶縁膜２２３２は成膜されていな
くてもよい。
【０２５９】
次に、第１の絶縁膜２２３２上に、第１の導電層２２３３がフォトリソグラフィ法、レー
ザー直描法又はインクジェット法等を利用して形成される。
【０２６０】
次に、第２の絶縁膜２２３４がスパッタ法、印刷法又は塗布法などによって全面に成膜さ
れている。第２の絶縁膜２２３４は、基板からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トラ
ンジスタの性質が変化してしまうのを防ぐ機能を有する。
【０２６１】
次に、第１の半導体層２２３５及び第２の半導体層２２３６が形成される。なお、第１の
半導体層２２３５及び第２の半導体層２２３６は連続して成膜され、これらの形状は同時
に加工される。
【０２６２】
次に、第２の導電層２２３７がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。なお、第２の導電層２２３７の形状が加工されるときに行
われるエッチング方法としては、ドライエッチングを用いることが好適である。なお、第
２の導電層２２３７としては、透明性を有する材料を用いてもよいし、反射性を有する材
料を用いてもよい。
【０２６３】
次に、トランジスタのチャネル領域を形成する。その工程の一例を説明する。第２の半導
体層２２３６は、第２の導電層２２３７をマスクとして用いてエッチングされる。また、
マスクには第２の導電層２２３７の形状を加工するためのマスクを用いてエッチングして
も良い。そして、第２の半導体層２２３６が除去された部分の第１の半導体層２２３５が
トランジスタのチャネル領域となる。このようにチャネル領域を形成することで、マスク
枚数を減らすことが可能となり、製造コストを低減することができる。
【０２６４】
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次に、第３の絶縁膜２２３８が形成され、第３の絶縁膜２２３８には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。
【０２６５】
次に、第３の導電層２２３９がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成されている。
【０２６６】
次に、第４の絶縁膜２２４９が形成され、第４の絶縁膜２２４９には選択的にコンタクト
ホールが形成されている。
【０２６７】
次に、第４の導電層２２４３がフォトリソグラフィ法、レーザー直描法又はインクジェッ
ト法などによって形成される。ここで、第４の導電層２２４３の形状は、櫛歯状とする。
【０２６８】
次に、第１の配向膜２２４０が形成される。なお、第１の配向膜２２４０を形成後、液晶
分子の配向を制御するために、ラビング処理を行なってもよい。
【０２６９】
以上のように作製した第１の基板２２３１と、遮光膜２２４４、カラーフィルタ２２４５
、スペーサ２２４７、及び第２の配向膜２２４２を作製した第２の基板２２４６とがシー
ル材によって数マイクロメートルのギャップを持たせて貼り合わせ、２枚の基板間に液晶
材料を注入することで、液晶パネルが作製できる。
【０２７０】
ここで、各導電層又は各絶縁膜に用いることができる材料について説明する。
【０２７１】
図２８の第１の絶縁膜２００２、図２９（Ａ）の第１の絶縁膜２１０２、図２９（Ｂ）の
第１の絶縁膜２１３２、図３０（Ａ）の第１の絶縁膜２２０２、図３０（Ｂ）の第１の絶
縁膜２２３２としては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（Ｓｉ
ＯｘＮｙ）等の絶縁膜を用いることができる。また、これら絶縁膜は、酸化シリコン膜、
窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）等のうちの２つ以上の膜を組み
合わせた積層構造の絶縁膜を用いることができる。
【０２７２】
図２８の第１の導電層２００３、図２９（Ａ）の第１の導電層２１０３、図２９（Ｂ）の
第１の導電層２１３３、図３０（Ａ）の第１の導電層２２０３、図３０（Ｂ）の第１の導
電層２２３３としては、Ｍｏ、Ｔｉ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｒなどの導電性材料を用いることが
できる。また、これら導電層は、Ｍｏ、Ｔｉ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｒなどの導電性材料うち、
２つ以上を組み合わせた積層構造を用いることもできる。
【０２７３】
図２８の第２の絶縁膜２００４、図２９（Ａ）の第２の絶縁膜２１０４、図２９（Ｂ）の
第２の絶縁膜２１３４、図３０（Ａ）の第２の絶縁膜２２０４、図３０（Ｂ）の第２の絶
縁膜２２３４としては、熱酸化膜、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコ
ン膜などを用いることができる。また、熱酸化膜、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は
酸化窒化シリコン膜などのうち２以上を組み合わせた積層構造などを用いることができる
。なお、半導体層と接する部分では、酸化シリコン膜であることが好ましい。酸化シリコ
ン膜にすることにより、半導体層との界面におけるトラップ準位が少なくなるからである
。なお、Ｍｏと接する部分では、窒化シリコン膜であることが好ましい。窒化シリコン膜
はＭｏを酸化させないからである。
【０２７４】
図２８の第１の半導体層２００５、図２９（Ａ）の第１の半導体層２１０５、図２９（Ｂ
）の第１の半導体層２１３５、図３０（Ａ）の第１の半導体層２２０５、図３０（Ｂ）の
第１の半導体層２２３５としては、シリコン又はシリコンゲルマニウム（ＳｉＧｅ）など
を用いることができる。
【０２７５】
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図２８の第２の半導体層２００６、図２９（Ａ）の第２の半導体層２１０６、図２９（Ｂ
）の第２の半導体層２１３６、図３０（Ａ）の第２の半導体層２２０６、図３０（Ｂ）の
第２の半導体層２２３６としては、リン等を含んだシリコン等を用いることができる。
【０２７６】
図２８の第２の導電層２００７及び第３の導電層２００９、図２９（Ａ）の第２の導電層
２１０７及び第３の導電層２１０９、図２９（Ｂ）の第２の導電層２１３７及び第２の導
電層２１３９、図３０（Ａ）の第２の導電層２２０７及び第２の導電層２２０９、もしく
は図３０（Ｂ）の第２の導電層２２３７、第３の導電層２２３９及び第４の導電層２２４
３の透明性を有する材料としては、酸化インジウムに酸化スズを混ぜたインジウムスズ酸
化物（ＩＴＯ）膜、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）に酸化珪素を混ぜたインジウムスズ
珪素酸化物（ＩＴＳＯ）膜、酸化インジウムに酸化亜鉛を混ぜたインジウム亜鉛酸化物（
ＩＺＯ）膜、酸化亜鉛膜又は酸化スズ膜などを用いることができる。なお、ＩＺＯは、Ｉ
ＴＯに２～２０ｗｔ％の酸化亜鉛（ＺｎＯ）を混合させたターゲットを用いてスパッタリ
ングにより形成することができる。
【０２７７】
また、図２８の第２の導電層２００７及び第３の導電層２００９、図２９（Ａ）の第２の
導電層２１０７及び第３の導電層２１０９、図２９（Ｂ）の第２の導電層２１３７及び第
２の導電層２１３９、図３０（Ａ）の第２の導電層２２０７及び第２の導電層２２０９、
もしくは図３０（Ｂ）の第２の導電層２２３７、第２の導電層２２３９及び第４の導電層
２２４３の反射性を有する材料としては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌなどを用い
ることができる。あるいは、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、ＷとＡｌを積層させた２層構造、
ＡｌをＴｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗなどの金属で挟んだ３層積層構造としてもよい。
【０２７８】
図２８の第３の絶縁膜２００８、図２９（Ａ）の第３の絶縁膜２１０８、図２９（Ｂ）の
第３の絶縁膜２１３８、図２９（Ｂ）の第３の導電層２１３９、図３０（Ａ）の第３の絶
縁膜２２０８、図３０（Ｂ）の第３の絶縁膜２２３８及び第４の絶縁膜２２４９としては
、無機材料（酸化シリコン、窒化シリコン、酸化窒化シリコンなど）あるいは低誘電率の
有機化合物材料（感光性又は非感光性の有機樹脂材料）などを用いることができる。また
、シロキサンを含む材料を用いることもできる。なお、シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）
と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される材料である。置換基として、少なくとも水
素を含む有機基（例えばアルキル基、アリール基）が用いられる。あるいは、置換基とし
てフルオロ基を用いてもよい。あるいは、置換基として、少なくとも水素を含む有機基と
、フルオロ基とを用いてもよい。
【０２７９】
図２８の第１の配向膜２０１０、図２９（Ａ）の第１の配向膜２１１０、図２９（Ｂ）の
第１の配向膜２１４０、図２９（Ｂ）の第１の配向膜２２１０、図３０（Ｂ）の第１の配
向膜２２４０としては、ポリイミドなどの高分子膜を用いることができる。
【０２８０】
次に、各液晶モードとトランジスタとを組み合わせた場合の画素構造について、画素の上
面図（レイアウト図）を参照して説明する。
【０２８１】
なお、液晶モードとしては、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳ（
Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　
Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　
Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉ
ｇｎｍｅｎｔ）、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉ
ｃｒｏ－ｃｅｌｌ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒ
ｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　
Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉ
ｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）などを用いることができる。
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【０２８２】
なお、トランジスタとしては、非晶質シリコン、多結晶シリコン、微結晶（マイクロクリ
スタル、セミアモルファスとも言う）シリコンなどに代表される非単結晶半導体層を有す
る薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）などを用いることが出来る。
【０２８３】
なお、トランジスタの構造としては、トップゲート型又はボトムゲート型などを用いるこ
とができる。ボトムゲート型のトランジスタとしては、チャネルエッチ型又はチャネル保
護型などを用いることができる。
【０２８４】
図３１にＴＮ方式とトランジスタとを組み合わせた場合の画素の上面図の一例を示す。
【０２８５】
図３１に示す画素は、第１のトランジスタ２３０４、第２のトランジスタ２３０５、第３
のトランジスタ２３０６、第１の液晶容量、第２の液晶容量、第１の保持容量及び第２の
保持容量とを有し、走査線２３０１と、信号線２３０２と、Ｃｓ線２３１１に接続されて
いる。なお、図３１に示す画素構成の等価回路図は、図６と同様であるため詳細な説明は
省略する。
【０２８６】
図３１において、第１の液晶容量を構成する画素電極は画素電極２３０７に、第２のの液
晶容量を構成する画素電極は画素電極２３０８に相当する。また、第１の保持容量は、画
素部の外部でＣｓ線２３１１と接続された容量線２３１２と、画素電極２３０７に接続さ
れた半導体層２３０９と、これらの間に設けられた絶縁膜より構成されている。第２の保
持容量においても、第１の保持容量と同様に、容量線２３１２と、画素電極２３０８に接
続された半導体層２３１０と、これらの間に設けられた絶縁膜より構成されている。なお
、第１の保持容量及び第２の保持容量を構成する容量線２３１２はトランジスタ２３０４
～２３０６を構成するゲート電極を含む走査線２３０１やＣｓ線２３０１と、半導体層２
３０９、２３１０はトランジスタ２３０４～２３０６を構成するソース領域、ドレイン領
域やチャネル形成領域を含む半導体層と同一工程にて作製されている。また、第１の保持
容量及び第２の保持容量を構成する絶縁膜においても、トランジスタ２３０４～２３０６
を構成するゲート絶縁膜と同一工程にて作製された膜を利用することができる。
【０２８７】
図３１に示すように配向状態の異なる２つの液晶容量を利用して、視野角特性に優れた液
晶表示装置を得ることができる。なお、図３１に示す上面図は一例であり、これに限定さ
れるものではない。
【０２８８】
なお、各々のトランジスタにおいて、ソース電極及びドレイン電極の一方が他方の電極を
包み囲むような構造とすることで、チャネル幅をかせぐことができる。このような構造は
、画素を構成するトランジスタの半導体層に結晶性半導体層より移動度の低い非晶質半導
体層を用いた際には特に有効である。
【０２８９】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０２９０】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態およ
び実施例の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを自由に行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関し
て、別の実施の形態および実施例の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構
成させることが出来る。
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【０２９１】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態および実施例で述べた内容（一部でもよい）を、
具現化した場合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した
場合の一例、詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての
一例などを示している。したがって、他の実施の形態および実施例で述べた内容は、本実
施の形態への適用、組み合わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０２９２】
（実施の形態７）
本実施の形態においては、各種液晶モードについて断面図を用いて説明する。
【０２９３】
図３２（Ａ）、（Ｂ）は、ＴＮモードの断面の模式図を示す。
【０２９４】
互いに対向するように配置された第１の基板３３０１及び第２の基板３３０２に、液晶層
３３００が挟持されている。第１の基板３３０１の上面には、第１の電極３３０５が形成
されている。第２の基板３３０２の上面には、第２の電極３３０６が形成されている。第
１の基板３３０１の液晶層と反対側には、第１の偏光板３３０３が配置されている。第２
の基板３３０２の液晶層と反対側には、第２の偏光板３３０４が配置されている。なお、
第１の偏光板３３０３と第２の偏光板３３０４とは、クロスニコルになるように配置され
ている。
【０２９５】
第１の偏光板３３０３は、第１の基板３３０１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３３０４は、第２の基板３３０２の上面に配置されてもよい。
【０２９６】
第１の電極３３０５及び第２の電極３３０６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０２９７】
図３２（Ａ）は、第１の電極３３０５及び第２の電極３３０６に電圧が印加（縦電界方式
と呼ぶ）された場合の断面の模式図である。液晶分子が縦に並んだ状態となるため、バッ
クライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３３０３
と第２の偏光板３３０４とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライ
トからの光は基板を通過できない。したがって、黒色表示が行われる。
【０２９８】
図３２（Ｂ）は、第１の電極３３０５及び第２の電極３３０６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子が横に並び、第１の電極３３０５から第２の電極３
３０６にかけて回転している状態となるため、バックライトからの光は液晶分子の複屈折
の影響を受ける。そして、第１の偏光板３３０３と第２の偏光板３３０４とがクロスニコ
ルになるように配置されているため、バックライトからの光は基板を通過する。したがっ
て、白色表示が行われる。いわゆるノーマリーホワイトモードである。
【０２９９】
第１の電極３３０５及び第２の電極３３０６に印加する電圧を制御することで、液晶分子
の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光を液
晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である。
【０３００】
図３２（Ａ）、（Ｂ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３３０１側又
は第２の基板３３０２側に設けることができる。
【０３０１】
ＴＮモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３０２】
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図３３（Ａ）、（Ｂ）は、ＶＡモードの断面の模式図を示す。ＶＡモードは、無電界の時
に液晶分子が基板に垂直となるように配向されているモードである。
【０３０３】
互いに対向するように配置された第１の基板３４０１及び第２の基板３４０２に、液晶層
３４００が挟持されている。第１の基板３４０１の上面には、第１の電極３４０５が形成
されている。第２の基板３４０２の上面には、第２の電極３４０６が形成されている。第
１の基板３４０１の液晶層と反対側には、第１の偏光板３４０３が配置されている。第２
の基板３４０２の液晶層と反対側には、第２の偏光板３４０４が配置されている。なお、
第１の偏光板３４０３と第２の偏光板３４０４とは、クロスニコルになるように配置され
ている。
【０３０４】
第１の偏光板３４０３は、第１の基板３４０１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３４０４は、第２の基板３４０２の上面に配置されてもよい。
【０３０５】
第１の電極３４０５及び第２の電極３４０６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３０６】
図３３（Ａ）は、第１の電極３４０５及び第２の電極３４０６に電圧が印加（縦電界方式
と呼ぶ）された場合の断面の模式図である。液晶分子が横に並んだ状態となるため、バッ
クライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受ける。そして、第１の偏光板３４０３と
第２の偏光板３４０４とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライト
からの光は基板を通過する。したがって、白色表示が行われる。
【０３０７】
図３３（Ｂ）は、第１の電極３４０５及び第２の電極３４０６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子が縦に並んだ状態となるため、バックライトからの
光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３４０３と第２の偏光板
３４０４とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライトからの光は基
板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。いわゆるノーマリーブラックモード
である。
【０３０８】
第１の電極３４０５及び第２の電極３４０６に印加する電圧を制御することで、液晶分子
の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光を液
晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である。
【０３０９】
図３４（Ａ）、（Ｂ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３４０１側又
は第２の基板３４０２側に設けることができる。
【０３１０】
ＶＡモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３１１】
図３３（Ｃ）、（Ｄ）は、ＭＶＡモードの断面の模式図を示す。ＭＶＡモードは、それぞ
れの部分の視野角依存性を互いに補償する方法である。
【０３１２】
互いに対向するように配置された第１の基板３４１１及び第２の基板３４１２に、液晶層
３４１０が挟持されている。第１の基板３４１１の上面には、第１の電極３４１５が形成
されている。第２の基板３４１２の上面には、第２の電極３４１６が形成されている。第
１の電極３４１５上には、配向制御用に第１の突起物３４１７が形成されている。第２の
電極３４１６上には、配向制御用に第２の突起物３４１８が形成されている。第１の基板
３４１１の液晶層と反対側には、第１の偏光板３４１３が配置されている。第２の基板３
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４１２の液晶層と反対側には、第２の偏光板３４１４が配置されている。なお、第１の偏
光板３４１３と第２の偏光板３４１４とは、クロスニコルになるように配置されている。
【０３１３】
第１の偏光板３４１３は、第１の基板３４１１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３４１４は、第２の基板３４１２の上面に配置されてもよい。
【０３１４】
第１の電極３４１５及び第２の電極３４１６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３１５】
図３３（Ｃ）は、第１の電極３４１５及び第２の電極３４１６に電圧が印加（縦電界方式
と呼ぶ）された場合の断面の模式図である。バックライトからの光は液晶分子の複屈折の
影響を受ける。そして、第１の偏光板３４１３と第２の偏光板３４１４とがクロスニコル
になるように配置されているため、バックライトからの光は基板を通過する。したがって
、白色表示が行われる。また、液晶分子が第１の突起物３４１７及び第２の突起物３４１
８に影響を受け、第１の突起物３４１７及び第２の突起物３４１８に対して倒れて並んだ
状態となる。よって、視野角をさらに向上させることが可能である。
【０３１６】
図３３（Ｄ）は、第１の電極３４１５及び第２の電極３４１６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子が縦に並んだ状態となるため、バックライトからの
光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３４１３と第２の偏光板
３４１４とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライトからの光は基
板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。いわゆるノーマリーブラックモード
である。
【０３１７】
なお、第１の電極３４１５及び第２の電極３４１６に印加する電圧を制御することで、液
晶分子の状態即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光
を液晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である
。
【０３１８】
図３６（Ｃ）、（Ｄ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３４１１側又
は第２の基板３４１２側に設けることができる。
【０３１９】
ＭＶＡモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３２０】
図３４（Ａ）、（Ｂ）は、ＯＣＢモードの断面の模式図を示す。ＯＣＢモードは、液晶層
内で液晶分子の配列が光学的に補償状態を形成しているため、視野角依存性が少ない。こ
の液晶分子の状態は、ベンド配向と呼ばれる。
【０３２１】
互いに対向するように配置された第１の基板３５０１及び第２の基板３５０２に、液晶層
３５００が挟持されている。第１の基板３５０１の上面には、第１の電極３５０５が形成
されている。第２の基板３５０２の上面には、第２の電極３５０６が形成されている。第
１の基板３５０１の液晶層と反対側には、第１の偏光板３５０３が配置されている。第２
の基板３５０２の液晶層と反対側には、第２の偏光板３３６が配置されている。なお、第
１の偏光板３５０３と第２の偏光板３３６とは、クロスニコルになるように配置されてい
る。
【０３２２】
第１の偏光板３５０３は、第１の基板３５０１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３３６は、第２の基板３５０２の上面に配置されてもよい。
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【０３２３】
第１の電極３５０５及び第２の電極３５０６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３２４】
図３４（Ａ）は、第１の電極３５０５及び第２の電極３５０６に電圧が印加（縦電界方式
と呼ぶ）された場合の断面の模式図である。液晶分子が縦に並んだ状態となるため、バッ
クライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３５０３
と第２の偏光板３３６とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライト
からの光は基板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。
【０３２５】
図３４（Ｂ）は、第１の電極３５０５及び第２の電極３５０６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子がベンド配向の状態となるため、バックライトから
の光は液晶分子の複屈折の影響を受ける。そして、第１の偏光板３５０３と第２の偏光板
３３６とがクロスニコルになるように配置されているため、バックライトからの光は基板
を通過する。したがって、白色表示が行われる。いわゆるノーマリーホワイトモードであ
る。
【０３２６】
なお、第１の電極３５０５及び第２の電極３５０６に印加する電圧を制御することで、液
晶分子の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの
光を液晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能であ
る。
【０３２７】
図３４（Ａ）、（Ｂ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３５０１側又
は第２の基板３５０２側に設けることができる。
【０３２８】
ＯＣＢモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３２９】
図３４（Ｃ）、（Ｄ）は、ＦＬＣモード又はＡＦＬＣモードの断面の模式図を示す。
【０３３０】
互いに対向するように配置された第１の基板３５１１及び第２の基板３５１２に、液晶層
３５１０が挟持されている。第１の基板３５１１の上面には、第１の電極３５１５が形成
されている。第２の基板３５１２の上面には、第２の電極３５１６が形成されている。第
１の基板３５１１の液晶層と反対側には、第１の偏光板３５１３が配置されている。第２
の基板３５１２の液晶層と反対側には、第２の偏光板３５１４が配置されている。なお、
第１の偏光板３５１３と第２の偏光板３５１４とは、クロスニコルになるように配置され
ている。
【０３３１】
第１の偏光板３５１３は、第１の基板３５１１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３５１４は、第２の基板３５１２の上面に配置されてもよい。
【０３３２】
第１の電極３５１５及び第２の電極３５１６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３３３】
図３４（Ｃ）は、第１の電極３５１５及び第２の電極３５１６に電圧が印加（縦電界方式
と呼ぶ）された場合の断面の模式図である。液晶分子がラビング方向からずれた方向で横
に並んでいる状態となるため、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受ける
。そして、第１の偏光板３５１３と第２の偏光板３５１４とがクロスニコルになるように
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配置されているため、バックライトからの光は基板を通過する。したがって、白色表示が
行われる。
【０３３４】
図３４（Ｄ）は、第１の電極３５１５及び第２の電極３５１６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子がラビング方向に沿って横に並んだ状態となるため
、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３
５１３と第２の偏光板３５１４とがクロスニコルになるように配置されているため、バッ
クライトからの光は基板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。いわゆるノー
マリーブラックモードである。
【０３３５】
なお、第１の電極３５１５及び第２の電極３５１６に印加する電圧を制御することで、液
晶分子の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの
光を液晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能であ
る。
【０３３６】
図３４（Ｃ）、（Ｄ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３５１１側又
は第２の基板３５１２側に設けることができる。
【０３３７】
ＦＬＣモード又はＡＦＬＣモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい
。
【０３３８】
図３５（Ａ）、（Ｂ）は、ＩＰＳモードの断面の模式図を示す。ＩＰＳモードは、液晶分
子を基板に対して常に平面内で回転させるモードであり、電極は一方の基板側のみに設け
た横電界方式をとる。
【０３３９】
互いに対向するように配置された第１の基板３６０１及び第２の基板３６０２に、液晶層
３６００が挟持されている。第１の基板３６０１の上面には、第１の電極３６０５及び第
２の電極３６０６が形成されている。第１の基板３６０１の液晶層と反対側には、第１の
偏光板３６０３が配置されている。第２の基板３６０２の液晶層と反対側には、第２の偏
光板３６０４が配置されている。なお、第１の偏光板３６０３と第２の偏光板３６０４と
は、クロスニコルになるように配置されている。
【０３４０】
第１の偏光板３６０３は、第１の基板３６０１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３６０４は、第２の基板３６０２の上面に配置されてもよい。
【０３４１】
第１の電極３６０５及び第２の電極３６０６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３４２】
図３５（Ａ）は、第１の電極３６０５及び第２の電極３６０６に電圧が印加された場合の
断面の模式図である。液晶分子がラビング方向からずれた電気力線に沿って配向した状態
となるため、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受ける。そして、第１の
偏光板３６０３と第２の偏光板３６０４とがクロスニコルになるように配置されているた
め、バックライトからの光は基板を通過する。したがって、白色表示が行われる。
【０３４３】
図３５（Ｂ）は、第１の電極３６０５及び第２の電極３６０６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子がラビング方向に沿って横に並んだ状態となるため
、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３
６０３と第２の偏光板３６０４とがクロスニコルになるように配置されているため、バッ
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クライトからの光は基板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。いわゆるノー
マリーブラックモードである。
【０３４４】
第１の電極３６０５及び第２の電極３６０６に印加する電圧を制御することで、液晶分子
の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光を液
晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である。
【０３４５】
図３５（Ａ）、（Ｂ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３６０１側又
は第２の基板３６０２側に設けることができる。
【０３４６】
ＩＰＳモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３４７】
図３５（Ｃ）、（Ｄ）は、ＦＦＳモードの断面の模式図を示す。ＦＦＳモードにおいても
、液晶分子を基板に対して常に平面内で回転させるモードであり、電極は一方の基板側の
みに設けた横電界方式をとる。
【０３４８】
互いに対向するように配置された第１の基板３６１１及び第２の基板３６１２に、液晶層
３６１０が挟持されている。第１の基板３６１１の上面には、第２の電極３６１６が形成
されている。第２の電極３６１６の上面には、絶縁膜３６１７が形成されている。絶縁膜
３６１７上には、第２の電極３６１６が形成されている。第１の基板３６１１の液晶層と
反対側には、第１の偏光板３６１３が配置されている。第２の基板３６１２の液晶層と反
対側には、第２の偏光板３６１４が配置されている。なお、第１の偏光板３６１３と第２
の偏光板３６１４とは、クロスニコルになるように配置されている。
【０３４９】
第１の偏光板３６１３は、第１の基板３６１１の上面に配置されてもよい。第２の偏光板
３６１４は、第２の基板３６１２の上面に配置されてもよい。
【０３５０】
第１の電極３６１５及び第２の電極３６１６のうち、少なくとも一方（又は両方）の電極
が透光性を有していればよい（透過型又は反射型）。あるいは、両方の電極が透光性を有
し、かつ一方の電極の一部が反射性を有していてもよい（半透過型）。
【０３５１】
図３５（Ｃ）は、第１の電極３６１５及び第２の電極３６１６に電圧が印加された場合の
断面の模式図である。液晶分子がラビング方向からずれた電気力線に沿って配向した状態
となるため、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受ける。そして、第１の
偏光板３６１３と第２の偏光板３６１４とがクロスニコルになるように配置されているた
め、バックライトからの光は基板を通過する。したがって、白色表示が行われる。
【０３５２】
図３５（Ｄ）は、第１の電極３６１５及び第２の電極３６１６に電圧が印加されていない
場合の断面の模式図である。液晶分子がラビング方向に沿って横に並んだ状態となるため
、バックライトからの光は液晶分子の複屈折の影響を受けない。そして、第１の偏光板３
６１３と第２の偏光板３６１４とがクロスニコルになるように配置されているため、バッ
クライトからの光は基板を通過しない。したがって、黒色表示が行われる。いわゆるノー
マリーブラックモードである。
【０３５３】
なお、第１の電極３６１５及び第２の電極３６１６に印加する電圧を制御することで、液
晶分子の状態、即ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの
光を液晶分子によって制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能であ
る。
【０３５４】
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図３５（Ｃ）、（Ｄ）に示した構成を有する液晶表示装置は、カラーフィルタを設けるこ
とで、フルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタは、第１の基板３６１１側又
は第２の基板３６１２側に設けることができる。
【０３５５】
ＦＦＳモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３５６】
次に、上面図を用いて各種液晶モードを説明する。
【０３５７】
図３６に、ＭＶＡモードを適用した画素が有する複数の液晶容量のうちの一つの上面図を
示す。
【０３５８】
図３６は、第１の電極３７０１、第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）、
及び突起物３７０３を示している。第１の電極３７０１は、対向基板の全面に形成されて
いる。形状がくの字型となるように、第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ
）が形成されている。形状が第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）と対応
するように、第１の電極３７０１上に第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ
）が形成されている。
【０３５９】
第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）の開口部は、突起物のように機能す
る。
【０３６０】
第１の電極３７０１及び第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）に電圧が印
加（縦電界方式と呼ぶ）された場合、液晶分子が第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、
３７０２ｃ）の開口部及び突起物３７０３に対して倒れて並んだ状態となる。よって、視
野角を向上させることが可能である。なお、一対の偏光板がクロスニコルとなるように配
置されているときには、バックライトからの光が基板を通過するため、白色表示が行われ
る。
【０３６１】
第１の電極３７０１及び第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）に電圧が印
加されていない場合、液晶分子が縦に並んだ状態となる。一対の偏光板がクロスニコルと
なるように配置されているときには、バックライトからの光がパネルを通過しないため、
黒色表示が行われる。いわゆる、ノーマリーブラックモードである。
【０３６２】
なお、第１の電極３７０１及び第２の電極（３７０２ａ、３７０２ｂ、３７０２ｃ）に印
加する電圧を制御することで、液晶分子の状態、即ち配向を制御することが可能である。
したがって、バックライトからの光を液晶分子によって制御することができるため、所定
の映像表示を行うことが可能である。
【０３６３】
ＭＶＡモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３６４】
図３７（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）は、ＩＰＳモードを適用した一液晶容量の上面図
を示す。ＩＰＳモードは、液晶分子を基板に対して常に平面内で回転させるモードであり
、電極は一方の基板側のみに設けた横電界方式をとる。
【０３６５】
ＩＰＳモードでは、一対の電極が異なる形状となるように形成される。
【０３６６】
図３７（Ａ）は、第１の電極３８０１及び第２の電極３８０２を示している。第１の電極
３８０１及び第２の電極３８０２は、波状形状である。
【０３６７】
図３７（Ｂ）は、第１の電極３８１１及び第２の電極３８１２を示している。第１の電極
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３８１１及び第２の電極３８１２は、同心円状の開口部を有する形状である。
【０３６８】
図３７（Ｃ）は、第１の電極３８３１及び第２の電極３８３２を示している。第１の電極
３８３１及び第２の電極３８３２は、櫛場状であり一部重なっている形状である。
【０３６９】
図３７（Ｄ）は、第１の電極３８４１及び第２の電極３８４２を示している。第１の電極
３８４１及び第２の電極３８４２は、櫛場状であり電極同士がかみ合うような形状である
。
【０３７０】
第１の電極（３８０１、３８１１、３８２１、３８３１）及び第２の電極（３８０２、３
８１２、３８２２、３８３２）に電圧が印加された場合、液晶分子がラビング方向からず
れた電気力線に沿って配向した状態となる。一対の偏光板がクロスニコルとなるように配
置されているときには、バックライトからの光が基板を通過するため、白色表示が行われ
る。
【０３７１】
第１の電極（３８０１、３８１１、３８２１、３８３１）及び第２の電極（３８０２、３
８１２、３８２２、３８３２）に電圧が印加されていない場合、液晶分子がラビング方向
に沿って横に並んだ状態となる。一対の偏光板がクロスニコルとなるように配置されてい
るときには、バックライトからの光が基板を通過しないため、黒色表示が行われる。いわ
いるノーマリーブラックモードである。
【０３７２】
なお、第１の電極及び第２の電極に印加する電圧を制御することで、液晶分子の状態、即
ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光を液晶分子によ
って制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である。
【０３７３】
ＩＰＳモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３７４】
図３８（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）は、ＦＦＳモードを適用した一液晶容量の上面図
を示す。ＦＦＳモードは、液晶分子を基板に対して常に平面内で回転させるモードであり
、電極は一方の基板側のみに設けた横電界方式をとる。
【０３７５】
ＦＦＳモードでは、第２の電極の上面に、第１の電極が様々な形状となるように形成され
る。
【０３７６】
図３８（Ａ）は、第１の電極３９０１及び第２の電極３９０２を示している。第１の電極
３９０１は、屈曲したくの字形状である。第２の電極３９０２は、パターン形成されてい
なくてもよい。
【０３７７】
図３８（Ｂ）は、第１の電極３９１１及び第２の電極３９１２を示している。第１の電極
３９１１は、同心円状の形状である。第２の電極３９１２は、パターン形成されていなく
てもよい。
【０３７８】
図３８（Ｃ）は、第１の電極３９３１及び第２の電極３９３２を示している。第１の電極
３９３１は、櫛場状で電極同士がかみ合うような形状である。第２の電極３９３２は、パ
ターン形成されていなくてもよい。
【０３７９】
図３８（Ｄ）は、第１の電極３９４１及び第２の電極３９４２を示している。第１の電極
３９４１は、櫛場状の形状である。第２の電極３９４２は、パターン形成されていなくて
もよい。
【０３８０】



(52) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

第１の電極（３９０１、３９１１、３９２１、３９３１）及び第２の電極（３９０２、３
９１２、３９２２、３９３２）に電圧が印加された場合、液晶分子がラビング方向からず
れた電気力線に沿って配向した状態となる。一対の偏光板がクロスニコルとなるように配
置されているときには、バックライトからの光が基板を通過するため、白色表示が行われ
る。
【０３８１】
第１の電極（３９０１、３９１１、３９２１、３９３１）及び第２の電極（３９０２、３
９１２、３９２２、３９３２）に電圧が印加されていない場合、液晶分子がラビング方向
に沿って横に並んだ状態となる。一対の偏光板がクロスニコルとなるように配置されてい
るときには、バックライトからの光が基板を通過しないため、黒色表示が行われる。いわ
いるノーマリーブラックモードである。
【０３８２】
なお、第１の電極及び第２の電極に印加する電圧を制御することで、液晶分子の状態、即
ち配向を制御することが可能である。したがって、バックライトからの光を液晶分子によ
って制御することができるため、所定の映像表示を行うことが可能である。
【０３８３】
ＩＰＳモードに使用される液晶材料は、公知のものを使用すればよい。
【０３８４】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０３８５】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態およ
び実施例の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを自由に行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関し
て、別の実施の形態および実施例の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構
成させることが出来る。
【０３８６】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態および実施例で述べた内容（一部でもよい）を、
具現化した場合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した
場合の一例、詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての
一例などを示している。したがって、他の実施の形態および実施例で述べた内容は、本実
施の形態への適用、組み合わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０３８７】
（実施の形態８）
本実施の形態においては、液晶パネルの周辺部について説明する。
【０３８８】
図３９は、エッジライト式と呼ばれるバックライトユニット２６０１と、液晶パネル２６
０７とを有している液晶表示装置の一例を示す。エッジライト式とは、バックライトユニ
ットの端部に光源を配置し、その光源の発光を発光面全体から放射する方式である。エッ
ジライト式のバックライトユニットは、薄型で省電力化を図ることができる。
【０３８９】
バックライトユニット２６０１は、拡散板２６０２、導光板２６０３、反射板２６０４、
ランプリフレクタ２６０５及び光源２６０６によって構成される。
【０３９０】
光源２６０６は必要に応じて発光する機能を有している。例えば、光源２６０６としては
冷陰極管、熱陰極管、発光ダイオード、無機ＥＬ又は有機ＥＬなどが用いられる。ランプ
リフレクタ２６０５は、光源２６０６からの発光を効率よく導光板２６０３に導く機能を
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有する。導光板２６０３は、光源２６０３からの光を全反射させて、全面に光を導く機能
を有する。拡散板２６０２は、明度のムラを低減する機能を有する。反射板２６０４は、
導光板２６０３から液晶パネル２６０３より反対方向に漏れた光を反射させて再利用する
機能を有する。
【０３９１】
なお、バックライトユニット２６０１には、光源２６０６の輝度を調整するための制御回
路が接続されている。この制御回路によって、光源２６０６の輝度を調整することができ
る。
【０３９２】
図４０（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）は、エッジライト式のバックライトユニットの
詳細な構成を示す図である。なお、拡散板、導光板及び反射板などはその説明を省略する
。
【０３９３】
図４０（Ａ）に示すバックライトユニット２７０１は、光源として冷陰極管２７０３を用
いた構成である。そして、冷陰極管２７０３からの光を効率よく反射させるため、ランプ
リフレクタ２７０２が設けられている。このような構成は、大型表示装置に用いることが
多い。
【０３９４】
図４０（Ｂ）に示すバックライトユニット２７１１は、光源として発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）２７１３を用いた構成である。例えば、白色に発する発光ダイオード（Ｗ）２７１３
は所定の間隔に配置される。そして、発光ダイオード２７１３からの光を効率よく反射さ
せるため、ランプリフレクタ２７１２が設けられている。
【０３９５】
発光ダイオードの発光強度が強いので、発光ダイオードを用いた構成は大型表示装置に適
する。また、発光ダイオードは色再現性に優れているので、入力される画像情報に対して
忠実な画像を表示することができる。また、発光ダイオードは小さいため、配置面積を小
さくすることができる。したがって、表示装置の狭額縁化を図ることができる。
【０３９６】
なお、発光ダイオードが大型の表示装置に搭載される場合、発光ダイオードを該基板の背
面に配置することができる。発光ダイオードは、所定の間隔を維持し、各色の発光ダイオ
ードが順に配置される。
【０３９７】
図４０（Ｃ）に示すバックライトユニット２７２１は、光源としてＲＧＢ各色の発光ダイ
オード（ＬＥＤ）２７２３、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２４、発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）２７２５を用いた構成である。ＲＧＢ各色の発光ダイオード２７２３（ＬＥＤ）、発
光ダイオード（ＬＥＤ）２７２４、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２５は、それぞれ所定
の間隔ごとに配置される。ＲＧＢ各色の発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２３、発光ダイオ
ード（ＬＥＤ）２７２４、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２５を用いることによって、色
再現性を高くすることができる。また、発光ダイオードからの光を効率よく反射させるた
め、ランプリフレクタ２７２２が設けられている。
【０３９８】
発光ダイオードの輝度は高いので、光源としてＲＧＢ各色の発光ダイオードを用いた構成
は大型表示装置に適する。また、発光ダイオードは色再現性に優れているので、入力され
る画像情報に対して忠実な画像を表示することができる。また、発光ダイオードは小さい
ため、配置面積を小さくすることができる。したがって、表示装置の狭額縁化を図ること
ができる。
【０３９９】
なお、時間に応じてＲＧＢの発光ダイオードを順次点灯させることによって、カラー表示
を行うことができる。いわいるフィールドシーケンシャルモードで表示することができる
。
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【０４００】
なお、白色を発する発光ダイオードと、ＲＧＢ各色の発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２３
、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２４、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７２５とを組み合わ
せることができる。
【０４０１】
なお、発光ダイオードが大型の表示装置に搭載される場合、発光ダイオードを該基板の背
面に配置することができる。また、発光ダイオードの各々は所定の間隔を維持し、各色の
発光ダイオードが順に配置される。このような配置によって、色再現性を高めることがで
きる。
【０４０２】
図４０（Ｄ）に示すバックライトユニット２７３１は、光源としてＲＧＢ各色の発光ダイ
オード（ＬＥＤ）２７３３、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３４、発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）２７３５を用いた構成である。例えば、ＲＧＢ各色の発光ダイオード（ＬＥＤ）２７
３３、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３４、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３５のうち発
光強度の低い色（例えば緑）の発光ダイオード、図４０（Ｄ）においては発光ダイオード
（ＬＥＤ）２７３４は複数配置されている。このような構成とするによって、さらに色再
現性を高くすることができる。また、発光ダイオードからの光を効率よく反射させるため
、ランプリフレクタ２７３２が設けられている。
【０４０３】
発光ダイオードの発光強度は高いので、光源としてＲＧＢ各色の発光ダイオードを用いた
構成は大型表示装置に適する。また、発光ダイオードは色再現性に優れているので、入力
される画像情報に対して忠実な画像を表示することができる。また、発光ダイオードは小
さいため、配置面積を小さくすることができる。したがって、表示装置の狭額縁化を図る
ことができる。
【０４０４】
なお、時間に応じてＲＧＢの発光ダイオードを順次点灯させることによって、カラー表示
を行うことができる。
【０４０５】
なお、白色を発する発光ダイオードと、ＲＧＢ各色の発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３３
、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３４、発光ダイオード（ＬＥＤ）２７３５とを組み合わ
せることができる。
【０４０６】
なお、発光ダイオードが大型の表示装置に搭載される場合、発光ダイオードを該基板の背
面に配置することができる。発光ダイオードの各々は所定の間隔を維持し、各色の発光ダ
イオードが順に配置される。このような配置によって、色再現性を高めることができる。
【０４０７】
図４１（Ａ）は、直下型と呼ばれるバックライトユニット２８００と、液晶パネル２８０
５とを有する液晶表示装置の一例を示す。直下式とは、発光面の直下に光源を配置するこ
とで、その光源の発光を発光面全体から放射する方式である。直下式のバックライトユニ
ットは、発光光量を効率よく利用することができる。
【０４０８】
バックライトユニット２８００は、拡散板２８０１、遮光板２８０２、ランプリフレクタ
２８０３及び光源２８０４によって構成される。
【０４０９】
光源２８０４は、必要に応じて発光する機能を有している。例えば、光源２８０５として
は、冷陰極管、熱陰極管、発光ダイオード、無機ＥＬ又は有機ＥＬなどが用いられる。ラ
ンプリフレクタ２８０３は、光源２８０４の発光を効率よく拡散板２８０１及び遮光板２
８０２に導く機能を有する。遮光板２８０２は、光源２８０４の配置に合わせて光が強い
ところほど遮光を多くすることで、明度のムラを低減する機能を有する。拡散板２８０１
は、さらに明度のムラを低減する機能を有する。
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【０４１０】
なお、バックライトユニット２８００には、光源２８０４の輝度を調整するための制御回
路が接続されている。この制御回路によって、光源２８０４の輝度を調整することができ
る。
【０４１１】
図４１（Ｂ）は、直下型と呼ばれるバックライトユニット３０１５と、液晶パネル３０１
０とを有する液晶表示装置の一例を示す。
【０４１２】
バックライトユニット２８１０は、拡散板２８１１、遮光板２８１２、ランプリフレクタ
２８１３、ＲＧＢ各色の光源（Ｒ）２８１４ａ、光源（Ｇ）２８１４ｂ及び光源（Ｂ）２
８１４ｃによって構成される。
【０４１３】
ＲＧＢ各色の光源２８１４ａ（Ｒ）、光源２８１４ｂ（Ｇ）及び光源２８１４ｃ（Ｂ）は
、必要に応じて発光する機能を有する。例えば、光源２８１４ａ（Ｒ）、光源２８１４ｂ
（Ｇ）及び光源２８１４ｃ（Ｂ）としては、冷陰極管、熱陰極管、発光ダイオード、無機
ＥＬ又は有機ＥＬなどが用いられる。ランプリフレクタ２８１３は、光源２８１４の発光
を効率よく拡散板２８１１及び遮光板２８１２に導く機能を有する。遮光板２８１２は、
光源２８１４の配置に合わせて光が強いところほど遮光を多くすることで、明度のムラを
低減する機能を有する。拡散板２８１１は、さらに明度のムラを低減する機能を有する。
【０４１４】
なお、バックライトユニット２８１０には、ＲＧＢ各色の光源２８１４ａ（Ｒ）、光源２
８１４ｂ（Ｇ）及び光源２８１４ｃ（Ｂ）の輝度を調整するための制御回路が接続されて
いる。この制御回路によって、ＲＧＢ各色の光源２８１４ａ（Ｒ）、光源２８１４ｂ（Ｇ
）及び光源２８１４ｃ（Ｂ）の輝度を調整することができる。
【０４１５】
図４２は、偏光板（偏光フィルムともいう）の構成の一例を示す図である。
【０４１６】
偏光フィルム２９００は、保護フィルム２９０１、基板フィルム２９０２、ＰＶＡ偏光フ
ィルム２９０３、基板フィルム２９０４、粘着剤層２９０５及び離型フィルム２９０６を
有する。
【０４１７】
ＰＶＡ偏光フィルム２９０３は、光をある振動方向のみの光（直線偏光）にする機能を有
する。具体的には、ＰＶＡ偏光フィルム２９０３は、電子の密度が縦と横で大きく異なる
分子（偏光子）を含んでいる。この電子の密度が縦と横で大きく異なる分子の方向が揃っ
たＰＶＡ偏光フィルム２９０３により、直線偏光とすることが可能となる。
【０４１８】
一例として、ＰＶＡ偏光フィルム２９０３は、ポリビニルアルコール（Ｐｏｌｙ　Ｖｉｎ
ｙｌ　Ａｌｃｏｈｏｌ）の高分子フィルムにヨウ素化合物をドープし、ＰＶＡフィルムを
ある方向に引っ張ることで、一定方向にヨウ素分子の並んだフィルムを得ることができる
。そして、ヨウ素分子の長軸と平行な光は、ヨウ素分子に吸収される。なお、高耐久用途
及び高耐熱用途として、ヨウ素の代わりに２色性の染料が用いてもよい。なお、染料は、
車載用ＬＣＤ又はプロジェクタ用ＬＣＤなどの耐久性、耐熱性が求められる液晶表示装置
に適している。
【０４１９】
また、ＰＶＡ偏光フィルム２９０３は、両側を基材となるフィルム（基板フィルム２９０
２及び基板フィルム２９０４）で挟むことで、信頼性を増すことができる。また、ＰＶＡ
偏光フィルム２９０３は、高透明性、高耐久性を有するトリアセチルロース（ＴＡＣ）フ
ィルムによって挟まれていてもよい。このような基板フィルム及びＴＡＣフィルムは、Ｐ
ＶＡ偏光フィルム２９０３が有する偏光子の保護層として機能する。
【０４２０】
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基板フィルム（基板フィルム２９０４）には、液晶パネルのガラス基板に貼るための粘着
剤層２９０５が貼られている。なお、粘着剤層２９０５は、粘着剤を片側の基板フィルム
（基板フィルム２９０４）に塗布することで形成される。粘着剤層２９０５には、離型フ
ィルム２９０６（セパレートフィルム）が備えられている。
【０４２１】
他方の基板フィルム（基板フィルム２９０２）には、保護フィルム２９０１が備えられて
いる。
【０４２２】
なお、偏光フィルム２９００表面に、ハードコート散乱層（アンチグレア層）が備えられ
ていてもよい。ハードコート散乱層は、ＡＧ処理によって表面に微細な凹凸が形成されて
おり、外光を散乱させる防眩機能を有するため、液晶パネルへの外光の映り込みを防ぐこ
とができる。よって、表面反射を防ぐことができる。
【０４２３】
また、偏光フィルム２９００表面に、複数の屈折率の異なる光学薄膜層を多層化（アンチ
リフレクション処理、若しくはＡＲ処理ともいう）してもよい。多層化された複数の屈折
率のことなる光学薄膜層は、光の干渉効果によって表面の反射率を低減することができる
。
【０４２４】
図４３は、液晶表示装置のシステムブロックの一例を示す図である。
【０４２５】
図４３（Ａ）に示すように画素部３００５には、信号線３０１２が信号線駆動回路３００
３から延伸して配置されている。また、走査線３０１０が走査線駆動回路３００４から延
伸して配置されている。そして、信号線３０１２と走査線３０１０との交差領域に、複数
の画素がマトリクス状に配置されている。なお、複数の画素の各々はスイッチング素子を
有し、画素部３００５の詳細については上述の実施形態で述べたため、ここでは省略する
。
【０４２６】
図４３（Ａ）において、駆動回路部３００８は、制御回路３００２、信号線駆動回路３０
０３及び走査線駆動回路３００４を有する。制御回路３００２には映像信号３００１が入
力されている。制御回路３００２は、この制御信号３００１に応じて信号線駆動回路３０
０３及び走査線駆動回路３００４を制御する。そのため、制御回路３００２は信号線駆動
回路３００３及び走査線駆動回路３００４にそれぞれの制御信号を入力する。そして、こ
の制御信号に応じて、信号線駆動回路３００３はビデオ信号を信号線３０１２に入力し、
走査線駆動回路３００４は走査信号を走査線３０１０に入力する。そして、画素が有する
スイッチング素子が走査信号に応じて選択され、画素の画素電極にビデオ信号が入力され
る。
【０４２７】
なお、制御回路３００２は、制御信号３００１に応じて電源３００７も制御している。な
お、電源３００７は照明手段３００６へ電力を供給する手段を有している。照明手段３０
０６としては、エッジライト式のバックライトユニット又は直下型のバックライトユニッ
トを用いることができる。また、照明手段３００６にフロントライトを用いてもよい。フ
ロントライトとは、画素部の前面側に取りつけ、全体を照らす発光体及び導光体で構成さ
れた板状のライトユニットである。このような照明手段により、低消費電力で、均等に画
素部を照らすことができる。
【０４２８】
走査線駆動回路３００４は、例えば図４３（Ｂ）に示すようにシフトレジスタ３０４１、
レベルシフタ３０４２、バッファ３０４３として機能する回路を有する。なお、シフトレ
ジスタ３０４１にはゲートスタートパルス（ＧＳＰ）、ゲートクロック信号（ＧＣＫ）等
の信号が制御回路２９０２より入力される。
【０４２９】
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図４３（Ｃ）に示すように信号線駆動回路３００３は、シフトレジスタ３０３１、第１の
ラッチ３０３２、第２のラッチ３０３３、レベルシフタ３０３４、バッファ３０３５とし
て機能する回路を有する。バッファ３０３５として機能する回路とは、弱い信号を増幅さ
せる機能を有する回路であり、オペアンプ等を有する。レベルシフタ３０３４には、スタ
ートパルス（ＳＳＰ）、ソースクロック信号（ＳＣＫ）等の信号が、第１のラッチ３０３
２にはビデオ信号等のデータ（ＤＡＴＡ）が入力される。第２のラッチ３０３３にはラッ
チ（ＬＡＴ）信号を一時保持することができ、一斉に画素部３００５へ入力させる。これ
を線順次駆動と呼ぶ。そのため、線順次駆動ではなく、点順次駆動を行う画素であれば、
第２のラッチは不要とすることができる。
【０４３０】
なお、本実施の形態において、液晶パネルは、公知のものを用いることができる。例えば
、液晶パネルとして、２つの基板の間に液晶層が封止された構成を用いることができる。
一方の基板上には、トランジスタ、容量素子、画素電極又は配向膜などが形成されている
。なお、前記基板の上面と反対側には、偏光板、位相差板又はプリズムシートが配置され
ていてもよい。他方の基板上には、カラーフィルタ、ブラックマトリクス、対向電極又は
配向膜などが形成されている。なお、他方の基板の上面と反対側には、偏光板又は位相差
板が配置されていてもよい。なお、カラーフィルタ及びブラックマトリクスは、一方の基
板の上面に形成されてもよい。なお、一方の基板の上面側又はその反対側にスリット（格
子）を配置することで、３次元表示を行うことができる。
【０４３１】
なお、偏光板、位相差板及びプリズムシートを、それぞれ２つの基板の間に配置すること
が可能である。あるいは、２つの基板のうちのいずれかと一体とすることが可能である。
【０４３２】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０４３３】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態およ
び実施例の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを自由に行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関し
て、別の実施の形態および実施例の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構
成させることが出来る。
【０４３４】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態および実施例で述べた内容（一部でもよい）を、
具現化した場合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した
場合の一例、詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての
一例などを示している。したがって、他の実施の形態および実施例で述べた内容は、本実
施の形態への適用、組み合わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０４３５】
（実施の形態９）
本実施形態においては、表示装置の駆動方法について説明する。特に、液晶表示装置の駆
動方法について説明する。
【０４３６】
本実施形態において説明する液晶表示装置に用いることのできる液晶パネルは、液晶材料
を２枚の基板によって挟んだ構造であるとする。２枚の基板は、それぞれ、液晶材料に印
加する電界を制御するための電極を備えている。液晶材料は、外部から印加される電界に
よって、光学的および電気的な性質が変化する材料である。したがって、液晶パネルは、
基板が有する電極を用いて液晶材料に印加する電圧を制御することによって、所望の光学
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的および電気的な性質を得ることができるデバイスである。そして、多数の電極を平面的
に並置することでそれぞれを画素とし、画素に印加する電圧を個別に制御することにより
、精細な画像を表示できる液晶パネルとすることができる。
【０４３７】
ここで、電界の変化に対する液晶材料の応答時間は、２枚の基板の間隔（セルギャップ）
および液晶材料の種類等に依存するが、一般的に数ミリ秒から数十ミリ秒である。さらに
、電界の変化量が小さい場合は、液晶材料の応答時間はさらに長くなる。この性質は、液
晶パネルによって動きのある画像を表示する場合に、残像、尾引き、コントラストの低下
といった画像表示上の障害を引き起こし、特に中間調から別の中間調へ変化する場合（電
界の変化が小さい）場合に、前述の障害の程度が著しくなる。
【０４３８】
一方、アクティブマトリクスを用いた液晶パネルに特有の問題として、定電荷駆動による
書き込み電圧の変化がある。以下に、本実施形態における定電荷駆動について説明する。
【０４３９】
アクティブマトリクスにおける画素回路は、書き込みを制御するスイッチと、電荷を保持
する容量素子を含む。アクティブマトリクスにおける画素回路の駆動方法は、スイッチを
オン状態として所定の電圧を画素回路に書き込んだ後、直ちにスイッチをオフ状態として
画素回路内の電荷を保持する（ホールド状態）というものである。ホールド状態時、画素
回路の内部と外部には電荷のやり取りが行なわれない（定電荷）。通常、スイッチがオン
状態となっている期間に比べて、オフ状態となっている期間は数百（走査線本数）倍程度
長い。そのため、画素回路のスイッチは、ほとんどオフ状態となっていると考えてよい。
以上より、本実施形態における定電荷駆動とは、液晶パネルの駆動時、画素回路はほとん
どの期間においてホールド状態である駆動方法であるとする。
【０４４０】
次に、液晶材料の電気的特性について説明する。液晶材料は、外部から印加される電界が
変化すると、光学的性質が変化するのと同時に、誘電率も変化する。すなわち、液晶パネ
ルの各画素を２枚の電極に挟まれた容量素子（液晶素子）として考えたとき、当該容量素
子は、印加される電圧によって静電容量が変化する容量素子である。この現象を、ダイナ
ミックキャパシタンスと呼ぶこととする。
【０４４１】
このように、印加される電圧によって静電容量が変化する容量素子を、上述した定電荷駆
動によって駆動する場合、次のような問題が生じる。すなわち、電荷の移動が行なわれな
いホールド状態において、液晶素子の静電容量が変化すると、印加される電圧も変化して
しまうという問題である。これは、（電荷量）＝（静電容量）×（印加電圧）という関係
式において、電荷量が一定であるということから理解できる。
【０４４２】
以上の理由により、アクティブマトリクスを用いた液晶パネルでは、定電荷駆動であるこ
とによって、ホールド状態時における電圧が、書き込み時における電圧から変化してしま
う。その結果、液晶素子の透過率は、ホールド状態を取らない駆動法における変化とは異
なったものとなる。この様子を示したのが、図４４である。図４４（Ａ）は、横軸に時間
、縦軸に電圧の絶対値をとり、画素回路に書き込む電圧の制御例を表したものである。図
４４（Ｂ）は、横軸に時間、縦軸に電圧をとった場合の、画素回路に書き込む電圧の制御
例を表したものである。図４４（Ｃ）は、横軸に時間、縦軸に液晶素子の透過率をとり、
図４４（Ａ）または図４４（Ｂ）によって表した電圧を画素回路に書き込んだ場合の、液
晶素子の透過率の時間変化を表したものである。図４４（Ａ）乃至（Ｃ）において、期間
Ｆは電圧の書き換え周期を表し、電圧を書き換える時刻をｔ１、ｔ２、ｔ３、ｔ４、・・
・として説明する。
【０４４３】
ここで、液晶表示装置に入力される画像データに対応する書き込み電圧は、時刻０におけ
る書き換えでは｜Ｖ１｜、時刻ｔ１、ｔ２、ｔ３、ｔ４、・・・における書き換えでは｜
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Ｖ２｜であるとする。（図４４（Ａ）参照）
【０４４４】
なお、液晶表示装置に入力される画像データに対応する書き込み電圧は、その極性を周期
的に入れ替えてもよい。（反転駆動：図４４（Ｂ）参照）この方法によって、液晶に直流
電圧をできるだけ印加しないようにすることができるので、液晶素子の劣化による焼きつ
き等を防ぐことができる。なお、極性を入れ替える周期（反転周期）は、電圧の書き換え
周期と同じでもよい。この場合は、反転周期が短いので、反転駆動によるフリッカの発生
を低減することができる。さらに、反転周期は、電圧の書き換え周期の整数倍の周期であ
ってもよい。この場合は、反転周期が長く、極性を変えて電圧を書き込む頻度を減少させ
ることができるため、消費電力を低減することができる。
【０４４５】
そして、図４４（Ａ）または図４４（Ｂ）に示したような電圧を液晶素子に印加したとき
の液晶素子の透過率の時間変化を、図４４（Ｃ）に示す。ここで、液晶素子に電圧｜Ｖ１

｜が印加され、十分時間が経過した後の液晶素子の透過率をＴＲ１とする。同様に、液晶
素子に電圧｜Ｖ２｜が印加され、十分時間が経過した後の液晶素子の透過率をＴＲ２とす
る。時刻ｔ１において、液晶素子に印加される電圧が｜Ｖ１｜から｜Ｖ２｜に変化すると
、液晶素子の透過率は、破線３０４０１に示したように、すぐにＴＲ２とはならず、ゆっ
くりと変化する。たとえば、電圧の書き換え周期が、６０Ｈｚの画像信号のフレーム周期
（１６．７ミリ秒）と同じであるとき、透過率がＴＲ２に変化するまでは、数フレーム程
度の時間が必要となる。
【０４４６】
ただし、破線３０４０１に示したような、滑らかな透過率の時間変化は、液晶素子に正確
に電圧｜Ｖ２｜が印加されたときのものである。実際の液晶パネル、たとえば、アクティ
ブマトリクスを用いた液晶パネルでは、定電荷駆動であることによって、ホールド状態時
における電圧が、書き込み時における電圧から変化してしまうため、液晶素子の透過率は
破線３０４０１に示したような時間変化とはならず、かわりに、実線３０４０２に示した
ような、段階的な時間変化となる。これは、定電荷駆動であることによって電圧が変化し
てしまうため、１回の書き込みでは目的の電圧に到達することができないためである。そ
の結果、液晶素子の透過率の応答時間は、本来の応答時間（破線３０４０１）よりも、見
かけ上、さらに長くなってしまい、残像、尾引き、コントラストの低下といった画像表示
上の障害を顕著に引き起こしてしまうということになる。
【０４４７】
オーバードライブ駆動を用いることによって、液晶素子の本来の応答時間の長さと、ダイ
ナミックキャパシタンスおよび定電荷駆動による書き込み不足に起因する見かけ上の応答
時間がさらに長くなる現象を、同時に解決することができる。この様子を示したのが、図
４５である。図４５（Ａ）は、横軸に時間、縦軸に電圧の絶対値をとり、画素回路に書き
込む電圧の制御例を表したものである。図４５（Ｂ）は、横軸に時間、縦軸に電圧をとっ
た場合の、画素回路に書き込む電圧の制御例を表したものである。図４５（Ｃ）は、横軸
に時間、縦軸に液晶素子の透過率をとり、図４５（Ａ）または図４５（Ｂ）によって表し
た電圧を画素回路に書き込んだ場合の、液晶素子の透過率の時間変化を表したものである
。図４５（Ａ）乃至（Ｃ）において、期間Ｆは電圧の書き換え周期を表し、電圧を書き換
える時刻をｔ１、ｔ２、ｔ３、ｔ４、・・・として説明する。
【０４４８】
ここで、液晶表示装置に入力される画像データに対応する書き込み電圧は、時刻０におけ
る書き換えでは｜Ｖ１｜、時刻ｔ１における書き換えでは｜Ｖ３｜、時刻ｔ２、ｔ３、ｔ

４、・・・における書き換えでは｜Ｖ２｜であるとする。（図４５（Ａ）参照）
【０４４９】
なお、液晶表示装置に入力される画像データに対応する書き込み電圧は、その極性を周期
的に入れ替えてもよい。（反転駆動：図４５（Ｂ）参照）この方法によって、液晶に直流
電圧をできるだけ印加しないようにすることができるので、液晶素子の劣化による焼きつ
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き等を防ぐことができる。なお、極性を入れ替える周期（反転周期）は、電圧の書き換え
周期と同じでもよい。この場合は、反転周期が短いので、反転駆動によるフリッカの発生
を低減することができる。さらに、反転周期は、電圧の書き換え周期の整数倍の周期であ
ってもよい。この場合は、反転周期が長く、極性を変えて電圧を書き込む頻度を減少させ
ることができるため、消費電力を低減することができる。
【０４５０】
そして、図４５（Ａ）または図４５（Ｂ）に示したような電圧を液晶素子に印加したとき
の液晶素子の透過率の時間変化を、図４５（Ｃ）に示す。ここで、液晶素子に電圧｜Ｖ１

｜が印加され、十分時間が経過した後の液晶素子の透過率をＴＲ１とする。同様に、液晶
素子に電圧｜Ｖ２｜が印加され、十分時間が経過した後の液晶素子の透過率をＴＲ２とす
る。同様に、液晶素子に電圧｜Ｖ３｜が印加され、十分時間が経過した後の液晶素子の透
過率をＴＲ３とする。時刻ｔ１において、液晶素子に印加される電圧が｜Ｖ１｜から｜Ｖ

３｜に変化すると、液晶素子の透過率は、破線３０５０１に示したように、数フレームを
かけて透過率をＴＲ３まで変化しようとする。しかし、電圧｜Ｖ３｜の印加は時刻ｔ２で
終わり、時刻ｔ２より後は、電圧｜Ｖ２｜が印加される。そのため、液晶素子の透過率は
破線３０５０１に示したようにはならず、実線３０５０２に示したようになる。ここで、
時刻ｔ２の時点において、透過率が概ねＴＲ２となっているように、電圧｜Ｖ３｜の値を
設定するのが好ましい。ここで、電圧｜Ｖ３｜を、オーバードライブ電圧とも呼ぶことと
する。
【０４５１】
つまり、オーバードライブ電圧である｜Ｖ３｜を変化させれば、液晶素子の応答時間をあ
る程度制御することができる。なぜならば、液晶の応答時間は、電界の強さによって変化
するからである。具体的には、電界が強いほど、液晶素子の応答時間は短くなり、電界が
弱いほど、液晶素子の応答時間は長くなる。
【０４５２】
なお、オーバードライブ電圧である｜Ｖ３｜は、電圧の変化量、すなわち、目的とする透
過率ＴＲ１およびＴＲ２を与える電圧｜Ｖ１｜および｜Ｖ２｜、にしたがって変化させる
のが好ましい。なぜならば、液晶素子の応答時間が電圧の変化量によって変わってしまっ
ても、オーバードライブ電圧である｜Ｖ３｜をそれに合わせて変化させれば、常に最適な
応答時間を得ることができるからである。
【０４５３】
なお、オーバードライブ電圧である｜Ｖ３｜は、ＴＮ、ＶＡ、ＩＰＳ、ＯＣＢ等の液晶の
モードによって変化させるのが好ましい。なぜならば、液晶の応答速度が液晶のモードに
よって異なってしまっても、オーバードライブ電圧である｜Ｖ３｜をそれに合わせて変化
させれば、常に最適な応答時間を得ることができるからである。
【０４５４】
なお、電圧書き換え周期Ｆは、入力信号のフレーム周期と同じでもよい。この場合は、液
晶表示装置の周辺駆動回路を簡単にできるため、製造コストの低い液晶表示装置を得るこ
とができる。
【０４５５】
なお、電圧書き換え周期Ｆは、入力信号のフレーム周期よりも短くてもよい。たとえば、
電圧書き換え周期Ｆは入力信号のフレーム周期の１／２倍でもよいし、１／３倍でもよい
し、それ以下でもよい。この方法は、黒挿入駆動、バックライト点滅、バックライトスキ
ャン、動き補償による中間画像挿入駆動等、液晶表示装置のホールド駆動に起因する動画
品質の低下の対策法と合わせて用いるのが効果的である。すなわち、液晶表示装置のホー
ルド駆動に起因する動画品質の低下の対策法は、要求される液晶素子の応答時間が短いた
め、本実施形態で説明したオーバードライブ駆動法を用いることで、比較的容易に液晶素
子の応答時間を短くすることができる。液晶素子の応答時間は、セルギャップ、液晶材料
および液晶モード等によって本質的に短くすることは可能ではあるが、技術的に困難であ
る。そのため、オーバードライブのような、駆動方法から液晶素子の応答時間を短くする
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方法を用いることは、非常に重要である。
【０４５６】
なお、電圧書き換え周期Ｆは、入力信号のフレーム周期よりも長くてもよい。たとえば、
電圧書き換え周期Ｆは入力信号のフレーム周期の２倍でもよいし、３倍でもよいし、それ
以上でもよい。この方法は、長期間電圧の書き換えが行なわれないか否かを判断する手段
（回路）と合わせて用いるのが効果的である。すなわち、長期間電圧の書き換えが行なわ
れない場合は、電圧の書き換え動作自体を行わないことによって、回路の動作をその期間
中は停止させることができるので、消費電力の低い液晶表示装置を得ることができる。
【０４５７】
次に、オーバードライブ電圧｜Ｖ３｜を、目的とする透過率ＴＲ１およびＴＲ２を与える
電圧｜Ｖ１｜および｜Ｖ２｜、にしたがって変化させるための具体的な方法について説明
する。
【０４５８】
オーバードライブ回路は、目的とする透過率ＴＲ１およびＴＲ２を与える電圧｜Ｖ１｜お
よび｜Ｖ２｜にしたがって、オーバードライブ電圧｜Ｖ３｜を適切に制御するための回路
であるため、オーバードライブ回路に入力される信号は、透過率ＴＲ１を与える電圧｜Ｖ

１｜に関係する信号と、透過率ＴＲ２を与える電圧｜Ｖ２｜に関係する信号であり、オー
バードライブ回路から出力される信号は、オーバードライブ電圧｜Ｖ３｜に関係する信号
となる。ここで、これらの信号としては、液晶素子に印加する電圧（｜Ｖ１｜、｜Ｖ２｜
、｜Ｖ３｜）のようなアナログの電圧値であってもよいし、液晶素子に印加する電圧を与
えるためのデジタル信号であってもよい。ここでは、オーバードライブ回路に関係する信
号はデジタル信号であるとして説明する。
【０４５９】
まず、図４６の（Ａ）を参照して、オーバードライブ回路の全体的な構成について説明す
る。ここでは、オーバードライブ電圧を制御するための信号として、入力画像信号３１０
１ａおよび３１０１ｂを用いる。これらの信号を処理した結果、オーバードライブ電圧を
与える信号として、出力画像信号３１０４が出力されるとする。
【０４６０】
ここで、目的とする透過率ＴＲ１およびＴＲ２を与える電圧｜Ｖ１｜および｜Ｖ２｜は、
互いに隣り合ったフレームにおける画像信号であるため、入力画像信号３１０１ａおよび
３１０１ｂも、同様に互いに隣り合ったフレームにおける画像信号であることが好ましい
。このような信号を得るためには、入力画像信号３１０１ａを、図４６の（Ａ）における
遅延回路３１０２に入力し、その結果出力される信号を、入力画像信号３１０１ｂとする
ことができる。遅延回路３１０２としては、たとえば、メモリが挙げられる。すなわち、
入力画像信号３１０１ａを１フレーム分遅延させるために、メモリに当該入力画像信号３
１０１ａを記憶させておき、同時に、１つ前のフレームにおいて記憶させておいた信号を
、入力画像信号３１０１ｂとしてメモリから取り出し、入力画像信号３１０１ａと、入力
画像信号３１０１ｂを、同時に補正回路３１０３に入力することで、互いに隣り合ったフ
レームにおける画像信号を扱えるようにすることができる。そして、互いに隣り合ったフ
レームにおける画像信号を、補正回路３１０３に入力することで、出力画像信号３１０４
を得ることができる。なお、遅延回路３１０２としてメモリを用いたときは、１フレーム
分遅延させるために、１フレーム分の画像信号を記憶できる容量を持ったメモリ（すなわ
ち、フレームメモリ）とすることができる。こうすることで、メモリ容量の過不足なく、
遅延回路としての機能を有することができる。
【０４６１】
次に、メモリの容量を削減することを主な目的として構成された遅延回路３１０２につい
て説明する。遅延回路３１０２としてこのような回路を用いることで、メモリの容量を削
減することができるため、製造コストを低減することができる。
【０４６２】
このような特徴を持つ遅延回路３１０２として、具体的には、図４６の（Ｂ）に示すよう
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なものを用いることができる。図４６の（Ｂ）に示す遅延回路３１０２は、エンコーダ３
１０５と、メモリ３１０６と、デコーダ３１０７を有する。
【０４６３】
図４６の（Ｂ）に示す遅延回路３１０２の動作としては、次のようなものとなる。まず、
入力画像信号３１０１ａをメモリ３１０６に記憶させる前に、エンコーダ３１０５によっ
て、圧縮処理を行なう。これによって、メモリ３１０６に記憶させるべきデータのサイズ
を減らすことができる。その結果、メモリの容量を削減することができるため、製造コス
トを低減することができる。そして、圧縮処理を施された画像信号は、デコーダ３１０７
に送られ、ここで伸張処理を行なう。これによって、エンコーダ３１０５によって圧縮処
理された前の信号を復元することができる。ここで、エンコーダ３１０５およびデコーダ
３１０７によって行なわれる圧縮伸張処理は、可逆的な処理であってもよい。こうするこ
とで、圧縮伸張処理を行なった後でも画像信号の劣化がないため、最終的に装置に表示さ
れる画像の品質を落とすことなく、メモリの容量を削減することができる。さらに、エン
コーダ３１０５およびデコーダ３１０７によって行なわれる圧縮伸張処理は、非可逆的な
処理であってもよい。こうすることで、圧縮後の画像信号のデータのサイズを非常に小さ
くすることができるため、メモリの容量を大幅に削減することができる。
【０４６４】
なお、メモリの容量を削減するための方法としては、上に挙げたもの以外にも、様々な方
法を用いることができる。エンコーダによって画像圧縮するのではなく、画像信号が有す
る色情報を削減する（たとえば、２６万色から６万５千色に減色する）、またはデータ数
を削減する（解像度を小さくする）、などの方法を用いることができる。
【０４６５】
次に、補正回路３１０３の具体例について、図４６の（Ｃ）乃至（Ｅ）を参照して説明す
る。補正回路３１０３は、２つの入力画像信号から、ある値の出力画像信号を出力するた
めの回路である。ここで、２つの入力画像信号と出力画像信号の関係が非線形であり、簡
単な演算で求めることが難しい場合には、補正回路３１０３として、ルックアップテーブ
ル（ＬＵＴ）を用いてもよい。ＬＵＴには、２つの入力画像信号と出力画像信号の関係が
、測定によってあらかじめ求められているため、２つの入力画像信号に対応する出力画像
信号を、ＬＵＴを参照するだけで求めることができる。（図４６の（Ｃ）参照）補正回路
３１０３としてＬＵＴ３１０８を用いることで、複雑な回路設計等を行なうことなく、補
正回路３１０３を実現することができる。
【０４６６】
ここで、ＬＵＴはメモリの１つであるため、メモリ容量をできるだけ削減することが、製
造コストを低減する上で、好ましい。それを実現するための補正回路３１０３の例として
、図４６の（Ｄ）に示す回路が考えられる。図４６の（Ｄ）に示す補正回路３１０３は、
ＬＵＴ３１０９と、加算器３１１０を有する。ＬＵＴ３１０９には、入力画像信号３１０
１ａと、出力するべき出力画像信号３１０４の差分データが格納されている。つまり、入
力画像信号３１０１ａおよび入力画像信号３１０１ｂから、対応する差分データをＬＵＴ
３１０９から取り出し、取り出した差分データと入力画像信号３１０１ａを、加算器３１
１０によって加算することで、出力画像信号３１０４を得ることができる。なお、ＬＵＴ
３１０９に格納するデータを差分データとすることで、ＬＵＴのメモリ容量の削減が実現
できる。なぜならば、そのままの出力画像信号３１０４よりも、差分データの方がデータ
サイズが小さいため、ＬＵＴ３１０９に必要なメモリ容量を小さくできるからである。
【０４６７】
さらに、出力画像信号が、２つの入力画像信号の四則演算等の簡単な演算によって求めら
れるならば、加算器、減算器、乗算器等の簡単な回路の組み合わせによって実現できる。
その結果、ＬＵＴを用いる必要が無くなり、製造コストを大幅に低減することができる。
このような回路としては、図４６の（Ｅ）に示す回路を挙げることができる。図４６の（
Ｅ）に示す補正回路３１０３は、減算器３１１１と、乗算器３１１２と、加算器３１１３
、を有する。まず、入力画像信号３１０１ａと、入力画像信号３１０１ｂの差分を、減算



(63) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

器３１１１によって求める。その後、乗算器３１１２によって、適切な係数を差分値に乗
ずる。そして、入力画像信号３１０１ａに、適切な係数を乗じた差分値を、加算器３１１
３によって加算することで、出力画像信号３１０４を得ることができる。このような回路
を用いることによって、ＬＵＴを用いる必要が無くなり、製造コストを大幅に低減するこ
とができる。
【０４６８】
なお、ある条件の下で、図４６の（Ｅ）に示す補正回路３１０３を用いることによって、
不適切な出力画像信号３１０４を出力することを防止することができる。その条件とは、
オーバードライブ電圧を与える出力画像信号３１０４と、入力画像信号３１０１ａおよび
入力画像信号３１０１ｂの差分値に、線形性があることである。そして、この線形性の傾
きを、乗算器３１１２によって乗ずる係数とする。すなわち、このような性質を持つ液晶
素子に、図４６の（Ｅ）に示す補正回路３１０３を用いることが好ましい。このような性
質を持つ液晶素子としては、応答速度の階調依存性の小さい、ＩＰＳモードの液晶素子が
挙げられる。このように、たとえば、ＩＰＳモードの液晶素子に図４６の（Ｅ）に示す補
正回路３１０３を用いることによって、製造コストを大幅に低減でき、かつ、不適切な出
力画像信号３１０４を出力することを防止することができるオーバードライブ回路を得る
ことができる。
【０４６９】
なお、図４６の（Ａ）乃至（Ｅ）に示した回路と同等の働きを、ソフトウェア処理によっ
て実現してもよい。遅延回路に用いるメモリについては、液晶表示装置が有する他のメモ
リ、液晶表示装置に表示する画像を送り出す側の装置（たとえば、パーソナルコンピュー
タやそれに準じた装置が有するビデオカード等）が有するメモリ等を流用することができ
る。こうすることで、製造コストを低減できるだけでなく、オーバードライブの強さや利
用する状況などを、ユーザが好みに応じて選択できるようにすることができる。
【０４７０】
次に、コモン線の電位を操作する駆動について、図４７を参照して説明する。図４７の（
Ａ）は、液晶素子のような容量的な性質を持つ表示素子を用いた表示装置において、走査
線一本に対し、コモン線が一本配置されているときの、複数の画素回路を表した図である
。図４７の（Ａ）に示す画素回路は、トランジスタ３２０１、補助容量３２０２、表示素
子３２０３、映像信号線３２０４、走査線３２０５、コモン線３２０６、を備えている。
【０４７１】
トランジスタ３２０１のゲート電極は、走査線３２０５に電気的に接続され、トランジス
タ３２０１のソース電極及びドレイン電極の一方は、映像信号線３２０４に電気的に接続
され、トランジスタ３２０１のソース電極及びドレイン電極の他方は、補助容量３２０２
の一方の電極、及び表示素子３２０３の一方の電極に電気的に接続されている。
また、補助容量３２０２の他方の電極は、コモン線３２０６に電気的に接続されている。
【０４７２】
まず、走査線３２０５によって選択された画素は、トランジスタ３２０１がオンとなるた
め、それぞれ、映像信号線３２０４を介して、表示素子３２０３及び補助容量３２０２に
映像信号に対応した電圧がかかる。このとき、その映像信号が、コモン線３２０６に接続
された全ての画素に対して最低階調を表示させるものだった場合、あるいは、コモン線３
２０６に接続された全ての画素に対して最高階調を表示させるものだった場合は、画素に
それぞれ映像信号線３２０４を介して映像信号を書き込む必要はない。映像信号線３２０
４を介して映像信号を書き込む代わりに、コモン線３２０６の電位を動かすことで、表示
素子３２０３にかかる電圧を変えることができる。
【０４７３】
次に、図４７の（Ｂ）は、液晶素子のような容量的な性質を持つ表示素子を用いた表示装
置において、走査線一本に対し、コモン線が２本配置されているときの、複数の画素回路
を表した図である。図４７の（Ｂ）に示す画素回路は、トランジスタ３２１１、補助容量
３２１２、表示素子３２１３、映像信号線３２１４、走査線３２１５、第１のコモン線３
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２１６、第２のコモン線３２１７、を備えている。
【０４７４】
トランジスタ３２１１のゲート電極は、走査線３２１５に電気的に接続され、トランジス
タ３２１１のソース電極及びドレイン電極の一方は、映像信号線３２１４に電気的に接続
され、トランジスタ３２１１のソース電極及びドレイン電極の他方は、補助容量３２１２
の一方の電極、及び表示素子３２１３の一方の電極に電気的に接続されている。
また、補助容量３２１２の他方の電極は、第１のコモン線３２１６に電気的に接続されて
いる。
また、当該画素と隣接する画素においては、補助容量３２１２の他方の電極は、第２のコ
モン線３２１７に電気的に接続されている。
【０４７５】
図４７の（Ｂ）に示す画素回路は、コモン線一本に対し電気的に接続されている画素が少
ないため、映像信号線３２１４を介して映像信号を書き込む代わりに、第１のコモン線３
２１６又は第２のコモン線３２１７の電位を動かすことで、表示素子３２１３にかかる電
圧を変えることができる頻度が、顕著に大きくなる。また、ソース反転駆動又はドット反
転駆動が可能になる。ソース反転駆動又はドット反転駆動により、素子の信頼性を向上さ
せつつ、フリッカを抑えることができる。
【０４７６】
次に、走査型バックライトについて、図６６を参照して説明する。図６６の（Ａ）は、冷
陰極管を並置した走査型バックライトを示す図である。図６６の（Ａ）に示す走査型バッ
クライトは、拡散板６６０１と、Ｎ個の冷陰極管６６０２―１から６６０２―Ｎと、を備
える。Ｎ個の冷陰極管６６０２―１から６６０２―Ｎを、拡散板６６０１の後ろに並置す
ることで、Ｎ個の冷陰極管６６０２―１から６６０２―Ｎは、その輝度を変化させて走査
することができる。
【０４７７】
走査するときの各冷陰極管の輝度の変化を、図６６の（Ｃ）を用いて説明する。まず、冷
陰極管６６０２―１の輝度を、一定時間変化させる。そして、その後に、冷陰極管６６０
２―１の隣に配置された冷陰極管６６０２―２の輝度を、同じ時間だけ変化させる。この
ように、冷陰極管６６０２―１から６６０２―Ｎまで、輝度を順に変化させる。なお、図
６６の（Ｃ）においては、一定時間変化させる輝度は、元の輝度より小さいものとしたが
、元の輝度より大きくてもよい。また、冷陰極管６６０２―１から６６０２―Ｎまで走査
するとしたが、逆方向に冷陰極管６６０２―Ｎから６６０２―１まで走査してもよい。
【０４７８】
図６６のように駆動することで、バックライトの平均輝度を小さくすることができる。し
たがって、液晶表示装置の消費電力の大部分を占める、バックライトの消費電力を低減す
ることができる。
【０４７９】
なお、走査型バックライトの光源として、ＬＥＤを用いてもよい。その場合の走査型バッ
クライトは、図６６の（Ｂ）のようになる。図６６の（Ｂ）に示す走査型バックライトは
、拡散板６６１１と、ＬＥＤを並置した光源６６１２―１から６６１２―Ｎと、を備える
。走査型バックライトの光源として、ＬＥＤを用いた場合、バックライトを薄く、軽くで
きる利点がある。また、色再現範囲を広げることができるという利点がある。さらに、Ｌ
ＥＤを並置した光源６６１２―１から６６１２―Ｎのそれぞれに並置したＬＥＤも、同様
に走査することができるので、点走査型のバックライトとすることもできる。点走査型と
すれば、動画像の画質をさらに向上させることができる。
【０４８０】
なお、バックライトの光源としてＬＥＤを用いた場合も、図６６の（Ｃ）に示すように輝
度を変化させて駆動することができる。
【０４８１】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
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一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０４８２】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に行
うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施の
形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０４８３】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０４８４】
（実施の形態１０）
本実施の形態においては、表示装置の動作について説明する。
【０４８５】
図６７は、表示装置の構成例を示す図である。
【０４８６】
表示装置は、画素部６７０１、信号線駆動回路６７０３及び走査線駆動回路６７０４を有
する。画素部６７０１には、複数の信号線Ｓ１乃至Ｓｍが信号線駆動回路６７０３から列
方向に延伸して配置されている。画素部６７０１には、複数の走査線Ｇ１乃至Ｇｎが走査
線駆動回路６７０４から行方向に延伸して配置されている。そして、複数の信号線Ｓ１乃
至Ｓｍと複数の走査線Ｇ１乃至Ｇｎとがそれぞれ交差するところで、画素６７０２がマト
リクス状に配置されている。
【０４８７】
なお、信号線駆動回路６７０３は、信号線Ｓ１乃至Ｓｎそれぞれに信号を出力する機能を
有する。この信号をビデオ信号と呼んでもよい。なお、走査線駆動回路６７０４は、走査
線Ｇ１乃至Ｇｍそれぞれに信号を出力する機能を有する。この信号を走査信号と呼んでも
よい。
【０４８８】
なお、画素６７０２は、少なくとも信号線と接続されたスイッチング素子を有している。
このスイッチング素子は、走査線の電位（走査信）によってオン、オフが制御される。そ
して、スイッチング素子がオンしている場合に画素６７０２は選択され、オフしている場
合に画素６７０２は選択されない。
【０４８９】
画素６７０２が選択されている場合（選択状態）は、信号線から画素６７０２にビデオ信
号が入力される。そして、画素６７０２の状態（例えば、輝度、透過率、保持容量の電圧
など）は、この入力されたビデオ信号に応じて変化する。
【０４９０】
画素６７０２が選択されていない場合（非選択状態）は、ビデオ信号が画素６７０２に入
力されない。ただし、画素６７０２は選択時に入力されたビデオ信号に応じた電位を保持
しているため、画素６７０２はビデオ信号に応じた（例えば、輝度、透過率、保持容量の
電圧など）を維持する。
【０４９１】
なお、表示装置の構成は、図６７に限定されない。例えば、画素６７０２の構成に応じて
、新たに配線（走査線、信号線、電源線、容量線又はコモン線など）を追加してもよい。
別の例として、様々な機能を有する回路を追加してもよい。
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【０４９２】
図６８は、表示装置の動作を説明するためのタイミングチャートの一例を示す。
【０４９３】
図６８のタイミングチャートは、１画面分の画像を表示する期間に相当する１フレーム期
間を示す。１フレーム期間は特に限定はしないが、画像を見る人がちらつき（フリッカ）
を感じないように少なくとも１／６０秒以下とすることが好ましい。
【０４９４】
図６８のタイミングチャートは、１行目の走査線Ｇ１、ｉ行目の走査線Ｇｉ（走査線Ｇ１
乃至Ｇｍのうちいずれか一）、ｉ＋１行目の走査線Ｇｉ＋１及びｍ行目の走査線Ｇｍがそ
れぞれ選択されるタイミングを示している。
【０４９５】
なお、走査線が選択されると同時に、当該走査線に接続されている画素６７０２も選択さ
れる。例えば、ｉ行目の走査線Ｇｉが選択されていると、ｉ行目の走査線Ｇｉに接続され
ている画素６７０２も選択される。
【０４９６】
走査線Ｇ１乃至Ｇｍの走査線それぞれは、１行目の走査線Ｇ１からｍ行目の走査線Ｇｍま
で順に選択される（以下、走査するともいう）。例えば、ｉ行目の走査線Ｇｉが選択され
ている期間は、ｉ行目の走査線Ｇｉ以外の走査線（Ｇ１乃至Ｇｉ－１、Ｇｉ＋１乃至Ｇｍ
）は選択されない。そして、次の期間に、ｉ＋１行目の走査線Ｇｉ＋１が選択される。な
お、１つの走査線が選択されている期間を１ゲート選択期間と呼ぶ。
【０４９７】
したがって、ある行の走査線が選択されると、当該走査線に接続された複数の画素６７０
２に、信号線Ｇ１乃至信号線Ｇｍそれぞれからビデオ信号が入力される。例えば、ｉ行目
の走査線Ｇｉが選択されている間、ｉ行目の走査線Ｇｉに接続されている複数の画素６７
０２は、各々の信号線Ｓ１乃至Ｓｎから任意のビデオ信号をそれぞれ入力する。こうして
、個々の複数の画素６７０２を走査信号及びビデオ信号によって、独立して制御すること
ができる。
【０４９８】
次に、１ゲート選択期間を複数のサブゲート選択期間に分割した場合について説明する。
図６９は、１ゲート選択期間を２つのサブゲート選択期間（第１のサブゲート選択期間及
び第２のサブゲート選択期間）に分割した場合のタイミングチャートを示す。
【０４９９】
なお、１ゲート選択期間を３つ以上のサブゲート選択期間に分割することもできる。
【０５００】
図６９のタイミングチャートは、１画面分の画像を表示する期間に相当する１フレーム期
間を示す。１フレーム期間は特に限定はしないが、画像を見る人がちらつき（フリッカ）
を感じないように少なくとも１／６０秒以下とすることが好ましい。
【０５０１】
なお、１フレームは２つのサブフレーム（第１のサブフレーム及び第２のサブフレーム）
に分割されている。
【０５０２】
図６９のタイミングチャートは、ｉ行目の走査線Ｇｉ、ｉ＋１行目の走査線Ｇｉ＋１、ｊ
行目の走査線Ｇｊ（走査線Ｇｉ＋１乃至Ｇｍのうちいずれか一）、ｊ＋１行目の走査線及
びＧｊ＋１行目の走査線Ｇｊ＋１がそれぞれ選択されるタイミングを示している。
【０５０３】
なお、走査線が選択されると同時に、当該走査線に接続されている画素６７０２も選択さ
れる。例えば、ｉ行目の走査線Ｇｉが選択されていると、ｉ行目の走査線Ｇｉに接続され
ている画素６７０２も選択される。
【０５０４】
なお、走査線Ｇ１乃至Ｇｍの走査線それぞれは、各サブゲート選択期間内で順に走査され
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る。例えば、ある１ゲート選択期間において、第１のサブゲート選択期間ではｉ行目の走
査線Ｇｉが選択され、第２のサブゲート選択期間ではｊ行目の走査線Ｇｊが選択される。
すると、１ゲート選択期間において、あたかも同時に２行分の走査信号を選択したかのよ
うに動作させることが可能となる。このとき、第１のサブゲート選択期間と第２のサブゲ
ート選択期間とで、別々のビデオ信号が信号線Ｓ１乃至Ｓｎに入力される。したがって、
ｉ行目に接続されている複数の画素６７０２とｊ行目に接続されている複数の画素６７０
２とには、別々のビデオ信号を入力することができる。
【０５０５】
次に、入力される画像データのフレームレート（入力フレームレートとも記す）と、表示
のフレームレート（表示フレームレートとも記す）を変換する駆動方法について説明する
。なお、フレームレートとは、１秒間あたりのフレームの数であり、単位はＨｚである。
【０５０６】
本実施の形態では、入力フレームレートは、表示のフレームレートと、必ずしも一致して
いなくてもよい。入力フレームレートと表示フレームレートが異なる場合は、画像データ
のフレームレートを変換する回路（フレームレート変換回路）によって、フレームレート
を変換することができる。こうすることによって、入力フレームレートと表示フレームレ
ートが異なっている場合でも、様々な表示フレームレートで表示を行なうことができる。
【０５０７】
入力フレームレートが表示フレームレートよりも大きい場合、入力される画像データの一
部を破棄することで、様々な表示フレームレートに変換して表示を行なうことができる。
この場合は、表示フレームレートを小さくできるため、表示するための駆動回路の動作周
波数を小さくすることができ、消費電力を低減できる。一方、入力フレームレートが表示
フレームレートよりも小さい場合、入力される画像データの全部または一部を複数回表示
させる、入力される画像データから別の画像を生成する、入力される画像データとは関係
のない画像を生成する、等の手段を用いることで、様々な表示フレームレートに変換して
表示を行なうことができる。この場合は、表示フレームレートを大きくすることによって
、動画の品質を向上することができる。
【０５０８】
本実施の形態においては、入力フレームレートが表示フレームレートよりも小さい場合の
フレームレート変換方法について詳細に説明する。なお、入力フレームレートが表示フレ
ームレートよりも大きい場合のフレームレート変換方法については、入力フレームレート
が表示フレームレートよりも小さい場合のフレームレート変換方法の逆の手順を実行する
ことによって実現することができる。
【０５０９】
本実施の形態においては、入力フレームレートと同じフレームレートで表示される画像の
ことを基本画像と呼ぶこととする。一方、基本画像とは異なるフレームレートで表示され
る画像であって、入力フレームレートと表示フレームレートの整合を取るために表示され
る画像のことを、補間画像と呼ぶこととする。基本画像には、入力される画像データと同
じ画像を用いることができる。補間画像には、基本画像と同じ画像を用いることができる
。さらに、基本画像とは異なる画像を作成し、作成した画像を補間画像とすることもでき
る。
【０５１０】
補間画像を作成する場合は、入力される画像データの時間的変化（画像の動き）を検出し
、これらの中間状態の画像を補間画像とする方法、基本画像の輝度にある係数をかけた画
像を補間画像とする方法、入力された画像データから、異なる複数の画像を作成し、当該
複数の画像を時間的に連続して提示する（当該複数の画像のうちの１つを基本画像とし、
残りを補間画像とする）ことで、入力された画像データに対応する画像が表示されたよう
に観察者に知覚させる方法、等がある。入力された画像データから異なる複数の画像を作
成する方法としては、入力された画像データのガンマ値を変換する方法、入力された画像
データに含まれる階調値を分割する方法、等がある。
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【０５１１】
なお、中間状態の画像（中間画像）とは、入力された画像データの時間的変化（画像の動
き）を検出し、検出された動きを内挿して求められた画像である。このような方法によっ
て中間画像を求めることを、動き補償と呼ぶこととする。
【０５１２】
次に、フレームレート変換方法の具体例について説明する。この方法によれば、任意の有
理数（ｎ／ｍ）倍のフレームレート変換を実現することができる。ここで、ｎおよびｍは
１以上の整数とする。本実施の形態におけるフレームレート変換方法は、第１のステップ
と、第２のステップに分けて取り扱うことができる。ここで、第１のステップは、任意の
有理数（ｎ／ｍ）倍にフレームレート変換するステップである。ここでは、補間画像とし
て基本画像を用いてもよいし、動き補償によって求めた中間画像を補間画像として用いて
もよい。第２のステップは、入力された画像データまたは第１のステップにおいてフレー
ムレート変換された各々の画像から、異なる複数の画像（サブ画像）を作成し、当該複数
のサブ画像を時間的に連続して表示する方法を行なうためのステップである。第２のステ
ップによる方法を用いることによって、実際は複数の異なる画像を表示しているのにもか
かわらず、見た目上、元の画像が表示されたように人間の目に知覚させることもできる。
【０５１３】
なお、本実施の形態におけるフレームレート変換方法は、第１のステップおよび第２のス
テップを両方用いてもよいし、第１のステップを省略して第２のステップのみ用いてもよ
いし、第２のステップを省略して第１のステップのみを用いてもよい。
【０５１４】
まず、第１のステップとして、任意の有理数（ｎ／ｍ）倍のフレームレート変換について
説明する。（図７０参照）図７０は、横軸は時間であり、縦軸は様々なｎおよびｍについ
て場合分けを行なって示したものである。図７０内の図形は、表示される画像の模式図を
表しており、その横位置によって表示されるタイミングを表している。さらに、図形内に
表示した点によって、画像の動きを模式的に表しているものとする。ただし、これは説明
のための例であり、表示される画像はこれに限定されない。この方法は、様々な画像に対
して適用することができる。
【０５１５】
期間Ｔｉｎは、入力画像データの周期を表している。入力画像データの周期は、入力フレ
ームレートに対応している。たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚの場合は、入力画
像データの周期は１／６０秒である。同様に、入力フレームレートが５０Ｈｚであれば、
入力画像データの周期は１／５０秒である。このように、入力画像データの周期（単位：
秒）は入力フレームレート（単位：Ｈｚ）の逆数となる。なお、入力フレームレートは様
々なものを用いることができる。たとえば、２４Ｈｚ、５０Ｈｚ、６０Ｈｚ、７０Ｈｚ、
４８Ｈｚ、１００Ｈｚ、１２０Ｈｚ、１４０Ｈｚ、等を挙げることができる。ここで、２
４Ｈｚはフィルム映画等に用いられるフレームレートである。５０Ｈｚは、ＰＡＬ規格の
映像信号等に用いられるフレームレートである。６０Ｈｚは、ＮＴＳＣ規格の映像信号等
に用いられるフレームレートである。７０Ｈｚは、パーソナルコンピュータのディスプレ
イ入力信号等に用いられるフレームレートである。４８Ｈｚ、１００Ｈｚ、１２０Ｈｚ、
１４０Ｈｚ、は、これらの２倍のフレームレートである。なお、２倍に限らず、様々な倍
数のフレームレートであってもよい。このように、本実施の形態に示す方法によれば、様
々な規格の入力信号に対してフレームレートの変換を実現することができる。
【０５１６】
第１のステップにおける任意の有理数（ｎ／ｍ）倍のフレームレート変換の手順は、以下
のとおりである。
手順１として、第１の基本画像に対する第ｋの補間画像（ｋは１以上の整数；初期値は１
）の表示タイミングを決定する。第ｋの補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が
表示されてから、入力画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍した期間が経過した時点である
とする。
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手順２として、第ｋの補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が、整
数であるかどうかを判別する。整数であった場合は、第ｋの補間画像の表示タイミングに
おいて第（ｋ（ｍ／ｎ）＋１）の基本画像を表示し、第１のステップを終了する。整数で
なかった場合は、手順３に進む。
手順３として、第ｋの補間画像として用いる画像を決定する。具体的には、第ｋの補間画
像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）を、ｘ＋ｙ／ｎの形に変換する。こ
こで、ｘおよびｙは整数であり、ｙはｎよりも小さい数であるとする。そして、第ｋの補
間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第ｋの補間画像は、第（ｘ＋１
）の基本画像から第（ｘ＋２）の基本画像までの画像の動きを（ｙ／ｎ）倍した動きに相
当する画像として求めた中間画像とする。第ｋの補間画像を基本画像と同じ画像とする場
合は、第（ｘ＋１）の基本画像を用いることができる。なお、画像の動きを（ｙ／ｎ）倍
した動きに相当する画像として中間画像を求める方法については、別の部分で詳細に述べ
る。
手順４として、対象とする補間画像を次の補間画像に移す。具体的には、ｋの値を１増加
させ、手順１に戻る。
【０５１７】
次に、第１のステップにおける手順において、ｎおよびｍの値を具体的に示して詳細に説
明する。
【０５１８】
なお、第１のステップにおける手順を実行する仕組みは、装置に実装されたものであって
もよいし、装置の設計段階であらかじめ決められたものであってもよい。第１のステップ
における手順を実行する仕組みが装置に実装されていれば、状況に応じた最適な動作が行
われるように、駆動方法を切り替えることが可能となる。なお、ここでいう状況とは、画
像データの内容、装置内外の環境（温度、湿度、気圧、光、音、磁界、電界、放射線量、
高度、加速度、移動速度、等）、ユーザ設定、ソフトウエアバージョン、等を含む。一方
、第１のステップにおける手順を実行する仕組みが装置の設計段階であらかじめ決められ
たものであれば、それぞれの駆動方法に最適な駆動回路を用いることができ、さらに、仕
組みが決められていることによって、量産効果による製造コストの低減が期待できる。
【０５１９】
ｎ＝１，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が１（図７０のｎ＝１，ｍ＝１の箇所）の場
合は、第１のステップにおける動作は次のようになる。まず、ｋ＝１のとき、手順１では
、第１の基本画像に対する第１の補間画像の表示タイミングを決定する。第１の補間画像
の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力画像データの周期をｋ（ｍ
／ｎ）倍すなわち１倍した期間が経過した時点である。
【０５２０】
次に、手順２では、第１の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は１であるので、整数であ
る。したがって、第１の補間画像の表示タイミングにおいては第（ｋ（ｍ／ｎ）＋１）す
なわち第２の基本画像を表示し、第１のステップを終了する。
【０５２１】
すなわち、変換比が１である場合は、第ｋの画像は基本画像であり、第ｋ＋１の画像は基
本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１倍であることを特徴とする。
【０５２２】
具体的な表現としては、変換比が１（ｎ／ｍ＝１）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、を、入力画像データの周期と等倍の間隔で順次表示する表示装置の駆
動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
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前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５２３】
ここで、変換比が１である場合は、フレームレート変換回路を省略することができるため
、製造コストを低減できるという利点を有する。さらに、変換比が１である場合は、変換
比が１より小さい場合よりも動画の品質を向上できるという利点を有する。さらに、変換
比が１である場合は、変換比が１より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減
できるという利点を有する。
【０５２４】
ｎ＝２，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が２（図７０のｎ＝２，ｍ＝１の箇所）の場
合は、第１のステップにおける動作は次のようになる。まず、ｋ＝１のとき、手順１では
、第１の基本画像に対する第１の補間画像の表示タイミングを決定する。第１の補間画像
の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力画像データの周期をｋ（ｍ
／ｎ）倍すなわち１／２倍した期間が経過した時点である。
【０５２５】
次に、手順２では、第１の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は１／２であるので、整数
ではない。したがって、手順３に進む。
【０５２６】
手順３では、第１の補間画像として用いる画像を決定する。そのために、係数１／２をｘ
＋ｙ／ｎの形に変換する。係数１／２の場合は、ｘ＝０，ｙ＝１である。そして、第１の
補間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第１の補間画像は、第（ｘ＋
１）すなわち第１の基本画像から第（ｘ＋２）すなわち第２の基本画像までの画像の動き
をｙ／ｎ倍すなわち１／２倍した動きに相当する画像として求めた中間画像とする。第１
の補間画像を基本画像と同じ画像とする場合は、第（ｘ＋１）すなわち第１の基本画像を
用いることができる。
【０５２７】
ここまでの手順により、第１の補間画像の表示タイミングと、第１の補間画像として表示
する画像を決定することができた。次に、手順４では、対象とする補間画像を、第１の補
間画像から第２の補間画像へ移す。すなわち、ｋを１から２に変更し、手順１に戻る。
【０５２８】
ｋ＝２のとき、手順１では、第１の基本画像に対する第２の補間画像の表示タイミングを
決定する。第２の補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力
画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍すなわち１倍した期間が経過した時点である。
【０５２９】
次に、手順２では、第２の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は１であるので、整数であ
る。したがって、第２の補間画像の表示タイミングにおいては第（ｋ（ｍ／ｎ）＋１）す
なわち第２の基本画像を表示し、第１のステップを終了する。
【０５３０】
すなわち、変換比が２（ｎ／ｍ＝２）である場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１／２倍で
あることを特徴とする。
【０５３１】
具体的な表現としては、変換比が２（ｎ／ｍ＝２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
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第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、を、入力画像データの周期の１／２倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／２倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５３２】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が２（ｎ／ｍ＝２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、を、入力画像データの周期の１／２倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５３３】
具体的には、変換比が２である場合は、２倍速駆動、または単に倍速駆動とも呼ばれる。
たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは１２０Ｈｚ（
１２０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力画像に対し、画像を２回連続して表示す
ることになる。このとき、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は
、動画の動きを滑らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可
能である。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、
特に顕著な画質改善効果をもたらす。これは、液晶素子の静電容量が印加電圧によって変
動してしまう、いわゆるダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題に関
係する。すなわち、表示フレームレートを入力フレームレートよりも大きくすることによ
って、画像データの書き込み動作の頻度を大きくできるので、ダイナミックキャパシタン
スによる書き込み電圧不足に起因する、動画の尾引き、残像等の障害を低減することがで
きる。さらに、液晶表示装置の交流駆動と１２０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的であ
る。すなわち、液晶表示装置の駆動周波数を１２０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をそ
の整数倍または整数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ、２４０Ｈｚ等
）とすることによって、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程
度に低減することができる。
【０５３４】
ｎ＝３，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が３（図７０のｎ＝３，ｍ＝１の箇所）の場
合は、第１のステップにおける動作は次のようになる。まず、ｋ＝１のとき、手順１では
、第１の基本画像に対する第１の補間画像の表示タイミングを決定する。第１の補間画像
の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力画像データの周期をｋ（ｍ
／ｎ）倍すなわち１／３倍した期間が経過した時点である。
【０５３５】
次に、手順２では、第１の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は１／３であるので、整数
ではない。したがって、手順３に進む。
【０５３６】
手順３では、第１の補間画像として用いる画像を決定する。そのために、係数１／３をｘ
＋ｙ／ｎの形に変換する。係数１／３の場合は、ｘ＝０，ｙ＝１である。そして、第１の



(72) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

補間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第１の補間画像は、第（ｘ＋
１）すなわち第１の基本画像から第（ｘ＋２）すなわち第２の基本画像までの画像の動き
をｙ／ｎ倍すなわち１／３倍した動きに相当する画像として求めた中間画像とする。第１
の補間画像を基本画像と同じ画像とする場合は、第（ｘ＋１）すなわち第１の基本画像を
用いることができる。
【０５３７】
ここまでの手順により、第１の補間画像の表示タイミングと、第１の補間画像として表示
する画像を決定することができた。次に、手順４では、対象とする補間画像を、第１の補
間画像から第２の補間画像へ移す。すなわち、ｋを１から２に変更し、手順１に戻る。
【０５３８】
ｋ＝２のとき、手順１では、第１の基本画像に対する第２の補間画像の表示タイミングを
決定する。第２の補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力
画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍すなわち２／３倍した期間が経過した時点である。
【０５３９】
次に、手順２では、第２の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は２／３であるので、整数
ではない。したがって、手順３に進む。
【０５４０】
手順３では、第２の補間画像として用いる画像を決定する。そのために、係数２／３をｘ
＋ｙ／ｎの形に変換する。係数２／３の場合は、ｘ＝０，ｙ＝２である。そして、第２の
補間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第２の補間画像は、第（ｘ＋
１）すなわち第１の基本画像から第（ｘ＋２）すなわち第２の基本画像までの画像の動き
をｙ／ｎ倍すなわち２／３倍した動きに相当する画像として求めた中間画像とする。第２
の補間画像を基本画像と同じ画像とする場合は、第（ｘ＋１）すなわち第１の基本画像を
用いることができる。
【０５４１】
ここまでの手順により、第２の補間画像の表示タイミングと、第２の補間画像として表示
する画像を決定することができた。次に、手順４では、対象とする補間画像を、第２の補
間画像から第３の補間画像へ移す。すなわち、ｋを２から３に変更し、手順１に戻る。
【０５４２】
ｋ＝３のとき、手順１では、第１の基本画像に対する第３の補間画像の表示タイミングを
決定する。第３の補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力
画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍すなわち１倍した期間が経過した時点である。
【０５４３】
次に、手順２では、第３の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は１であるので、整数であ
る。したがって、第３の補間画像の表示タイミングにおいては第（ｋ（ｍ／ｎ）＋１）す
なわち第２の基本画像を表示し、第１のステップを終了する。
【０５４４】
すなわち、変換比が３（ｎ／ｍ＝３）である場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１／３倍で
あることを特徴とする。
【０５４５】
具体的な表現としては、変換比が３（ｎ／ｍ＝３）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
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第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、を、入力画像データの周期の１／３倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／３倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像から前記第ｉ＋１の画像までの動きを２／３倍し
た動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５４６】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が３（ｎ／ｍ＝３）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、を、入力画像データの周期の１／３倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５４７】
ここで、変換比が３である場合は、変換比が３より小さい場合よりも動画の品質を向上で
きるという利点を有する。さらに、変換比が３である場合は、変換比が３より大きい場合
よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５４８】
具体的には、変換比が３である場合は、３倍速駆動とも呼ばれる。たとえば、入力フレー
ムレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは１８０Ｈｚ（１８０Ｈｚ駆動）であ
る。そして、ひとつの入力画像に対し、画像を３回連続して表示することになる。このと
き、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らか
にすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。さらに、表
示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシ
タンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に
対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の交流駆動と１８０Ｈｚ
駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の駆動周波数を１８０Ｈ
ｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（たとえば、４５Ｈｚ、９
０Ｈｚ、１８０Ｈｚ、３６０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆動によって現れるフリ
ッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。
【０５４９】
ｎ＝３，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が３／２（図７０のｎ＝３，ｍ＝２の箇所）
の場合は、第１のステップにおける動作は次のようになる。まず、ｋ＝１のとき、手順１
では、第１の基本画像に対する第１の補間画像の表示タイミングを決定する。第１の補間
画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力画像データの周期をｋ
（ｍ／ｎ）倍すなわち２／３倍した期間が経過した時点である。
【０５５０】
次に、手順２では、第１の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
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、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は２／３であるので、整数
ではない。したがって、手順３に進む。
【０５５１】
手順３では、第１の補間画像として用いる画像を決定する。そのために、係数２／３をｘ
＋ｙ／ｎの形に変換する。係数２／３の場合は、ｘ＝０，ｙ＝２である。そして、第１の
補間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第１の補間画像は、第（ｘ＋
１）すなわち第１の基本画像から第（ｘ＋２）すなわち第２の基本画像までの画像の動き
をｙ／ｎ倍すなわち２／３倍した動きに相当する画像として求めた中間画像とする。第１
の補間画像を基本画像と同じ画像とする場合は、第（ｘ＋１）すなわち第１の基本画像を
用いることができる。
【０５５２】
ここまでの手順により、第１の補間画像の表示タイミングと、第１の補間画像として表示
する画像を決定することができた。次に、手順４では、対象とする補間画像を、第１の補
間画像から第２の補間画像へ移す。すなわち、ｋを１から２に変更し、手順１に戻る。
【０５５３】
ｋ＝２のとき、手順１では、第１の基本画像に対する第２の補間画像の表示タイミングを
決定する。第２の補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力
画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍すなわち４／３倍した期間が経過した時点である。
【０５５４】
次に、手順２では、第２の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は４／３であるので、整数
ではない。したがって、手順３に進む。
【０５５５】
手順３では、第２の補間画像として用いる画像を決定する。そのために、係数４／３をｘ
＋ｙ／ｎの形に変換する。係数４／３の場合は、ｘ＝１，ｙ＝１である。そして、第２の
補間画像を動き補償によって求めた中間画像とする場合は、第２の補間画像は、第（ｘ＋
１）すなわち第２の基本画像から第（ｘ＋２）すなわち第３の基本画像までの画像の動き
をｙ／ｎ倍すなわち１／３倍した動きに相当する画像として求めた中間画像とする。第２
の補間画像を基本画像と同じ画像とする場合は、第（ｘ＋１）すなわち第２の基本画像を
用いることができる。
【０５５６】
ここまでの手順により、第２の補間画像の表示タイミングと、第２の補間画像として表示
する画像を決定することができた。次に、手順４では、対象とする補間画像を、第２の補
間画像から第３の補間画像へ移す。すなわち、ｋを２から３に変更し、手順１に戻る。
【０５５７】
ｋ＝３のとき、手順１では、第１の基本画像に対する第３の補間画像の表示タイミングを
決定する。第３の補間画像の表示タイミングは、第１の基本画像が表示されてから、入力
画像データの周期をｋ（ｍ／ｎ）倍すなわち２倍した期間が経過した時点である。
【０５５８】
次に、手順２では、第３の補間画像の表示タイミングの決定に用いた係数ｋ（ｍ／ｎ）が
、整数であるかどうかを判別する。ここで、係数ｋ（ｍ／ｎ）は２であるので、整数であ
る。したがって、第３の補間画像の表示タイミングにおいては第（ｋ（ｍ／ｎ）＋１）す
なわち第３の基本画像を表示し、第１のステップを終了する。
【０５５９】
すなわち、変換比が３／２（ｎ／ｍ＝３／２）である場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の２／３倍で
あることを特徴とする。
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【０５６０】
具体的な表現としては、変換比が３／２（ｎ／ｍ＝３／２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、を、入力画像データの周期の２／３倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を２／３倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像から前記第ｉ＋２の画像までの動きを１／３
倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋２の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５６１】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が３／２（ｎ／ｍ＝３／２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、を、入力画像データの周期の２／３倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋２の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５６２】
ここで、変換比が３／２である場合は、変換比が３／２より小さい場合よりも動画の品質
を向上できるという利点を有する。さらに、変換比が３／２である場合は、変換比が３／
２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５６３】
具体的には、変換比が３／２である場合は、３／２倍速駆動または１．５倍速駆動とも呼
ばれる。たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは９０
Ｈｚ（９０Ｈｚ駆動）である。そして、２つの入力画像に対し、画像を３回連続して表示
することになる。このとき、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合
は、動画の動きを滑らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが
可能である。特に、１２０Ｈｚ駆動（倍速駆動）、１８０Ｈｚ駆動（３倍速駆動）等の駆
動周波数の大きな駆動方法と比較すると、動き補償によって中間画像を求める回路の動作
周波数を低減できるため、安価な回路が使用でき、製造コストおよび消費電力を低減でき
る。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナ
ミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、
残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の交流駆
動と９０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の駆動周波
数を９０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（たとえば、３
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０Ｈｚ、４５Ｈｚ、９０Ｈｚ、１８０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆動によって現
れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。
【０５６４】
上記以外の正の整数ｎおよびｍについては手順の詳細は省略するが、第１のステップにお
けるフレームレート変換の手順にしたがうことで、変換比は任意の有理数（ｎ／ｍ）とし
て設定することができる。なお、正の整数ｎおよびｍの組み合わせのうち、変換比（ｎ／
ｍ）が約分できる組み合わせについては、約分した後の変換比と同様に取り扱うことがで
きる。
【０５６５】
たとえば、ｎ＝４，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が４（図７０のｎ＝４，ｍ＝１の
箇所）の場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は補間画像であり、
第ｋ＋４の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１／４倍で
あることを特徴とする。
【０５６６】
さらに具体的な表現としては、変換比が４（ｎ／ｍ＝４）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、を、入力画像データの周期の１／４倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／４倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／２倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を３／４倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５６７】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が４（ｎ／ｍ＝４）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、を、入力画像データの周期の１／４倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
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前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５６８】
ここで、変換比が４である場合は、変換比が４より小さい場合よりも動画の品質を向上で
きるという利点を有する。さらに、変換比が４である場合は、変換比が４より大きい場合
よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５６９】
具体的には、変換比が４である場合は、４倍速駆動とも呼ばれる。たとえば、入力フレー
ムレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは２４０Ｈｚ（２４０Ｈｚ駆動）であ
る。そして、１つの入力画像に対し、画像を４回連続して表示することになる。このとき
、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかに
することができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。特に、１２０
Ｈｚ駆動（倍速駆動）、１８０Ｈｚ駆動（３倍速駆動）等の駆動周波数の小さな駆動方法
と比較すると、さらに精度の高い動き補償によって求めた中間画像を補間画像として用い
ることができるため、さらに動画の動きを滑らかにすることができ、動画の品質を顕著に
向上させることが可能である。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示
装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避で
きるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さら
に、液晶表示装置の交流駆動と２４０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわ
ち、液晶表示装置の駆動周波数を２４０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍ま
たは整数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、４０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ等）とすること
によって、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減する
ことができる。
【０５７０】
さらに、たとえば、ｎ＝４，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が４／３（図７０のｎ＝
４，ｍ＝３の箇所）の場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は補間画像であり、
第ｋ＋４の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の３／４倍で
あることを特徴とする。
【０５７１】
さらに具体的な表現としては、変換比が４／３（ｎ／ｍ＝４／３）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、
第ｉ＋３の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、を、入力画像データの周期の３／４倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を３／４倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像から前記第ｉ＋２の画像までの動きを１／２
倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋２の画像から前記第ｉ＋３の画像までの動きを１／４
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倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋３の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５７２】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が４／３（ｎ／ｍ＝４／３）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、
第ｉ＋３の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、を、入力画像データの周期の３／４倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋２の画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋３の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５７３】
ここで、変換比が４／３である場合は、変換比が４／３より小さい場合よりも動画の品質
を向上できるという利点を有する。さらに、変換比が４／３である場合は、変換比が４／
３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５７４】
具体的には、変換比が４／３である場合は、４／３倍速駆動または１．２５倍速駆動とも
呼ばれる。たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは８
０Ｈｚ（８０Ｈｚ駆動）である。そして、３つの入力画像に対し、画像を４回連続して表
示することになる。このとき、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場
合は、動画の動きを滑らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させること
が可能である。特に、１２０Ｈｚ駆動（倍速駆動）、１８０Ｈｚ駆動（３倍速駆動）等の
駆動周波数の大きな駆動方法と比較すると、動き補償によって中間画像を求める回路の動
作周波数を低減できるため、安価な回路が使用でき、製造コストおよび消費電力を低減で
きる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイ
ナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き
、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の交流
駆動と８０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の駆動周
波数を８０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（たとえば、
４０Ｈｚ、８０Ｈｚ、１６０Ｈｚ、２４０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆動によっ
て現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。
【０５７５】
さらに、たとえば、ｎ＝５，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が５（図７０のｎ＝５，
ｍ＝１の箇所）の場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は補間画像であり、
第ｋ＋４の画像は補間画像であり、
第ｋ＋５の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１／５倍で
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あることを特徴とする。
【０５７６】
さらに具体的な表現としては、変換比が５（ｎ／ｍ＝５）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、
第ｋ＋５の画像と、を、入力画像データの周期の１／５倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を２／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を３／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を４／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋５の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５７７】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が５（ｎ／ｍ＝５）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、
第ｋ＋５の画像と、を、入力画像データの周期の１／５倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋５の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５７８】
ここで、変換比が５である場合は、変換比が５より小さい場合よりも動画の品質を向上で
きるという利点を有する。さらに、変換比が５である場合は、変換比が５より大きい場合
よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５７９】
具体的には、変換比が５である場合は、５倍速駆動とも呼ばれる。たとえば、入力フレー
ムレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは３００Ｈｚ（３００Ｈｚ駆動）であ
る。そして、１つの入力画像に対し、画像を５回連続して表示することになる。このとき
、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかに
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することができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。特に、１２０
Ｈｚ駆動（倍速駆動）、１８０Ｈｚ駆動（３倍速駆動）等の駆動周波数の小さな駆動方法
と比較すると、さらに精度の高い動き補償によって求めた中間画像を補間画像として用い
ることができるため、さらに動画の動きを滑らかにすることができ、動画の品質を顕著に
向上させることが可能である。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示
装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避で
きるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さら
に、液晶表示装置の交流駆動と３００Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわ
ち、液晶表示装置の駆動周波数を３００Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍ま
たは整数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、５０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１００Ｈｚ等）とすること
によって、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減する
ことができる。
【０５８０】
さらに、たとえば、ｎ＝５，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が５／２（図７０のｎ＝
５，ｍ＝２の箇所）の場合は、
第ｋの画像は基本画像であり、
第ｋ＋１の画像は補間画像であり、
第ｋ＋２の画像は補間画像であり、
第ｋ＋３の画像は補間画像であり、
第ｋ＋４の画像は補間画像であり、
第ｋ＋５の画像は基本画像であり、画像表示周期は、入力画像データの周期の１／５倍で
あることを特徴とする。
【０５８１】
さらに具体的な表現としては、変換比が５／２（ｎ／ｍ＝５／２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、
第ｋ＋５の画像と、を、入力画像データの周期の１／５倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を２／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を４／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋１の画像データから前記第ｉ＋２の画像データまでの
動きを１／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋１の画像データから前記第ｉ＋２の画像データまでの
動きを３／５倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋５の画像は、前記第ｉ＋２の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５８２】
さらに別の具体的な表現としては、変換比が５／２（ｎ／ｍ＝５／２）である場合は、
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、
第ｉ＋２の画像データと、が、入力画像データとして一定の周期で順次入力され、
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第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、
第ｋ＋３の画像と、
第ｋ＋４の画像と、
第ｋ＋５の画像と、を、入力画像データの周期の１／５倍の間隔で順次表示する表示装置
の駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋３の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋４の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋５の画像は、前記第ｉ＋２の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
【０５８３】
ここで、変換比が５／２である場合は、変換比が５／２より小さい場合よりも動画の品質
を向上できるという利点を有する。さらに、変換比が５／２である場合は、変換比が５よ
り大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。
【０５８４】
具体的には、変換比が５である場合は、５／２倍速駆動または２．５倍速駆動とも呼ばれ
る。たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレートは１５０Ｈ
ｚ（１５０Ｈｚ駆動）である。そして、２つの入力画像に対し、画像を５回連続して表示
することになる。このとき、補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合
は、動画の動きを滑らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが
可能である。特に、１２０Ｈｚ駆動（倍速駆動）等の駆動周波数の小さな駆動方法と比較
すると、さらに精度の高い動き補償によって求めた中間画像を補間画像として用いること
ができるため、さらに動画の動きを滑らかにすることができ、動画の品質を顕著に向上さ
せることが可能である。さらに、１８０Ｈｚ駆動（３倍速駆動）等の駆動周波数の大きな
駆動方法と比較すると、動き補償によって中間画像を求める回路の動作周波数を低減でき
るため、安価な回路が使用でき、製造コストおよび消費電力を低減できる。さらに、表示
装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタ
ンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対
し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の交流駆動と１５０Ｈｚ駆
動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の駆動周波数を１５０Ｈｚ
としつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、５０
Ｈｚ、７５Ｈｚ、１５０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆動によって現れるフリッカ
を、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。
【０５８５】
このように、正の整数ｎおよびｍを様々に設定することによって、変換比は任意の有理数
（ｎ／ｍ）として設定することができる。詳細な説明は省略するが、ｎが１０以下の範囲
では、
ｎ＝１，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１（１倍速駆動、６０Ｈｚ）、
ｎ＝２，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝２（２倍速駆動、１２０Ｈｚ）、
ｎ＝３，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝３（３倍速駆動、１８０Ｈｚ）、
ｎ＝３，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝３／２（３／２倍速駆動、９０Ｈｚ）、
ｎ＝４，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝４（４倍速駆動、２４０Ｈｚ）、
ｎ＝４，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝４／３（４／３倍速駆動、８０Ｈｚ）、
ｎ＝５，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／１（５倍速駆動、３００Ｈｚ）、
ｎ＝５，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／２（５／２倍速駆動、１５０Ｈｚ）、
ｎ＝５，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／３（５／３倍速駆動、１００Ｈｚ）、
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ｎ＝５，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／４（５／４倍速駆動、７５Ｈｚ）、
ｎ＝６，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝６（６倍速駆動、３６０Ｈｚ）、
ｎ＝６，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝６／５（６／５倍速駆動、７２Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７（７倍速駆動、４２０Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／２（７／２倍速駆動、２１０Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／３（７／３倍速駆動、１４０Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／４（７／４倍速駆動、１０５Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／５（７／５倍速駆動、８４Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝６、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／６（７／６倍速駆動、７０Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８（８倍速駆動、４８０Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／３（８／３倍速駆動、１６０Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／５（８／５倍速駆動、９６Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／７（８／７倍速駆動、６８．６Ｈｚ）
、
ｎ＝９，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９（９倍速駆動、５４０Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／２（９／２倍速駆動、２７０Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／４（９／４倍速駆動、１３５Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／５（９／５倍速駆動、１０８Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／７（９／７倍速駆動、７７．１Ｈｚ）
、
ｎ＝９，ｍ＝８、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／８（９／８倍速駆動、６７．５Ｈｚ）
、
ｎ＝１０，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０（１０倍速駆動、６００Ｈｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／３（１０／３倍速駆動、２００Ｈ
ｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／７（１０／７倍速駆動、８５．７
Ｈｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝９、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／９（１０／９倍速駆動、６６．７
Ｈｚ）、
以上の組み合わせが考えられる。なお、周波数の表記は入力フレームレートが６０Ｈｚで
あるときの例であり、その他の入力フレームレートに対しては、それぞれの変換比を入力
フレームレートと積算した値が駆動周波数となる。
【０５８６】
なお、ｎが１０より大きい整数である場合については、具体的なｎおよびｍの数字は挙げ
ないが、様々なｎおよびｍに対し、この、第１のステップにおけるフレームレート変換の
手順が適用できることは明らかである。
【０５８７】
なお、表示される画像のうち、入力される画像データに動き補償を行なうことなく表示で
きる画像がどの程度含まれているかによって、変換比を決定することができる。具体的に
は、ｍが小さいほど、入力される画像データに動き補償を行なうことなく表示できる画像
の割合は大きくなる。動き補償を行なう頻度が小さいと、動き補償を行なう回路の動作頻
度を減少させることができるため、消費電力を小さくでき、さらに、動き補償によってエ
ラーが含まれる画像（画像の動きを正確に反映していない中間画像）が作成されてしまう
可能性を低くすることができるため、画像の品質を向上させることができる。このような
変換比としては、ｎが１０以下の範囲においては、たとえば、１，２，３，３／２，４，
５，５／２，６，７，７／２，８，９，９／２，１０が挙げられる。このような変換比を
用いると、特に補間画像として動き補償によって求められた中間画像を用いる場合におい
て、画像の品質を高くすることができ、かつ、消費電力を低減することができる。なぜな
らば、ｍが２である場合は、入力される画像データに動き補償を行なうことなく表示でき
る画像の数が比較的多く（入力される画像データの総数に対して１／２だけ存在する）、
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動き補償を行う頻度が減少するためである。さらに、ｍが１である場合は、入力される画
像データに動き補償を行なうことなく表示できる画像の数が多く（入力される画像データ
の総数に等しい）、動き補償を行うことがないためである。一方、ｍは大きいほど、精度
の高い動き補償によって作成された中間画像を用いることができるので、画像の動きをよ
り滑らかにできるという利点を有する。
【０５８８】
なお、表示装置が液晶表示装置である場合は、液晶素子の応答時間にしたがって変換比を
決定することができる。ここでは、液晶素子の応答時間とは、液晶素子に印加する電圧を
変化させてから液晶素子が応答するまでの時間である。液晶素子の応答時間が、液晶素子
に印加する電圧の変化量によって異なる場合は、複数の代表的な電圧変化における応答時
間の平均値とすることができる。または、液晶素子の応答時間は、ＭＰＲＴ（Ｍｏｖｉｎ
ｇ　Ｐｉｃｔｕｒｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ　Ｔｉｍｅ）で定義されるものであってもよい。
そして、フレームレート変換によって、画像表示周期が液晶素子の応答時間に近くなるよ
うに、変換比を決定できる。具体的には、液晶素子の応答時間は、入力画像データの周期
と変換比の逆数を積算した値から、この値の半分程度の値までの時間であることが好まし
い。こうすることで、液晶素子の応答時間に合った画像表示周期とすることができるので
、画質を向上することができる。たとえば、液晶素子の応答時間が４ミリ秒以上８ミリ秒
以下の場合に、倍速駆動（１２０Ｈｚ駆動）とすることができる。これは、１２０Ｈｚ駆
動の画像表示周期が約８ミリ秒であり、１２０Ｈｚ駆動の画像表示周期の半分が約４ミリ
秒であることによる。同様に、たとえば、液晶素子の応答時間が３ミリ秒以上６ミリ秒以
下の場合に、３倍速駆動（１８０Ｈｚ駆動）とすることができ、液晶素子の応答時間が５
ミリ秒以上１１ミリ秒以下の場合に、１．５倍速駆動（９０Ｈｚ駆動）とすることができ
、液晶素子の応答時間が２ミリ秒以上４ミリ秒以下の場合に、４倍速駆動（２４０Ｈｚ駆
動）とすることができ、液晶素子の応答時間が６ミリ秒以上１２ミリ秒以下の場合に、１
．２５倍速駆動（８０Ｈｚ駆動）とすることができる。なお、他の駆動周波数についても
同様である。
【０５８９】
なお、変換比は、動画の品質と、消費電力および製造コストのトレードオフによっても決
定することができる。つまり、変換比を大きくすることによって動画の品質を上げること
ができる一方で、変換比を小さくすることによって消費電力および製造コストを低減でき
る。すなわち、ｎが１０以下の範囲における各々の変換比は、以下のような利点を有する
。
【０５９０】
変換比が１である場合は、変換比が１より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が１より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上す
ることができる。
【０５９１】
変換比が２である場合は、変換比が２より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／２倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０５９２】
変換比が３である場合は、変換比が３より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／３倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
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【０５９３】
変換比が３／２である場合は、変換比が３／２より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が３／２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが小さいので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素
子の応答時間が入力画像データの周期の２／３倍程度である液晶表示装置に適用すること
で、画質を向上することができる。
【０５９４】
変換比が４である場合は、変換比が４より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が４より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／４倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０５９５】
変換比が４／３である場合は、変換比が４／３より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が４／３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の３／４倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０５９６】
変換比が５である場合は、変換比が５より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が５より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／５倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０５９７】
変換比が５／２である場合は、変換比が５／２より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が５／２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが小さいので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素
子の応答時間が入力画像データの周期の２／５倍程度である液晶表示装置に適用すること
で、画質を向上することができる。
【０５９８】
変換比が５／３である場合は、変換比が５／３より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が５／３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の３／５倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０５９９】
変換比が５／４である場合は、変換比が５／４より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が５／４より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の４／５倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６００】
変換比が６である場合は、変換比が６より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が６より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／６倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０６０１】
変換比が６／５である場合は、変換比が６／５より小さい場合よりも動画の品質を向上で
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き、変換比が６／５より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の５／６倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６０２】
変換比が７である場合は、変換比が７より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が７より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／７倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０６０３】
変換比が７／２である場合は、変換比が７／２より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が７／２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが小さいので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素
子の応答時間が入力画像データの周期の２／７倍程度である液晶表示装置に適用すること
で、画質を向上することができる。
【０６０４】
変換比が７／３である場合は、変換比が７／３より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が７／３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の３／７倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６０５】
変換比が７／４である場合は、変換比が７／４より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が７／４より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の４／７倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６０６】
変換比が７／５である場合は、変換比が７／５より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が７／５より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の５／７倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６０７】
変換比が７／６である場合は、変換比が７／６より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が７／６より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の６／７倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６０８】
変換比が８である場合は、変換比が８より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が８より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／８倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０６０９】
変換比が８／３である場合は、変換比が８／３より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が８／３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
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入力画像データの周期の３／８倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１０】
変換比が８／５である場合は、変換比が８／５より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が８／５より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の５／８倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１１】
変換比が８／７である場合は、変換比が８／７より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が８／７より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の７／８倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１２】
変換比が９である場合は、変換比が９より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、変換
比が９より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍが小さ
いので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応答時間
が入力画像データの周期の１／９倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向
上することができる。
【０６１３】
変換比が９／２である場合は、変換比が９／２より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が９／２より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが小さいので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素
子の応答時間が入力画像データの周期の２／９倍程度である液晶表示装置に適用すること
で、画質を向上することができる。
【０６１４】
変換比が９／４である場合は、変換比が９／４より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が９／４より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の４／９倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１５】
変換比が９／５である場合は、変換比が９／５より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が９／５より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の５／９倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１６】
変換比が９／７である場合は、変換比が９／７より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が９／７より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の７／９倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６１７】
変換比が９／８である場合は、変換比が９／８より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、変換比が９／８より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さら
に、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の８／９倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
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【０６１８】
変換比が１０である場合は、変換比が１０より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、
変換比が１０より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、ｍ
が小さいので、高い画質を得られる一方で消費電力を低減できる。さらに、液晶素子の応
答時間が入力画像データの周期の１／１０倍程度である液晶表示装置に適用することで、
画質を向上することができる。
【０６１９】
変換比が１０／３である場合は、変換比が１０／３より小さい場合よりも動画の品質を向
上でき、変換比が１０／３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる
。さらに、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答
時間が入力画像データの周期の３／１０倍程度である液晶表示装置に適用することで、画
質を向上することができる。
【０６２０】
変換比が１０／７である場合は、変換比が１０／７より小さい場合よりも動画の品質を向
上でき、変換比が１０／７より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる
。さらに、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答
時間が入力画像データの周期の７／１０倍程度である液晶表示装置に適用することで、画
質を向上することができる。
【０６２１】
変換比が１０／９である場合は、変換比が１０／９より小さい場合よりも動画の品質を向
上でき、変換比が１０／９より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる
。さらに、ｍが大きいので、画像の動きをより滑らかにできる。さらに、液晶素子の応答
時間が入力画像データの周期の９／１０倍程度である液晶表示装置に適用することで、画
質を向上することができる。
【０６２２】
なお、ｎが１０より大きい範囲における各々の変換比においても、同様な利点を有するの
は明らかである。
【０６２３】
次に、第２のステップとして、入力された画像データにしたがった画像または第１のステ
ップにおいて任意の有理数（ｎ／ｍ）倍にフレームレート変換された各々の画像（元画像
と呼ぶこととする）から、異なる複数の画像（サブ画像）を作成し、当該複数のサブ画像
を時間的に連続して提示する方法について説明する。こうすることによって、実際は複数
の画像を提示しているのにもかかわらず、見た目上、１つの元画像が表示されたように人
間の目に知覚させることもできる。
【０６２４】
なお、ここでは、１つの元画像から作成されたサブ画像のうち、先に表示されるサブ画像
を、第１のサブ画像と呼ぶこととする。ここで、第１のサブ画像を表示するタイミングは
、第１のステップで決められた元画像を表示するタイミングと同じであるとする。一方、
その後に表示されるサブ画像を、第２のサブ画像と呼ぶこととする。第２のサブ画像を表
示するタイミングは、第１のステップで決められた元画像を表示するタイミングに関わら
ず、任意に決めることができる。なお、実際に表示させる画像は、第２のステップにおけ
る方法により元画像から作成された画像である。なお、サブ画像を作成するための元画像
も、様々な画像を用いることができる。なお、サブ画像の数は２つに限定されず、２つよ
り大きくてもよい。第２のステップにおいては、サブ画像の数をＪ個（Ｊは２以上の整数
）と表記する。このとき、第１のステップで決められた元画像を表示するタイミングと同
じタイミングで表示されるサブ画像を、第１のサブ画像と呼び、それ以降に続いて表示さ
れるサブ画像を、表示される順番にしたがって第２のサブ画像、第３のサブ画像、・・・
、第Ｊのサブ画像、と呼ぶこととする。
【０６２５】
１つの元画像から複数のサブ画像を作成する方法としては、様々なものがあるが、主なも
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のとしては次のような方法を挙げることができる。１つは、元画像をそのままサブ画像と
して用いる方法である。１つは、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法である
。１つは、動き補償によって求めた中間画像をサブ画像として用いる方法である。
【０６２６】
ここで、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法は、さらに複数の方法に分ける
ことができる。主なものとしては次のような方法を挙げることができる。１つは、少なく
とも１つのサブ画像を黒画像とする方法（黒挿入法と呼ぶこととする）である。１つは、
元画像の明るさを複数の範囲に分割し、当該範囲における明るさを制御するときは、全て
のサブ画像のうち唯１つのサブ画像によって行なう方法（時分割階調制御法と呼ぶことと
する）である。１つは、一方のサブ画像を、元画像のガンマ値を変更した明るい画像とし
、他方のサブ画像を、元画像のガンマ値を変更した暗い画像とする方法（ガンマ補完法と
呼ぶこととする）である。
【０６２７】
上に挙げたいくつかの方法を、それぞれ簡単に説明する。元画像をそのままサブ画像とし
て用いる方法は、第１のサブ画像として、元画像をそのまま用いる。さらに、第２のサブ
画像として、元画像をそのまま用いる。この方法を用いると、サブ画像を新たに作成する
回路を動作させることがない、または当該回路そのものを用いる必要がなくなるため、消
費電力および製造コストを低減することができる。特に、液晶表示装置においては、第１
のステップにおいて、動き補償によって求めた中間画像を補間画像としたフレームレート
変換を行なった後にこの方法を用いることが好ましい。なぜならば、動き補償によって求
めた中間画像を補間画像とすることで、動画の動きを滑らかにしつつ、同じ画像を繰り返
し表示することで、液晶素子のダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足に起
因する、動画の尾引き、残像等の障害を低減することができるからである。
【０６２８】
次に、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法における、画像の明るさおよびサ
ブ画像が表示される期間の長さの設定方法について詳細に説明する。なお、Ｊはサブ画像
の数を表し、２以上の整数であるとする。小文字のｊは大文字のＪとは区別される。ｊは
１以上Ｊ以下の整数であるとする。
通常のホールド駆動における画素の明るさをＬ、元画像データの周期をＴ、
第ｊのサブ画像における画素の明るさをＬｊ、第ｊのサブ画像が表示される期間の長さを
Ｔｊ、とすると、ＬｊとＴｊについて積をとり、これのｊ＝１からｊ＝Ｊまでの総和（Ｌ

１Ｔ１＋Ｌ２Ｔ２＋・・・＋ＬＪＴＪ）が、ＬとＴの積（ＬＴ）と等しくなっていること
（明るさが不変であること）が好ましい。さらに、Ｔｊの、ｊ＝１からｊ＝Ｊまでの総和
（Ｔ１＋Ｔ２＋・・・＋ＴＪ）が、Ｔと等しくなっていること（元画像の表示周期が維持
されること）が好ましい。ここで、明るさが不変であり、かつ、元画像の表示周期が維持
されることを、サブ画像分配条件と呼ぶこととする。
【０６２９】
元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、黒挿入法は、少なくとも１つの
サブ画像を黒画像とする方法である。こうすることによって、表示方法を擬似的にインパ
ルス型とすることができるため、表示方法がホールド型であることに起因する動画の品質
の低下を防ぐことができる。ここで、黒画像の挿入に伴う、表示画像の明るさの低下を防
ぐために、サブ画像分配条件に従うことが好ましい。しかし、表示画像の明るさの低下が
許容できるような状況（周囲が暗い等）である場合、ユーザによって表示画像の明るさの
低下が許容する設定になっている場合などであれば、サブ画像分配条件に従わなくてもよ
い。たとえば、１つのサブ画像は元画像と同じものとし、他のサブ画像を黒画像としても
よい。この場合は、サブ画像分配条件にしたがったときと比べて、消費電力を低減できる
。さらに、液晶表示装置においては、一方のサブ画像を、明るさの最大値に制限をつけず
に元画像の全体的な明るさを大きくしたものとするとき、バックライトの明るさを大きく
することで、サブ画像分配条件を実現してもよい。この場合は、画素に書き込む電圧値を
制御することなく、サブ画像分配条件を満足することができるため、画像処理回路の動作
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を省略でき、消費電力を低減できる。
【０６３０】
なお、黒挿入法は、いずれか１つのサブ画像において、全ての画素のＬｊを０とすること
を特徴とする。こうすることにより、表示方法を擬似的にインパルス型とすることができ
るため、表示方法がホールド型であることに起因する動画の品質の低下を防ぐことができ
る。
【０６３１】
元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、時分割階調制御法は、元画像の
明るさを複数の範囲に分割し、当該範囲における明るさを制御するときは、全てのサブ画
像のうち唯１つのサブ画像によって行なう方法である。こうすることによって、明るさを
低下させることなく、表示方法を擬似的にインパルス型とすることができるため、表示方
法がホールド型であることに起因する動画の品質の低下を防ぐことができる。
【０６３２】
元画像の明るさを複数の範囲に分割する方法としては、明るさの最大値（Ｌｍａｘ）を、
サブ画像の数だけ分割する方法がある。これは、たとえば、０からＬｍａｘまでの明るさ
が２５６段階（階調０から階調２５５）で調節できる表示装置において、サブ画像の数を
２としたとき、階調０から階調１２７までを表示するときは、一方のサブ画像の明るさを
階調０から階調２５５の範囲で調節する一方で、他方のサブ画像の明るさを階調０とし、
階調１２８から階調２５５までを表示するときは、一方のサブ画像の明るさを階調２５５
とする一方で、他方のサブ画像の明るさを階調０から階調２５５の範囲で調節する方法で
ある。こうすることによって、元画像が表示されたように人間の目に知覚させることがで
き、かつ、擬似的にインパルス型とすることができるので、ホールド型であることに起因
する動画の品質の低下を防ぐことができる。なお、サブ画像の数は２より大きくてもよい
。たとえば、サブ画像の数を３としたときは、元画像の明るさの段階（階調０から階調２
５５）を、３つに分割する。なお、元画像の明るさの段階の数とサブ画像の数によっては
、明るさの段階の数がサブ画像の数で割り切れない場合もあるが、分割後のそれぞれの明
るさの範囲に含まれる明るさの段階の数は、ちょうど同じでなくても、適宜振り分ければ
よい。
【０６３３】
なお、時分割階調制御法においても、サブ画像分配条件を満たすことによって、明るさの
低下などがおこらず、元画像と同様な画像を表示することができるため、好ましい。
【０６３４】
元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、ガンマ補完法は、一方のサブ画
像を、元画像のガンマ特性を変更した明るい画像とし、他方のサブ画像を、元画像のガン
マ特性を変更した暗い画像とする方法である。こうすることによって、明るさを低下させ
ることなく、表示方法を擬似的にインパルス型とすることができるため、表示方法がホー
ルド型であることに起因する動画の品質の低下を防ぐことができる。ここで、ガンマ特性
とは、明るさの段階（階調）に対する明るさの程度のことである。通常、ガンマ特性は線
形に近くなるように調整される。これは、明るさの段階である階調に対する明るさの変化
が比例するようにすれば、滑らかな階調を得ることができるからである。ガンマ補完法で
は、一方のサブ画像のガンマ特性を線形からずらして、中間の明るさ（中間調）の領域に
おいて、線形よりも明るくなるように調整する（中間調が本来よりも明るい画像となる）
。そして、他方のサブ画像のガンマ特性も線形からずらして、同じく中間調の領域におい
て、線形よりも暗くなるように調整する（中間調が本来よりも暗い画像となる）。ここで
、一方のサブ画像を線形より明るくした量と、他方のサブ画像を線形より暗くした量を、
全ての階調において概等しくすることが好ましい。こうすることで、元画像が表示された
ように人間の目に知覚させることができ、かつ、ホールド型であることに起因する動画の
品質の低下を防ぐことができる。なお、サブ画像の数は２より大きくてもよい。たとえば
、サブ画像の数を３としたときは、３つのサブ画像について、それぞれガンマ特性を調整
し、線形から明るくした量の合計と、線形から暗くした量の合計が概等しくなるようにす
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ればよい。
【０６３５】
なお、ガンマ補完法においても、サブ画像分配条件を満たすことによって、明るさの低下
などがおこらず、元画像と同様な画像を表示することができるため、好ましい。さらに、
ガンマ補完法においては、階調に対するそれぞれのサブ画像の明るさＬｊの変化がガンマ
曲線にしたがっているため、それぞれのサブ画像がそれ自体で階調を滑らかに表示でき、
最終的に人間の目で知覚される画像の品質も向上するという利点を有する。
【０６３６】
動き補償によって求めた中間画像をサブ画像として用いる方法は、一方のサブ画像を、前
後の画像から動き補償によって求めた中間画像とする方法である。こうすることで、画像
の動きを滑らかにすることができるので、動画の品質を向上できる。
【０６３７】
次に、サブ画像を表示するタイミングと、サブ画像を作成する方法との関係について説明
する。第１のサブ画像を表示するタイミングは、第１のステップで決められた元画像を表
示するタイミングと同じであり、第２のサブ画像を表示するタイミングは、第１のステッ
プで決められた元画像を表示するタイミングに関わらず、任意に決めることができるとし
たが、第２のサブ画像を表示するタイミングにしたがって、サブ画像自体を変化させても
よい。こうすることで、第２のサブ画像を表示するタイミングを様々に変化させたとして
も、元画像が表示されたように人間の目に知覚させることができる。具体的には、第２の
サブ画像を表示するタイミングを早くした場合は、第１のサブ画像はより明るくし、第２
のサブ画像はより暗くすることができる。さらに、第２のサブ画像を表示するタイミング
を遅くした場合は、第１のサブ画像はより暗くし、第２のサブ画像はより明るくすること
ができる。これは、人間の目が知覚する明るさは、画像を表示する期間の長さによって変
わるためである。より詳細には、人間の目が知覚する明るさは、画像を表示する期間が長
いほど明るくなり、画像を表示する期間が短いほど暗くなる。すなわち、第２のサブ画像
を表示するタイミングを早くすることによって、第１のサブ画像を表示する期間の長さが
短くなり、第２のサブ画像を表示する期間の長さが長くなるため、そのままでは第１のサ
ブ画像は暗く、第２のサブ画像は明るく、人間の目に知覚されてしまう。その結果、元画
像とは異なる画像が人間の目に知覚されてしまうことになるが、これを防ぐために、第１
のサブ画像はより明るくし、第２のサブ画像はより暗くすることができる。同様に、第２
のサブ画像を表示するタイミングを遅くすることによって、第１のサブ画像を表示する期
間の長さが長くなり、第２のサブ画像を表示する期間の長さが短くなる場合は、第１のサ
ブ画像はより暗くし、第２のサブ画像はより明るくすることができる。
【０６３８】
上記の説明に基づいて、第２のステップにおける処理手順を、以下に示す。
手順１として、１つの元画像から複数のサブ画像を作成する方法を決定する。より詳細に
は、複数のサブ画像を作成する方法は、元画像をそのままサブ画像として用いる方法、元
画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法、動き補償によって求めた中間画像をサブ
画像として用いる方法、から選択することができる。
手順２として、サブ画像の数Ｊを決定する。なお、Ｊは２以上の整数である。
手順３として、第ｊのサブ画像における画素の明るさＬｊ、第ｊのサブ画像が表示される
期間の長さＴｊを、手順１で選択した方法にしたがって決定する。手順３により、それぞ
れのサブ画像が表示される期間の長さと、それぞれのサブ画像に含まれる個々の画素の明
るさが具体的に決められる。
手順４として、手順１乃至手順３のそれぞれで決定された事項にしたがって、元画像を処
理し、実際に表示する。
手順５として、対象とする元画像を次の元画像に移す。そして、手順１に戻る。
【０６３９】
なお、第２のステップにおける手順を実行する仕組みは、装置に実装されたものであって
もよいし、装置の設計段階であらかじめ決められたものであってもよい。第２のステップ
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における手順を実行する仕組みが装置に実装されていれば、状況に応じた最適な動作が行
われるように、駆動方法を切り替えることが可能となる。なお、ここでいう状況とは、画
像データの内容、装置内外の環境（温度、湿度、気圧、光、音、磁界、電界、放射線量、
高度、加速度、移動速度、等）、ユーザ設定、ソフトウエアバージョン、等を含む。一方
、第２のステップにおける手順を実行する仕組みが装置の設計段階であらかじめ決められ
たものであれば、それぞれの駆動方法に最適な駆動回路を用いることができ、さらに、仕
組みが決められていることによって、量産効果による製造コストの低減が期待できる。
【０６４０】
次に、第２のステップにおける手順によって決められる様々な駆動方法を、それぞれ、第
１のステップにおけるｎおよびｍの値を具体的に示して詳細に説明する。
【０６４１】
第２のステップにおける手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が
選択された場合、駆動方法は次のようになる。
【０６４２】
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、一定の周期Ｔで順次用意され、
前記周期Ｔは、Ｊ（Ｊは２以上の整数）個のサブ画像表示期間に分割され、
前記第ｉの画像データは、複数の画素にそれぞれ固有の明るさＬを持たせることができる
データであり、
第ｊ（ｊは１以上Ｊ以下の整数）のサブ画像は、それぞれ固有の明るさＬｊを持つ画素が
複数並置されることによって構成され、第ｊのサブ画像表示期間Ｔｊだけ表示される画像
であり、
前記Ｌ、前記Ｔ、前記Ｌｊ、前記Ｔｊ、を、サブ画像分配条件を満たす表示装置の駆動方
法であって、
全てのｊにおいて、第ｊのサブ画像に含まれるそれぞれの画素の明るさＬｊが、それぞれ
の画素に対しＬｊ＝Ｌであることを特徴とする。
ここで、一定の周期Ｔで順次用意される画像データとしては、第１のステップにおいて作
成された元画像データを用いることができる。すなわち、第１のステップの説明で挙げた
全ての表示パターンを、上記駆動方法と組み合わせることができる。
【０６４３】
そして、第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数Ｊが２と決定され、手順
３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合、上記駆動方法は、図７１に示すよう
なものとなる。
図７１において、横軸は時間であり、縦軸は第１のステップにおいて用いた様々なｎおよ
びｍについて場合分けを行なって示したものである。
【０６４４】
たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝１，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）が１で
あるときは、図７１のｎ＝１，ｍ＝１の箇所に示すような駆動方法となる。このとき、表
示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの２倍（２倍速駆動）となる
。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレームレート
は１２０Ｈｚ（１２０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像データに対し
、画像を２回連続して表示することになる。ここで、２倍速駆動である場合は、フレーム
レートが２倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上でき、２倍速より大きい場合より
も消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２のステップの手順１において、
元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択されることによって、動き補償によっ
て中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体を装置から省略することがで
きるため、消費電力および装置の製造コストを低減することができる。さらに、表示装置
がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンス
による書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特
に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の交流駆動と１２０Ｈｚ駆動を
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組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の駆動周波数を１２０Ｈｚとし
つつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ
、１２０Ｈｚ、２４０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆動によって現れるフリッカを
、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さらに、液晶素子の応答時間が
入力画像データの周期の１／２倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６４５】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝２，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が２であるときは、図７１のｎ＝２，ｍ＝１の箇所に示すような駆動方法となる。この
とき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの４倍（４倍速駆動
）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレー
ムレートは２４０Ｈｚ（２４０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像デー
タに対し、画像を４回連続して表示することになる。このとき、第１のステップにおける
補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかにす
ることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、４倍速
駆動である場合は、フレームレートが４倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上でき
、４倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２の
ステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択されるこ
とによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体
を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを低減すること
ができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、
ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾
引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の
交流駆動と２４０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の
駆動周波数を２４０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（た
とえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ、２４０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆
動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さ
らに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／４倍程度である液晶表示装置に
適用することで、画質を向上することができる。
【０６４６】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝３，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が３であるときは、図７１のｎ＝３，ｍ＝１の箇所に示すような駆動方法となる。この
とき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの６倍（６倍速駆動
）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレー
ムレートは３６０Ｈｚ（３６０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像デー
タに対し、画像を６回連続して表示することになる。このとき、第１のステップにおける
補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかにす
ることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、６倍速
駆動である場合は、フレームレートが６倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上でき
、６倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２の
ステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択されるこ
とによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体
を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを低減すること
ができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、
ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾
引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の
交流駆動と３６０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の
駆動周波数を３６０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（た
とえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ、１８０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆
動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さ
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らに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／６倍程度である液晶表示装置に
適用することで、画質を向上することができる。
【０６４７】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝３，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が３／２であるときは、図７１のｎ＝３，ｍ＝２の箇所に示すような駆動方法となる。
このとき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの３倍（３倍速
駆動）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フ
レームレートは１８０Ｈｚ（１８０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像
データに対し、画像を３回連続して表示することになる。このとき、第１のステップにお
ける補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らか
にすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、３
倍速駆動である場合は、フレームレートが３倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上
でき、３倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第
２のステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択され
ることによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路
自体を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを低減する
ことができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合
は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画
の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装
置の交流駆動と１８０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装
置の駆動周波数を１８０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一
（たとえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ、１８０Ｈｚ等）とすることによって、交
流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる
。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／３倍程度である液晶表示装
置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６４８】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝４，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が４であるときは、図７１のｎ＝４，ｍ＝１の箇所に示すような駆動方法となる。この
とき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの８倍（８倍速駆動
）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フレー
ムレートは４８０Ｈｚ（４８０Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像デー
タに対し、画像を８回連続して表示することになる。このとき、第１のステップにおける
補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかにす
ることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、８倍速
駆動である場合は、フレームレートが８倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上でき
、８倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２の
ステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択されるこ
とによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体
を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを低減すること
ができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、
ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾
引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の
交流駆動と４８０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置の
駆動周波数を４８０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（た
とえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１２０Ｈｚ、２４０Ｈｚ等）とすることによって、交流駆
動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さ
らに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／８倍程度である液晶表示装置に
適用することで、画質を向上することができる。
【０６４９】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝４，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ
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）が４／３であるときは、図７１のｎ＝４，ｍ＝３の箇所に示すような駆動方法となる。
このとき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの８／３倍（８
／３倍速駆動）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば
、表示フレームレートは１６０Ｈｚ（１６０Ｈｚ駆動）である。そして、３つの入力され
る画像データに対し、画像を８回連続して表示することになる。このとき、第１のステッ
プにおける補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを
滑らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここ
で、８／３倍速駆動である場合は、フレームレートが８／３倍速より小さい場合よりも動
画の品質を向上でき、８／３倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減
できる。さらに、第２のステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用
いる方法が選択されることによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を
停止または当該回路自体を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製
造コストを低減することができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶
表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回
避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。
さらに、液晶表示装置の交流駆動と１６０Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。す
なわち、液晶表示装置の駆動周波数を１６０Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数
倍または整数分の一（たとえば、４０Ｈｚ、８０Ｈｚ、１６０Ｈｚ、３２０Ｈｚ等）とす
ることによって、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低
減することができる。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の３／８倍程
度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６５０】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝５，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が５であるときは、図７１のｎ＝５，ｍ＝１の箇所に示すような駆動方法となる。この
とき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの１０倍（１０倍速
駆動）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フ
レームレートは６００Ｈｚ（６００Ｈｚ駆動）である。そして、ひとつの入力される画像
データに対し、画像を１０回連続して表示することになる。このとき、第１のステップに
おける補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑ら
かにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、
１０倍速駆動である場合は、フレームレートが１０倍速より小さい場合よりも動画の品質
を向上でき、１０倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さ
らに、第２のステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が
選択されることによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または
当該回路自体を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを
低減することができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置で
ある場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるた
め、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液
晶表示装置の交流駆動と６００Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液
晶表示装置の駆動周波数を６００Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整
数分の一（たとえば、３０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１００Ｈｚ、１２０Ｈｚ等）とすることによ
って、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減すること
ができる。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／１０倍程度である
液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６５１】
さらに、たとえば、第１のステップにおいて、ｎ＝５，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ
）が５／２であるときは、図７１のｎ＝５，ｍ＝２の箇所に示すような駆動方法となる。
このとき、表示フレームレートは入力される画像データのフレームレートの５倍（５倍速
駆動）となる。具体的には、たとえば、入力フレームレートが６０Ｈｚであれば、表示フ
レームレートは３００Ｈｚ（３００Ｈｚ駆動）である。そして、１つの入力される画像デ
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ータに対し、画像を５回連続して表示することになる。このとき、第１のステップにおけ
る補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかに
することができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。ここで、５倍
速駆動である場合は、フレームレートが５倍速より小さい場合よりも動画の品質を向上で
き、５倍速より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２
のステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択される
ことによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自
体を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コストを低減するこ
とができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は
、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の
尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置
の交流駆動と３００Ｈｚ駆動を組み合わせるのも効果的である。すなわち、液晶表示装置
の駆動周波数を３００Ｈｚとしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分の一（
たとえば、３０Ｈｚ、５０Ｈｚ、６０Ｈｚ、１００Ｈｚ等）とすることによって、交流駆
動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さ
らに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の１／５倍程度である液晶表示装置に
適用することで、画質を向上することができる。
【０６５２】
このように、第２のステップにおける手順１において、元画像をそのままサブ画像として
用いる方法が選択され、
第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数が２と決定され、
第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合は、第１
のステップにおけるｎおよびｍの値によって決められる変換比のフレームレート変換に対
し、表示フレームレートをさらに２倍のフレームレートとすることができるため、動画の
品質をさらに向上させることが可能となる。さらに、当該表示フレームレートより小さい
表示フレームレートである場合よりも動画の品質を向上でき、当該表示フレームレートよ
り大きい表示フレームレートである場合よりも消費電力および製造コストを低減できる。
さらに、第２のステップの手順１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法
が選択されることによって、動き補償によって中間画像を作成する回路の動作を停止また
は当該回路自体を装置から省略することができるため、消費電力および装置の製造コスト
を低減することができる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス方式の液晶表示装置
である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足の問題が回避できる
ため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果をもたらす。さらに、
液晶表示装置の駆動周波数を大きくしつつ、交流駆動の周波数をその整数倍または整数分
の一とすることによって、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない
程度に低減することができる。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（
１／（変換比の２倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上するこ
とができる。
【０６５３】
なお、詳細な説明が省略したが、上に上げた変換比以外の場合においても、同様な利点を
有するのは明らかである。たとえば、ｎが１０以下の範囲においては、上に挙げたものの
ほかに、
ｎ＝５，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／３（１０／３倍速駆動、２００Ｈｚ）
、
ｎ＝５，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝５／４（５／２倍速駆動、１５０Ｈｚ）、
ｎ＝６，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝６（１２倍速駆動、７２０Ｈｚ）、
ｎ＝６，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝６／５（１２／５倍速駆動、１４４Ｈｚ）
、
ｎ＝７，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７（１４倍速駆動、８４０Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／２（７倍速駆動、４２０Ｈｚ）、
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ｎ＝７，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／３（１４／３倍速駆動、２８０Ｈｚ）
、
ｎ＝７，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／４（７／２倍速駆動、２１０Ｈｚ）、
ｎ＝７，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／５（１４／５倍速駆動、１６８Ｈｚ）
、
ｎ＝７，ｍ＝６、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝７／６（７／３倍速駆動、１４０Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８（１６倍速駆動、９６０Ｈｚ）、
ｎ＝８，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／３（１６／３倍速駆動、３２０Ｈｚ）
、
ｎ＝８，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／５（１６／５倍速駆動、１９２Ｈｚ）
、
ｎ＝８，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝８／７（１６／７倍速駆動、１３７Ｈｚ）
、
ｎ＝９，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９（１８倍速駆動、１０８０Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝２、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／２（９倍速駆動、５４０Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝４、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／４（９／２倍速駆動、２７０Ｈｚ）、
ｎ＝９，ｍ＝５、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／５（１８／５倍速駆動、２１６Ｈｚ）
、
ｎ＝９，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／７（１８／７倍速駆動、１５４Ｈｚ）
、
ｎ＝９，ｍ＝８、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝９／８（９／４倍速駆動、１３５Ｈｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝１、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０（２０倍速駆動、１２００Ｈｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝３、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／３（２０／３倍速駆動、４００Ｈ
ｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝７、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／７（２０／７倍速駆動、１７１Ｈ
ｚ）、
ｎ＝１０，ｍ＝９、すなわち変換比（ｎ／ｍ）＝１０／９（２０／９倍速駆動、１３３Ｈ
ｚ）、
以上の組み合わせが考えられる。なお、周波数の表記は入力フレームレートが６０Ｈｚで
あるときの例であり、その他の入力フレームレートに対しては、それぞれの変換比の２倍
を入力フレームレートと積算した値が駆動周波数となる。
【０６５４】
なお、ｎが１０より大きい整数である場合については、具体的なｎおよびｍの数字は挙げ
ないが、様々なｎおよびｍに対し、この、第２のステップにおける手順が適用できること
は明らかである。
【０６５５】
なお、Ｊ＝２とする場合、第１のステップにおける変換比が２より大きいと、特に効果的
である。なぜならば、第２のステップにおいて、サブ画像の数をＪ＝２のように比較的小
さくすれば、その分、第１のステップにおける変換比を大きくすることができるからであ
る。このような変換比は、ｎが１０以下の範囲においては、３、４、５、５／２、６、７
、７／２、７／３、８、８／３、９、９／２、９／４、１０、１０／３、が挙げられる。
第１のステップ後の表示フレームレートがこのような値の場合、Ｊ＝３以上とすることに
よって、第２のステップにおけるサブ画像の数が小さいことによる利点（消費電力および
製造コストの低減等）と、最終的な表示フレームレートが大きいことによる利点（動画の
品質向上、フリッカの低減等）を、両立させることが可能となる。
【０６５６】
なお、ここでは、手順２においてサブ画像の数Ｊが２と決定され、手順３においてＴ１＝
Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合について説明したが、これに限定されないのは明らかであ
る。
【０６５７】
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たとえば、第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＜Ｔ２と決定された場合は、第
１のサブ画像をより明るく、第２のサブ画像をより暗くすることができる。さらに、第２
のステップにおける手順３において、Ｔ１＞Ｔ２と決定された場合は、第１のサブ画像を
より暗く、第２のサブ画像をより明るくすることができる。こうすることで、元画像をき
ちんと人間の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にす
ることもできるため、動画の品質を向上できる。ただし、上記の駆動方法のように、手順
１において、元画像をそのままサブ画像として用いる方法が選択された場合は、サブ画像
の明るさを変化させずに、そのまま表示してもよい。なぜならば、この場合はサブ画像と
して用いる画像が同じであるため、サブ画像の表示タイミングに関わらず、元画像をきち
んと表示することができるからである。
【０６５８】
さらに、手順２において、サブ画像の数Ｊが２ではなく、それ以外の値に決定されてもよ
いことは明らかである。この場合、第１のステップにおけるｎおよびｍの値によって決め
られる変換比のフレームレート変換に対し、表示フレームレートをさらにＪ倍のフレーム
レートとすることができるため、動画の品質をさらに向上させることが可能となる。さら
に、当該表示フレームレートより小さい表示フレームレートである場合よりも動画の品質
を向上でき、当該表示フレームレートより大きい表示フレームレートである場合よりも消
費電力および製造コストを低減できる。さらに、第２のステップの手順１において、元画
像をそのままサブ画像として用いる方法が選択されることによって、動き補償によって中
間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体を装置から省略することができる
ため、消費電力および装置の製造コストを低減することができる。さらに、表示装置がア
クティブマトリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによ
る書き込み電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕
著な画質改善効果をもたらす。さらに、液晶表示装置の駆動周波数を大きくしつつ、交流
駆動の周波数をその整数倍または整数分の一とすることによって、交流駆動によって現れ
るフリッカを、人間の目に知覚されない程度に低減することができる。さらに、液晶素子
の応答時間が入力画像データの周期の（１／（変換比のＪ倍））倍程度である液晶表示装
置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６５９】
たとえば、Ｊ＝３である場合は、特に、サブ画像の数が３より小さい場合よりも動画の品
質を向上でき、サブ画像の数が３より大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減
できるという利点を有する。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（１
／（変換比の３倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上すること
ができる。
【０６６０】
さらに、たとえば、Ｊ＝４である場合は、特に、サブ画像の数が４より小さい場合よりも
動画の品質を向上でき、サブ画像の数が４より大きい場合よりも消費電力および製造コス
トを低減できるという利点を有する。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周
期の（１／（変換比の４倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６６１】
さらに、たとえば、Ｊ＝５である場合は、特に、サブ画像の数が５より小さい場合よりも
動画の品質を向上でき、サブ画像の数が５より大きい場合よりも消費電力および製造コス
トを低減できるという利点を有する。さらに、液晶素子の応答時間が入力画像データの周
期の（１／（変換比の５倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上
することができる。
【０６６２】
さらに、Ｊが上に挙げたもの以外であっても、同様な利点を有する。
【０６６３】
なお、Ｊ＝３以上とする場合、第１のステップにおける変換比は様々な値をとることがで
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きるが、特に、第１のステップにおける変換比が比較的小さい場合（２以下）に、Ｊ＝３
以上とするのが効果的である。なぜならば、第１のステップ後の表示フレームレートが比
較的小さければ、その分、第２のステップにおいて、Ｊを大きくすることができるからで
ある。このような変換比は、ｎが１０以下の範囲においては、１、２、３／２、４／３、
５／３、５／４、６／５、７／４、７／５、７／６、８／７、９／５、９／７、９／８、
１０／７、１０／９、が挙げられる。このうち、変換比が１、２、３／２、４／３、５／
３、５／４の場合については、図７２に図示する。このように、第１のステップ後の表示
フレームレートが比較的小さな値の場合、Ｊ＝３以上とすることによって、第１のステッ
プにおける表示フレームレートが小さいことによる利点（消費電力および製造コストの低
減等）と、最終的な表示フレームレートが大きいことによる利点（動画の品質向上、フリ
ッカの低減等）を、両立させることが可能となる。
【０６６４】
次に、第２のステップにおける手順によって決められる駆動方法の別の例について説明す
る。
【０６６５】
第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方
法のうち、黒挿入法が選択された場合、駆動方法は次のようになる。
【０６６６】
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、一定の周期Ｔで順次用意され、
前記周期Ｔは、Ｊ（Ｊは２以上の整数）個のサブ画像表示期間に分割され、
前記第ｉの画像データは、複数の画素にそれぞれ固有の明るさＬを持たせることができる
データであり、
第ｊ（ｊは１以上Ｊ以下の整数）のサブ画像は、それぞれ固有の明るさＬｊを持つ画素が
複数並置されることによって構成され、第ｊのサブ画像表示期間Ｔｊだけ表示される画像
であり、
前記Ｌ、前記Ｔ、前記Ｌｊ、前記Ｔｊ、を、サブ画像分配条件を満たす表示装置の駆動方
法であって、
少なくとも１つのｊにおいて、第ｊのサブ画像に含まれる全て画素の明るさＬｊが、Ｌｊ

＝０である
ことを特徴とする。
ここで、一定の周期Ｔで順次用意される画像データとしては、第１のステップにおいて作
成された元画像データを用いることができる。すなわち、第１のステップの説明で挙げた
全ての表示パターンを、上記駆動方法と組み合わせることができる。
【０６６７】
なお、上記の駆動方法は、第１のステップにおいて用いた様々なｎおよびｍについて、そ
れぞれ組み合わせて実施できることは明らかである。
【０６６８】
そして、第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数Ｊが２と決定され、手順
３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合、上記駆動方法は、図７１に示すよう
なものとなる。
図７１に示す駆動方法（様々なｎおよびｍにおける表示タイミング）の特徴および利点は
既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略するが、第２のステップにおける手順１にお
いて、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、黒挿入法が選択された場
合においても同様な利点を有するのは明らかである。たとえば、第１のステップにおける
補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らかにす
ることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。さらに、表示フ
レームレートが大きい場合は、動画の品質を向上でき、表示フレームレートが小さい場合
は、消費電力および製造コストを低減できる。さらに、表示装置がアクティブマトリクス
方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧不足
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の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効果を
もたらす。さらに、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程度に
低減することができる
【０６６９】
第２のステップの手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のう
ち、黒挿入法が選択されることによる特徴的な利点としては、動き補償によって中間画像
を作成する回路の動作を停止または当該回路自体を装置から省略することができるため、
消費電力および装置の製造コストを低減することができることである。さらに、画像デー
タに含まれる階調値によらずに擬似的にインパルス型の表示方法とすることができるため
、動画の品質を向上できる。
【０６７０】
なお、ここでは、手順２においてサブ画像の数Ｊが２と決定され、手順３においてＴ１＝
Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合について説明したが、これに限定されないのは明らかであ
る。
【０６７１】
たとえば、第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＜Ｔ２と決定された場合は、第
１のサブ画像をより明るく、第２のサブ画像をより暗くすることができる。さらに、第２
のステップにおける手順３において、Ｔ１＞Ｔ２と決定された場合は、第１のサブ画像を
より暗く、第２のサブ画像をより明るくすることができる。こうすることで、元画像をき
ちんと人間の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にす
ることもできるため、動画の品質を向上できる。ただし、上記の駆動方法のように、手順
１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、黒挿入法が選択さ
れた場合は、サブ画像の明るさを変化させずに、そのまま表示してもよい。なぜならば、
この場合はサブ画像の明るさを変えない場合は、元画像の全体の明るさが暗くなって表示
されるだけであるからである。すなわち、この方法を表示装置の明るさの制御に積極的に
用いることで、動画の品質を向上させつつ、明るさの制御も可能となる。
【０６７２】
さらに、手順２において、サブ画像の数Ｊが２ではなく、それ以外の値に決定されてもよ
いことは明らかである。その場合の利点は既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略す
るが、第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配
する方法のうち、黒挿入法が選択された場合においても同様な利点を有するのは明らかで
ある。たとえば、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（１／（変換比のＪ倍）
）倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６７３】
次に、第２のステップにおける手順によって決められる駆動方法の別の例について説明す
る。
【０６７４】
第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方
法のうち、時分割階調制御法が選択された場合、駆動方法は次のようになる。
【０６７５】
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、一定の周期Ｔで順次用意され、
前記周期Ｔは、Ｊ（Ｊは２以上の整数）個のサブ画像表示期間に分割され、
前記第ｉの画像データは、複数の画素にそれぞれ固有の明るさＬを持たせることができる
データであり、
前記固有の明るさＬは、最大値がＬｍａｘであり、
第ｊ（ｊは１以上Ｊ以下の整数）のサブ画像は、それぞれ固有の明るさＬｊを持つ画素が
複数並置されることによって構成され、第ｊのサブ画像表示期間Ｔｊだけ表示される画像
であり、
前記Ｌ、前記Ｔ、前記Ｌｊ、前記Ｔｊ、を、サブ画像分配条件を満たす表示装置の駆動方
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法であって、
前記固有の明るさＬを表示するにあたって、（ｊ－１）×Ｌｍａｘ／ＪからＪ×Ｌｍａｘ

／Ｊの明るさの範囲における明るさの調節は、前記Ｊ個のサブ画像表示期間のうち唯１つ
のサブ画像表示期間における明るさの調節によって行なう
ことを特徴とする。
ここで、一定の周期Ｔで順次用意される画像データとしては、第１のステップにおいて作
成された元画像データを用いることができる。すなわち、第１のステップの説明で挙げた
全ての表示パターンを、上記駆動方法と組み合わせることができる。
【０６７６】
なお、上記の駆動方法は、第１のステップにおいて用いた様々なｎおよびｍについて、そ
れぞれ組み合わせて実施できることは明らかである。
【０６７７】
そして、第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数Ｊが２と決定され、手順
３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合、上記駆動方法は、図７１に示すよう
なものとなる。
図７１に示す駆動方法（様々なｎおよびｍにおける表示タイミング）の特徴および利点は
既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略するが、第２のステップにおける手順１にお
いて、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、時分割階調制御法が選択
された場合においても同様な利点を有するのは明らかである。たとえば、第１のステップ
における補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑
らかにすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。さらに
、表示フレームレートが大きい場合は、動画の品質を向上でき、表示フレームレートが小
さい場合は、消費電力および製造コストを低減できる。さらに、表示装置がアクティブマ
トリクス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み
電圧不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改
善効果をもたらす。さらに、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されな
い程度に低減することができる
【０６７８】
第２のステップの手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のう
ち、時分割階調制御法が選択されることによる特徴的な利点としては、動き補償によって
中間画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体を装置から省略することができ
るため、消費電力および装置の製造コストを低減することができることである。さらに、
擬似的にインパルス型の表示方法とすることができるため、動画の品質が向上でき、かつ
、表示装置の明るさが小さくなってしまうことがないため、さらに消費電力を低減できる
。
【０６７９】
なお、ここでは、手順２においてサブ画像の数Ｊが２と決定され、手順３においてＴ１＝
Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合について説明したが、これに限定されないのは明らかであ
る。
【０６８０】
たとえば、第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＜Ｔ２と決定された場合は、第
１のサブ画像をより明るく、第２のサブ画像をより暗くすることができる。さらに、第２
のステップにおける手順３において、Ｔ１＞Ｔ２と決定された場合は、第１のサブ画像を
より暗く、第２のサブ画像をより明るくすることができる。こうすることで、元画像をき
ちんと人間の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にす
ることもできるため、動画の品質を向上できる。こうすることで、元画像をきちんと人間
の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にすることもで
きるため、動画の品質を向上できる。
【０６８１】
さらに、手順２において、サブ画像の数Ｊが２ではなく、それ以外の値に決定されてもよ
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いことは明らかである。その場合の利点は既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略す
るが、第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配
する方法のうち、時分割階調制御法が選択された場合においても同様な利点を有するのは
明らかである。たとえば、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（１／（変換比
のＪ倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６８２】
次に、第２のステップにおける手順によって決められる駆動方法の別の例について説明す
る。
【０６８３】
第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方
法のうち、ガンマ補完法が選択された場合、駆動方法は次のようになる。
【０６８４】
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、一定の周期Ｔで順次用意され、
前記周期Ｔは、Ｊ（Ｊは２以上の整数）個のサブ画像表示期間に分割され、
前記第ｉの画像データは、複数の画素にそれぞれ固有の明るさＬを持たせることができる
データであり、
第ｊ（ｊは１以上Ｊ以下の整数）のサブ画像は、それぞれ固有の明るさＬｊを持つ画素が
複数並置されることによって構成され、第ｊのサブ画像表示期間Ｔｊだけ表示される画像
であり、
前記Ｌ、前記Ｔ、前記Ｌｊ、前記Ｔｊ、を、サブ画像分配条件を満たす表示装置の駆動方
法であって、
それぞれのサブ画像において、階調に対する明るさの変化の特性を、線形からずらし、線
形から明るい方へずらした明るさの量の合計と、線形から暗い方へずらした明るさの量の
合計が、全ての階調において概等しい
ことを特徴とする。
ここで、一定の周期Ｔで順次用意される画像データとしては、第１のステップにおいて作
成された元画像データを用いることができる。すなわち、第１のステップの説明で挙げた
全ての表示パターンを、上記駆動方法と組み合わせることができる。
【０６８５】
なお、上記の駆動方法は、第１のステップにおいて用いた様々なｎおよびｍについて、そ
れぞれ組み合わせて実施できることは明らかである。
【０６８６】
そして、第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数Ｊが２と決定され、手順
３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合、上記駆動方法は、図７１に示すよう
なものとなる。
図７１に示す駆動方法（様々なｎおよびｍにおける表示タイミング）の特徴および利点は
既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略するが、第２のステップにおける手順１にお
いて、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、ガンマ補完法が選択され
た場合においても同様な利点を有するのは明らかである。たとえば、第１のステップにお
ける補間画像が動き補償によって求められた中間画像である場合は、動画の動きを滑らか
にすることができるため、動画の品質を顕著に向上させることが可能である。さらに、表
示フレームレートが大きい場合は、動画の品質を向上でき、表示フレームレートが小さい
場合は、消費電力および製造コストを低減できる。さらに、表示装置がアクティブマトリ
クス方式の液晶表示装置である場合は、ダイナミックキャパシタンスによる書き込み電圧
不足の問題が回避できるため、動画の尾引き、残像等の障害に対し特に顕著な画質改善効
果をもたらす。さらに、交流駆動によって現れるフリッカを、人間の目に知覚されない程
度に低減することができる
【０６８７】
第２のステップの手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のう
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ち、ガンマ補完法が選択されることによる特徴的な利点としては、動き補償によって中間
画像を作成する回路の動作を停止または当該回路自体を装置から省略することができるた
め、消費電力および装置の製造コストを低減することができることである。さらに、画像
データに含まれる階調値によらずに擬似的にインパルス型の表示方法とすることができる
ため、動画の品質を向上できる。さらに、画像データを直接ガンマ変換することによって
サブ画像を求めてもよい。この場合は、動画の動きの大きさなどによって、様々にガンマ
値を制御できる利点を有する。さらに、画像データは直接ガンマ変換せず、デジタルアナ
ログ変換回路（ＤＡＣ）の参照電圧を変えることによって、ガンマ値を変化させたサブ画
像を求める構成であってもよい。この場合は、画像データを直接ガンマ変換することがな
いので、ガンマ変換を行なう回路を停止または当該回路自体を装置から省略することがで
きるため、消費電力および装置の製造コストを低減することができる。さらに、ガンマ補
完法においては、階調に対するそれぞれのサブ画像の明るさＬｊの変化がガンマ曲線にし
たがっているため、それぞれのサブ画像がそれ自体で階調を滑らかに表示でき、最終的に
人間の目で知覚される画像の品質も向上するという利点を有する。
【０６８８】
なお、ここでは、手順２においてサブ画像の数Ｊが２と決定され、手順３においてＴ１＝
Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合について説明したが、これに限定されないのは明らかであ
る。
【０６８９】
たとえば、第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＜Ｔ２と決定された場合は、第
１のサブ画像をより明るく、第２のサブ画像をより暗くすることができる。さらに、第２
のステップにおける手順３において、Ｔ１＞Ｔ２と決定された場合は、第１のサブ画像を
より暗く、第２のサブ画像をより明るくすることができる。こうすることで、元画像をき
ちんと人間の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にす
ることもできるため、動画の品質を向上できる。なお、上記の駆動方法のように、手順１
において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配する方法のうち、ガンマ法が選択され
た場合は、サブ画像の明るさを変化させる場合に、ガンマ値を変化させてもよい。すなわ
ち、第２のサブ画像の表示タイミングにしたがって、ガンマ値を決めてもよい。こうする
ことで、画像全体の明るさを変化させる回路を停止または当該回路自体を装置から省略す
ることができるため、消費電力および装置の製造コストを低減することができる。
【０６９０】
さらに、手順２において、サブ画像の数Ｊが２ではなく、それ以外の値に決定されてもよ
いことは明らかである。その場合の利点は既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略す
るが、第２のステップにおける手順１において、元画像の明るさを複数のサブ画像に分配
する方法のうち、時分割階調制御法が選択された場合においても同様な利点を有するのは
明らかである。たとえば、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（１／（変換比
のＪ倍））倍程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６９１】
次に、第２のステップにおける手順によって決められる駆動方法の別の例について、詳細
に説明する。
【０６９２】
第２のステップにおける手順１において、動き補償によって求めた中間画像をサブ画像と
して用いる方法が選択され、
第２のステップにおける手順２において、サブ画像の数が２と決定され、
第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＝Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合は、第２
のステップにおける手順によって決められる駆動方法は、次のようになる。
【０６９３】
第ｉ（ｉは正の整数）の画像データと、
第ｉ＋１の画像データと、が、一定の周期Ｔで順次用意され、
第ｋ（ｋは正の整数）の画像と、
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第ｋ＋１の画像と、
第ｋ＋２の画像と、を、元画像データの周期の１／２倍の間隔で順次表示する表示装置の
駆動方法であって、
前記第ｋの画像は、前記第ｉの画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋１の画像は、前記第ｉの画像データから前記第ｉ＋１の画像データまでの動き
を１／２倍した動きに相当する画像データにしたがって表示され、
前記第ｋ＋２の画像は、前記第ｉ＋１の画像データにしたがって表示される
ことを特徴とする。
ここで、一定の周期Ｔで順次用意される画像データとしては、第１のステップにおいて作
成された元画像データを用いることができる。すなわち、第１のステップの説明で挙げた
全ての表示パターンを、上記駆動方法と組み合わせることができる。
【０６９４】
なお、上記の駆動方法は、第１のステップにおいて用いた様々なｎおよびｍについて、そ
れぞれ組み合わせて実施できることは明らかである。
【０６９５】
第２のステップにおける手順１において、動き補償によって求めた中間画像をサブ画像と
して用いる方法が選択されることによる特徴的な利点は、第１のステップにおける手順に
おいて、動き補償によって求めた中間画像を補間画像とする場合に、第１のステップにお
いて用いた中間画像を求める方法が、第２のステップでもそのままの方法で用いることが
できる点である。すなわち、動き補償によって中間画像を求める回路を、第１のステップ
だけではなく、第２のステップでも利用することができるので、回路を有効に利用できる
ようになり、処理効率を向上できる。また、画像の動きをさらに滑らかにすることができ
るため、動画の品質をさらに向上させることができる。
【０６９６】
なお、ここでは、手順２においてサブ画像の数Ｊが２と決定され、手順３においてＴ１＝
Ｔ２＝Ｔ／２と決定された場合について説明したが、これに限定されないのは明らかであ
る。
【０６９７】
たとえば、第２のステップにおける手順３において、Ｔ１＜Ｔ２と決定された場合は、第
１のサブ画像をより明るく、第２のサブ画像をより暗くすることができる。さらに、第２
のステップにおける手順３において、Ｔ１＞Ｔ２と決定された場合は、第１のサブ画像を
より暗く、第２のサブ画像をより明るくすることができる。こうすることで、元画像をき
ちんと人間の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にす
ることもできるため、動画の品質を向上できる。こうすることで、元画像をきちんと人間
の目に知覚させることができると同時に、表示を擬似的にインパルス駆動にすることもで
きるため、動画の品質を向上できる。なお、上記の駆動方法のように、手順２において、
動き補償によって求めた中間画像をサブ画像として用いる方法が選択された場合は、サブ
画像の明るさを変化させなくてもよい。なぜならば、中間状態の画像はそれ自体で画像と
して完結しているため、第２のサブ画像の表示タイミングが変化しても、人間の目に知覚
される画像としては変化しないためである。この場合は、画像全体の明るさを変化させる
回路を停止または当該回路自体を装置から省略することができるため、消費電力および装
置の製造コストを低減することができる。
【０６９８】
さらに、手順２において、サブ画像の数Ｊが２ではなく、それ以外の値に決定されてもよ
いことは明らかである。その場合の利点は既に述べたので、ここでは詳細な説明は省略す
るが、第２のステップにおける手順１において、動き補償によって求めた中間画像をサブ
画像として用いる方法が選択された場合においても同様な利点を有するのは明らかである
。たとえば、液晶素子の応答時間が入力画像データの周期の（１／（変換比のＪ倍））倍
程度である液晶表示装置に適用することで、画質を向上することができる。
【０６９９】
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次に、図７３を参照して、入力フレームレートと表示フレームレートが異なる場合の、フ
レームレート変換方法の具体例について説明する。図７３（Ａ）乃至（Ｃ）に示す方法に
おいては、画像上の円形の領域がフレームによって位置が変化する領域であり、画像上の
三角形の領域がフレームによって位置がほぼ変化しない領域であるとしている。ただし、
これは説明のための例であり、表示される画像はこれに限定されない。図７３（Ａ）乃至
（Ｃ）の方法は、様々な画像に対して適用することができる。
【０７００】
図７３（Ａ）は、表示フレームレートが入力フレームレートの２倍（変換比が２）である
場合を表している。変換比が２である場合は、変換比が２より小さい場合よりも動画の品
質を向上できるという利点を有する。さらに、変換比が２である場合は、変換比が２より
大きい場合よりも消費電力および製造コストを低減できるという利点を有する。図７３（
Ａ）は、横軸を時間として、表示される画像の時間的な変化の様子を、模式的に表したも
のである。ここで、注目している画像のことを、第ｐの画像（ｐは正の整数）と表記する
こととする。そして、注目している画像の次に表示される画像を、第（ｐ＋１）の画像、
注目している画像の前に表示される画像を、第（ｐ―１）の画像、というように、注目し
ている画像からどれだけ離れて表示されるかということを、便宜的に表記することとする
。そして、画像７３０１は第ｐの画像、画像７３０２は第（ｐ＋１）の画像、画像７３０
３は第（ｐ＋２）の画像、画像７３０４は第（ｐ＋３）の画像、画像７３０５は第（ｐ＋
４）の画像であるとする。期間Ｔｉｎは、入力画像データの周期を表している。なお、図
７３（Ａ）は変換比が２である場合を表しているため、期間Ｔｉｎは、第ｐの画像が表示
されてから第（ｐ＋１）の画像が表示されるまで期間の２倍の長さとなる。
【０７０１】
ここで、第（ｐ＋１）の画像７３０２は、第ｐの画像７３０１から第（ｐ＋２）の画像７
３０３までの画像の変化量を検出することで、第ｐの画像７３０１および第（ｐ＋２）の
画像７３０３の中間状態となるように作成された画像であってもよい。図７３（Ａ）では
、フレームによって位置が変化する領域（円形の領域）と、フレームによって位置がほぼ
変化しない領域（三角形の領域）と、によって、中間状態の画像の様子を表している。す
なわち、第（ｐ＋１）の画像７３０２における円形の領域の位置は、第ｐの画像７３０１
における位置と、第（ｐ＋２）の画像７３０３における位置の中間の位置としている。つ
まり、第（ｐ＋１）の画像７３０２は、動き補償を行なって画像データを補間したもので
ある。このように、画像上で動きのある物体に対して動き補償を行い、画像データを補間
することによって、なめらかな表示を行なうことができる。
【０７０２】
さらに、第（ｐ＋１）の画像７３０２は、第ｐの画像７３０１および第（ｐ＋２）の画像
７３０３の中間状態となるように作成された上で、画像の輝度を一定の規則で制御した画
像であってもよい。一定の規則とは、たとえば、図７３（Ａ）のように、第ｐの画像７３
０１の代表的な輝度をＬ、第（ｐ＋１）の画像７３０２の代表的な輝度をＬｃとしたとき
、ＬとＬｃで、Ｌ＞Ｌｃという関係があってもよい。望ましくは、０．１Ｌ＜Ｌｃ＜０．
８Ｌという関係があってもよい。さらに望ましくは、０．２Ｌ＜Ｌｃ＜０．５Ｌという関
係があってもよい。または、逆にＬとＬｃで、Ｌ＜Ｌｃという関係があってもよい。望ま
しくは、０．１Ｌｃ＜Ｌ＜０．８Ｌｃという関係があってもよい。さらに望ましくは、０
．２Ｌｃ＜Ｌ＜０．５Ｌｃという関係があってもよい。このようにすることで、表示を擬
似的にインパルス型とすることができるため、目の残像を抑えることができる。
【０７０３】
なお、画像の代表的な輝度については、後に図７４を参照して詳しく述べる。
【０７０４】
このように、動画ボケに対する２つの異なる原因（画像の動きがなめらかではないこと、
および目の残像）を同時に解決することによって、動画ボケを大幅に低減することができ
る。
【０７０５】
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さらに、第（ｐ＋３）の画像７３０４についても、第（ｐ＋２）の画像７３０３および第
（ｐ＋４）の画像７３０５から同様な方法を用いて作成されてもよい。すなわち、第（ｐ
＋３）の画像７３０４は、第（ｐ＋２）の画像７３０３から第（ｐ＋４）の画像７３０５
までの画像の変化量を検出することで、第（ｐ＋２）の画像７３０３および第（ｐ＋４）
の画像７３０５の中間状態となるように作成された画像であって、さらに、画像の輝度を
一定の規則で制御した画像であってもよい。
【０７０６】
図７３（Ｂ）は、表示フレームレートが、入力フレームレートの３倍（変換比が３）であ
る場合を表している。図７３（Ｂ）は、横軸を時間として、表示される画像の時間的な変
化の様子を、模式的に表したものである。画像７３１１は第ｐの画像、画像７３１２は第
（ｐ＋１）の画像、画像７３１３は第（ｐ＋２）の画像、画像７３１４は第（ｐ＋３）の
画像、画像７３１５は第（ｐ＋４）の画像、画像７３１６は第（ｐ＋５）の画像、画像７
３１７は第（ｐ＋６）の画像であるとする。期間Ｔｉｎは、入力画像データの周期を表し
ている。なお、図７３（Ｂ）は変換比が３である場合を表しているため、期間Ｔｉｎは、
第ｐの画像が表示されてから第（ｐ＋１）の画像が表示されるまで期間の３倍の長さとな
る。
【０７０７】
ここで、第（ｐ＋１）の画像７３１２および第（ｐ＋２）の画像７３１３は、第ｐの画像
７３１１から第（ｐ＋３）の画像７３１４までの画像の変化量を検出することで、第ｐの
画像７３１１および第（ｐ＋３）の画像７３１４の中間状態となるように作成された画像
であってもよい。図７３（Ｂ）では、フレームによって位置が変化する領域（円形の領域
）と、フレームによって位置がほぼ変化しない領域（三角形の領域）と、によって、中間
状態の画像の様子を表している。すなわち、第（ｐ＋１）の画像７３１２および第（ｐ＋
２）の画像７３１３における円形の領域の位置は、第ｐの画像７３１１における位置と、
第（ｐ＋３）の画像７３１４における位置の中間の位置としている。具体的には、第ｐの
画像７３１１および第（ｐ＋３）の画像７３１４から検出した、円形の領域が移動する量
をＸとしたとき、第（ｐ＋１）の画像７３１２における円形の領域の位置は、第ｐの画像
７３１１における位置から、（１／３）Ｘ程度変位した位置であっても良い。さらに、第
（ｐ＋２）の画像７３１３における円形の領域の位置は、第ｐの画像７３１１における位
置から、（２／３）Ｘ程度変位した位置であっても良い。つまり、第（ｐ＋１）の画像７
３１２および第（ｐ＋２）の画像７３１３は、動き補償を行なって画像データを補間した
ものである。このように、画像上で動きのある物体に対して動き補償を行い、画像データ
を補間することにより、なめらかな表示を行なうことができる。
【０７０８】
さらに、第（ｐ＋１）の画像７３１２および第（ｐ＋２）の画像７３１３は、第ｐの画像
７３１１および第（ｐ＋３）の画像７３１４の中間状態となるように作成された上で、画
像の輝度を一定の規則で制御した画像であってもよい。一定の規則とは、たとえば、図７
３（Ｂ）のように、第ｐの画像７３１１の代表的な輝度をＬ、第（ｐ＋１）の画像７３１
２の代表的な輝度をＬｃ１、第（ｐ＋２）の画像７３１３の代表的な輝度をＬｃ２とした
とき、Ｌ、Ｌｃ１、Ｌｃ２において、Ｌ＞Ｌｃ１またはＬ＞Ｌｃ２またはＬｃ１＝Ｌｃ２
という関係があってもよい。望ましくは、０．１Ｌ＜Ｌｃ１＝Ｌｃ２＜０．８Ｌという関
係があってもよい。さらに望ましくは、０．２Ｌ＜Ｌｃ＝Ｌｃ２＜０．５Ｌという関係が
あってもよい。または、逆にＬ、Ｌｃ１、Ｌｃ２において、Ｌ＜Ｌｃ１またはＬ＜Ｌｃ２
またはＬｃ１＝Ｌｃ２という関係があってもよい。望ましくは、０．１Ｌｃ１＝０．１Ｌ
ｃ２＜Ｌ＜０．８Ｌｃ１＝０．８Ｌｃ２という関係があってもよい。さらに望ましくは、
０．２Ｌｃ１＝０．２Ｌｃ２＜Ｌ＜０．５Ｌｃ１＝０．５Ｌｃ２という関係があってもよ
い。このようにすることで、表示を擬似的にインパルス型とすることができるため、目の
残像を抑えることができる。または、輝度を変化させる画像が交互に現れるようにしても
よい。こうすることで、輝度が変化する周期を短くすることができるので、フリッカを低
減することができる。
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【０７０９】
このように、動画ボケに対する２つの異なる原因（画像の動きがなめらかではないこと、
および目の残像）を同時に解決することによって、動画ボケを大幅に低減することができ
る。
【０７１０】
さらに、第（ｐ＋４）の画像７３１５および第（ｐ＋５）の画像７３１６についても、第
（ｐ＋３）の画像７３１４および第（ｐ＋６）の画像７３１７から同様な方法を用いて作
成されてもよい。すなわち、第（ｐ＋４）の画像７３１５および第（ｐ＋５）の画像７３
１６は、第（ｐ＋３）の画像７３１４から第（ｐ＋６）の画像７３１７までの画像の変化
量を検出することで、第（ｐ＋３）の画像７３１４および第（ｐ＋６）の画像７３１７の
中間状態となるように作成された画像であって、さらに、画像の輝度を一定の規則で制御
した画像であってもよい。
【０７１１】
なお、図７３（Ｂ）の方法を用いると、表示フレームレートが大きいので、画像の動きが
目の動きによく追従できるようになり、画像の動きをなめらかに表示することができるた
め、動画ボケを大幅に低減することができる。
【０７１２】
図７３（Ｃ）は、表示フレームレートが、入力フレームレートの１．５倍（変換比１．５
）である場合を表している。図７３（Ｃ）は、横軸を時間として、表示される画像の時間
的な変化の様子を、模式的に表したものである。画像７３２１は第ｐの画像、画像７３２
２は第（ｐ＋１）の画像、画像７３２３は第（ｐ＋２）の画像、画像７３２４は第（ｐ＋
３）の画像であるとする。なお、実際には表示されなくてもよいが、画像７３２５は入力
画像データであり、第（ｐ＋１）の画像７３２２および第（ｐ＋２）の画像７３２３が作
成されるために用いられていてもよい。期間Ｔｉｎは、入力画像データの周期を表してい
る。なお、図７３（Ｃ）は変換比が１．５である場合を表しているため、期間Ｔｉｎは、
第ｐの画像が表示されてから第（ｐ＋１）の画像が表示されるまで期間の１．５倍の長さ
となる。
【０７１３】
ここで、第（ｐ＋１）の画像７３２２および第（ｐ＋２）の画像７３２３は、第ｐの画像
７３２１から画像７３２５を経由して第（ｐ＋３）の画像７３２４までの画像の変化量を
検出することで、第ｐの画像７３２１および第（ｐ＋３）の画像７３２４の中間状態とな
るように作成された画像であってもよい。図７３（Ｃ）では、フレームによって位置が変
化する領域（円形の領域）と、フレームによって位置がほぼ変化しない領域（三角形の領
域）と、によって、中間状態の画像の様子を表している。すなわち、第（ｐ＋１）の画像
７３２２および第（ｐ＋２）の画像７３２３における円形の領域の位置は、第ｐの画像７
３２１における位置と、第（ｐ＋３）の画像７３２４における位置の中間の位置としてい
る。つまり、第（ｐ＋１）の画像７３２２および第（ｐ＋２）の画像７３２３は、動き補
償を行なって画像データを補間したものである。このように、画像上で動きのある物体に
対して動き補償を行い、画像データを補間することにより、なめらかな表示を行なうこと
ができる。
【０７１４】
さらに、第（ｐ＋１）の画像７３２２および第（ｐ＋２）の画像７３２３は、第ｐの画像
７３２１および第（ｐ＋３）の画像７３２４の中間状態となるように作成された上で、画
像の輝度を一定の規則で制御した画像であってもよい。一定の規則とは、たとえば、図７
３（Ｃ）のように、第ｐの画像７３２１の代表的な輝度をＬ、第（ｐ＋１）の画像７３２
２の代表的な輝度をＬｃ１、第（ｐ＋２）の画像７３２３の代表的な輝度をＬｃ２とした
とき、Ｌ、Ｌｃ１、Ｌｃ２において、Ｌ＞Ｌｃ１またはＬ＞Ｌｃ２またはＬｃ１＝Ｌｃ２
という関係があってもよい。望ましくは、０．１Ｌ＜Ｌｃ１＝Ｌｃ２＜０．８Ｌという関
係があってもよい。さらに望ましくは、０．２Ｌ＜Ｌｃ＝Ｌｃ２＜０．５Ｌという関係が
あってもよい。または、逆にＬ、Ｌｃ１、Ｌｃ２において、Ｌ＜Ｌｃ１またはＬ＜Ｌｃ２
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またはＬｃ１＝Ｌｃ２という関係があってもよい。望ましくは、０．１Ｌｃ１＝０．１Ｌ
ｃ２＜Ｌ＜０．８Ｌｃ１＝０．８Ｌｃ２という関係があってもよい。さらに望ましくは、
０．２Ｌｃ１＝０．２Ｌｃ２＜Ｌ＜０．５Ｌｃ１＝０．５Ｌｃ２という関係があってもよ
い。このようにすることで、表示を擬似的にインパルス型とすることができるため、目の
残像を抑えることができる。または、輝度を変化させる画像が交互に現れるようにしても
よい。こうすることで、輝度が変化する周期を短くすることができるので、フリッカを低
減することができる。
【０７１５】
このように、動画ボケに対する２つの異なる原因（画像の動きがなめらかではないこと、
および目の残像）を同時に解決することによって、動画ボケを大幅に低減することができ
る。
【０７１６】
なお、図７３（Ｃ）の方法を用いると、表示フレームレートが小さいので、表示装置に信
号を書き込む時間を長くすることができる。そのため、表示装置のクロック周波数を小さ
くできるので、消費電力を低減することができる。また、動き補償を行なう処理速度を遅
くできるので、消費電力を低減することができる。
【０７１７】
次に、図７４を参照して、画像の代表的な輝度について説明する。図７４（Ａ）乃至（Ｄ
）に示す図は、横軸を時間として、表示される画像の時間的な変化の様子を、模式的に表
したものである。図７４（Ｅ）は、ある領域内の画像の輝度を測定する方法の一例である
。
【０７１８】
画像の輝度を測定する方法としては、画像を構成するそれぞれの画素に対し、個別に輝度
を測定する方法がある。この方法を用いると、画像の細部まで厳密に輝度を測定すること
ができる。
【０７１９】
ただし、画像を構成するそれぞれの画素に対し、個別に輝度を測定する方法は、非常に労
力を要するため、別の方法を用いてもよい。画像の輝度を測定する別の方法としては、画
像内のある領域に注目し、その領域の平均的な輝度を測定する方法がある。この方法によ
って、簡易に画像の輝度を測定することができる。本実施の形態においては、画像内のあ
る領域の平均的な輝度を測定する方法によって求めた輝度を、便宜的に、画像の代表的な
輝度と呼ぶこととする。
【０７２０】
そして、画像の代表的な輝度を求めるために、画像内のどの領域に注目するかという点に
ついて、以下で説明する。
【０７２１】
図７４（Ａ）は、画像の変化に対し、位置がほぼ変化しない領域（三角形の領域）の輝度
を、画像の代表的な輝度とする方法の例を表している。期間Ｔｉｎは入力画像データの周
期、画像７４０１は第ｐの画像、画像７４０２は第（ｐ＋１）の画像、画像７４０３は第
（ｐ＋２）の画像、第１の領域７４０４は第ｐの画像７４０１における輝度測定領域、第
２の領域７４０５は第（ｐ＋１）の画像７４０２における輝度測定領域、第３の領域７４
０６は第（ｐ＋２）の画像７４０３における輝度測定領域を、それぞれ表している。ここ
で、第１乃至第３の領域は、装置内の空間的な位置としては、概同じであるとしてよい。
つまり、第１乃至第３の領域で画像の代表的な輝度を測定することによって、画像の代表
的な輝度の時間変化を求めることができる。
【０７２２】
画像の代表的な輝度を測定することで、表示が擬似的にインパルス型となっているかどう
かを判断することができる。たとえば、第１の領域７４０４で測定される輝度をＬ、第２
の領域７４０５で測定される輝度をＬｃとしたとき、Ｌｃ＜Ｌであれば、表示は擬似的に
インパルス型であるといえる。このようなときに、動画の品質は向上しているといえる。
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【０７２３】
なお、輝度測定領域において、時間の変化に対する画像の代表的な輝度の変化量（相対輝
度）が、次のような範囲であると、画質を向上することができる。相対輝度としては、た
とえば、第１の領域７４０４と第２の領域７４０５、第２の領域７４０５と第３の領域７
４０６、第１の領域７４０４と第３の領域７４０６のそれぞれに対し、大きい方の輝度に
対する小さい方の輝度の割合とすることができる。つまり、時間の変化に対する画像の代
表的な輝度の変化量が０であるとき、相対輝度は１００％となる。そして、相対輝度が８
０％以下であれば、動画の品質を向上できる。特に、相対輝度が５０％以下であれば、動
画の品質を顕著に向上できる。さらに、相対輝度が１０％以上であれば、消費電力を低減
し、かつフリッカを抑えることができる。特に、相対輝度が２０％以上であれば、消費電
力およびフリッカを顕著に低減することができる。すなわち、相対輝度が１０％以上８０
％以下であれば、動画の品質を向上させ、かつ、消費電力およびフリッカを低減すること
ができる。さらに、相対輝度が２０％以上５０％以下であれば、動画の品質を顕著に向上
させ、かつ、消費電力およびフリッカを顕著に低減することができる。
【０７２４】
図７４（Ｂ）は、タイル状に分割された領域の輝度を測定し、その平均値を画像の代表的
な輝度とする方法の例を表している。期間Ｔｉｎは入力画像データの周期、画像７４１１
は第ｐの画像、画像７４１２は第（ｐ＋１）の画像、画像７４１３は第（ｐ＋２）の画像
、第１の領域７４１４は第ｐの画像７４１１における輝度測定領域、第２の領域７４１５
は第（ｐ＋１）の画像７４１２における輝度測定領域、第３の領域７４１６は第（ｐ＋２
）の画像７４１３における輝度測定領域を、それぞれ表している。ここで、第１乃至第３
の領域は、装置内の空間的な位置としては、概同じであるとしてよい。つまり、第１乃至
第３の領域で画像の代表的な輝度を測定することによって、画像の代表的な輝度の時間変
化を求めることができる。
【０７２５】
画像の代表的な輝度を測定することで、表示が擬似的にインパルス型となっているかどう
かを判断することができる。たとえば、第１の領域７４１４で測定される輝度の全ての領
域における平均値をＬ、第２の領域７４１５で測定される輝度の全ての領域における平均
値をＬｃとしたとき、Ｌｃ＜Ｌであれば、表示は擬似的にインパルス型であるといえる。
このようなときに、動画の品質は向上しているといえる。
【０７２６】
なお、輝度測定領域において、時間の変化に対する画像の代表的な輝度の変化量（相対輝
度）が、次のような範囲であると、画質を向上することができる。相対輝度としては、た
とえば、第１の領域７４１４と第２の領域７４１５、第２の領域７４１５と第３の領域７
４１６、第１の領域７４１４と第３の領域７４１６のそれぞれに対し、大きい方の輝度に
対する小さい方の輝度の割合とすることができる。つまり、時間の変化に対する画像の代
表的な輝度の変化量が０であるとき、相対輝度は１００％となる。そして、相対輝度が８
０％以下であれば、動画の品質を向上できる。特に、相対輝度が５０％以下であれば、動
画の品質を顕著に向上できる。さらに、相対輝度が１０％以上であれば、消費電力を低減
し、かつフリッカを抑えることができる。特に、相対輝度が２０％以上であれば、消費電
力およびフリッカを顕著に低減することができる。すなわち、相対輝度が１０％以上８０
％以下であれば、動画の品質を向上させ、かつ、消費電力およびフリッカを低減すること
ができる。さらに、相対輝度が２０％以上５０％以下であれば、動画の品質を顕著に向上
させ、かつ、消費電力およびフリッカを顕著に低減することができる。
【０７２７】
図７４（Ｃ）は、画像の中央の領域の輝度を測定し、その平均値を画像の代表的な輝度と
する方法の例を表している。期間Ｔｉｎは入力画像データの周期、画像７４２１は第ｐの
画像、画像７４２２は第（ｐ＋１）の画像、画像７４２３は第（ｐ＋２）の画像、第１の
領域７４２４は第ｐの画像７４２１における輝度測定領域、第２の領域７４２５は第（ｐ
＋１）の画像７４２２における輝度測定領域、第３の領域７４２６は第（ｐ＋２）の画像
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７４２３における輝度測定領域を、それぞれ表している。
【０７２８】
画像の代表的な輝度を測定することで、表示が擬似的にインパルス型となっているかどう
かを判断することができる。たとえば、第１の領域７４２４で測定される輝度をＬ、第２
の領域７４２５で測定される輝度をＬｃとしたとき、Ｌｃ＜Ｌであれば、表示は擬似的に
インパルス型であるといえる。このようなときに、動画の品質は向上しているといえる。
【０７２９】
なお、輝度測定領域において、時間の変化に対する画像の代表的な輝度の変化量（相対輝
度）が、次のような範囲であると、画質を向上することができる。相対輝度としては、た
とえば、第１の領域７４２４と第２の領域７４２５、第２の領域７４２５と第３の領域７
４２６、第１の領域７４２４と第３の領域７４２６のそれぞれに対し、大きい方の輝度に
対する小さい方の輝度の割合とすることができる。つまり、時間の変化に対する画像の代
表的な輝度の変化量が０であるとき、相対輝度は１００％となる。そして、相対輝度が８
０％以下であれば、動画の品質を向上できる。特に、相対輝度が５０％以下であれば、動
画の品質を顕著に向上できる。さらに、相対輝度が１０％以上であれば、消費電力を低減
し、かつフリッカを抑えることができる。特に、相対輝度が２０％以上であれば、消費電
力およびフリッカを顕著に低減することができる。すなわち、相対輝度が１０％以上８０
％以下であれば、動画の品質を向上させ、かつ、消費電力およびフリッカを低減すること
ができる。さらに、相対輝度が２０％以上５０％以下であれば、動画の品質を顕著に向上
させ、かつ、消費電力およびフリッカを顕著に低減することができる。
【０７３０】
図７４（Ｄ）は、画像全体からサンプリングした複数の点の輝度を測定し、その平均値を
画像の代表的な輝度とする方法の例を表している。期間Ｔｉｎは入力画像データの周期、
画像７４３１は第ｐの画像、画像７４３２は第（ｐ＋１）の画像、画像７４３３は第（ｐ
＋２）の画像、第１の領域７４３４は第ｐの画像７４３１における輝度測定領域、第２の
領域７４３５は第（ｐ＋１）の画像７４３２における輝度測定領域、第３の領域７４３６
は第（ｐ＋２）の画像７４３３における輝度測定領域を、それぞれ表している。
【０７３１】
画像の代表的な輝度を測定することで、表示が擬似的にインパルス型となっているかどう
かを判断することができる。たとえば、第１の領域７４３４で測定される輝度の全ての領
域における平均値をＬ、第２の領域７４３５で測定される輝度の全ての領域における平均
値をＬｃとしたとき、Ｌｃ＜Ｌであれば、表示は擬似的にインパルス型であるといえる。
このようなときに、動画の品質は向上しているといえる。
【０７３２】
なお、輝度測定領域において、時間の変化に対する画像の代表的な輝度の変化量（相対輝
度）が、次のような範囲であると、画質を向上することができる。相対輝度としては、た
とえば、第１の領域７４３４と第２の領域７４３５、第２の領域７４３５と第３の領域７
４３６、第１の領域７４３４と第３の領域７４３６のそれぞれに対し、大きい方の輝度に
対する小さい方の輝度の割合とすることができる。つまり、時間の変化に対する画像の代
表的な輝度の変化量が０であるとき、相対輝度は１００％となる。そして、相対輝度が８
０％以下であれば、動画の品質を向上できる。特に、相対輝度が５０％以下であれば、動
画の品質を顕著に向上できる。さらに、相対輝度が１０％以上であれば、消費電力を低減
し、かつフリッカを抑えることができる。特に、相対輝度が２０％以上であれば、消費電
力およびフリッカを顕著に低減することができる。すなわち、相対輝度が１０％以上８０
％以下であれば、動画の品質を向上させ、かつ、消費電力およびフリッカを低減すること
ができる。さらに、相対輝度が２０％以上５０％以下であれば、動画の品質を顕著に向上
させ、かつ、消費電力およびフリッカを顕著に低減することができる。
【０７３３】
図７４（Ｅ）は、図７４（Ａ）乃至（Ｄ）に示す図における、輝度測定領域内の測定方法
を示した図である。領域７４４１は注目している輝度測定領域、点７４４２は輝度測定領
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域７４４１内の輝度測定点である。時間分解能の高い輝度計測機器は、その測定対象範囲
が小さい場合があるため、領域７４４１が大きい場合は、領域全てを測定するのではなく
、図７４（Ｅ）のように、領域７４４１内を点状で偏り無く、複数の点で測定し、その平
均値をもって領域７４４１の輝度であるとしてもよい。
【０７３４】
なお、画像がＲ、Ｇ、Ｂの３原色の組み合わせを持つ場合は、測定される輝度は、Ｒ、Ｇ
、Ｂを合わせた輝度であってもよいし、ＲおよびＧを合わせた輝度、ＧおよびＢを合わせ
た輝度、ＢおよびＲを合わせた輝度であってもよいし、Ｒ、Ｇ、Ｂそれぞれの輝度であっ
てもよい。
【０７３５】
次に、入力画像データに含まれる画像の動きを検出し、中間状態の画像を作成する方法、
および入力画像データに含まれる画像の動き等に従って駆動方法を制御する方法について
説明する。
【０７３６】
図７５を参照して、入力画像データに含まれる画像の動きを検出し、中間状態の画像を作
成する方法の例について説明する。図７５（Ａ）は、表示フレームレートが、入力フレー
ムレートの２倍（変換比が２）である場合を表したものである。図７５（Ａ）は、横軸を
時間として、画像の動きを検出する方法を、模式的に表したものである。期間Ｔｉｎは入
力画像データの周期、画像７５０１は第ｐの画像、画像７５０２は第（ｐ＋１）の画像、
画像７５０３は第（ｐ＋２）の画像を、それぞれ表している。また、画像中に、時間に依
存しない領域として、第１の領域７５０４、第２の領域７５０５および第３の領域７５０
６を設ける。
【０７３７】
まず、第（ｐ＋２）の画像７５０３においては、画像をタイル状の複数の領域に分割し、
そのうちの１つの領域である第３の領域７５０６内の画像データに着目する。
【０７３８】
次に、第ｐの画像７５０１において、第３の領域７５０６を中心とした第３の領域７５０
６よりも大きな範囲に着目する。ここで、第３の領域７５０６を中心とした第３の領域７
５０６よりも大きな範囲は、データ検索範囲である。データ検索範囲は、水平方向（Ｘ方
向）の範囲を７５０７、垂直方向（Ｙ方向）の範囲を７５０８とする。なお、データ検索
範囲の水平方向の範囲７５０７および垂直方向の範囲７５０８は、第３の領域７５０６の
水平方向の範囲および垂直方向の範囲を、それぞれ１５画素分程度拡大した範囲であって
もよい。
【０７３９】
そして、データ検索範囲内において、前記第３の領域７５０６内の画像データと最も類似
した画像データを持つ領域を検索する。検索方法は、最小二乗法などを用いることができ
る。検索の結果、最も類似した画像データを持つ領域として、第１の領域７５０４が導出
されたとする。
【０７４０】
次に、導出された第１の領域７５０４と、第３の領域７５０６との位置の違いを表す量と
して、ベクトル７５０９を導出する。なお、ベクトル７５０９を、動きベクトルと呼ぶこ
とにする。
【０７４１】
そして、第（ｐ＋１）の画像７５０２においては、動きベクトル７５０９から求めたベク
トル７５１０と、第（ｐ＋２）の画像７５０３における第３の領域７５０６内の画像デー
タと、第ｐの画像７５０１における第１の領域７５０４内の画像データと、によって、第
２の領域７５０５を形成する。
【０７４２】
ここで、動きベクトル７５０９から求めたベクトル７５１０を変位ベクトルと呼ぶことに
する。変位ベクトル７５１０は、第２の領域７５０５を形成する位置を決める役割を持つ
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。第２の領域７５０５は、第３の領域７５０６から変位ベクトル７５１０だけ離れた位置
に形成される。なお、変位ベクトル７５１０は、動きベクトル７５０９に係数（１／２）
をかけた量であってもよい。
【０７４３】
第（ｐ＋１）の画像７５０２における第２の領域７５０５内の画像データは、第（ｐ＋２
）の画像７５０３における第３の領域７５０６内の画像データと、第ｐの画像７５０１に
おける第１の領域７５０４内の画像データによって決められるとしてもよい。たとえば、
第（ｐ＋１）の画像７５０２における第２の領域７５０５内の画像データは、第（ｐ＋２
）の画像７５０３における第３の領域７５０６内の画像データと、第ｐの画像７５０１に
おける第１の領域７５０４内の画像データの平均値であってもよい。
【０７４４】
このようにして、第（ｐ＋２）の画像７５０３における第３の領域７５０６に対応する、
第（ｐ＋１）の画像７５０２における第２の領域７５０５を形成することができる。なお
、以上の処理を、第（ｐ＋２）の画像７５０３における他の領域にも行なうことで、第（
ｐ＋２）の画像７５０３と第ｐの画像７５０１の中間状態となる、第（ｐ＋１）の画像７
５０２を形成することができる。
【０７４５】
図７５（Ｂ）は、表示フレームレートが、入力フレームレートの３倍（変換比が３）であ
る場合を表したものである。図７５（Ｂ）は、横軸を時間として、画像の動きを検出する
方法を、模式的に表したものである。期間Ｔｉｎは入力画像データの周期、画像７５１１
は第ｐの画像、画像７５１２は第（ｐ＋１）の画像、画像７５１３は第（ｐ＋２）の画像
、画像７５１４は第（ｐ＋３）の画像を、それぞれ表している。また、画像中に、時間に
依存しない領域として、第１の領域７５１５、第２の領域７５１６、第３の領域７５１７
および第４の領域７５１８を設ける。
【０７４６】
まず、第（ｐ＋３）の画像７５１４においては、画像をタイル状の複数の領域に分割し、
そのうちの１つの領域である第４の領域７５１８内の画像データに着目する。
【０７４７】
次に、第ｐの画像７５１１において、第４の領域７５１８を中心とした第４の領域７５１
８よりも大きな範囲に着目する。ここで、第４の領域７５１８を中心とした第４の領域７
５１８よりも大きな範囲は、データ検索範囲である。データ検索範囲は、水平方向（Ｘ方
向）の範囲を７５１９、垂直方向（Ｙ方向）の範囲を７５２０とする。なお、データ検索
範囲の水平方向の範囲７５１９および垂直方向の範囲７５２０は、第４の領域７５１８の
水平方向の範囲および垂直方向の範囲を、それぞれ１５画素分程度拡大した範囲であって
もよい。
【０７４８】
そして、データ検索範囲内において、前記第４の領域７５１８内の画像データと最も類似
した画像データを持つ領域を検索する。検索方法は、最小二乗法などを用いることができ
る。検索の結果、最も類似した画像データを持つ領域として、第１の領域７５１５が導出
されたとする。
【０７４９】
次に、導出された第１の領域７５１５と、第４の領域７５１８との位置の違いを表す量と
して、ベクトル７５２１を導出する。なお、ベクトル７５２１を、動きベクトルと呼ぶこ
とにする。
【０７５０】
そして、第（ｐ＋１）の画像７５１２および、第（ｐ＋２）の画像７５１３においては、
動きベクトル７５２１から求めたベクトル７５２２および７５２３と、第（ｐ＋３）の画
像７５１５における第４の領域７５１８内の画像データと、第ｐの画像７５１１における
第１の領域７５１５内の画像データと、によって、第２の領域７５１６および第３の領域
７５１７を形成する。
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【０７５１】
ここで、動きベクトル７５２１から求めたベクトル７５２２を第１の変位ベクトルと呼ぶ
ことにする。また、ベクトル７５２３を第２の変位ベクトルと呼ぶことにする。第１の変
位ベクトル７５２２は、第２の領域７５１６を形成する位置を決める役割を持つ。第２の
領域７５１６は、第４の領域７５１８から第１の変位ベクトル７５２２だけ離れた位置に
形成される。なお、変位ベクトル７５２２は、動きベクトル７５２１に（１／３）をかけ
た量であってもよい。また、第２の変位ベクトル７５２３は、第３の領域７５１７を形成
する位置を決める役割を持つ。第３の領域７５１７は、第４の領域７５１８から第２の変
位ベクトル７５２３だけ離れた位置に形成される。なお、変位ベクトル７５２３は、動き
ベクトル７５２１に（２／３）をかけた量であってもよい。
【０７５２】
第（ｐ＋１）の画像７５１２における第２の領域７５１６内の画像データは、第（ｐ＋３
）の画像７５１４における第４の領域７５１８内の画像データと、第ｐの画像７５１１に
おける第１の領域７５１５内の画像データによって決められるとしてもよい。たとえば、
第（ｐ＋１）の画像７５１２における第２の領域７５１６内の画像データは、第（ｐ＋３
）の画像７５１４における第４の領域７５１８内の画像データと、第ｐの画像７５１１に
おける第１の領域７５１５内の画像データの平均値であってもよい。
【０７５３】
第（ｐ＋２）の画像７５１３における第３の領域７５１７内の画像データは、第（ｐ＋３
）の画像７５１４における第４の領域７５１８内の画像データと、第ｐの画像７５１１に
おける第１の領域７５１５内の画像データによって決められるとしてもよい。たとえば、
第（ｐ＋２）の画像７５１３における第３の領域７５１７内の画像データは、第（ｐ＋３
）の画像７５１４における第４の領域７５１８内の画像データと、第ｐの画像７５１１に
おける第１の領域７５１５内の画像データの平均値であってもよい。
【０７５４】
このようにして、第（ｐ＋３）の画像７５１４における第４の領域７５１８に対応する、
第（ｐ＋１）の画像７５０２における第２の領域７５１６、および第（ｐ＋２）の画像７
５１３における第３の領域７５１７を形成することができる。なお、以上の処理を、第（
ｐ＋３）の画像７５１４における他の領域にも行なうことで、第（ｐ＋３）の画像７５１
４と第ｐの画像７５１１の中間状態となる、第（ｐ＋１）の画像７５１２および第（ｐ＋
２）の画像７５１３を形成することができる。
【０７５５】
次に、図７６を参照して、入力画像データに含まれる画像の動きを検出し、中間状態の画
像を作成する回路の例について説明する。図７６（Ａ）は、表示領域に画像を表示するた
めのソースドライバ、ゲートドライバを含む周辺駆動回路と、周辺駆動回路を制御する制
御回路の接続関係を表した図である。図７６（Ｂ）は、前記制御回路の詳細な回路構成の
一例を表した図である。図７６（Ｃ）は、前記制御回路に含まれる画像処理回路の詳細な
回路構成の一例を表した図である。図７６（Ｄ）は、前記制御回路に含まれる画像処理回
路の詳細な回路構成の別の例を表した図である。
【０７５６】
図７６（Ａ）のように、本実施の形態における装置は、制御回路７６１１と、ソースドラ
イバ７６１２と、ゲートドライバ７６１３と、表示領域７６１４と、を含んでいてもよい
。
【０７５７】
なお、制御回路７６１１、ソースドライバ７６１２およびゲートドライバ７６１３は、表
示領域７６１４が形成されている基板と同一の基板上に形成されていてもよい。
【０７５８】
なお、制御回路７６１１、ソースドライバ７６１２およびゲートドライバ７６１３は、こ
れらのうち一部が、表示領域７６１４が形成されている基板と同一の基板上に形成され、
その他の回路は、表示領域７６１４が形成されている基板とは異なる基板上に形成されて
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いてもよい。たとえば、ソースドライバ７６１２およびゲートドライバ７６１３が、表示
領域７６１４が形成されている基板と同一の基板上に形成され、制御回路７６１１は異な
る基板上に外付けＩＣとして形成されていてもよい。同様に、ゲートドライバ７６１３が
、表示領域７６１４が形成されている基板と同一の基板上に形成され、その他の回路は異
なる基板上に外付けＩＣとして形成されていてもよい。同様に、ソースドライバ７６１２
、ゲートドライバ７６１３および制御回路７６１１の一部が、表示領域７６１４が形成さ
れている基板と同一の基板上に形成され、その他の回路は異なる基板上に外付けＩＣとし
て形成されていてもよい。
【０７５９】
制御回路７６１１は、外部画像信号７６００と、水平同期信号７６０１と、垂直同期信号
７６０２と、が入力され、画像信号７６０３と、ソーススタートパルス７６０４と、ソー
スクロック７６０５と、ゲートスタートパルス７６０６と、ゲートクロック７６０７と、
が出力される構成であってもよい。
【０７６０】
ソースドライバ７６１２は、画像信号７６０３と、ソーススタートパルス７６０４と、ソ
ースクロック７６０５と、が入力され、画像信号７６０３に従った電圧または電流を表示
領域７６１４に出力する構成であってもよい。
【０７６１】
ゲートドライバ７６１３は、ゲートスタートパルス７６０６と、ゲートクロック７６０７
と、が入力され、ソースドライバ７６１２から出力される信号を表示領域７６１４に書き
込むタイミングを指定する信号が出力される構成であってもよい。
【０７６２】
外部画像信号７６００の周波数と、画像信号７６０３の周波数が異なっている場合、ソー
スドライバ７６１２およびゲートドライバ７６１３を駆動するタイミングを制御する信号
も、入力される水平同期信号７６０１および垂直同期信号７６０２とは異なる周波数を持
つことになる。そのため、画像信号７６０３の処理に加えて、ソースドライバ７６１２お
よびゲートドライバ７６１３を駆動するタイミングを制御する信号も処理する必要がある
。制御回路７６１１は、そのための機能を持った回路であってもよい。たとえば、外部画
像信号７６００の周波数に対して画像信号７６０３の周波数が倍であった場合、制御回路
７６１１は、外部画像信号７６００に含まれる画像信号を補間して倍の周波数の画像信号
７６０３を生成し、かつ、タイミングを制御する信号も倍の周波数になるように制御する
。
【０７６３】
また、制御回路７６１１は、図７６（Ｂ）のように、画像処理回路７６１５と、タイミン
グ発生回路７６１６と、を含んでいてもよい。
【０７６４】
画像処理回路７６１５は、外部画像信号７６００と、周波数制御信号７６０８と、が入力
され、画像信号７６０３が出力される構成であってもよい。
【０７６５】
タイミング発生回路７６１６は、水平同期信号７６０１と、垂直同期信号７６０２と、が
入力され、ソーススタートパルス７６０４と、ソースクロック７６０５と、ゲートスター
トパルス７６０６と、ゲートクロック７６０７と、周波数制御信号７６０８と、が出力さ
れる構成であってもよい。なお、タイミング発生回路７６１６は、周波数制御信号７６０
８の状態を指定するためのデータを保持するメモリまたはレジスタ等を含んでいてもよい
。また、タイミング発生回路７６１６は、外部から周波数制御信号７６０８の状態を指定
する信号が入力される構成であってもよい。
【０７６６】
画像処理回路７６１５は、図７６（Ｃ）のように、動き検出回路７６２０と、第１のメモ
リ７６２１と、第２のメモリ７６２２と、第３のメモリ７６２３と、輝度制御回路７６２
３と、高速処理回路７６２５と、を含んでいてもよい。
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【０７６７】
動き検出回路７６２０は、複数の画像データが入力され、画像の動きが検出され、前記複
数の画像データの中間状態である画像データが出力される構成であってもよい。
【０７６８】
第１のメモリ７６２１は、外部映像信号７６００が入力され、前記外部映像信号７６００
を一定期間保持しつつ、動き検出回路７６２０と第２のメモリ７６２２に前記外部映像信
号７６００を出力する構成であってもよい。
【０７６９】
第２のメモリ７６２２は、第１のメモリ７６２１から出力された画像データが入力され、
前記画像データを一定期間保持しつつ、動き検出回路７６２０と高速処理回路７６２５に
前記画像データを出力する構成であってもよい。
【０７７０】
第３のメモリ７６２３は、動き検出回路７６２０から出力された画像データが入力され、
前記画像データを一定期間保持しつつ、輝度制御回路７６２４に前記画像データを出力す
る構成であってもよい。
【０７７１】
高速処理回路７６２５は、第２のメモリ７６２２から出力された画像データと、輝度制御
回路７６２４から出力された画像データと、周波数制御信号７６０８と、が入力され、前
記画像データを、画像信号７６０３として出力する構成であってもよい。
【０７７２】
外部画像信号７６００の周波数と、画像信号７６０３の周波数が異なっている場合、画像
処理回路７６１５によって、外部画像信号７６００に含まれる画像信号を補間して画像信
号７６０３を生成してもよい。入力された外部画像信号７６００は、一旦第１のメモリ７
６２１に保持される。そのとき、第２のメモリ７６２２には、１つ前のフレームで入力さ
れた画像データが保持されている。動き検出回路７６２０は、第１のメモリ７６２１およ
び第２のメモリ７６２２に保持された画像データを適宜読み込み、両者の画像データの違
いから動きベクトルを検出し、さらに、中間状態の画像データを生成してもよい。生成さ
れた中間状態の画像データは、第３のメモリ７６２３によって保持される。
【０７７３】
動き検出回路７６２０が中間状態の画像データを生成しているとき、高速処理回路７６２
５は、第２のメモリ７６２２に保持されている画像データを、画像信号７６０３として出
力する。その後、第３のメモリ７６２３に保持された画像データを輝度制御回路７６２４
を通じて画像信号７６０３として出力する。このとき、第２のメモリ７６２２および第３
のメモリ７６２３が更新される周波数は外部画像信号７６００の周波数と同じだが、高速
処理回路７６２５を通じて出力される画像信号７６０３の周波数は、外部画像信号７６０
０の周波数と異なっていてもよい。具体的には、たとえば、画像信号７６０３の周波数は
外部画像信号７６００の周波数の１．５倍、２倍、３倍が挙げられる。しかし、これに限
定されるものではなく、様々な周波数とすることができる。なお、画像信号７６０３の周
波数は、周波数制御信号７６０８によって指定されてもよい。
【０７７４】
図７６（Ｄ）に示した画像処理回路７６１５の構成は、図７６（Ｃ）に示した画像処理回
路７６１５の構成に、第４のメモリ７６２６を加えたものである。このように、第１のメ
モリ７６２１から出力された画像データと、第２のメモリ７６２２から出力された画像デ
ータに加えて、第４のメモリ７６２６から出力された画像データも動き検出回路７６２０
に出力することで、正確に画像の動きを検出することが可能になる。
【０７７５】
なお、入力される画像データが、データ圧縮等のために、すでに動きベクトルを含んでい
るような場合、たとえばＭＰＥＧ（Ｍｏｖｉｎｇ　Ｐｉｃｔｕｒｅ　Ｅｘｐｅｒｔ　Ｇｒ
ｏｕｐ）の規格に基づく画像データである場合は、これを用いて中間状態の画像を補間画
像として生成すればよい。このとき、動き検出回路７６２０に含まれる、動きベクトルを
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生成する部分は不要となる。また、画像信号７６２３に係るエンコードおよびデコード処
理も簡単なものとなるため、消費電力を低減できる。
【０７７６】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０７７７】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態の図
で述べた内容（一部でもよい）対して、適用、組み合わせ、又は置き換えなどを自由に行
うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関して、別の実施の
形態の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０７７８】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態で述べた内容（一部でもよい）を、具現化した場
合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した場合の一例、
詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての一例などを示
している。したがって、他の実施の形態で述べた内容は、本実施の形態への適用、組み合
わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【０７７９】
（実施の形態１１）
本実施の形態においては、トランジスタの構造及び作製方法について説明する。
【０７８０】
図４８は、本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例及びその作製方を示
す図である。図４８（Ａ）は、本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の一例
を示す図である。また、図４８（Ｂ）乃至（Ｇ）は、本発明に係る表示装置が有するトラ
ンジスタの作製方法の例を示す図である。
【０７８１】
なお、本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造及び作製方法は、図４８に示す
ものに限定されず、様々な構造及び作製方法を用いることができる。
【０７８２】
まず、図４８（Ａ）を参照し、本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造の例に
ついて説明する。図４８（Ａ）は複数の異なる構造を有するトランジスタの断面図である
。ここで、図４８（Ａ）においては、複数の異なる構造を有するトランジスタを並置して
示しているが、これは本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造を説明するため
のものであり、実際に図４８（Ａ）のように並置されている必要はなく、必要に応じてつ
くり分けることができる。
【０７８３】
次に、本発明に係る表示装置が有するトランジスタを構成する各層について説明する。
【０７８４】
基板４０１１は、バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラスなどのガラス基
板、石英基板、セラミック基板又はステンレスを含む金属基板等を用いることができる。
他にも、ポリエチレンテレフタレ－ト（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレ－ト（ＰＥＮ）
、ポリエ－テルサルフォン（ＰＥＳ）に代表されるプラスチック又はアクリル等の可撓性
を有する合成樹脂からなる基板を用いることも可能である。可撓性を有する基板を用いる
ことによって、折り曲げることが可能である表示装置を作製することが可能となる。
【０７８５】
絶縁膜４０１２は、下地膜として機能する。この下地膜は、基板４０１１からＮａなどの
アルカリ金属又はアルカリ土類金属が半導体素子の特性に悪影響を及ぼすのを防ぐために
設ける。絶縁膜４０１２としては、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、酸化
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窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）等の酸
素又は窒素を有する絶縁膜の単層構造若しくはこれらの積層構造で設けることができる。
例えば、絶縁膜４０１２を２層構造で設ける場合、１層目の絶縁膜として窒化酸化珪素膜
を設け、２層目の絶縁膜として酸化窒化珪素膜を設けるとよい。また、絶縁膜４０１２を
３層構造で設ける場合、１層目の絶縁膜として酸化窒化珪素膜を設け、２層目の絶縁膜と
して窒化酸化珪素膜を設け、３層目の絶縁膜として酸化窒化珪素膜を設けるとよい。
【０７８６】
半導体層４０１３、４０１４、４０１５は、非晶質（アモルファス）半導体又はセミアモ
ルファス半導体（ＳＡＳ）で形成することができる。あるいは、多結晶半導体層を用いて
も良い。ＳＡＳは、非晶質と結晶構造（単結晶、多結晶を含む）の中間的な構造を有し、
自由エネルギー的に安定な第３の状態を有する半導体であって、短距離秩序を持ち格子歪
みを有する結晶質な領域を含んでいる。少なくとも膜中の一部の領域には、０．５～２０
ｎｍの結晶領域を観測することができ、珪素を主成分とする場合にはラマンスペクトルが
５２０ｃｍ－１よりも低波数側にシフトしている。Ｘ線回折では珪素結晶格子に由来する
とされる（１１１）、（２２０）の回折ピ－クが観測される。未結合手（ダングリングボ
ンド）の補償するものとして水素又はハロゲンを少なくとも１原子％又はそれ以上含ませ
ている。ＳＡＳは、材料ガスをグロ－放電分解（プラズマＣＶＤ）して形成する。材料ガ
スとしては、ＳｉＨ４、その他にもＳｉ２Ｈ６、ＳｉＨ２Ｃｌ２、ＳｉＨＣｌ３、ＳｉＣ
ｌ４、ＳｉＦ４などを用いることが可能である。あるいは、ＧｅＦ４を混合させても良い
。この材料ガスをＨ２、あるいは、Ｈ２とＨｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｎｅから選ばれた一種又は
複数種の希ガス元素で希釈してもよい。希釈率は２～１０００倍の範囲。圧力は概略０．
１Ｐａ～１３３Ｐａの範囲、電源周波数は１ＭＨｚ～１２０ＭＨｚ、好ましくは１３ＭＨ
ｚ～６０ＭＨｚ。基板加熱温度は３００℃以下でよい。膜中の不純物元素として、酸素、
窒素、炭素などの大気成分の不純物は１×１０２０ｃｍ－１以下とすることが望ましく、
特に、酸素濃度は５×１０１９／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１９／ｃｍ３以下とす
る。ここでは、公知の手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等）を用いて
シリコン（Ｓｉ）を主成分とする材料（例えばＳｉｘＧｅ１－ｘ等）で非晶質半導体層を
形成し、当該非晶質半導体層をレ－ザ結晶化法、ＲＴＡ又はファーネスアニール炉を用い
る熱結晶化法、結晶化を助長する金属元素を用いる熱結晶化法などの公知の結晶化法によ
り結晶化させる。
【０７８７】
絶縁膜４０１６は、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、酸化窒化珪素（Ｓｉ
ＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）等の酸素又は窒素を有
する絶縁膜の単層構造、若しくはこれらの積層構造で設けることができる。
【０７８８】
ゲート電極４０１７は、単層の導電膜、又は二層もしくは三層の導電膜の積層構造とする
ことができる。ゲート電極４０１７の材料としては、公知の導電膜を用いることができる
。たとえば、タンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、タングステン（
Ｗ）、クロム（Ｃｒ）、シリコン（Ｓｉ）などの元素の単体膜、あるいは、前記元素の窒
化膜（代表的には窒化タンタル膜、窒化タングステン膜、窒化チタン膜）、あるいは、前
記元素を組み合わせた合金膜（代表的にはＭｏ－Ｗ合金、Ｍｏ－Ｔａ合金）、あるいは、
前記元素のシリサイド膜（代表的にはタングステンシリサイド膜、チタンシリサイド膜）
などを用いることができる。なお、上述した単体膜、窒化膜、合金膜、シリサイド膜など
は、単層で用いてもよいし、積層して用いてもよい。
【０７８９】
絶縁膜４０１８は、公知の手段（スパッタ法又はプラズマＣＶＤ法等）によって、酸化珪
素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒
化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）等の酸素又は窒素を有する絶縁膜やＤＬＣ（ダイ
ヤモンドライクカ－ボン）等の炭素を含む膜の単層構造、若しくはこれらの積層構造で設
けることができる。
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【０７９０】
絶縁膜４０１９は、シロキサン樹脂、あるいは、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（Ｓｉ
Ｎｘ）、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ
＞ｙ）等の酸素又は窒素を有する絶縁膜やＤＬＣ（ダイヤモンドライクカ－ボン）等の炭
素を含む膜、あるいは、エポキシ、ポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノ－ル、ベ
ンゾシクロブテン、アクリル等の有機材料、からなる単層若しくは積層構造で設けること
ができる。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を含む樹脂に相当する。シロ
キサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される。置換基とし
て、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、アリール基）が用いられる。置換
基として、フルオロ基を用いることもできる。あるいは、置換基として、少なくとも水素
を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。なお、本発明に適応できる表示装置にお
いて、絶縁膜４０１８を設けずにゲート電極４０１７を覆うように直接絶縁膜４０１９を
設けることも可能である。
【０７９１】
導電膜４０２３は、Ａｌ、Ｎｉ、Ｗ、Ｍｏ、Ｔｉ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ｔａ、Ａｕ、Ｍｎなどの
元素の単体膜、あるいは、前記元素の窒化膜、あるいは、前記元素を組み合わせた合金膜
、あるいは、前記元素のシリサイド膜などを用いることができる。例えば、前記元素を複
数含む合金として、Ｃ及びＴｉを含有したＡｌ合金、Ｎｉを含有したＡｌ合金、Ｃ及びＮ
ｉを含有したＡｌ合金、Ｃ及びＭｎを含有したＡｌ合金等を用いることができる。また、
積層構造で設ける場合、ＡｌをＭｏ又はＴｉなどで挟み込んだ構造とすることができる。
こうすることで、Ａｌの熱や化学反応に対する耐性を向上することができる。
【０７９２】
次に、図４８（Ａ）に示した、複数の異なる構造を有するトランジスタの断面図を参照し
て、各々の構造の特徴について説明する。
【０７９３】
トランジスタ４００１は、シングルドレイントランジスタであり、簡便な方法で製造でき
るため、製造コストが低く、歩留まりを高く製造できる利点がある。ここで、半導体層４
０１３、４０１５は、それぞれ不純物の濃度が異なり、半導体層４０１３はチャネル領域
、半導体層４０１５はソース領域及びドレイン領域として機能する。このように、不純物
の量を制御することで、半導体層の抵抗率を制御することができる。また、半導体層と導
電膜４０２３との電気的な接続状態を、オ－ミック接続に近づけることができる。なお、
不純物の量の異なる半導体層を作り分ける方法としては、ゲート電極４０１７をマスクと
して半導体層に不純物をド－ピングする方法を用いることができる。
【０７９４】
トランジスタ４００２は、ゲート電極４０１７に一定以上のテーパー角を有するトランジ
スタであり、簡便な方法で製造できるため、製造コストが低く、歩留まりを高く製造でき
る利点がある。半導体層４０１３、４０１４、４０１５は、それぞれ不純物濃度が異なり
、半導体層４０１３はチャネル領域、半導体層４０１４は低濃度ドレイン（Ｌｉｇｈｔｌ
ｙ　Ｄｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ：ＬＤＤ）領域、半導体層４０１５はソース領域及びドレイ
ン領域として用いる。このように、不純物の量を制御することで、半導体層の抵抗率を制
御できる。また、半導体層と導電膜４０２３との電気的な接続状態を、オ－ミック接続に
近づけることができる。また、ＬＤＤ領域を有するため、トランジスタ内部に高電界がか
かりにくく、ホットキャリアによる素子の劣化を抑制することができる。なお、不純物の
量の異なる半導体層を作り分ける方法としては、ゲート電極４０１７をマスクとして半導
体層に不純物をド－ピングする方法を用いることができる。トランジスタ４００２は、ゲ
ート電極４０１７がテーパー角を有しているため、ゲート電極４０１７を通過して半導体
層にド－ピングされる不純物の濃度に勾配を持たせることができ、簡便にＬＤＤ領域を形
成することができる。
【０７９５】
トランジスタ４００３は、ゲート電極が少なくとも２層で構成され、下層のゲート電極４
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０１７ａが上層のゲート電極４０１７ｂよりも長い形状を有するトランジスタである。本
明細書中においては、上層のゲート電極及び下層のゲート電極の形状を、帽子型と呼ぶ。
ゲート電極の形状が帽子型であることによってフォトマスクを追加することなく、ＬＤＤ
領域を形成することができる。なお、トランジスタ４００３のように、ＬＤＤ領域がゲー
ト電極と重なっている構造を、特にＧＯＬＤ構造（Ｇａｔｅ　Ｏｖｅｒｌａｐｐｅｄ　Ｌ
ＤＤ）と呼ぶ。なお、ゲート電極の形状を帽子型とする方法としては、次のような方法を
用いてもよい。
【０７９６】
まず、ゲート電極をパタ－ニングする際に、ドライエッチングにより、下層のゲート電極
及び上層のゲート電極をエッチングして側面に傾斜（テーパー）のある形状にする。続い
て、異方性エッチングにより上層のゲート電極の傾斜を垂直に近くなるように加工する。
これにより、断面形状が帽子型のゲート電極が形成される。その後、２回、不純物元素を
ド－ピングすることによって、チャネル領域として用いる半導体層４０１３、ＬＤＤ領域
として用いる半導体層４０１４、ソ－ス電極及びドレイン電極として用いる半導体層４０
１５が形成される。
【０７９７】
なお、ゲート電極と重なっているＬＤＤ領域をＬｏｖ領域、ゲート電極と重なっていない
ＬＤＤ領域をＬｏｆｆ領域と呼ぶことにする。ここで、Ｌｏｆｆ領域はオフ電流値を抑え
る効果は高いが、ドレイン近傍の電界を緩和してホットキャリアによるオン電流値の劣化
を防ぐ効果は低い。一方、Ｌｏｖ領域はドレイン近傍の電界を緩和し、オン電流値の劣化
の防止には有効であるが、オフ電流値を抑える効果は低い。よって、種々の回路毎に、求
められる特性に応じた構造のトランジスタを作製することが好ましい。たとえば、本発明
に適応できる表示装置を表示装置として用いる場合、画素トランジスタは、オフ電流値を
抑えるために、Ｌｏｆｆ領域を有するトランジスタを用いることが好適である。一方、周
辺回路におけるトランジスタは、ドレイン近傍の電界を緩和し、オン電流値の劣化を防止
するために、Ｌｏｖ領域を有するトランジスタを用いることが好適である。
【０７９８】
トランジスタ４００４は、ゲート電極４０１７の側面に接して、サイドウォ－ル４０２１
を有するトランジスタである。サイドウォ－ル４０２１を有することによって、サイドウ
ォ－ル４０２１と重なる領域をＬＤＤ領域とすることができる。
【０７９９】
トランジスタ４００５は、半導体層にマスクを用いてド－ピングすることにより、ＬＤＤ
（Ｌｏｆｆ）領域を形成したトランジスタである。こうすることにより、確実にＬＤＤ領
域を形成することができ、トランジスタのオフ電流値を低減することができる。
【０８００】
トランジスタ４００６は、半導体層にマスクを用いてド－ピングすることにより、ＬＤＤ
（Ｌｏｖ）領域を形成したトランジスタである。こうすることにより、確実にＬＤＤ領域
を形成することができ、トランジスタのドレイン近傍の電界を緩和し、オン電流値の劣化
を低減することができる。
【０８０１】
次に、図４８（Ｂ）乃至（Ｇ）を参照して、本発明に係る表示装置が有するトランジスタ
の作製方法の例を説明する。
【０８０２】
なお、本発明に係る表示装置が有するトランジスタの構造及び作製方法は、図４８に示す
ものに限定されず、様々な構造及び作製方法を用いることができる。
【０８０３】
本実施の形態においては、基板４０１１、絶縁膜４０１２、半導体層４０１３、４０１４
、４０１５、絶縁膜４０１６、絶縁膜４０１８や絶縁膜４０１９の表面に、プラズマ処理
を用いて酸化又は窒化処理を行うことにより、その表面を酸化又は窒化することができる
。このように、プラズマ処理を用いて半導体層又は絶縁膜を酸化又は窒化することによっ
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て、当該半導体層又は当該絶縁膜の表面を改質し、ＣＶＤ法やスパッタ法により形成した
絶縁膜と比較してより緻密な絶縁膜を形成することができ。よって、ピンホール等の欠陥
を抑制し表示装置の特性等を向上させることが可能となる。
【０８０４】
まず、基板４０１１の表面をフッ酸（ＨＦ）、アルカリ又は純水を用いて洗浄する。基板
４０１１は、バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラスなどのガラス基板、
石英基板、セラミック基板又はステンレスを含む金属基板等を用いることができる。他に
も、ポリエチレンテレフタレ－ト（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレ－ト（ＰＥＮ）、ポ
リエ－テルサルフォン（ＰＥＳ）に代表されるプラスチックや、アクリル等の可撓性を有
する合成樹脂からなる基板を用いることも可能である。なお、ここでは基板４０１１とし
てガラス基板を用いる場合を示す。
【０８０５】
ここで、基板４０１１の表面にプラズマ処理を行うことで酸化又は窒化し、基板４０１１
の表面に酸化膜又は窒化膜を形成してもよい（図４８（Ｂ））。表面にプラズマ処理を行
うことで形成された酸化膜又は窒化膜などの絶縁膜を、以下ではプラズマ処理絶縁膜とも
記す。なお、図４８（Ｂ）においては、絶縁膜４０３１がプラズマ処理絶縁膜である。一
般的に、ガラス又はプラスチック等の基板上に薄膜トランジスタ等の半導体素子を設けた
場合、ガラス又はプラスチック等に含まれる、Ｎａなどのアルカリ金属又はアルカリ土類
金属等の不純物元素が半導体素子に混入することによって、半導体素子の特性に影響を及
ぼす恐れがある。しかし、ガラス又はプラスチック等からなる基板の表面を窒化すること
により、基板に含まれるＮａなどの、アルカリ金属又はアルカリ土類金属等の不純物元素
が半導体素子に混入するのを防止することができる。
【０８０６】
なお、プラズマ処理により表面を酸化する場合には、酸素雰囲気下（例えば、酸素（Ｏ２

）と希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）雰囲気下、あるい
は、酸素と水素（Ｈ２）と希ガス雰囲気下、あるいは、一酸化二窒素と希ガス雰囲気下）
でプラズマ処理を行う。一方、プラズマ処理により半導体層を窒化する場合には、窒素雰
囲気下（例えば、窒素（Ｎ２）と希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一
つを含む）雰囲気下、あるいは、窒素と水素と希ガス雰囲気下、あるいは、ＮＨ３と希ガ
ス雰囲気下）でプラズマ処理を行う。希ガスとしては、例えばＡｒやＡｒとＫｒを混合し
たガス等を用いることができる。そのため、プラズマ処理絶縁膜は、プラズマ処理に用い
た希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）を含んでいる。たと
えば、Ａｒを用いた場合にはプラズマ処理絶縁膜にＡｒが含まれている。
【０８０７】
また、プラズマ処理は、上記ガスの雰囲気中において、電子密度が１×１０１１ｃｍ－３

以上１×１０１３ｃｍ－３以下であり、プラズマの電子温度が０．５ｅｖ以上１．５ｅＶ
以下で処理することが好適である。プラズマの電子密度が高密度であり、被処理物付近で
の電子温度が低いため、被処理物に対するプラズマによる損傷を防止することができるか
らである。また、プラズマの電子密度が１×１０１１ｃｍ－３以上と高密度であるため、
プラズマ処理を用いて、被照射物を酸化又は窒化することよって形成される酸化物又は窒
化膜は、ＣＶＤ法やスパッタ法等により形成された膜と比較して膜厚等の均一性に優れ、
且つ緻密な膜を形成することができる。あるいは、プラズマの電子温度が１ｅＶ以下と低
いため、従来のプラズマ処理や熱酸化法と比較して低温度で酸化又は窒化処理を行うこと
ができる。たとえば、ガラス基板の歪点温度よりも１００度以上低い温度でプラズマ処理
を行っても十分に酸化又は窒化処理を行うことができる。なお、プラズマを形成するため
の周波数としては、マイクロ波（２．４５ＧＨｚ）等の高周波を用いることができる。な
お、以下に特に断らない場合は、プラズマ処理として上記条件を用いて行うものとする。
【０８０８】
なお、図４８（Ｂ）においては、基板４０１１の表面をプラズマ処理することによってプ
ラズマ処理絶縁膜を形成する場合を示しているが、本実施の形態は、基板４０１１の表面
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にプラズマ処理絶縁膜を形成しない場合も含む。
【０８０９】
なお、図４８（Ｃ）乃至（Ｇ）においては、被処理物の表面をプラズマ処理することによ
って形成されるプラズマ処理絶縁膜を図示しないが、本実施の形態においては、基板４０
１１、絶縁膜４０１２、半導体層４０１３、４０１４、４０１５、絶縁膜４０１６、絶縁
膜４０１８、又は絶縁膜４０１９の表面に、プラズマ処理を行なうことによって形成され
るプラズマ処理絶縁膜が存在する場合も含む。
【０８１０】
次に、基板４０１１上に公知の手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等）
を用いて絶縁膜４０１２を形成する（図４８（Ｃ））。絶縁膜４０１２としては、酸化珪
素（ＳｉＯｘ）又は酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）を用いることができる。
【０８１１】
ここで、絶縁膜４０１２の表面にプラズマ処理を行い、絶縁膜４０１２を酸化又は窒化す
ることによって、絶縁膜４０１２の表面にプラズマ処理絶縁膜を形成してもよい。絶縁膜
４０１２の表面を酸化することによって、絶縁膜４０１２の表面を改質しピンホール等の
欠陥の少ない緻密な膜を得ることができる。また、絶縁膜４０１２の表面を酸化すること
によって、Ｎ原子の含有率が低いプラズマ処理絶縁膜を形成することができるため、プラ
ズマ処理絶縁膜に半導体層を設けた場合にプラズマ処理絶縁膜と半導体層界面特性が向上
する。また、プラズマ処理絶縁膜は、プラズマ処理に用いた希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、
Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）を含んでいる。なお、プラズマ処理は上述した条件
下で同様に行うことができる。
【０８１２】
次に、絶縁膜４０１２上に島状の半導体層４０１３、４０１４を形成する（図４８（Ｄ）
）。島状の半導体層４０１３、４０１４は、絶縁膜４０１２上に公知の手段（スパッタ法
、ＬＰＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等）を用いてシリコン（Ｓｉ）を主成分とする材料（
例えばＳｉｘＧｅ１－ｘ等）等を用いて非晶質半導体層を形成し、当該非晶質半導体層を
結晶化させ、半導体層を選択的にエッチングすることにより設けることができる。なお、
非晶質半導体層の結晶化は、レ－ザ結晶化法、ＲＴＡ又はファーネスアニール炉を用いる
熱結晶化法、結晶化を助長する金属元素を用いる熱結晶化法又はこれら方法を組み合わせ
た方法等の公知の結晶化法により行うことができる。なお、ここでは、島状の半導体層の
端部を直角に近い形状（θ＝８５～１００°）で設ける。あるいは、低濃度ドレイン領域
となる半導体層４０１４は、マスクを用いて不純物をド－ピングすることによって形成さ
れてもよい。
【０８１３】
ここで、半導体層４０１３、４０１４の表面にプラズマ処理を行い、半導体層４０１３、
４０１４の表面を酸化又は窒化することによって、半導体層４０１３、４０１４の表面に
プラズマ処理絶縁膜を形成してもよい。例えば、半導体層４０１３、４０１４としてＳｉ
を用いた場合、プラズマ処理絶縁膜として、酸化珪素（ＳｉＯｘ）又は窒化珪素（ＳｉＮ
ｘ）が形成される。あるいは、プラズマ処理により半導体層４０１３、４０１４を酸化さ
せた後に、再度プラズマ処理を行うことによって窒化させてもよい。この場合、半導体層
４０１３、４０１４に接して酸化珪素（ＳｉＯｘ）が形成され、当該酸化珪素の表面に窒
化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）が形成される。なお、プラズマ処理により半導体
層を酸化する場合には、酸素雰囲気下（例えば、酸素（Ｏ２）と希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａ
ｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）雰囲気下、あるいは、酸素と水素（Ｈ２）と希
ガス雰囲気下又は一酸化二窒素と希ガス雰囲気下）、でプラズマ処理を行う。一方、プラ
ズマ処理により半導体層を窒化する場合には、窒素雰囲気下（例えば、窒素（Ｎ２）と希
ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）雰囲気下、あるいは、窒
素と水素と希ガス雰囲気下又はＮＨ３と希ガス雰囲気下）、でプラズマ処理を行う。希ガ
スとしては、例えばＡｒを用いることができる。また、ＡｒとＫｒを混合したガスを用い
てもよい。そのため、プラズマ処理絶縁膜は、プラズマ処理に用いた希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ



(121) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少なくとも一つを含む）を含んでいる。たとえば、Ａｒを用いた場
合にはプラズマ処理絶縁膜にＡｒが含まれている。
【０８１４】
次に、絶縁膜４０１６を形成する（図４８（Ｅ））。絶縁膜４０１６は、公知の手段（ス
パッタ法、ＬＰＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等）を用いて、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化
珪素（ＳｉＮｘ）、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘ
Ｏｙ）（ｘ＞ｙ）等の酸素又は窒素を有する絶縁膜の単層構造、又はこれらの積層構造で
設けることができる。なお、半導体層４０１３、４０１４の表面をプラズマ処理すること
により、半導体層４０１３、４０１４の表面にプラズマ処理絶縁膜を形成した場合には、
プラズマ処理絶縁膜を絶縁膜４０１６として用いることも可能である。
【０８１５】
ここで、絶縁膜４０１６の表面にプラズマ処理を行い、絶縁膜４０１６の表面を酸化又は
窒化することによって、絶縁膜４０１６の表面にプラズマ処理絶縁膜を形成してもよい。
なお、プラズマ処理絶縁膜は、プラズマ処理に用いた希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、
Ｘｅの少なくとも一つを含む）を含んでいる。また、プラズマ処理は上述した条件下で同
様に行うことができる。
【０８１６】
あるいは、一旦酸素雰囲気下でプラズマ処理を行うことにより絶縁膜４０１６を酸化させ
た後に、再度窒素雰囲気下でプラズマ処理を行うことにより窒化させてもよい。このよう
に、絶縁膜４０１６にプラズマ処理を行い、絶縁膜４０１６の表面を酸化又は窒化するこ
とによって、絶縁膜４０１６の表面を改質し緻密な膜を形成することができる。プラズマ
処理を行うことによって得られた絶縁膜は、ＣＶＤ法やスパッタ法で形成された絶縁膜と
比較して緻密でピンホール等の欠陥も少ないため、薄膜トランジスタの特性を向上させる
ことができる。
【０８１７】
次に、ゲート電極４０１７を形成する（図４８（Ｆ））。ゲート電極４０１７は、公知の
手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等）を用いて形成することができる
。
【０８１８】
トランジスタ４００１においては、ゲート電極４０１７を形成した後に不純物ド－ピング
を行なうことで、ソース領域及びドレイン領域として用いる半導体層４０１５を形成する
ことができる。
【０８１９】
トランジスタ４００２においては、ゲート電極４０１７を形成した後に不純物ド－ピング
を行なうことで、ＬＤＤ領域として用いる４０１４と、半導体層４０１３、ソース領域及
びドレイン領域として用いる半導体層４０１５を形成することができる。
【０８２０】
トランジスタ４００３においては、ゲート電極４０１７ａ、４０１７ｂを形成した後に不
純物ド－ピングを行なうことで、ＬＤＤ領域として用いる４０１４と、半導体層４０１３
、ソース領域及びドレイン領域として用いる半導体層４０１５を形成することができる。
【０８２１】
トランジスタ４００４においては、ゲート電極４０１７の側面にサイドウォ－ル４０２１
を形成した後、不純物ド－ピングを行なうことで、ＬＤＤ領域として用いる４０１４と、
半導体層４０１３、ソース領域及びドレイン領域として用いる半導体層４０１５を形成す
ることができる。
【０８２２】
なお、サイドウォ－ル４０２１は、酸化珪素（ＳｉＯｘ）又は窒化珪素（ＳｉＮｘ）を用
いることができる。サイドウォ－ル４０２１をゲート電極４０１７の側面に形成する方法
としては、たとえば、ゲート電極４０１７を形成した後に、酸化珪素（ＳｉＯｘ）又は窒
化珪素（ＳｉＮｘ）を公知の方法で成膜した後に、異方性エッチングによって酸化珪素（
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ＳｉＯｘ）又は窒化珪素（ＳｉＮｘ）膜をエッチングする方法を用いることができる。こ
うすることで、ゲート電極４０１７の側面にのみ酸化珪素（ＳｉＯｘ）又は窒化珪素（Ｓ
ｉＮｘ）膜を残すことができるので、ゲート電極４０１７の側面にサイドウォ－ル４０２
１を形成することができる。
【０８２３】
トランジスタ４００５においては、ゲート電極４０１７を覆うようにマスク４０２２を形
成した後、不純物ド－ピングを行なうことで、ＬＤＤ（Ｌｏｆｆ）領域として用いる４０
１４と、半導体層４０１３、ソース領域及びドレイン領域として用いる半導体層４０１５
を形成することができる。
【０８２４】
トランジスタ４００６においては、ゲート電極４０１７を形成した後に不純物ド－ピング
を行なうことで、ＬＤＤ（Ｌｏｖ）領域として用いる４０１４と、半導体層４０１３、ソ
ース領域及びドレイン領域として用いる半導体層４０１５を形成することができる。
【０８２５】
次に、絶縁膜４０１８を形成する（図４８（Ｇ））。絶縁膜４０１８は、公知の手段（ス
パッタ法やプラズマＣＶＤ法等）により、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）
、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）
等の酸素又は窒素を有する絶縁膜やＤＬＣ（ダイヤモンドライクカ－ボン）等の炭素を含
む膜の単層構造、又はこれらの積層構造で設けることができる。
【０８２６】
ここで、絶縁膜４０１８の表面にプラズマ処理を行い、絶縁膜４０１８の表面を酸化又は
窒化することによって、絶縁膜４０１８の表面にプラズマ処理絶縁膜を形成してもよい。
なお、プラズマ処理絶縁膜は、プラズマ処理に用いた希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、
Ｘｅの少なくとも一つを含む）を含んでいる。また、プラズマ処理は上述した条件下で同
様に行うことができる。
【０８２７】
次に、絶縁膜４０１９を形成する（図４８（Ａ））。絶縁膜４０１９は、公知の手段（ス
パッタ法やプラズマＣＶＤ法等）により、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）
、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）
等の酸素又は窒素を有する絶縁膜やＤＬＣ（ダイヤモンドライクカ－ボン）等の炭素を含
む膜を用いることができる他に、エポキシ、ポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノ
－ル、ベンゾシクロブテン、アクリル等の有機材料やシロキサン樹脂の単層構造、又はこ
れらの積層構造で設けることができる。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合
を含む樹脂に相当する。シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構
造が構成される。置換基として、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、アリ
ール基）が用いられる。置換基として、フルオロ基を用いることもできる。あるいは、置
換基として、少なくとも水素を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。また、プラ
ズマ処理絶縁膜には、プラズマ処理に用いた希ガス（Ｈｅ、Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅの少
なくとも一つを含む）が含まれており、例えばＡｒを用いた場合にはプラズマ処理絶縁膜
中にＡｒが含まれている。
【０８２８】
絶縁膜４０１９としてポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノ－ル、ベンゾシクロブ
テン、アクリル等の有機材料やシロキサン樹脂等を用いた場合、絶縁膜４０１９の表面を
プラズマ処理により酸化又は窒化することにより、当該絶縁膜の表面を改質することがで
きる。表面を改質することによって、絶縁膜４０１９の強度が向上し開口部形成時等にお
けるクラックの発生やエッチング時の膜減り等の物理的ダメ－ジを低減することが可能と
なる。また、絶縁膜４０１９の表面が改質されることによって、絶縁膜４０１９上に導電
膜４０２３を形成する場合に導電膜との密着性が向上する。例えば、絶縁膜４０１９とし
てシロキサン樹脂を用いてプラズマ処理を用いて窒化を行った場合、シロキサン樹脂の表
面が窒化されることにより窒素又は希ガスを含むプラズマ処理絶縁膜が形成され、物理的
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強度が向上する。
【０８２９】
次に、半導体層４０１５と電気的に接続された導電膜４０２３を形成するため、絶縁膜４
０１９、絶縁膜４０１８、絶縁膜４０１６にコンタクトホールを形成する。なお、コンタ
クトホールの形状はテーパー状であってもよく、このような形状とすることで、導電膜４
０２３のカバレッジを向上させることができる。
【０８３０】
図４９は、ボトムゲート型のトランジスタの断面構造及び容量素子の断面構造を示す。
【０８３１】
基板４１０１上に第１の絶縁膜（絶縁膜４１０２）が全面に形成されている。第１の絶縁
膜は、基板側からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トランジスタの特性が変化してし
まうことを防ぐ機能を有する。つまり、第１の絶縁膜は下地膜としての機能を有する。し
たがって、信頼性の高いトランジスタを作製することができる。なお、第１の絶縁膜とし
ては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの
単層、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８３２】
第１の絶縁膜上に、第１の導電層（導電層４１０３及び導電層４１０４）が形成されてい
る。導電層４１０３は、トランジスタ４１２０のゲート電極として機能する部分を含む。
導電層４１０４は、容量素子４１２１の第１の電極として機能する部分を含む。なお、第
１の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｐ
ｔ、Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。ある
いは、これらの元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８３３】
少なくとも第１の導電層を覆うように、第２の絶縁膜（絶縁膜４１２２）が形成されてい
る。第２の絶縁膜は、ゲート絶縁膜としての機能を有する。なお、第２の絶縁膜としては
、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの単層
、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８３４】
なお、半導体層に接する部分の第２の絶縁膜としては、酸化シリコン膜を用いることが望
ましい。なぜなら、半導体層と第２の絶縁膜とが接する界面におけるトラップ準位が少な
くなるからである。
【０８３５】
また、第２の絶縁膜がＭｏと接する場合、Ｍｏと接する部分の第２の絶縁膜としては酸化
シリコン膜を用いることが望ましい。なぜなら、酸化シリコン膜はＭｏを酸化させないか
らである。
【０８３６】
第２の絶縁膜上のうち第１の導電層と重なって形成されている部分の一部に、フォトリソ
グラフィ法、インクジェット法又は印刷法などによって、半導体層が形成されている。そ
して、半導体層の一部は、第２の絶縁膜上のうち第１の導電層と重なって形成されていな
い部分まで延長されている。半導体層は、チャネル形成領域（チャネル形成領域４１１０
）、ＬＤＤ領域（ＬＤＤ領域４１０８、ＬＤＤ領域４１０９）、不純物領域（不純物領域
４１０５、不純物領域４１０６、不純物領域４１０７）を有している。なお、チャネル形
成領域４１１０は、トランジスタ４１２０のチャネル形成領域として機能する。ＬＤＤ領
域４１０８及びＬＤＤ領域４１０９は、トランジスタ４１２０のＬＤＤ領域として機能す
る。なお、ＬＤＤ領域４１０８及びＬＤＤ領域４１０９は必ずしも必要ではない。不純物
領域４１０５は、トランジスタ４１２０のソース領域及びドレイン領域の一方として機能
する部分を含む。不純物領域４１０６は、トランジスタ４１２０のソース領域及びドレイ
ン領域の他方として機能する部分を含む。不純物領域４１０７は、容量素子４１２１の第
２の電極として機能する部分を含む。
【０８３７】
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全面に、第３の絶縁膜（絶縁膜４１１１）が形成されている。第３の絶縁膜の一部には、
選択的にコンタクトホールが形成されている。絶縁膜４１１１は、層間膜としての機能を
有する。第３の絶縁膜としては、無機材料（酸化シリコン、窒化シリコン、酸化窒化シリ
コンなど）あるいは、低誘電率の有機化合物材料（感光性又は非感光性の有機樹脂材料）
などを用いることができる。あるいは、シロキサンを含む材料を用いることもできる。な
お、シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される材料
である。置換基として、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、アリール基）
が用いられる。あるいは、置換基としてフルオロ基を用いてもよい。あるいは、置換基と
して、少なくとも水素を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。
【０８３８】
第３の絶縁膜上に、第２の導電層（導電層４１１２）が形成されている。導電層４１１２
は、第３の絶縁膜に形成されたコンタクトホールを介してトランジスタ４１２０のソース
領域及びドレイン領域の他方と接続されている。したがって、導電層４１１２は、トラン
ジスタ４１２０のソース電極及びドレイン電極の他方として機能する部分を含む。なお、
第２の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、
Ｐｔ、Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。あ
るいは、これらの元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８３９】
なお、第２の導電層が形成された後の工程として、様々な絶縁膜、又は様々な導電膜が形
成されていてもよい。
【０８４０】
次に、トランジスタの半導体層にアモルファスシリコン（ａ－Ｓｉ：Ｈ）膜を用いた場合
のトランジスタ及び容量素子の構造について説明する。
【０８４１】
図５０は、トップゲート型のトランジスタの断面構造及び容量素子の断面構造を示す。
【０８４２】
基板４２０１上に第１の絶縁膜（絶縁膜４２０２）が全面に形成されている。第１の絶縁
膜は、基板側からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トランジスタの性質が変化してし
まうことを防ぐ機能を有する。つまり、第１の絶縁膜は下地膜としての機能を有する。し
たがって、信頼性の高いトランジスタを作製することができる。なお、第１の絶縁膜とし
ては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの
単層、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８４３】
なお、第１の絶縁膜を必ずしも形成する必要はない。この場合は、工程数の削減を図るこ
とができる。製造コストの削減を図ることができる。構造を簡単にできるので、歩留まり
の向上を図ることができる。
【０８４４】
第１の絶縁膜上に、第１の導電層（導電層４２０３、導電層４２０４及び導電層４２０５
）が形成されている。導電層４２０３は、トランジスタ４２２０のソ－ス電極及びドレイ
ン電極の一方の電極として機能する部分を含む。導電層４２０４は、トランジスタ４２２
０のソ－ス電極及びドレイン電極の他方の電極として機能する部分を含む。導電層４２０
５は、容量素子４２２１の第１の電極として機能する部分を含む。なお、第１の導電層と
しては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｐｔ、Ｓｉ、Ｚ
ｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。あるいは、これら
の元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８４５】
導電層４２０３及び導電層４２０４の上部に、第１の半導体層（半導体層４２０６及び半
導体層４２０７）が形成されている。半導体層４２０６は、ソ－ス領域とドレイン領域の
一方の電極として機能する部分を含む。半導体層４２０７は、ソ－ス領域とドレイン領域
の他方の電極として機能する部分を含む。なお、第１の半導体層としては、リン等を含ん



(125) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

だシリコン等を用いることができる。
【０８４６】
導電層４２０３と導電層４２０４との間であって、かつ第１の絶縁膜上に、第２の半導体
層（半導体層４２０８）が形成されている。そして、半導体層４２０８の一部は、導電層
４２０３上及び導電層４２０４上まで延長されている。半導体層４２０８は、トランジス
タ４２２０のチャネル領域として機能する部分を含む。なお、第２の半導体層としては、
アモルファスシリコン（ａ－Ｓｉ：Ｈ）等の非結晶性を有する半導体層、又は微結晶半導
体（μ－Ｓｉ：Ｈ）等の半導体層などを用いることができる。
【０８４７】
少なくとも半導体層４２０８及び導電層４２０５を覆うように、第２の絶縁膜（絶縁膜４
２０９及び絶縁膜４２１０）が形成されている。第２の絶縁膜は、ゲート絶縁膜としての
機能を有する。なお、第２の絶縁膜としては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化
窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの単層、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８４８】
なお、第２の半導体層に接する部分の第２の絶縁膜としては、酸化シリコン膜を用いるこ
とが望ましい。なぜなら、第２の半導体層と第２の絶縁膜とが接する界面におけるトラッ
プ準位が少なくなるからである。
【０８４９】
また、第２の絶縁膜がＭｏと接する場合、Ｍｏと接する部分の第２の絶縁膜としては酸化
シリコン膜を用いることが望ましい。なぜなら、酸化シリコン膜はＭｏを酸化させないか
らである。
【０８５０】
第２の絶縁膜上に、第２の導電層（導電層４２１１及び導電層４２１２）が形成されてい
る。導電層４２１１は、トランジスタ４２２０のゲート電極として機能する部分を含む。
導電層４２１２は、容量素子４２２１の第２の電極、又は配線としての機能を有する。な
お、第２の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａ
ｕ、Ｐｔ、Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる
。あるいは、これらの元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８５１】
なお、第２の導電層が形成された後の工程として、様々な絶縁膜、又は様々な導電膜が形
成されていてもよい。
【０８５２】
図５１は、逆スタガ型（ボトムゲート型）のトランジスタの断面構造及び容量素子の断面
構造を示す。特に、図５１に示すトランジスタは、チャネルエッチ型と呼ばれる構造であ
る。
【０８５３】
基板４３０１上に第１の絶縁膜（絶縁膜４３０２）が全面に形成されている。第１の絶縁
膜は、基板側からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トランジスタの性質が変化してし
まうことを防ぐ機能を有する。つまり、第１の絶縁膜は下地膜としての機能を有する。し
たがって、信頼性の高いトランジスタを作製することができる。なお、第１の絶縁膜とし
ては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの
単層、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８５４】
なお、第１の絶縁膜を必ずしも形成する必要はない。この場合は、工程数の削減を図るこ
とができる。製造コストの削減を図ることができる。構造を簡単にできるので、歩留まり
の向上を図ることができる。
【０８５５】
第１の絶縁膜上に、第１の導電層（導電層４３０３及び導電層４３０４）が形成されてい
る。導電層４３０３は、トランジスタ４３２０のゲート電極として機能する部分を含む。
導電層４３０４は、容量素子４３２１の第１の電極として機能する部分を含む。なお、第
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１の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ、ＴＢ、Ｃｒ、Ｗ、Ｂｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ｂｇ、Ｂｕ、Ｐ
ｔ、ＮＡ－Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる
。あるいは、これらの元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８５６】
少なくとも第１の導電層を覆うように、第２の絶縁膜（絶縁膜４３０２）が形成されてい
る。第２の絶縁膜は、ゲート絶縁膜としての機能を有する。なお、第２の絶縁膜としては
、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの単層
、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８５７】
なお、半導体層に接する部分の第２の絶縁膜としては、酸化シリコン膜を用いることが望
ましい。なぜなら、半導体層と第２の絶縁膜とが接する界面におけるトラップ準位が少な
くなるからである。
【０８５８】
また、第２の絶縁膜がＭｏと接する場合、Ｍｏと接する部分の第２の絶縁膜としては酸化
シリコン膜を用いることが望ましい。なぜなら、酸化シリコン膜はＭｏを酸化させないか
らである。
【０８５９】
第２の絶縁膜上のうち第１の導電層と重なって形成されている部分の一部に、フォトリソ
グラフィ法、インクジェット法又は印刷法などによって、第１の半導体層（半導体層４３
０６）が形成されている。そして、半導体層４３０６の一部は、第２の絶縁膜上のうち第
１の導電層と重なって形成されていない部分まで延長されている。半導体層４３０６は、
トランジスタ４３２０のチャネル領域として機能する部分を含む。なお、半導体層４３０
６としては、アモルファスシリコン（Ａ－Ｓｉ：Ｈ）等の非結晶性を有する半導体層、又
は微結晶半導体（μ－Ｓｉ：Ｈ）等の半導体層などを用いることができる。
【０８６０】
第１の半導体層上の一部に、第２の半導体層（半導体層４３０７及び半導体層４３０８）
が形成されている。半導体層４３０７は、ソ－ス領域とドレイン領域の一方の電極として
機能する部分を含む。半導体層４３０８は、ソ－ス領域とドレイン領域の他方の電極とし
て機能する部分を含む。なお、第２の導体層としては、リン等を含んだシリコン等を用い
ることができる。
【０８６１】
第２の半導体層上及び第２の絶縁膜上に、第２の導電層（導電層４３０９、導電層４３１
０及び導電層４３１１）が形成されている。導電層４３０９は、トランジスタ４３２０の
ソ－ス電極とドレイン電極の一方として機能する部分を含む。導電層４３１０は、トラン
ジスタ４３２０のソ－スとドレイン電極の他方として機能する部分を含む。導電層４３１
２は、容量素子４３２１の第２の電極として機能する部分を含む。なお、第２の導電層と
しては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｐｔ、Ｓｉ、Ｚ
ｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。あるいは、これら
の元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８６２】
なお、第２の導電層が形成された後の工程として、様々な絶縁膜、又は様々な導電膜が形
成されていてもよい。
【０８６３】
ここで、チャネルエッチ型のトランジスタが特徴とする工程の一例を説明する。同じマス
クを用いて、第１の半導体層及び第２の半導体層を形成することができる。具体的には、
第１の半導体層と第２の半導体層とは連続して成膜される。そして、第１の半導体層及び
第２の半導体層は、同じマスクを用いて形成される。
【０８６４】
チャネルエッチ型のトランジスタが特徴とする工程の別の一例を説明する。新たなマスク
を用いることなく、トランジスタのチャネル領域を形成することができる。具体的には、
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第２の導電層が形成された後で、第２の導電層をマスクとして用いて第２の半導体層の一
部を除去する。あるいは、第２の導電層と同じマスクを用いて第２の半導体層の一部を除
去する。そして、除去された第２の半導体層の下部に形成されている第１の半導体層がト
ランジスタのチャネル領域となる。
【０８６５】
図５２は、逆スタガ型（ボトムゲート型）のトランジスタの断面構造及び容量素子の断面
構造を示す。特に、図５２に示すトランジスタは、チャネル保護型（チャネルストップ型
）と呼ばれる構造である。
【０８６６】
基板４４０１上に第１の絶縁膜（絶縁膜４４０２）が全面に形成されている。第１の絶縁
膜は、基板側からの不純物が半導体層に影響を及ぼし、トランジスタの性質が変化してし
まうことを防ぐ機能を有する。つまり、第１の絶縁膜は下地膜としての機能を有する。し
たがって、信頼性の高いトランジスタを作製することができる。なお、第１の絶縁膜とし
ては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの
単層、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８６７】
なお、第１の絶縁膜を必ずしも形成する必要はない。この場合は、工程数の削減を図るこ
とができる。製造コストの削減を図ることができる。構造を簡単にできるので、歩留まり
の向上を図ることができる。
【０８６８】
第１の絶縁膜上に、第１の導電層（導電層４４０３及び導電層４４０４）が形成されてい
る。導電層４４０３は、トランジスタ４４２０のゲート電極として機能する部分を含む。
導電層４４０４は、容量素子４４２１の第１の電極として機能する部分を含む。なお、第
１の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｐ
ｔ、Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。ある
いは、これらの元素（合金も含む）の積層を用いることができる。
【０８６９】
少なくとも第１の導電層を覆うように、第２の絶縁膜（絶縁膜４４０２）が形成されてい
る。第２の絶縁膜は、ゲート絶縁膜としての機能を有する。なお、第２の絶縁膜としては
、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの単層
、又はこれらの積層を用いることができる。
【０８７０】
なお、半導体層に接する部分の第２の絶縁膜としては、酸化シリコン膜を用いることが望
ましい。なぜなら、半導体層と第２の絶縁膜とが接する界面におけるトラップ準位が少な
くなるからである。
【０８７１】
また、第２の絶縁膜がＭｏと接する場合、Ｍｏと接する部分の第２の絶縁膜としては酸化
シリコン膜を用いることが望ましい。なぜなら、酸化シリコン膜はＭｏを酸化させないか
らである。
【０８７２】
第２の絶縁膜上のうち第１の導電層と重なって形成されている部分の一部に、フォトリソ
グラフィ法、インクジェット法又は印刷法などによって、第１の半導体層（半導体層４４
０６）が形成されている。そして、半導体層４４０６の一部は、第２の絶縁膜上のうち第
１の導電層と重なって形成されていない部分まで延長されている。半導体層４４０６は、
トランジスタ４４２０のチャネル領域として機能する部分を含む。なお、半導体層４４０
６としては、アモルファスシリコン（Ｃ－Ｓｉ：Ｈ）等の非結晶性を有する半導体層、又
は微結晶半導体（μ－Ｓｉ：Ｈ）等の半導体層などを用いることができる。
【０８７３】
第１の半導体層上の一部に、第３の絶縁膜（絶縁膜４４１２）が形成されている。絶縁膜
４４１２は、トランジスタ４４２０のチャネル領域がエッチングによって除去されること
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を防止する機能を有する。つまり、絶縁膜４４１２は、チャネル保護膜（チャネルストッ
プ膜）として機能する。なお、第３の絶縁膜としては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜
又は酸化窒化シリコン膜（ＳｉＯｘＮｙ）などの単層、又はこれらの積層を用いることが
できる。
【０８７４】
第１の半導体層上の一部及び第３の絶縁膜上の一部に、第２の半導体層（半導体層４４０
７及び半導体層４４０８）が形成されている。半導体層４４０７は、ソ－ス領域とドレイ
ン領域の一方の電極として機能する部分を含む。半導体層４４０８は、ソ－ス領域とドレ
イン領域の他方の電極として機能する部分を含む。なお、第２の導体層としては、リン等
を含んだシリコン等を用いることができる。
【０８７５】
第２の半導体層上に、第２の導電層（導電層４４０９、導電層４４１０及び導電層４４１
１）が形成されている。導電層４４０９は、トランジスタ４４２０のソ－ス電極とドレイ
ン電極の一方として機能する部分を含む。導電層４４１０は、トランジスタ４４２０のソ
－スとドレイン電極の他方として機能する部分を含む。導電層４４１１は、容量素子４４
２１の第２の電極として機能する部分を含む。なお、第２の導電層としては、Ｔｉ、Ｍｏ
、Ｔａ、Ｃｒ、Ｗ、Ａｌ、Ｎｄ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｐｔ、Ｓｉ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｂａ、Ｇ
ｅなど、又はこれらの合金を用いることができる。あるいは、これらの元素（合金も含む
）の積層を用いることができる。
【０８７６】
なお、第２の導電層が形成された後の工程として、様々な絶縁膜、又は様々な導電膜が形
成されていてもよい。
【０８７７】
ここで、チャネル保護型のトランジスタが特徴とする工程の一例を説明する。同じマスク
を用いて、第１の半導体層、第２の半導体層及び第２の導電層を形成することができる。
同時に、チャネル領域を形成することができる。具体的には、第１の半導体層を成膜し、
次に第３の絶縁膜（チャネル保護膜、チャネルストップ膜）を、マスクを用いて形成し、
次に第２の半導体層と第２の導電層とを連続して成膜する。そして、第２の導電層が成膜
された後で、第１の半導体層、第２の半導体層及び第２の導電層が同じマスクを用いて形
成される。ただし、第３の絶縁膜の下部の第１の半導体層は、第３の絶縁膜によって保護
されるのでエッチングによって除去されない。この部分（第１の半導体層のうち上部に第
３の絶縁膜が形成された部分）がチャネル領域となる。
【０８７８】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０８７９】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態およ
び実施例の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを自由に行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関し
て、別の実施の形態および実施例の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構
成させることが出来る。
【０８８０】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態および実施例で述べた内容（一部でもよい）を、
具現化した場合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した
場合の一例、詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての
一例などを示している。したがって、他の実施の形態および実施例で述べた内容は、本実
施の形態への適用、組み合わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
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【０８８１】
（実施の形態１２）
本実施形態においては、本発明に係る電子機器の例について説明する。
【０８８２】
　図５３は表示パネル４５０１と、回路基板４５０２を組み合わせた表示パネルモジュー
ルの一形態を示している。
【０８８３】
　図５３に示すように、表示パネル４５０１は画素部４５０３、走査線駆動回路４５０４
及び信号線駆動回路４５０５を有している。回路基板４５０２には、例えば、コントロー
ル回路４５０６や信号分割回路４５０７などが形成されている。なお、表示パネル４５０
１と回路基板４５０２は接続配線４５０８によって接続されている。接続配線４５０８に
はＦＰＣ等を用いることができる。
【０８８４】
　表示パネル４５０１は、画素部と一部の周辺駆動回路（複数の駆動回路のうち動作周波
数の低い駆動回路）をトランジスタを用いて基板上に一体形成し、他の周辺駆動回路（複
数の駆動回路のうち動作周波数の高い駆動回路）をＩＣチップ上に形成し、そのＩＣチッ
プをＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）で表示パネル３４１０に実装しても良い。あ
るいは、そのＩＣチップをＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）やプリント基
板を用いてガラス基板と接続してもよい。また、全ての周辺駆動回路をＩＣチップ上に形
成し、そのＩＣチップをＣＯＧなどで表示パネルに実装しても良い。
【０８８５】
　なお、画素部には、上述の実施の形態に記載した画素を用いる。本発明により、視野角
を向上させることができる。また、画素部を構成するトランジスタに同一導電型のトラン
ジスタやトランジスタの半導体層に非晶質半導体を用いることで低コスト化を図ることも
できる。
【０８８６】
　このような表示モジュールによりテレビ受像機を完成させることができる。図５４は、
テレビ受像機の主要な構成を示すブロック図である。チューナ４６０１は映像信号と音声
信号を受信する。映像信号は、映像信号増幅回路４６０２と、そこから出力される信号を
赤、緑、青の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回路４６０３と、その映像信
号を駆動回路の入力仕様に変換するためのコントロール回路４５０６により処理される。
コントロール回路４５０６は、走査線側と信号線側にそれぞれ信号を出力する。デジタル
駆動する場合には、信号線側に信号分割回路４５０７を設け、入力デジタル信号をｍ個（
ｍは正の整数）に分割して供給する構成としても良い。
【０８８７】
　チューナ４６０１で受信した信号のうち、音声信号は音声信号増幅回路４６０４に送ら
れ、その出力は音声信号処理回路４６０５を経てスピーカー４６０６に供給される。制御
回路４６０７は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部４６０８から受け、チュ
ーナ４６０１や音声信号処理回路４６０５に信号を送出する。
【０８８８】
図５４とは別の形態の表示パネルモジュールを組み込んだテレビ受像器について図５５（
Ａ）に示す。図５５（Ａ）において、筐体４７０１内に収められた表示画面４７０２は、
表示パネルモジュールで形成される。なお、スピーカー４７０３、操作スイッチ４７０４
などが適宜備えられていてもよい。
【０８８９】
図５５（Ｂ）に、ワイヤレスでディスプレイのみを持ち運び可能なテレビ受像器を示す。
筐体４７１２にはバッテリー及び信号受信器が内蔵されており、そのバッテリーで表示部
４７１３又はスピーカー部４７１７を駆動させる。バッテリーは充電器４７１０で繰り返
し充電が可能となっている。充電器４７１０は映像信号を送受信することが可能で、その
映像信号をディスプレイの信号受信器に送信することができる。筐体４７１２は操作キー
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４７１６によって制御する。あるいは、図５５（Ｂ）に示す装置は、操作キー４７１６を
操作することによって、筐体４７１２から充電器４７１０に信号を送ることが可能である
、映像音声双方向通信装置であってもよい。あるいは、操作キー４７１６を操作すること
によって、筐体４７１２から充電器４７１０に信号を送り、さらに充電器４７１０が送信
できる信号を他の電子機器に受信させることによって、他の電子機器の通信制御も可能で
ある、汎用遠隔制御装置であってもよい。本発明を表示部４７１３に適用することができ
る。
【０８９０】
図５６（Ａ）は、表示パネル４８０１とプリント配線基板４８０２を組み合わせたモジュ
ールを示している。表示パネル４８０１は、複数の画素が設けられた画素部４８０３と、
第１の走査線駆動回路４８０４、第２の走査線駆動回路４８０５と、選択された画素にビ
デオ信号を供給する信号線駆動回路４８０６とを有する。
【０８９１】
プリント配線基板４８０２には、コントローラ４８０７、中央処理装置（ＣＰＵ）４８０
８、メモリ４８０９、電源回路４８１０、音声処理回路４８１１及び送受信回路４８１２
などが備えられている。プリント配線基板４８０２と表示パネル４８０１は、フレキシブ
ル配線基板（ＦＰＣ）４８１３により接続されている。フレキシブル配線基板（ＦＰＣ）
４８１３には、保持容量、バッファ回路などを設け、電源電圧又は信号にノイズの発生、
及び信号の立ち上がり時間の増大を防ぐ構成としても良い。なお、コントローラ４８０７
、音声処理回路４８１１、メモリ４８０９、中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８、電源回路
４８１０などは、ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方式を用いて表示パネル４８０
１に実装することもできる。ＣＯＧ方式により、プリント配線基板４８０２の規模を縮小
することができる。
【０８９２】
プリント配線基板４８０２に備えられたインターフェース（Ｉ／Ｆ）部４８１４を介して
、各種制御信号の入出力が行われる。そして、アンテナとの間の信号の送受信を行うため
のアンテナ用ポート４８１５が、プリント配線基板４８０２に設けられている。
【０８９３】
図５６（Ｂ）は、図５６（Ａ）に示したモジュールのブロック図を示す。このモジュール
は、メモリ４８０９としてＶＲＡＭ４８１６、ＤＲＡＭ４８１７、フラッシュメモリ４８
１８などが含まれている。ＶＲＡＭ４８１６にはパネルに表示する画像のデータが、ＤＲ
ＡＭ４８１７には画像データ又は音声データが、フラッシュメモリには各種プログラムが
記憶されている。
【０８９４】
電源回路４８１０は、表示パネル４８０１、コントローラ４８０７、中央処理装置（ＣＰ
Ｕ）４８０８、音声処理回路４８１１、メモリ４８０９、送受信回路４８１２を動作させ
る電力を供給する。ただし、パネルの仕様によっては、電源回路４８１０に電流源が備え
られている場合もある。
【０８９５】
中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８は、制御信号生成回路４８２０、デコーダ４８２１、レ
ジスタ４８２２、演算回路４８２３、ＲＡＭ４８２４、中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８
用のインターフェース（Ｉ／Ｆ）部４８１９などを有している。インターフェース（Ｉ／
Ｆ）部４８１９を介して中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８に入力された各種信号は、一旦
レジスタ４８２２に保持された後、演算回路４８２３、デコーダ４８２１などに入力され
る。演算回路４８２３では、入力された信号に基づき演算を行い、各種命令を送る場所を
指定する。一方デコーダ４８２１に入力された信号はデコードされ、制御信号生成回路４
８２０に入力される。制御信号生成回路４８２０は入力された信号に基づき、各種命令を
含む信号を生成し、演算回路４８２３において指定された場所、具体的にはメモリ４８０
９、送受信回路４８１２、音声処理回路４８１１、コントローラ４８０７などに送る。
【０８９６】
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メモリ４８０９、送受信回路４８１２、音声処理回路４８１１、コントローラ４８０７は
、それぞれ受けた命令に従って動作する。以下その動作について簡単に説明する。
【０８９７】
入力手段４８２５から入力された信号は、インターフェース（Ｉ／Ｆ）部４８１４を介し
てプリント配線基板４８０２に実装された中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８に送られる。
制御信号生成回路４８２０は、ポインティングデバイス又はキーボードなどの入力手段４
８２５から送られてきた信号に従い、ＶＲＡＭ４８１６に格納してある画像データを所定
のフォーマットに変換し、コントローラ４８０７に送付する。
【０８９８】
コントローラ４８０７は、パネルの仕様に合わせて中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８から
送られてきた画像データを含む信号にデータ処理を施し、表示パネル４８０１に供給する
。コントローラ４８０７は、電源回路４８１０から入力された電源電圧、又は中央処理装
置（ＣＰＵ）４８０８から入力された各種信号をもとに、Ｈｓｙｎｃ信号、Ｖｓｙｎｃ信
号、クロック信号ＣＬＫ、交流電圧（ＡＣ　Ｃｏｎｔ）、切り替え信号Ｌ／Ｒを生成し、
表示パネル４８０１に供給する。
【０８９９】
送受信回路４８１２では、アンテナ４８２８において電波として送受信される信号が処理
されており、具体的にはアイソレータ、バンドパスフィルタ、ＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　
Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）、ＬＰＦ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ　Ｆｉｌｔ
ｅｒ）、カプラ、バランなどの高周波回路を含んでいてもよい。送受信回路４８１２にお
いて送受信される信号のうち音声情報を含む信号が、中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８か
らの命令に従って、音声処理回路４８１１に送られる。
【０９００】
中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８の命令に従って送られてきた音声情報を含む信号は、音
声処理回路４８１１において音声信号に復調され、スピーカー４８２７に送られる。マイ
ク４８２６から送られてきた音声信号は、音声処理回路４８１１において変調され、中央
処理装置（ＣＰＵ）４８０８からの命令に従って、送受信回路４８１２に送られる。
【０９０１】
コントローラ４８０７、中央処理装置（ＣＰＵ）４８０８、電源回路４８１０、音声処理
回路４８１１、メモリ４８０９を、本実施形態のパッケージとして実装することができる
。
【０９０２】
勿論、本実施の形態はテレビ受像機に限定されず、パーソナルコンピュータのモニタをは
じめ、鉄道の駅又は空港などにおける情報表示盤、街頭における広告表示盤など特に大面
積の表示媒体として様々な用途に適用することができる。
【０９０３】
次に、図５７を参照して、本発明に係る携帯電話の構成例について説明する。
【０９０４】
表示パネル４９０１はハウジング４９３０に脱着自在に組み込まれる。ハウジング４９３
０は表示パネル４９０１のサイズに合わせて、形状又は寸法を適宜変更することができる
。表示パネル４９０１を固定したハウジング４９３０はプリント基板４９３１に嵌入され
モジュールとして組み立てられる。
【０９０５】
表示パネル４９０１はＦＰＣ４９１３を介してプリント基板４９３１に接続される。プリ
ント基板４９３１には、スピーカー４９３２、マイクロフォン４９３３、送受信回路４９
３４、ＣＰＵ及びコントローラなどを含む信号処理回路４９３５が形成されている。この
ようなモジュールと、入力手段４９３６、バッテリー４９３７を組み合わせ、筐体４９３
９に収納する。表示パネル４９０１の画素部は筐体４９３９に形成された開口窓から視認
できように配置する。
【０９０６】
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表示パネル４９０１は、画素部と一部の周辺駆動回路（複数の駆動回路のうち動作周波数
の低い駆動回路）を基板上にトランジスタを用いて一体形成し、一部の周辺駆動回路（複
数の駆動回路のうち動作周波数の高い駆動回路）をＩＣチップ上に形成し、そのＩＣチッ
プをＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）で表示パネル４９０１に実装しても良い。あ
るいは、そのＩＣチップをＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）又はプリント
基板を用いてガラス基板と接続してもよい。このような構成とすることで、表示装置の低
消費電力化を図り、携帯電話機の一回の充電による使用時間を長くすることができる。携
帯電話機の低コスト化を図ることができる。
【０９０７】
図５７に示した携帯電話は、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像など）を表示する
機能を有する。カレンダー、日付又は時刻などを表示部に表示する機能を有する。表示部
に表示した情報を操作又は編集する機能を有する。様々なソフトウェア（プログラム）に
よって処理を制御する機能を有する。無線通信機能を有する。無線通信機能を用いて他の
携帯電話、固定電話又は音声通信機器と通話する機能を有する。無線通信機能を用いて様
々なコンピュータネットワークに接続する機能を有する。無線通信機能を用いて様々なデ
ータの送信又は受信を行う機能を有する。着信、データの受信、又はアラームに応じてバ
イブレータが動作する機能を有する。着信、データの受信、又はアラームに応じて音が発
生する機能を有する。なお、図５７に示した携帯電話が有する機能はこれに限定されず、
様々な機能を有することができる。
【０９０８】
図５８で示す携帯電話機は、操作スイッチ類５００４、マイクロフォン５００５などが備
えられた本体（Ａ）５００１と、表示パネル（Ａ）５００８、表示パネル（Ｂ）５００９
、スピーカー５００６などが備えられた本体（Ｂ）５００２とが、蝶番５０１０で開閉可
能に連結されている。表示パネル（Ａ）５００８と表示パネル（Ｂ）５００９は、回路基
板５００７と共に本体（Ｂ）５００２の筐体５００３の中に収納される。表示パネル（Ａ
）５００８及び表示パネル（Ｂ）５００９の画素部は筐体５００３に形成された開口窓か
ら視認できるように配置される。
【０９０９】
表示パネル（Ａ）５００８と表示パネル（Ｂ）５００９は、その携帯電話機５０００の機
能に応じて画素数などの仕様を適宜設定することができる。例えば、表示パネル（Ａ）５
００８を主画面とし、表示パネル（Ｂ）５００９を副画面として組み合わせることができ
る。
【０９１０】
本実施形態に係る携帯電話機は、その機能又は用途に応じてさまざまな態様に変容し得る
。例えば、蝶番５０１０の部位に撮像素子を組み込んで、カメラ付きの携帯電話機として
も良い。操作スイッチ類５００４、表示パネル（Ａ）５００８、表示パネル（Ｂ）５００
９を一つの筐体内に納めた構成としても、上記した作用効果を奏することができる。表示
部を複数個そなえた情報表示端末に本実施形態の構成を適用しても、同様な効果を得るこ
とができる。
【０９１１】
図５８に示した携帯電話は、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像など）を表示する
機能を有する。カレンダー、日付又は時刻などを表示部に表示する機能を有する。表示部
に表示した情報を操作又は編集する機能を有する。様々なソフトウェア（プログラム）に
よって処理を制御する機能を有する。無線通信機能を有する。無線通信機能を用いて他の
携帯電話、固定電話又は音声通信機器と通話する機能を有する。無線通信機能を用いて様
々なコンピュータネットワークに接続する機能を有する。無線通信機能を用いて様々なデ
ータの送信又は受信を行う機能を有する。着信、データの受信、又はアラームに応じてバ
イブレータが動作する機能を有する。着信、データの受信、又はアラームに応じて音が発
生する機能を有する。なお、図５８に示した携帯電話が有する機能はこれに限定されず、
様々な機能を有することができる。



(133) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

30

40

50

【０９１２】
本発明を様々な電子機器に適用することができる。具体的には、電子機器の表示部に適用
することができる。そのような電子機器として、ビデオカメラ、デジタルカメラ、ゴーグ
ル型ディスプレイ、ナビゲーションシステム、音響再生装置（カーオーディオ、オーディ
オコンポ等）、コンピュータ、ゲーム機器、携帯情報端末（モバイルコンピュータ、携帯
電話、携帯型ゲーム機又は電子書籍等）、記録媒体を備えた画像再生装置（具体的にはＤ
ｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ）等の記録媒体を再生し、その画
像を表示しうるディスプレイを備えた装置）などが挙げられる。
【０９１３】
図５９（Ａ）はディスプレイであり、筐体５１１１、支持台５１１２、表示部５１１３等
を含む。図５９（Ａ）に示すディスプレイは、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像
など）を表示部に表示する機能を有する。なお、図５９（Ａ）に示すディスプレイが有す
る機能はこれに限定されず、様々な機能を有することができる。
【０９１４】
図５９（Ｂ）はカメラであり、本体５１２１、表示部５１２２、受像部５１２３、操作キ
ー５１２４、外部接続ポート５１２５、シャッターボタン５１２６等を含む。図５９（Ｂ
）に示すカメラは、静止画を撮影する機能を有する。動画を撮影する機能を有する。撮影
した画像（静止画、動画）を自動で補正する機能を有する。撮影した画像を記録媒体（外
部又はデジタルカメラに内臓）に保存する機能を有する。撮影した画像を表示部に表示す
る機能を有する。なお、図５９（Ｂ）に示すカメラが有する機能はこれに限定されず、様
々な機能を有することができる。
【０９１５】
図５９（Ｃ）はコンピュータであり、本体５１３１、筐体５１３２、表示部５１３３、キ
ーボード５１３４、外部接続ポート５１３５、ポインティングデバイス５１３６等を含む
。図５９（Ｃ）に示すコンピュータは、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像など）
を表示部に表示する機能を有する。様々なソフトウェア（プログラム）によって処理を制
御する機能を有する。無線通信又は有線通信などの通信機能を有する。通信機能を用いて
様々なコンピュータネットワークに接続する機能を有する。通信機能を用いて様々なデー
タの送信又は受信を行う機能を有する。なお、図５９（Ｃ）に示すコンピュータが有する
機能はこれに限定されず、様々な機能を有することができる。
【０９１６】
図５９（Ｄ）はモバイルコンピュータであり、本体５１４１、表示部５１４２、スイッチ
５１４３、操作キー５１４４、赤外線ポート５１４５等を含む。図５９（Ｄ）に示すモバ
イルコンピュータは、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像など）を表示部に表示す
る機能を有する。表示部にタッチパネルの機能を有する。カレンダー、日付又は時刻など
を表示する機能を表示部に有する。様々なソフトウェア（プログラム）によって処理を制
御する機能を有する。無線通信機能を有する。無線通信機能を用いて様々なコンピュータ
ネットワークに接続する機能を有する。無線通信機能を用いて様々なデータの送信又は受
信を行う機能を有する。なお、図５９（Ｄ）に示すモバイルコンピュータが有する機能は
これに限定されず、様々な機能を有することができる。
【０９１７】
図５９（Ｅ）は記録媒体を備えた携帯型の画像再生装置（たとえば、ＤＶＤ再生装置）で
あり、本体５１５１、筐体５１５２、表示部Ａ５１５３、表示部Ｂ５１５４、記録媒体（
ＤＶＤ等）読み込み部５１５５、操作キー５１５６、スピーカー部５１５７等を含む。表
示部Ａ５１５３は主として画像情報を表示し、表示部Ｂ５１５４は主として文字情報を表
示することができる。
【０９１８】
図５９（Ｆ）はゴーグル型ディスプレイであり、本体５１６１、表示部５１６２、イヤホ
ン５１６３、支持部５１６４を含む。図５９（Ｆ）に示すゴーグル型ディスプレイは、外
部から取得した画像（静止画、動画、テキスト画像など）を表示部に表示する機能を有す
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る。なお、図５９（Ｆ）に示すゴーグル型ディスプレイが有する機能はこれに限定されず
、様々な機能を有することができる。
【０９１９】
図５９（Ｇ）は携帯型遊技機であり、筐体５１７１、表示部５１７２、スピーカー部５１
７３、操作キー５１７４、記憶媒体挿入部５１７５等を含む。本発明の表示装置を表示部
５１７２に用いた携帯型遊技機は、鮮やかな色彩を表現することができる。図５９（Ｇ）
に示す携帯型遊技機は、記録媒体に記録されているプログラム又はデータを読み出して表
示部に表示する機能を有する。他の携帯型遊技機と無線通信を行って情報を共有する機能
を有する。なお、図５９（Ｇ）に示す携帯型遊技機が有する機能はこれに限定されず、様
々な機能を有することができる。
【０９２０】
図５９（Ｈ）はテレビ受像機能付きデジタルカメラであり、本体５１８１、表示部５１８
２、操作キー５１８３、スピーカー５１８４、シャッターボタン５１８５、受像部５１８
６、アンテナ５１８７等を含む。図５９（Ｈ）に示すテレビ受像機付きデジタルカメラは
、静止画を撮影する機能を有する。動画を撮影する機能を有する。撮影した画像を自動で
補正する機能を有する。アンテナから様々な情報を取得する機能を有する。撮影した画像
、又はアンテナから取得した情報を保存する機能を有する。撮影した画像、又はアンテナ
から取得した情報を表示部に表示する機能を有する。なお、図５９（Ｈ）に示すテレビ受
像機付きデジタルカメラが有する機能はこれに限定されず、様々な機能を有することがで
きる。
【０９２１】
図５９（Ａ）乃至（Ｅ）に示したように、本発明に係る電子機器は、何らかの情報を表示
するための表示部を有することを特徴とする。本発明に係る電子機器は、データが重複し
ている場合に該データをメモリに格納することで回路の動作頻度を減少させることができ
るので、消費電力が小さく、長時間の電池駆動が可能である。
　次に、本発明に係る表示装置の応用例について説明する。
【０９２２】
　図６０に、本発明に係る表示装置を建造物と一体にして設けた例について示す。図６０
は、筐体５２００、表示パネル５２０１、スピーカー部５２０２等を含む建造物を示して
いる。なお、５２０３は、表示パネル５２０１を操作するためのリモコン装置である。
【０９２３】
　表示パネル５２０１には上記実施の形態に記載した画素が用いられている。本発明によ
り視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる。なお、また、画素
部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジスタの半導体層に非晶
質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。
【０９２４】
　図６０に示す表示装置は、構造物と一体にして設けられているため、スペースを広く必
要とすることなく設置することができる。
【０９２５】
　図６１に、本発明に係る表示装置を建造物と一体にして設けた他の例について示す。表
示パネル５３０１は、ユニットバス５３０２と一体にして取り付けられており、入浴者は
入浴しながら表示パネル５３０１の視聴が可能となる。表示パネル５３０１には入浴者が
操作することで情報を表示することができる。そのため、広告や娯楽手段として利用でき
る機能を有する。
【０９２６】
　表示パネル５３０１には上記実施の形態に記載した画素が用いられている。本発明によ
り視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる。なお、また、画素
部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジスタの半導体層に非晶
質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。
【０９２７】
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　なお、本発明に係る表示装置は、図６１で示したユニットバス５３０２の側壁だけでは
なく、様々な場所と一体に設けることができる。たとえば、鏡面の一部や浴槽自体と一体
に設けられていても良い。また、表示装置の形状は、鏡面や浴槽の形状に合わせたものと
なっていてもよい。
【０９２８】
　図６２に、本発明に係る表示装置を、建造物と一体にして設けた他の例について示す。
図６２において、表示パネル５４０２は柱状体５４０１の曲面に合わせて湾曲されている
。ここでは、柱状体５４０１を電柱として説明する。
【０９２９】
　図６２に示す表示パネル５４０２は、人間の視点より高い位置に設けられている。電柱
のように屋外で繰り返し林立している建造物に表示パネル５４０２を設置することで、不
特定多数の視認者に対し表示パネル５４０２を介して情報を提供することができる。その
ため、表示パネルを広告として利用することが適している。また、表示パネル５４０２は
、外部からの制御により同じ画像を表示させること、また瞬時に画像を切替えることが容
易であるため、極めて効率的な情報表示及び広告効果が期待できる。また、表示パネル５
４０２に自発光型の表示素子を設けることで、夜間であっても視認性の高い表示媒体とし
て有用であるといえる。また、表示パネル５４０２を電柱に設置することで表示パネル５
４０２の電力供給手段の確保が容易である。また、災害発生時などの非常事態の際には、
被災者に素早く正確な情報を伝達する手段ともなり得る。
【０９３０】
　表示パネル５４０２には上記実施の形態に記載した画素が用いられている。本発明によ
り視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる。なお、また、画素
部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジスタの半導体層に非晶
質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。また、フィルム状の基板に設け
られた有機トランジスタを用いても良い。
【０９３１】
　なお、本実施形態では本発明の表示装置と一体にした建造物として壁、ユニットバス、
柱状体を例示したが、他の様々な建造物にも設けることが可能である。
【０９３２】
　次に、本発明に係る表示装置を、移動物と一体にして設けた例について示す。
【０９３３】
　図６３は、本発明に係る表示装置を自動車と一体にして設けた例について示した図であ
る。表示パネル５５０２は、自動車の車体５５０１と一体にして設けられており、車体の
動作や車体内外から入力される情報をオンデマンドに表示することができる。また、表示
パネル５５０２はナビゲーション機能を有していてもよい。
【０９３４】
　表示パネル５５０２には上記実施の形態に記載した画素が用いられている。本発明によ
り視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる。なお、また、画素
部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジスタの半導体層に非晶
質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。
【０９３５】
　なお、本発明に係る表示装置は、図６３で示した車体５５０１だけではなく、様々な場
所に設けることができる。たとえば、ガラス窓、ドア、ハンドル、シフトレバー、座席シ
ート、ルームミラー等と一体にして設けてもよい。このとき、表示パネル５５０２の形状
は、設置するものの形状に合わせたものとなっていてよい。
【０９３６】
　図６４は、本発明に係る表示装置を列車車両と一体にして設けた例について示した図で
ある。
【０９３７】
　図６４（ａ）は、列車車両のドア５６０１のガラスに表示パネル５６０２を設けた例に
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ついて示した図である。従来の紙による広告に比べて、広告切替えの際に必要となる人件
費がかからないという利点がある。また、表示パネル５６０２は、外部からの信号により
表示部で表示される画像の切り替えを瞬時に行なうことが可能であるため、たとえば電車
の乗降客の客層が入れ替わる時間帯ごとに表示パネルの画像を切り替えることができる。
このように画像の切り替えを瞬時に行うことで、より効果的な広告効果が期待できる。
【０９３８】
　図６４（ｂ）は、列車車両のドア５６０１のガラスの他に、ガラス窓５６０３及び天井
５６０４に表示パネル５６０２を設けた例について示した図である。このように、本発明
に係る表示装置は、従来では設置が困難であった場所に容易に設けることが可能であるた
め、効果的な広告効果を得ることができる。また、本発明に係る表示装置は、外部からの
信号により表示部で表示される画像の切り替えを瞬時に行なうことが可能であるため、広
告切替え時に生じていたコストや時間を削減でき、より柔軟な広告の運用および情報伝達
が可能となる。
【０９３９】
　なお、図６４に示す表示パネル５６０２には上記実施の形態に記載した画素が用いられ
ている。本発明により視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる
。なお、また、画素部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジス
タの半導体層に非晶質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。
【０９４０】
　また、本発明に係る表示装置は、上記に限らず、様々な場所に設けることができる。た
とえば、つり革、座席シート、てすり、床等と本発明に係る表示装置を一体にして設けて
もよい。このとき、表示パネル５６０２の形状は、設置するものの形状に合わせたものと
なっていてもよい。
【０９４１】
　図６５は、本発明に係る表示装置を、旅客用飛行機と一体にして設けた例について示し
た図である。
【０９４２】
　図６５（ａ）は、旅客用飛行機の座席上部の天井５７０１に表示パネル５７０２を設け
たときの使用時の形状について示した図である。表示パネル５７０２は、ヒンジ部５７０
３を介して天井５７０１と一体にして設けられており、ヒンジ部５７０３の伸縮により乗
客は所望の位置での表示パネル５７０２の視聴が可能となる。表示パネル５７０２は乗客
が操作することで情報を表示することができる。そのため、広告や娯楽手段として利用で
きる機能を有する。また、図６５（ｂ）に示すように、ヒンジ部を折り曲げて天井５７０
１に格納することにより、離着陸時の安全に配慮することができる。なお、緊急時に表示
パネル５７０２の表示素子を点灯させることで、情報伝達手段および誘導灯としても利用
可能である。
【０９４３】
　なお、図６５に示す表示パネル５７０２には上記実施の形態に記載した画素が用いられ
ている。本発明により視野角特性に優れた表示品位の高い表示パネルを得ることができる
。なお、また、画素部を構成するトランジスタに同一導電型のトランジスタやトランジス
タの半導体層に非晶質半導体を用いることで低コスト化を図ることもできる。
【０９４４】
　なお、本発明に係る表示装置は、図６５で示した天井５７０１だけではなく、様々な場
所と一体に設けることができる。たとえば、座席シート、座席テーブル、肘掛、窓等と一
体にして設けてもよい。また、多数の人が同時に視聴できる大型の表示パネルを、機体の
壁に設置してもよい。このとき、表示パネル５７０２の形状は、設置するものの形状に合
わせたものとなっていてよい。
【０９４５】
　なお、本実施形態において、移動体として電車車両本体、自動車車体、飛行機車体につ
いて例示したがこれらに限定されず、自動二輪車、自動四輪車（自動車、バス等を含む）
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、電車（モノレール、鉄道等を含む）、船舶等の様々なものを適用することができる。本
発明に係る表示装置は、外部からの信号により、移動体内における表示パネルの表示を瞬
時に切り替えることが可能であるため、移動体に本発明に係る表示装置を設置することに
より移動体を不特定多数の顧客を対象とした広告表示板、災害発生時の情報表示板等の用
途に用いることが可能となる。
【０９４６】
なお、本実施の形態において、様々な図を用いて述べてきたが、各々の図で述べた内容（
一部でもよい）は、別の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、
又は置き換えなどを自由に行うことが出来る。さらに、これまでに述べた図において、各
々の部分に関して、別の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構成させるこ
とが出来る。
【０９４７】
同様に、本実施の形態の各々の図で述べた内容（一部でもよい）は、別の実施の形態およ
び実施例の図で述べた内容（一部でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを自由に行うことが出来る。さらに、本実施の形態の図において、各々の部分に関し
て、別の実施の形態および実施例の部分を組み合わせることにより、さらに多くの図を構
成させることが出来る。
【０９４８】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態および実施例で述べた内容（一部でもよい）を、
具現化した場合の一例、少し変形した場合の一例、一部を変更した場合の一例、改良した
場合の一例、詳細に述べた場合の一例、応用した場合の一例、関連がある部分についての
一例などを示している。したがって、他の実施の形態および実施例で述べた内容は、本実
施の形態への適用、組み合わせ、又は置き換えを自由に行うことができる。
【符号の説明】
【０９４９】
１１　　ノード
３０　　ＴＦＴ
３ａ　　走査線
６ａ　　データ線（信号線）
１００　　配線
１１１　　スイッチ
１１２　　スイッチ
１１３　　スイッチ
１１４　　第１の抵抗
１１５　　第２の抵抗
１１６　　信号線
１１７　　走査線
１１８　　共通電極
１１９　　Ｃｓ線
１２１　　第１の液晶素子
１２２　　第２の液晶素子
１３１　　第１の保持容量
１３２　　第２の保持容量
１４１　　ノード
１４２　　ノード
２１１　　第１のトランジスタ
２１２　　第２のトランジスタ
２１３　　第３のトランジスタ
３１３　　第３のトランジスタ
４１４　　トランジスタ
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５１１　　信号線駆動回路
５１２　　走査線駆動回路
５１３　　画素部
５１４　　画素
６１４　　トランジスタ
８００　　ノード
８０１　　ユニット
８１４　　トランジスタ
８２３　　液晶素子
８３３　　保持容量
１１６ａ　　信号線
１１７ａ　　走査線
１１９ａ　　Ｃｓ線
１２００　　画素
１２１９　　電位供給線
１３００　　信号線切り替え回路
１３１６　　配線
１３１９　　配線
１４００　　ユニット
１４０１　　インバータ
１４０２　　配線
１４０２　　　配線
１４０３　　配線
１４０４　　トランジスタ
１４０５　　トランジスタ
１４０６　　トランジスタ
１４０７　　トランジスタ
１４３０　　配線
１６０１　　第３の保持容量
１７０１　　第３の保持容量
１８０１　　第３の保持容量
１８０２　　ノード
１８０３　　ノード
１８０４　　トランジスタ
１９０１　　保持容量
１９０２　　ノード
９００ａ　　サブ画素
９００ｂ　　サブ画素
１０００ａ　　サブ画素
１０００ｂ　　サブ画素
１１００ａ　　サブ画素
１１００ｂ　　サブ画素



(139) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】



(140) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】 【図１３】



(141) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図１４】 【図１５】

【図１６】 【図１７】



(142) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図１８】 【図１９】

【図２０】 【図２１】



(143) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図２８】



(144) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図２９】 【図３０】

【図３１】 【図３２】



(145) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図３３】 【図３４】

【図３５】 【図３６】



(146) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図３７】 【図３８】

【図３９】 【図４０】



(147) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図４１】 【図４２】

【図４３】 【図４４】



(148) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図４５】 【図４６】

【図４７】 【図４８】



(149) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図４９】 【図５０】

【図５１】 【図５２】



(150) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図５３】 【図５４】

【図５５】 【図５６】



(151) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図５７】 【図５８】

【図５９】 【図６０】

【図６１】



(152) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図６２】 【図６３】

【図６４】 【図６５】



(153) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図６６】 【図６７】

【図６８】 【図６９】



(154) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図７０】 【図７１】

【図７２】 【図７３】



(155) JP 2020-73991 A 2020.5.14

【図７４】 【図７５】

【図７６】 【図７７】



(156) JP 2020-73991 A 2020.5.14

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｌ  29/786    (2006.01)           Ｇ０９Ｇ    3/20     ６２３Ｄ        ５Ｆ１１０
   Ｈ０１Ｌ  21/8234   (2006.01)           Ｈ０１Ｌ   29/78     ６１２Ｚ        　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  27/06     (2006.01)           Ｈ０１Ｌ   27/06     １０２Ａ        　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  27/088    (2006.01)           Ｈ０１Ｌ   27/088    ３３１Ｅ        　　　　　
   　　　　                                Ｈ０１Ｌ   29/78     ６１４　        　　　　　

Ｆターム(参考) 5C006 AC21  AC22  AC25  AC26  AC27  AC28  AF01  AF13  AF19  AF26 
　　　　 　　        AF44  AF45  AF46  AF71  AF85  BA12  BA13  BB12  BB16  BB21 
　　　　 　　        BB28  BC03  BC06  BC11  BC22  BC23  BF02  BF03  BF04  BF25 
　　　　 　　        BF28  BF34  BF36  BF46  EA01  EC09  EC13  FA12  FA14  FA23 
　　　　 　　        FA33  FA34  FA42  FA47  FA48  FA54  FA55  FA56  GA01 
　　　　 　　  5C080 AA05  AA06  AA10  AA13  AA17  BB05  DD06  DD23  DD26  DD29 
　　　　 　　        EE19  EE28  EE29  EE30  FF09  FF12  GG10  GG11  JJ02  JJ03 
　　　　 　　        JJ04  JJ06  KK07  KK20  KK21  KK23  KK37  KK38  KK43  KK50 
　　　　 　　  5F048 AC10  BA14  BA15  BA16  BB02  BB08  BB09  BB11  BB12  BB13 
　　　　 　　        BC03  BC06  BF02  BF07  BF16  DA25  DA27 
　　　　 　　  5F110 BB02  CC02  CC05  CC07  CC08  DD01  DD02  DD03  DD13  DD14 
　　　　 　　        DD15  DD17  DD25  EE01  EE02  EE03  EE04  EE05  EE06  EE14 
　　　　 　　        EE15  EE22  EE23  EE28  EE30  EE32  EE44  EE45  FF02  FF03 
　　　　 　　        FF04  FF09  FF22  FF26  FF27  FF28  FF30  FF32  FF36  GG01 
　　　　 　　        GG02  GG04  GG05  GG13  GG14  GG15  GG22  GG33  GG34  GG42 
　　　　 　　        GG43  GG45  GG47  GG58  HJ01  HK02  HK03  HK04  HK06  HK07 
　　　　 　　        HK09  HK21  HK22  HK25  HK32  HK33  HL02  HL03  HL04  HL05 
　　　　 　　        HL06  HL07  HL11  HL12  HL14  HL22  HL23  HM04  HM12  HM15 
　　　　 　　        NN03  NN13  NN16  NN22  NN23  NN24  NN27  NN34  NN35  NN37 
　　　　 　　        NN40  NN72  PP02  PP03  PP34  QQ06  QQ09  QQ11 



专利名称(译) 透射型液晶显示装置

公开(公告)号 JP2020073991A 公开(公告)日 2020-05-14

申请号 JP2019225274 申请日 2019-12-13

[标]申请(专利权)人(译) 株式会社半导体能源研究所

申请(专利权)人(译) 半导体能源研究所有限公司

[标]发明人 木村肇

发明人 木村 肇

IPC分类号 G02F1/1368 G02F1/133 G09G3/36 G09G3/20 H01L21/336 H01L29/786 H01L21/8234 H01L27/06 
H01L27/088

FI分类号 G02F1/1368 G02F1/133.550 G09G3/36 G09G3/20.624.B G09G3/20.623.C G09G3/20.623.D H01L29
/78.612.Z H01L27/06.102.A H01L27/088.331.E H01L29/78.614

F-TERM分类号 2H192/AA24 2H192/BA25 2H192/BB03 2H192/BB13 2H192/BB54 2H192/BC24 2H192/BC31 2H192
/CB03 2H192/CB05 2H192/CB13 2H192/CB22 2H192/CB35 2H192/CB44 2H192/CB71 2H192/CC42 
2H192/CC64 2H192/DA02 2H192/DA13 2H192/DA42 2H192/DA81 2H192/DA91 2H192/EA22 2H192
/EA43 2H192/GD14 2H192/GD61 2H192/JA13 2H192/JA33 2H192/JA35 2H193/ZA04 2H193/ZA06 
2H193/ZA07 2H193/ZA19 2H193/ZB02 2H193/ZB03 2H193/ZB14 2H193/ZC03 2H193/ZC06 2H193
/ZC12 2H193/ZC16 2H193/ZF36 5C006/AC21 5C006/AC22 5C006/AC25 5C006/AC26 5C006/AC27 
5C006/AC28 5C006/AF01 5C006/AF13 5C006/AF19 5C006/AF26 5C006/AF44 5C006/AF45 5C006
/AF46 5C006/AF71 5C006/AF85 5C006/BA12 5C006/BA13 5C006/BB12 5C006/BB16 5C006/BB21 
5C006/BB28 5C006/BC03 5C006/BC06 5C006/BC11 5C006/BC22 5C006/BC23 5C006/BF02 5C006
/BF03 5C006/BF04 5C006/BF25 5C006/BF28 5C006/BF34 5C006/BF36 5C006/BF46 5C006/EA01 
5C006/EC09 5C006/EC13 5C006/FA12 5C006/FA14 5C006/FA23 5C006/FA33 5C006/FA34 5C006
/FA42 5C006/FA47 5C006/FA48 5C006/FA54 5C006/FA55 5C006/FA56 5C006/GA01 5C080/AA05 
5C080/AA06 5C080/AA10 5C080/AA13 5C080/AA17 5C080/BB05 5C080/DD06 5C080/DD23 5C080
/DD26 5C080/DD29 5C080/EE19 5C080/EE28 5C080/EE29 5C080/EE30 5C080/FF09 5C080/FF12 
5C080/GG10 5C080/GG11 5C080/JJ02 5C080/JJ03 5C080/JJ04 5C080/JJ06 5C080/KK07 5C080
/KK20 5C080/KK21 5C080/KK23 5C080/KK37 5C080/KK38 5C080/KK43 5C080/KK50 5F048/AC10 
5F048/BA14 5F048/BA15 5F048/BA16 5F048/BB02 5F048/BB08 5F048/BB09 5F048/BB11 5F048
/BB12 5F048/BB13 5F048/BC03 5F048/BC06 5F048/BF02 5F048/BF07 5F048/BF16 5F048/DA25 
5F048/DA27 5F110/BB02 5F110/CC02 5F110/CC05 5F110/CC07 5F110/CC08 5F110/DD01 5F110
/DD02 5F110/DD03 5F110/DD13 5F110/DD14 5F110/DD15 5F110/DD17 5F110/DD25 5F110/EE01 
5F110/EE02 5F110/EE03 5F110/EE04 5F110/EE05 5F110/EE06 5F110/EE14 5F110/EE15 5F110
/EE22 5F110/EE23 5F110/EE28 5F110/EE30 5F110/EE32 5F110/EE44 5F110/EE45 5F110/FF02 
5F110/FF03 5F110/FF04 5F110/FF09 5F110/FF22 5F110/FF26 5F110/FF27 5F110/FF28 5F110/FF30 
5F110/FF32 5F110/FF36 5F110/GG01 5F110/GG02 5F110/GG04 5F110/GG05 5F110/GG13 5F110
/GG14 5F110/GG15 5F110/GG22 5F110/GG33 5F110/GG34 5F110/GG42 5F110/GG43 5F110/GG45 
5F110/GG47 5F110/GG58 5F110/HJ01 5F110/HK02 5F110/HK03 5F110/HK04 5F110/HK06 5F110
/HK07 5F110/HK09 5F110/HK21 5F110/HK22 5F110/HK25 5F110/HK32 5F110/HK33 5F110/HL02 
5F110/HL03 5F110/HL04 5F110/HL05 5F110/HL06 5F110/HL07 5F110/HL11 5F110/HL12 5F110
/HL14 5F110/HL22 5F110/HL23 5F110/HM04 5F110/HM12 5F110/HM15 5F110/NN03 5F110/NN13 
5F110/NN16 5F110/NN22 5F110/NN23 5F110/NN24 5F110/NN27 5F110/NN34 5F110/NN35 5F110
/NN37 5F110/NN40 5F110/NN72 5F110/PP02 5F110/PP03 5F110/PP34 5F110/QQ06 5F110/QQ09 
5F110/QQ11

外部链接 Espacenet

摘要(译)

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/63b1ec04-329c-4551-9cf8-59cd695c652c
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/070610101/publication/JP2020073991A?q=JP2020073991A


解决的问题：提供一种具有优异的视角特性的高质量液晶显示装置。 第
一开关111，第二开关112，第三开关113，第一电阻器114，第二电阻器
115，第一液晶元件121和第二开关。 包括液晶元件122，第一液晶元件
的像素电极的像素通过第一开关电连接到信号线，并且第一液晶元件的
像素电极是第二电极。 第二液晶元件的像素电极经由开关和第一电阻与
第二液晶元件的像素电极电连接，第二液晶元件的像素电极经由第三开
关和第二电阻与Cs线119连接。 通过电连接，将第一液晶元件的公共电
极电连接到第二液晶元件的公共电极，并通过将与像素的灰度级相对应
的电势输入到信号线， 可以获得具有优异视角特性的高质量显示器。 
[选择图]图1


